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ま え が き 

 

政府の教育再生実行会議では、2018 年 8月から Society5.0 に向けた人材育成を課題として「技

術の進展に応じた教育の革新」と「新時代に対応した高等学校改革について」の２つをテーマと

して検討を始めましたが、2019 年 5月にこれをまとめ第十一次の提言として発表しました。そこ

では、我が国が AIやロボティクス、ビッグデータ、IoT といった技術をテーマに「課題解決先進

国」を目指すとして、教育改革や高校・大学の連携強化策を示しています。地方における人口減

少や少子化が進み、既に全国各地で高校が統廃合を行っている中で、この提言には、AI やロボテ

ィクス等の工学系を志向する中学生の進路として、高校→工学系大学へといったキャリアパスへ

誘導する効果があると思われます。しかし一方で、本答申では、AI やロボティクス関連の人材育

成においては高専の役割も大きいとして、高専が大学や社会と連携した教育プログラムを開発す

ることを推進すると謳っています。 

近年、従前にも増して社会からは高専を高く評価する声が高まっています。これまでの高専が

本質を捉えた実践的教育を行ってきたことが改めて認められていると同時に、モンゴルやタイで

も日本型の KOSEN の設置が始まるなど、海外においても日本の発展を支える実質的な教育を行う

仕組みとして高専が高く評価されていることによるものと思われます。高専に関する最近の国の

動きとしては、2016 年 5 月 10 日に発表された「高等専門学校の充実に関する調査研究協力者会

議」の報告書がトリガー的な役割を果たしていると感じますが、そこでは、高専を取り巻く環境

や高専の現状を把握した上で、高専教育の在り方や高専教育の充実に向けた具体的方策を示して

います。また、ほぼ同じ時期（2016 年 6 月 2 日）に閣議決定として発表された「経済再生運営と

改革の基本方針 2016」でも、生産性革命に向けた取組の加速のために高専の高度化など教育研究

拠点を強化することが必要であることを謳っています。さらには、これと全く同じ日（2016 年 6

月 2 日）に発表された「日本再興戦略 2016-第 4 次産業革命に向けて−」においても、IoT・ビッ

グデータ・人工知能等を牽引するトップレベル情報人材の育成や数理教育の強化の面で高専も大

学・大学院と並べて対象としていることが示されています。 

本校でもこうした時代の要請に応えるべく、あるべき未来を考えながら、第 4 期中期計画・中

期目標を検討してきたところですが、ここでは、第 3期の総括となる平成 30 年度の取組状況につ

いて、自己点検・評価として本冊子にまとめさせて頂きました。現在の教育内容や研究・産学連

携の状況に決して慢心してはいけないと心では思いつつも、実質その心の箍が緩んでいないか、

伝統産業や豊かな文化に育まれたこの地にあって十分に地域貢献出来ているか、加速するグロー

バル化や情報化社会へ対応は十分出来ているのか、などなど心配は多岐に渡ります。 

関係の皆様にはご多忙のところ恐縮ですが、何とぞ本冊子にお目通しを頂き、今後とも本校に

対して忌憚のないご意見とご指導ご鞭撻を賜りますようお願いいたします。 
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自己点検・評価について 

 

 

 本自己点検・評価報告書中の「点検・評価」は、文部科学省独立行政

法人評価委員会の項目別評価基準を準用し、本校の「達成度評価」とし

て、以下のとおり用いました。 

 

 

Ｓ：計画をはるかに上回る実績を残した 

Ａ：達成度１００％ 

Ｂ：達成度７０％以上～１００％未満 

Ｃ：達成度７０％未満
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Ⅰ．本校の沿革・現況及び特徴 

 

１ 沿革・現況 

 

高等専門学校は、「深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能力を育成する」ことを目

的として、昭和３７年の国立学校設置法の一部改正により発足した。福井工業高等専門学

校（以下「本校」という。）は、昭和４０年４月２４日に武生市緑町（現越前市）の仮校

舎で第 1 回入学式が挙行され、昭和４１年に鯖江市下司町に本校舎を移転し、現在に至っ

ている。発足時の学科構成は、機械工学科、電気工学科、工業化学科であった。これは、

工学の基礎となる機械・電気・化学となる学科が構成されたものであるが、工業化学につ

いては福井県が繊維及び染色関係の企業が多いことにより設置されたものである。 

昭和４５年度には「土木工学科」が増設されたが、これは、福井県が大手の土木業者を

多く出している土木県であるとともに、当時の土木技術者不足に対応するためである。さ

らに、昭和６３年度には情報社会の到来を受けて、「電子情報工学科」が増設された。そ

の後、平成５年度に土木工学科を時代の要請に沿うべく「環境都市工学科」として改組し

た。平成７年度には工業化学科を「物質工学科」として改組し、材料工学コースと生物工

学コースの二つのコース制とした。さらに、高専５年間の教育課程の上に、創造的な研究

開発や先端技術に対応できる人材を育成するため、平成１０年度には、専攻科（生産シス

テム工学専攻、環境システム工学専攻）が設置された。また、平成１６年度より独立行政

法人国立高等専門学校機構として運営形態がかわった。平成１７年度には、電気工学科を

「電気電子工学科」とした。現在では、５学科・２専攻、学生定員１，０４０名の教育・

研究機関に発展してきており、本校の基本理念に基づき、教育・研究の質の向上に積極的

に取り組んでおり、平成２７年度に創立５０周年を迎えた。現況は下記のとおりである。 

 

（１）所在地  福井県鯖江市下司町 

（２）学科等構成 

   ①本科 

機械工学科、電気電子工学科、電子情報工学科、物質工学科、環境都市工学科 

   ②専攻科 

生産システム工学専攻、環境システム工学専攻 

（３）学生数及び教職員数 

   ①学生数（平成３１年２月１日現在） 

     学科学生 １，００９名（定員１，０００名） 

     専攻科学生    ５１名（定員４０名） 

   ②教職員数（常勤）（平成３０年４月１日現在） 

教員数  ７６名   職員数  ４２名 
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2 

２ 特徴 

 

教育の特徴としては、優れた実践力と豊かな人間性、創造性を備え、社会の多様な発

展に寄与できる技術者を育成するため、「ものづくり、環境づくり教育」を推進し、各

学科で実験実習等の体験型の授業やデザインマインドを育む創成科目を導入している。

ものづくり関連のコンテスト等にも積極的に参加し、全国高専ロボットコンテストでは、

２度にわたってロボコン大賞を獲得するとともに、１１年連続して全国大会出場を果た

している。全国高専プログラミングコンテストやデザインコンペティションにも毎年参

加し健闘している。語学教育にも力を注ぎ、平成２８年度全国高専英語プレゼンテーシ

ョンコンテストにおいては、文部科学大臣賞に輝くなど優れた成果を示している。 

  本校を目指す中学生に対しては、アドミッションポリシーを示すとともに、平成１７

年度には、入学時に学科を決められない中学生のために、２年次より転科可能な「工学

基礎コース」を設置した。平成２７年度にはこれまでの成果を基に入試制度を改正し、

平成２８年度より学力選抜入学者全員を転科対象者にする学科再選択制度を開始した。 

  福井高専は、地元に立脚し開かれた学校を目指し、産官学共同研究を進めている。福

井県における産官学共同研究ネットワークの中心の一つである「地域連携テクノセンタ

ー」では、地元に密着した活動に取り組んでおり、福井県の伝統産業である和紙の生産

者組合、福井県和紙工業協同組合と地元町の依頼により、平成１６年度に「伝統産業支

援室」を設置し、和紙に関する共同研究を行っている。平成１７年度には、本校の立地

する鯖江市が世界最大の眼鏡枠生産地でもあることから、福井県眼鏡工業組合とも新し

い産官学共同研究事業を開始し、「地場産業支援室」を設置して眼鏡枠材料に関する共

同研究を行っている。また、同年５月には、これら地域社会との連携をさらに深めるた

め、近隣２市１町と包括的な連携である「地域連携協定」を結び、共同研究・出前授業・

リカレント教育に取り組んでいる。平成１９年度には、アントレプレナーサポートセン

ターを設置し、起業を志す地域の社会人や本校学生の支援を行っている。 

平成２５年度には地域連携テクノセンターを改修し、高度な分析機器やデジタル造形

機などの研究設備を新たに導入した。平成２６年度には、コーディネーターの新規任用、

学内設備・機器見学会「オープンラボ」の開催、本校所有研究設備のガイドブック（ラ

ボガイド）の作成など、地域企業との共同研究や連携事業を行う体制を強化した。平成

２７年度には、地域連携アカデミア会員企業へのメールニュースの配信を開始するなど

地域企業との交流が活発化した。平成２８年度には、エネルギー環境教育に力を入れる

美浜町との「地域連携協定」を締結し、新たに嶺南地域との連携を開始している。 

  国際交流としては、海外学生派遣制度の他、平成１７年度からオーストラリアのバラ

ラット大学と提携し、学生の相互交換留学制度を行っている。フェデレーション大学に

改称後も継続し、平成２８年度は３月に学生３１名が、平成３０年３月にはスウィンバ

ーン工科大学に３２名が渡豪し、７回目となる海外研修を行った。平成２５年度からは、
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タイ国プリンスオブソンクラ大学（ＰＳＵ）工学部との国際交流が開始され、８月に専

攻科生２名が同大学で研修した。翌年度からはＰＳＵからの留学生の受け入れを始め、

交流はその後も継続している。平成２６年度より開始した東南アジアの日系企業での海

外インターンシップは、平成２９年度には専攻科生１名と本科生１名がドイツで、本科

生１名がマレーシアの企業で研修を行った。なお、平成２８年度には国際交流委員会が

「国際交流室」と改称され、本校の国際交流がさらに活性化すると期待されている。 

キャリア教育については、以前より、本科２年で校外研修（１日）、３年で研修旅行（４

日間）、４年でインターンシップ（１～２週間）など企業等での見学や体験を経て進路の

選択を行ってきた。専攻科では２０日間のインターンシップを課している。しかし、早

い段階から職業意識を育み、主体的に企業研究を行う環境を整えるため、平成２２年度

より、１～３年には、教員、企業経営者によるキャリアガイダンスや職業研究セミナー、

本科５年と専攻科生が講師となる先輩フォーラムを開始した。４年や専攻科１年には、

就職対策講座を実施し、３年を含めてキャリア教育セミナー（合同企業説明会）を開催

するようにした。平成２６年度からは進路指導を行う部署を「キャリア支援室」と名称

変更して支援体制を強化し、卒業生と連携した先輩講座を開始した。なお、本校独自の

求人サイトでパソコンや携帯から就職情報を入手できるようにしていたが、平成２８年

度から全国高専共通利用型進路支援システムに切り替え、利便性を向上させた。 

本科の全学科の４、５年と専攻科の２専攻(生産システム工学専攻、環境システム工学

専攻)の１、２年の教育課程を融合複合した「環境生産システム工学」教育プログラムは、

平成１６年度日本技術者教育認定機構（JABEE）から、社会の要求を満たしている技術者

教育プログラムであると、福井県内の高等教育機関では最初に認定を受けた。認定期間

の満了に伴い平成２１年１０月に継続審査を受審し、認定継続が認められた。さらに、

平成２４年１１月に中間審査を受審後、平成２７年９月に継続審査を受審し、翌年３月

には再度認定継続が認められ、平成３０年１０月に中間審査を受審し、さらに３年間（２

０２０年度修了生まで）の認定が認められた。 

平成１７年１１月には(独)大学評価・学位授与機構による「高等専門学校機関別認証

評価」を受審し、平成１８年３月に「改善事項なし」との評価結果であった。平成２４

年１１月には２回目の「高等専門学校機関別認証評価」を受審し、平成２５年３月には

「高等専門学校設置基準をはじめ関係法令に適合し、大学評価・学位授与機構が定める

高等専門学校評価基準を満たしている」との評価結果が同機構から公表された。 

本校では、毎年自己点検・評価を行っている。その外部評価として、平成１４年度か

ら校外の有識者による外部評価委員会（平成１６年度から「評議員会」、平成２１年度

から「外部有識者会議」に改称）を開催し、その都度結果を開示しており、高等教育機

関として自律的に教育・研究、組織運営等の質の改善のサイクルを機能させている。 

なお、平成２６年度から第３期中期計画が始まり、平成２７年度には本校が創立５０

周年を迎え記念事業を行った。次の半世紀の最初となる平成２８年度には、高度化に向
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けて第３学年から学際科目を導入した新教育課程を学ぶ新入生が入学し、平成３０年度

から新たな歩みを踏み出した。 
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Ⅱ.目的 

 

基本理念 

優れた実践力と豊かな人間性、創造性を備え、社会の多様な発展に寄与できる技術者を

育成する。 

 

養成すべき人材像 

(1) 地球環境に配慮できる社会的責任感と倫理観を持った技術者 (人間性) 

(2) 科学技術の進歩を的確に見通す工学的素養を持った技術者 (専門性) 

(3) 調和と協調を意識して、国際的に活躍できる技術者 (国際性) 

(4) 幅広い知識を応用・統合し、豊かな発想力と実践力で問題解決できる技術者 (創造性) 

 

教育方針 

(1) 技術者として必要かつ十分な基礎力と専門技術を習得させる。 

(2) 個性を伸長し、独創的能力の開発に努力する。 

(3) 教養の向上に努め、良識ある国際人としての成長を期する。 

(4) 健康の増進に努め、身体的精神的に強靭な耐久力を育成する。 

(5) 規律ある日常生活に徹し、明朗、闊達な資性の涵養を図る。 

 

学習・教育目標 

【本科(準学士課程)】 

RA 多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付ける。 

① 人間社会の基本的な仕組みを理解し、様々な地域の言語や歴史・伝統などの文化

を多面的に認識できる。 

② 様々な地域における芸術とそれに根ざした価値観を、認識・理解する意識を持て

る。 

RB 数学とその他の自然科学、及び専門分野におけるものづくり、環境づくりに関する

基礎能力を身に付ける。 

① 数学とその他の自然科学に関する基礎知識を理解できる。 

② 専門分野における基礎知識・技術に基づいて情報を処理し、工学的現象を正しく

理解できる。 

RC 国際社会で活躍するためのコミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

① 英語による基礎的な対話や文章が理解でき、自分の意見を表現できる。 

② 日本語の文章や言語作品を的確に理解・鑑賞でき、自分の思いや主張を適切に日

本語の談話や文章で表現できる。 

③ 分かりやすい図表等を作成し、それを用いて日本語により効果的な説明ができる。 
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RD 技術者に必要なデザインマインドを身に付ける。 

① 課題に対して自主的に問題を発見し、解決方法を探求して問題解決能力の重要性

を認識できる。 

RE 実践的能力と論理的思考能力を身に付ける。 

① 実験・調査などの経験を通してデータの解析法を学び、理論との比較や考察など

ができる。 

② 課題の背景を理解し、習得した知識を生かして適切な方法を選んで実験・調査な

どを遂行し、データを解析・考察することにより、結果を客観的に説明できる。 

③ 身体・健康・スポーツに関する知識と実践力を獲得するために各自の能力に応じ

て目標を設定し、個人あるいはグループで課題を達成できる。 

【専攻科課程】 

JA 地球的視点から多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付ける。 

① 異なる地域に属する人々がもつ文化や、それに根ざした価値観などを多面的に認

識できる。 

② 持続可能な地球社会を構築するという目的意識のもと、種々の分野における人間

の活動や文明が地球環境に与える影響について理解できる。 

③ 技術者が社会に対して負うべき責任を明確に自覚したうえで、工学に関する学術

団体が規定している倫理綱領を理解し、説明できる。 

JB 数学とその他の自然科学、情報処理、及び異なる技術分野を含む問題にも対処でき

る、ものづくり・環境づくりに関する能力を身に付ける。 

① 工学的諸問題に対処する際に必要な、数学とその他の自然科学に関する知識を理

解できる。 

② 工学的諸問題に対処する際に必要な、情報処理に関する基礎知識を理解できる。 

③ 得意とする専門技術分野を持つことに加え、他の技術分野を積極的に吸収して、

持続可能な社会の構築を意識したものづくりのプロセスに対応できる。 

JC 国際社会で活躍する技術者に必要なコミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

① 英語による日常的な内容の文章や対話を理解でき、 英語により自分の意見を適切

に表現できる。 

② 得意とする専門技術分野に関わる英語論文等の内容を日本語で説明できる。 

③ 自分の意見・主張などを、相手を意識した規範的な表現を用いて日本語の談話や

文章で表現できる。 

④ 日本語による口頭発表や討議において、 自らの報告・聴衆への対応・他者への質

疑などを行える。 

⑤ 正確で分かりやすいグラフや図表を、必要に応じて用意できる。 

JD 技術者に求められる基礎的なデザイン能力を身に付ける。 

① 構造物または製品を設計する際に、複数の技術分野についても意識しながら、つ
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に表現できる。 

② 得意とする専門技術分野に関わる英語論文等の内容を日本語で説明できる。 

③ 自分の意見・主張などを、相手を意識した規範的な表現を用いて日本語の談話や

文章で表現できる。 

④ 日本語による口頭発表や討議において、 自らの報告・聴衆への対応・他者への質

疑などを行える。 

⑤ 正確で分かりやすいグラフや図表を、必要に応じて用意できる。 

JD 技術者に求められる基礎的なデザイン能力を身に付ける。 

① 構造物または製品を設計する際に、複数の技術分野についても意識しながら、つ
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くる目的を理解し、機能性・安全性及び経済性に加えて、環境負荷の低減・快適性

などを考慮できる。 

② 新しく出会った課題について、自ら問題点を発見しようとする意識を持ち、既知

の事柄と未知の事柄とを識別したうえで、それらを蓄積・整理できる。 

③ 既成概念にとらわれない創造性豊かな発想のもと、自分の専門分野以外の技術分

野を含む課題について、多様な観点から検討・考察し、その結果を具体的に示せる。 

④ 異なる分野の人を含んだグループでの協議及び共同作業を通して、解決方法につ

いて複数の候補を見いだし、その中から最も適切なものを選択できる。 

JE 実践的能力及び論理的思考能力を総合的に身に付ける。 

① 与えられた実験・演習課題の工学的意義を理解し、提示された方法を計画・実行

することにより、定められた期限までに妥当な結果を導ける。 

② 数学や情報処理の知識・技術を用いて、実験または数値シミュレーションの結果

を統計的に処理し、その結果を評価して、対象としている工学的現象の成り立ち・

仕組み等を理解し、説明できる。 

③ 技術者が経験する実務上の工学的な諸問題を認識し、それらを具体的に示せる。 

④ 自ら明確に設定した目標を達成するため、詳細な計画を立て、それに沿って継続

して努力できる。 

⑤ 考察対象に関する見解を論理的に構築し、それに基づいた問題解決のための仮説

を立て、適切な実験・解析方法を選択できる。 

 

ディプロマ・ポリシー（卒業の認定に関する方針） 

【本科(準学士課程)】 

 ・全学科共通 

   卒業時に学生が身に付けるべき能力を下記のように定め、これらの能力の獲得とカ

リキュラムに規定する所定単位の修得をもって卒業を認定し、準学士（工学）と称

することを認めます。 

RA 多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付ける。 

RB 数学とその他の自然科学、及び専門分野におけるものづくり、環境づくりに 

関する基礎能力を身に付ける。 

RC 国際社会で活躍するためのコミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

RD 技術者に必要なデザインマインドを身に付ける。 

RE 実践的能力と論理的思考能力を身に付ける。 

・機械工学科 

ものづくりのための基礎的知識や技術を身に付けた創造性豊かな機械技術者となる

ために、機械技術者として必要な基礎学力、技術革新・高度情報化社会に対応でき

る能力、実践的能力および論理的思考能力を身に付ける。 
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・電気電子工学科 

ものづくりのための基礎的知識や技術を身につけた創造性豊かな電気電子技術者と

なるために、電気電子技術者に必要な専門的かつ総合的な基礎力、幅広い専門分野

に適応できる応用力、独創力およびコミュニケーション能力を身につける。 

・電子情報工学科 

情報化社会の基盤となるソフトウェア技術、コンピュータネットワーク技術及びコ

ンピュータ制御技術で、種々の問題を解決できる有能な技術者となるために、次に

あげる能力を養成する。 

 (1) 電子工学及び情報工学の技術者として必要な基礎的な学力と能力 

(2) 変化するＩＴ社会に対応できる応用力 

(3) 実験実習や卒業研究をとおした実践的能力や創造能力 

・物質工学科 

物質工学に必要とされる材料工学あるいは生物工学の分野において、基礎的知識と

技術を身に付け、論理的思考能力を備えた実践的で創造性豊かな化学技術者を養成

する。 

・環境都市工学科 

社会資本を持続可能にする土木技術者と建築技術者となるために、建設技術者に必

要な基礎的な学力と能力、幅広い専門分野の理論に関する応用力、実験実習や卒業

研究を通した実践力と創造力を身に付ける。 

【専攻科課程】 

・専攻科共通 

   修了時に専攻科生が身に付けるべき能力を下記のように定め、得意とする専門分野

に関連する他の技術分野の知識と能力も積極的に吸収して、自然環境との調和を図

りながら持続可能な社会を有機的にデザインすることのできるの能力の獲得とカリ

キュラムに規定する所定単位の修得をもって修了を認定し、学士（工学）と称する

ことを認めます。 

JA  地球的視点から多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付ける。 

JB  数学とその他の自然科学、情報処理、および異なる技術分野を含む問題にも対

処できる、ものづくり・環境づくりに関する能力を身に付ける。 

JC  国際社会で活躍する技術者に必要なコミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

JD  技術者に求められる基礎的なデザイン能力を身に付ける。 

JE  実践的能力および論理的思考能力を総合的に身に付ける。 

・専攻科生産システム工学専攻 

専攻科生産システム工学専攻は、高等専門学校等で習得した基礎学力の基盤の上に、

機械・設計関連、システム制御関連、電子・物性関連および情報・通信関連分野の

知識を広く学び、これらを有機的に統合した生産システムの設計並びに開発研究等

8
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・電気電子工学科 

ものづくりのための基礎的知識や技術を身につけた創造性豊かな電気電子技術者と

なるために、電気電子技術者に必要な専門的かつ総合的な基礎力、幅広い専門分野

に適応できる応用力、独創力およびコミュニケーション能力を身につける。 

・電子情報工学科 

情報化社会の基盤となるソフトウェア技術、コンピュータネットワーク技術及びコ

ンピュータ制御技術で、種々の問題を解決できる有能な技術者となるために、次に

あげる能力を養成する。 

 (1) 電子工学及び情報工学の技術者として必要な基礎的な学力と能力 

(2) 変化するＩＴ社会に対応できる応用力 

(3) 実験実習や卒業研究をとおした実践的能力や創造能力 

・物質工学科 

物質工学に必要とされる材料工学あるいは生物工学の分野において、基礎的知識と

技術を身に付け、論理的思考能力を備えた実践的で創造性豊かな化学技術者を養成

する。 

・環境都市工学科 

社会資本を持続可能にする土木技術者と建築技術者となるために、建設技術者に必

要な基礎的な学力と能力、幅広い専門分野の理論に関する応用力、実験実習や卒業

研究を通した実践力と創造力を身に付ける。 

【専攻科課程】 

・専攻科共通 

   修了時に専攻科生が身に付けるべき能力を下記のように定め、得意とする専門分野

に関連する他の技術分野の知識と能力も積極的に吸収して、自然環境との調和を図

りながら持続可能な社会を有機的にデザインすることのできるの能力の獲得とカリ

キュラムに規定する所定単位の修得をもって修了を認定し、学士（工学）と称する

ことを認めます。 

JA  地球的視点から多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付ける。 

JB  数学とその他の自然科学、情報処理、および異なる技術分野を含む問題にも対

処できる、ものづくり・環境づくりに関する能力を身に付ける。 

JC  国際社会で活躍する技術者に必要なコミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

JD  技術者に求められる基礎的なデザイン能力を身に付ける。 

JE  実践的能力および論理的思考能力を総合的に身に付ける。 

・専攻科生産システム工学専攻 

専攻科生産システム工学専攻は、高等専門学校等で習得した基礎学力の基盤の上に、

機械・設計関連、システム制御関連、電子・物性関連および情報・通信関連分野の

知識を広く学び、これらを有機的に統合した生産システムの設計並びに開発研究等
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を行うことのできる創造力を持った実践的技術者となるような人材を育成すること

を目的とし、専攻科修了時点において学生が身に付けるべき能力（学習教育目標）

を下記の通り定めます。 これらの能力の獲得と学則の定める所定の授業科目等を履

修し、基準となる単位取得をもって人材像の達成と見なし、本校専攻科を修了した

者が、大学改革支援・学位授与機構の審査に合格することによって学位を授与しま

す。 

・専攻科環境システム工学専攻 

専攻科環境システム工学専攻は、高等専門学校等で習得した基礎学力の基盤の上に、

構造・材料関連、生物・化学関連、環境・分析関連および防災・都市システム関連

分野の知識を広く学び、これらを有機的に統合した環境システムの設計並びに開発

研究等を行うことのできる創造力を持った実践的技術者となるような人材を育成す

ることを目的とし、専攻科修了時点において学生が身に付けるべき能力（学習教育

目標）を下記の通り定めます。 これらの能力の獲得と学則の定める所定の授業科目

等を履修し、基準となる単位取得をもって人材像の達成と見なし、本校専攻科を修

了した者が、大学改革支援・学位授与機構の審査に合格することによって学位を授

与します。 

・専攻科の学生が修了時点において身に付けるべき能力（学習教育目標）：専攻科共通 

JA  地球的視点から多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付ける。 

JB  数学とその他の自然科学、情報処理、および異なる技術分野を含む問題にも対

処できる、ものづくり・環境づくりに関する能力を身に付ける。 

JC  国際社会で活躍する技術者に必要なコミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

JD  技術者に求められる基礎的なデザイン能力を身に付ける。 

JE  実践的能力および論理的思考能力を総合的に身に付ける。 

 

カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成及び実施に関する方針） 

【本科(準学士課程)】 

・全学科共通 

  高専機構が定めたコアカリキュラムを学科毎に適正に配置し、「ものづくり」と「環

境づくり」ができる技術者として生涯にわたる自己研鑽能力を身に付けた卒業生を

社会に輩出すべく、下記の方針に基づいたカリキュラムを作成します。 

  １．エンジニアとなるための学習のスタートとして１学年から専門科目を配置する

とともに、 一般科目との連携を図りながら早期技術者教育を開始する。 

２. 学年進行とともに専門科目が多くなる「くさび形」教育を実施する。 

３．多様化する現代社会に対応する技術者を養成するために、 他学科の科目も履修

可能な学際領域科目群を３学年から配置する。 

４．創造力、コミュニケーション能力、プレゼンテーション能力を養成するための
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演習科目及び実験科目を多く配置する。 

５. 実践力と論理的思考能力を養成するための総合的な科目を最終学年に配置する。 

６．国際社会で活躍できる技術者を養成するために、グローバルエンジニア教育を

充実させる。 

・機械工学科 

① １学年では、専門基礎Ⅰ、Ⅱ、Ⅲを修得することで、機械系ものづくり、情報処

理に関する導入レベルの能力を身に付ける。 

② ２学年では、機械工作法Ⅰ、材料学Ⅰ、Ｃ言語基礎と機械工作実習Ⅰ、機械製図

を修得することで、機械工学分野におけるものづくりに関する基礎能力を身に付

ける。 

③ ３学年では、機械工作法Ⅱ、材料学Ⅱ、材料力学Ⅰ、流れ学Ⅰ、Ｃ言語応用、電

気工学と機械工作実習Ⅱ、機械設計製図Ⅰ、メカトロニクス実習を修得すること

で、機械工学分野におけるものづくりに関する基礎能力とデザインマインドを身

に付ける。 

④ ４学年では、材料力学Ⅱ、流れ学Ⅱ、熱力学、工業力学、機械設計法、機構学、

センサ工学、電子工学と機械設計製図Ⅱ、知能機械演習を修得することで、機械

工学分野におけるものづくりに関する基礎能力とデザインマインド、 さらに機

械工学実験Ⅰを修得することで、実践的能力と論理的思考能力を身に付ける。 

⑤ ５学年では、伝熱工学、振動工学Ⅰ、自動制御Ⅰ、機械計算力学、ＣＡＤ・ＣＡ

Ｅの必修科目と機械系選択科目を修得することで、 機械工学分野におけるもの

づくりに関する基礎能力、さらに卒業研究と機械工学実験Ⅱを修得することで、

実践的能力と論理的思考能力、 コミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

・電気電子工学科 

① １学年では、ものづくり、情報処理の基礎的な能力を養うために、専門基礎Ⅰ～

Ⅲを修得する。 

② ２学年では、電気電子工学の導入基礎的な能力を養うために電気回路Ⅰ等を修得

し、さらに理論と実践のつながりを学び応用力を身につける。 

③ ３学年では、電気電子工学の基礎的な能力を養うために電気回路Ⅱ等を修得し、

さらに理論と実践のつながりを学び、応用力、独創力を身につける。 

④ ４学年では、電気電子工学の基礎的な能力を養うために電気回路Ⅲ等を修得し、

さらに理論と実践のつながりを学び、応用力を身につける. 

⑤ ５学年では、電気電子工学を応用する能力を養うために電気回路Ⅳ等を修得し、

さらに理論と実践のつながりを学び、応用力を身につけ、卒業研究を通して応用

力、独創力、コミュニケーション能力を身につける。 

・電子情報工学科 

① １学年では，専門基礎により、コンピュータに関連するものづくり、及び、情報
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演習科目及び実験科目を多く配置する。 

５. 実践力と論理的思考能力を養成するための総合的な科目を最終学年に配置する。 

６．国際社会で活躍できる技術者を養成するために、グローバルエンジニア教育を

充実させる。 

・機械工学科 

① １学年では、専門基礎Ⅰ、Ⅱ、Ⅲを修得することで、機械系ものづくり、情報処

理に関する導入レベルの能力を身に付ける。 

② ２学年では、機械工作法Ⅰ、材料学Ⅰ、Ｃ言語基礎と機械工作実習Ⅰ、機械製図

を修得することで、機械工学分野におけるものづくりに関する基礎能力を身に付

ける。 

③ ３学年では、機械工作法Ⅱ、材料学Ⅱ、材料力学Ⅰ、流れ学Ⅰ、Ｃ言語応用、電

気工学と機械工作実習Ⅱ、機械設計製図Ⅰ、メカトロニクス実習を修得すること

で、機械工学分野におけるものづくりに関する基礎能力とデザインマインドを身

に付ける。 

④ ４学年では、材料力学Ⅱ、流れ学Ⅱ、熱力学、工業力学、機械設計法、機構学、

センサ工学、電子工学と機械設計製図Ⅱ、知能機械演習を修得することで、機械

工学分野におけるものづくりに関する基礎能力とデザインマインド、 さらに機

械工学実験Ⅰを修得することで、実践的能力と論理的思考能力を身に付ける。 

⑤ ５学年では、伝熱工学、振動工学Ⅰ、自動制御Ⅰ、機械計算力学、ＣＡＤ・ＣＡ

Ｅの必修科目と機械系選択科目を修得することで、 機械工学分野におけるもの

づくりに関する基礎能力、さらに卒業研究と機械工学実験Ⅱを修得することで、

実践的能力と論理的思考能力、 コミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

・電気電子工学科 

① １学年では、ものづくり、情報処理の基礎的な能力を養うために、専門基礎Ⅰ～

Ⅲを修得する。 

② ２学年では、電気電子工学の導入基礎的な能力を養うために電気回路Ⅰ等を修得

し、さらに理論と実践のつながりを学び応用力を身につける。 

③ ３学年では、電気電子工学の基礎的な能力を養うために電気回路Ⅱ等を修得し、

さらに理論と実践のつながりを学び、応用力、独創力を身につける。 

④ ４学年では、電気電子工学の基礎的な能力を養うために電気回路Ⅲ等を修得し、
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処理の基礎的な能力を育成する。 

② ２学年では，プログラミング基礎、情報工学基礎、電子工学基礎、実験などの科

目により、コンピュータに関連する後期中等教育レベルの電子工学および情報工

学の基礎を理解する能力を育成する。 

③ ３学年では，プログラミング応用、オペレーティングシステム、数値計算、計算
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学・分析化学・物理化学・生化学・化学工学などの物質の本質を理解し、 応用

化学及び生物化学的手法により新物質を開発する際に必要とされる幅広い基礎

能力を育成する。 

③ ４、５学年では、専門性を深化させる科目として物理化学や化学工学及び生化学

など、発展的科目として有機合成化学や基礎材料化学及び生命科学などを共通科

目として修得し、さらに材料工学あるいは生物工学を得意とする専門能力を育成

するために、 材料工学コースでは材料化学や材料工学で材料の合成法や物性、

生物工学コースでは化学を基礎とした微生物学や分子生物学などを修得して、化

学的視点を基にした、化学品・医薬品・食品等の得意とする専門分野で活躍でき

る技術者を育成する。 

④ １～５学年を通して、実践的能力及びプレゼンテーション能力を育成するために、

物質工学実験等により実践力、論理的思考力を育成する。さらに、総括的科目と

して、５年生の卒業研究では、 問題解決能力・プレゼンテーション能力を育成

する。 
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・環境都市工学科 

① １学年では専門基礎Ⅰ、Ⅱ、Ⅲを修得することによって、建設技術に関するもの

づくりや情報処理の基礎的な能力を育む。 

② ２学年では測量学、プログラミング、構造力学Ⅰ、建設材料学Ⅰ、建築計画Ⅰを

修得することによって、高等教育導入レベルの建設技術に関する基礎的な能力を

育む。 

③ ３学年では応用測量学、構造力学Ⅱ、建設材料学Ⅱ、水理学Ⅰ、地盤工学Ⅰ、環

境衛生工学、環境都市計画論を修得することによって、建設技術に関する基礎的

知識を理解する能力を育む。 

④ ４学年では構造力学Ⅲ、水理学Ⅱ、地盤工学Ⅱ、建築計画Ⅱ、建築環境Ⅰ、コン

クリート構造学Ⅰ、交通工学、施工管理学、計画数理学を修得することによって、

建設技術の基礎的知識を理解し、応用する能力を育む。 

⑤ ５学年では鋼構造学、構造デザイン、河川水文学、建設複合材料、建設法規、建

築設備Ⅰの必修科目や土木分野、建築分野の選択科目を修得することによって、

さらに、卒業研究に取り組むことによって建設技術者に 必要な実践的かつ創造

的な能力を育む。 

・一般科目教室（自然科学系） 

［低学年（１年～２年）］ 

   数学では、数学の基礎的な知識と計算技能を身に付け、数学的論理を通して思

考力、表現力の育成が図れるように科目を配置している。 

  物理では、身の回りの運動や、波動、電気現象を抽象的に記述できる能力を、

化学では、自然や生活環境における化学の基本的な概念や原理・法則を理解でき

る能力を、生物では、生命科学の基本概念を理解できる能力を養成する。 

 保健体育では、種々のスポーツを各自の能力に応じて実施できる能力の育成に

取り組んでいる。 

［高学年（３～５年）］ 

    数学では、現象を数学的にとらえ、問題を解決する能力が育成できるように学

習内容を配置している。 

 物理では、物理現象の基礎的な知識を習得し、工学との関連性を理解できる能

カを養成する。 

 保健体育では、自己の体力を的確にとらえ、積極的に運動実践ができる能力、

生涯における健康管理能力一環として生活習慣病について理解できる能力の育

成に取り組んでいる。 

・一般科目教室（人文社会系） 

［低学年（１年～２年）］ 

 国語科では、日本語の小説・随筆といった、日常的ないし過去の時代から受け
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継がれている言語作品に触れ、その読解および鑑賞に習熟し、さらにその題材の

選び方や技法を自らの表現法として会得できるよう、学習内容を配置している。  

社会科では、社会の地域的特色と歴史的背景を理解し、人間の在り方や生き方

について把握する能力を養成する。 

英語科では、４技能の調和に基づく実践的なコミュニケーションの基礎能力の

育成に取り組んでいる。 

［高学年（３～５年）］ 

 国語科では、日本語文章表現に関する基礎的な知識を理解し、手紙から意見文

に至る実用的かつ社会とつながる文章の作法や読解法を習得、さらに意欲に応じ

て日本語学・国文学の所産とその方法論に触れ、学術的な視野を拡げることがで

きるよう、科目を配置している。  

社会科では、現代の政治や経済、国際関係などを理解し、社会の変化の本質を

批判的に認識できる能力を養成する。 

英語科では、より深い読解能力、聴解能力の養成を中心に、総合的なコミュニ

ケーション能力の養成に取り組んでいる。 

【専攻科課程】 

・専攻科共通 

専攻科は、高専５年間の教育課程の上に、より高度な専門知識と技術を教授し、創

造的な研究開発や先端技術に対応でき、かつ国際的にも通用する実践的技術者を養

成すべく、以下の教育を実施します。 

１.地球的視点から多様な文化や価値観を認識できるような教養教育を実施します。 

２.国際社会で活躍する技術者に必要なコミュニケーション基礎能力、プレゼンテー

ション基礎能力を養成するための実践的コミュニケーション教育を実施します。 

３.技術者に求められるデザイン能力を養成するためのＰＢＬ教育を実施します。 

４.実社会に通用する実践的能力および論理的思考能力を養うために実験科目、演習

科目、インターンシップ等の実践的な体験型教育を実施します。 

・専攻科生産システム工学専攻 

専攻科生産システム工学専攻は、技術の高度化、複雑化に対応できる総合化の能力

と先進技術開発のための創造性を身に付け、機械工学の分野、電気電子工学の分野、

情報工学の分野に通じた人材を養成すべく、以下を教育方針として教育課程を編成

しています。 

１.専門工学の基礎として、数学、自然科学、情報関連の科目を配置します。 

２.得意とする専門工学をさらに充実させるための科目を配置します。 

３.得意とする専門以外の関連する技術分野の科目も単位取得可能な仕組みにしま

す。 

４.専門工学を修めた実践的技術者としての総合力を磨くため、生産システム工学特
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別研究を２年間行います。 

・専攻科環境システム工学専攻 

専攻科環境システム工学専攻は、環境にやさしい製品や再資源化を前提とした製品

の製造プロセスの開発等、あるいは地球環境、地域の環境を保全しつつ、自然災害

に強い、より安全で快適な都市づくりに通じた人材を養成すべく、以下を教育方針

として教育課程を編成しています。 

１.専門工学の基礎として、数学、自然科学、情報関連の科目を配置します。 

２.得意とする専門工学をさらに充実させるための科目を配置します。 

３.得意とする専門以外の関連する技術分野の科目も単位取得可能な仕組みにしま

す。 

４.専門工学を修めた実践的技術者としての総合力を磨くため、環境システム工学特

別研究を２年間行います。 

 

アドミッション・ポリシー（入学者の受入れに関する方針） 

【本科(準学士課程)】 

・全学科共通 

福井高専では、基礎学力が備わっていて、本校が目指すものづくり及び環境づくり

に関する学習に興味があり、技術者としてグローバルな視野を持って産業の発展に

貢献したいという気持ちを強く持ち、 そのために新しい目標に向かっていつもチャ

レンジをし、仲間と共同して課題を考え解決する能力を身に着けようと積極的に行

動できる人を求めます。 

・機械工学科 

１．自動車、飛行機、ロボットなどの機械システムや、環境、福祉、宇宙工学などの

分野に興味がある人  

２．サイエンスを学び、ものづくりに創造性を発揮して、人間社会に貢献したい人  

３．機械を創る材料、動かすエネルギー、制御する情報など幅広い技術を身に付けた 

  い人 

・電気電子工学科 

１．電気自動車や太陽光発電などに使われる環境にやさしいクリーンエネルギーや新 

素材技術を学びたい人 

２．ロボット、システム、コンピュータなどを動かすための電子制御やプログラミン 

グ技術を学びたい人 

３．情報家電や光通信などに使用する電子回路や情報通信技術を学びたい人  

・電子情報工学科 

１．コンピュータの構造や仕組みに興味があり、高度なプログラミング技術を習得し 

たい人  
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２．ネットワークを活用したり、知能ロボットを動かすプログラムを作りたい人  

３．未来のＩＴ機器の開発をやってみたい人 

・物質工学科 

１．化学と生物の世界へ第一歩を踏み出したい人  

２．地球に優しいものづくりをしたい人  

３．バイオの技術で社会に貢献したい人 

・環境都市工学科 

１．自然と共生したくらしを営む環境づくりに興味がある人  

２．快適なくらしを共有するための建物とまちづくりに興味がある人  

３．災害から人々のくらしを守るシステムづくりに興味がある人 

【編入学者へのアドミッション・ポリシー】 

  本校準学士課程への編入学者に関しては、上記の他に以下のポリシーを設けます。 

  １．高等学校において理数系または工学の基礎を習得した人、もしくは教育機関等に

おいて同等の学力を獲得したと認められる人 

  ２．希望する学科の教育目標・教育課程をを十分に理解し、自主的・積極的に学業に

取り組む姿勢を有する人 

【専攻科課程】 

・専攻科共通 

１．得意とする工学分野の基礎能力（数学的素養を含む）を身に付けている人 

２．何事にも自主的・能動的に臨む姿勢を持つ人 

３．ものづくり・環境づくりに意欲のある人 

４．多様なシステムを理解し、創造的にデザインする能力を身に付けたい人 
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Ⅲ．第３期中期計画 

 

 平成２６年度から３０年度までの第３期中期目標に対して、高専機構本部が策定した第

３期中期計画、及びこれを踏まえて本校が策定した第３期中期計画は以下のとおりである。 

(独)国立高等専門学校機構 第 3期中期計画 福井工業高等専門学校 第 3期中期計画 

（序文） 

 独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 30

条の規定により、独立行政法人国立高等専門学校機構（以

下「機構」という。）が中期目標を達成するための中期計

画（以下「中期計画」という。）を次のとおり定める。 

(序文) 

 福井工業高等専門学校(以下「福井高専」という。）は、

中学卒業後の若者に対して全人教育とともに工学基礎教

育、体験重視型の専門教育を行って創造力と実践力を養成

し、社会・産業界及び技術のグローバル化に対応できる開

発研究型の技術者を育成するため、中期計画を次のように

定める。 

（基本方針） 

 国立高等専門学校は、中学校卒業後の早い段階から、座

学だけでなく実験・実習・実技等の体験的な学習を重視し

たきめ細やかな教育指導を行うことにより、産業界に実践

的技術者を継続的に送り出してきており、また、近年では

より高度な知識技術を修得するために４割を超える卒業

生が進学している。 

 さらに、これまで蓄積してきた知的資産や技術的成果を

もとに、生産現場における技術相談や共同研究など地域や

産業界との連携への期待も高まっている。 

 このように国立高等専門学校にさまざまな役割が期待

される中、高等学校や大学とは異なる高等専門学校の本来

の魅力を一層高めていかなければならない。また、法人本

部がその機能を発揮し、イニシアティブを取る必要があ

る。 

 こうした認識のもと、大学とは異なる高等教育機関とし

ての国立高等専門学校固有の機能を充実強化することを

基本方針とし、中期目標を達成するための中期計画を以下

のとおりとする。 

(基本方針) 

 福井高専は中学校卒業生を受入れ、早い段階から座学だ

けでなく実験・実習・実技等の体験的な学習を重視したき

め細やかな技術者教育を行うことにより、産業界に実践的

技術者を輩出してきている。また、近年ではより高度な知

識技術を習得するために本科卒業生の４割程度が高専専

攻科への進学や国公私立大学に編入学している。 

 さらに、これまで蓄積してきた知的資産や技術的成果を

もとに、生産現場における技術相談や共同研究など地域や

産業界との連携への期待も高まっている。 

 このように福井高専に対してさまざまな役割が期待さ

れる中、高等学校や大学とは異なる高等専門学校の本来の

魅力を一層高めていかなければならない。さらに、社会や

産業構造もグローバル化して高度なイノベーションが求

められることを踏まえ、実践力と創造力、そして人間性に

富む技術者の育成という使命の観点から、教育研究内容や

それらの体制も不断に見直し、計画的に実効ある変革が必

要である。 

 こうした認識のもと、大学とは異なる高等教育機関とし

ての国立高等専門学校特有の機能を充実強化するととも

に技術者教育の実質化を基本方針とし、中期目標を達成す
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るための中期計画を以下のとおりとする。 

 

【基本理念】 

 優れた実践力と豊かな人間性、創造性を備え、社会の多

様な発展に寄与できる技術者を育成する。 

 

【養成すべき人材像】 

1．地球環境に配慮できる社会的責任感と倫理観を持った

技術者 (人間性) 

2．科学技術の進歩を的確に見通す工学的素養を持った技

術者 (専門性) 

3．調和と協調を意識して、国際的に活躍できる技術者 (国

際性) 

4．幅広い知識を応用・統合し、豊かな発想力と実践力で

問題解決できる技術者 (創造性) 

 

【教育方針】 

1．技術者として必要かつ十分な基礎力と専門技術を習得

させる 

2．個性を伸長し、独創的能力の開発に努力する 

3．教養の向上に努め、良識ある国際人としての成長を期

する 

4．健康の増進に努め、身体的精神的に強靭な耐久力を育

成する 

5．規律ある日常生活に徹し、明朗、闊達な資性の涵養を

図る 

 

【学習・教育目標】 

≪本科≫ 

RA 多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付ける 

RB 数学とその他の自然科学、及び専門分野におけるもの

づくり、環境づくりに関する基礎能力を身に付ける 

RC 国際社会で活躍するためのコミュニケーション基礎

能力を身に付ける 

RD 技術者に必要なデザインマインドを身に付ける 

RE 実践的能力と論理的思考能力を身に付ける 

17



18 

≪専攻科≫ 

JA 地球的視点から多様な文化や価値観を認識できる能

力を身に付ける 

JB 数学とその他の自然科学、情報処理、及び異なる技術

分野を含む問題にも対処できる、ものづくり・環境づくり

に関する能力を身に付ける 

JC 国際社会で活躍する技術者に必要なコミュニケーシ

ョン基礎能力を身に付ける 

JD 技術者に求められる基礎的なデザイン能力を身に付

ける 

JE 実践的能力及び論理的思考能力を総合的に身に付け

る 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向

上に関する目標を達成するために取るべき措置 

 

１ 教育に関する事項 

 機構の設置する各国立高等専門学校において、別表に掲

げる学科を設け、所定の収容定員の学生を対象として、高

等学校や大学の教育課程とは異なり中学校卒業後の早い

段階から実験・実習・実技等の体験的な学習を重視した教

育を行い、製造業を始めとする様々な分野において創造力

ある技術者として将来活躍するための基礎となる知識と

技術、さらには生涯にわたって学ぶ力を確実に身に付けさ

せるため、以下の観点に基づき高等専門学校の教育実施体

制を整備する。 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向

上に関する目標を達成するために取るべき措置  

（１）入学者の確保 

① 中学校長や中学校 PTA などの全国的な組織への広報活

動を行うとともに、メディア等を通じた積極的な広報を行

う。 

（１）入学者の確保 

① 高専に対する一層の理解を促すために、福井県中学校

長会会長を外部有識者の一人に迎え、高専制度の理解促進

に努めるとともに利点と実績をアピールする。また、中学

校に直接訪問し、校長や進路指導担当者に対し高専の理解

度とプレゼンスの向上に努めるとともに、地域の中学高校

連絡会に参加し、直接校長に対し PR に努める。 

 コミュニティーＦＭでの本校作成番組の定期放送や、地

域広報誌でのＰＲ活動を行い、幅広いターゲットに向けて

広報活動を行う。 
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② 中学生が国立高等専門学校の学習内容を体験できるよ

うな入学説明会、体験入学、オープンキャンパス等を充実

させ、特に女子学生の志願者確保に向けた取組を推進す

る。 

② オープンキャンパスの内容を充実させ、中学 3年生だ

けではなく、小学生や中学校低学年にもアピールできるよ

うに内容を精査して、高専へ興味を向けさせるように工夫

する。また、女子中学生向けに特化したパンフレットや広

報誌などを刷新するとともに体験学習や懇談会等を充実

させ、理工系分野への進路選択に際しての不安の軽減や払

拭を図る。  

③ 中学生やその保護者を対象とする各高等専門学校が活

用できる広報資料を作成する。 

③ 女子中学生向けに特化したパンフレットやホームペ

ージ等を刷新する等、中学生や保護者に直感で良さがわか

るように広報誌の内容を精査するとともに、地域広報誌に

常設のページを確保する。 

④ ものづくりに関心と適性を有する者など国立高等専門

学校の教育にふさわしい人材を的確に選抜できるように

適切な入試を実施する。 

④ 入試説明会において高専でのキャリアパスを説明し、

アドミッションポリシーの理解を促す。また、リーダーシ

ップを発揮できる素養を持った学生など、幅広い人材を求

めるために推薦要件を拡大するとともに、入学後の転科制

度を説明し、より柔軟な人材を募集する。 

⑤ 入学者の学力水準の維持に努めるとともに、女子学生

等の受入れを推進し、入学志願者の質を維持する。 

⑤ 中学校と連携を取りながら、進学・就職などのキャリ

ア形成や経済性におけるメリットを説明して理解と興味

を深め、高い志と資質を持った入学志願者の確保に努め

る。 

 女子中学生の理工系分野への進路選択に際しての不安

の軽減や払拭を図れる体験学習や懇談会等を充実させ、志

願者増を図るとともに、”教育環境アンケート”等を実施

し、修学環境の向上を図る。また、出前授業やその他の広

報活動に女子学生を帯同させ、本校における女子学生の存

在感をアピールする。 

（２）教育課程の編成等 

① 産業構造の変化や技術の高度化、少子化の進行、社会・

産業・地域ニーズ等を踏まえ、法人本部がその機能を発揮

し、イニシアティブを取って、専門的かつ実践的な知識と

世界水準の技術を有し、自律的、協働的、創造的な姿勢で

グローバルな視点を持って社会の諸課題に立ち向かう、科

学的思考を身につけた実践的・創造的技術者を養成するた

め、51 校の国立高等専門学校の配置の在り方の見直し及

び学科再編、専攻科の充実等を行う。またその際、個々の

（２） 教育課程の編成等 

①-1 産業界のグローバル化・高度化、そして社会ニーズ

の多様化に対応できる融合複合的な技術が求められてい

ることを受けて、平成 28 年度より各専門分野に軸足を置

きつつ周辺分野の知識と技術も習得できる学際コースを

導入し、より高い実践力と創造力の育成を目指す。 

 専攻科設置以来続けてきた２専攻の教育課程が、現在の

技術社会に対応しているか否かを検討し、専攻科の再編を

実施する。具体的には、専攻科が目指す技術者像を踏まえ
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高等専門学校の地域の特性を踏まえ、教育研究の個性化、

活性化、高度化がより一層進展するよう配慮する。 

 また、その前提となる社会・産業・地域ニーズ等の把握

に当たっては、法人本部がイニシアティブを取ってニーズ

把握の統一的な手法を示す。 

て、５つのコースを持つ１専攻とし、研究能力の向上、グ

ローバル人材の育成、エンジニアリング・デザイン能力の

涵養の３つの目標を掲げ、これらを実践できる教育プログ

ラムを本科の高度化の方針との継続性を維持しながら作

成し、実行に移す。 

①-2 卒業生・修了生及び彼らの勤務先を対象にして定期

的に職務内容、資格取得の状況、今後の技術動向などにつ

いてアンケート調査等を行うとともに、ホームカミング・

ディを設けて卒業生らの生の声を教育課程の参考にし、教

育研究内容の充実を図る。また、地元自治体の経済戦略会

議等の議論を精査し、地域ニーズの把握に努め、教育研究

の高度化や質の改善を目指す。 

②各分野において基幹的な科目について必要な知識と技

術の修得状況や英語力を把握し、教育課程の改善に役立て

るために、学習到達度試験を実施し、試験結果の分析を行

うとともに公表する。また、英語については、TOEIC など

を積極的に活用し、技術者として必要とされる英語力を伸

長させる。 

② 到達度試験をコアカリキュラムの指標の一つと位置

づけ、試験結果を学生にフィードバックするとともに、学

生自ら達成度評価シートを作成させ、指導に活用する。英

語教育に関しては、TOEIC や TOEFL 受験を積極的に推奨す

るとともに、これらのスコアに応じた単位化を促進する。

また、低学年での英会話能力の育成を目指し、少人数教育

を試験的に導入する。 

【機械工学科】 平成 26 年度からモデルコアカリキュラ

ムに対応した新教育課程を導入し、ものづくり教育を充実

しながら基礎学力の定着を図る。平成 28 年度から、1 年

の専門科目の強化と高学年への高度化科目の導入を目的

としたカリキュラム改正を行う。基幹的専門科目に関する

知識の習得状況を学生自ら把握・向上させるため、資格取

得を奨励する。 

【電気電子工学科】 低学年時には、よりスムーズに専門

分野への導入がなされるよう、電気・電子工学関連の基礎

知識習得・現象理解とあわせ、興味付けが進むように努め

る。 

 これとあわせて、学年進行に伴いスキルアップできる仕

掛けとして、体験型のものづくり実験・演習教材開発への

積極的取り組みを行い、問題発見・解決能力とそのために

必要な創造性、コミュニケーション力等の能力を兼ね備え

た人材の育成を目指す。 
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 体験型のものづくり教育に関しても、製作から結果評

価・分析まで一貫して行うこととし、教育課程の改善に役

立てる。 

【電子情報工学科】 低学年では、座学を中心とした専門

科目での基礎知識習得と演習系科目での実践を連携し、学

生の意欲向上に努める。 

 高学年では、知識定着の確認として資格試験へのチャレ

ンジや、ものづくり技術の実践として様々なコンテスト応

募を通し、創造性豊かな人材育成を目指す。 

【物質工学科】 「平成 28 年度本校高度化再編・モデル

コアカリキュラム対応学科教育課程表（案）」の適用に係

る具体的課題を詳細かつ慎重に検討する。 

 本学科に設けている「コース制（材料工学・生物工学）

学科カリキュラム」における専門科目・共通科目（融合複

合領域）の、より効果的な授業内容と方法について創意工

夫を図る。 

【環境都市工学科】 学年進行に伴う習熟度を考慮しなが

ら、学年に応じた資格候補（目標）をより具体的に提示し、

くさび型のキャリア形成を図る。 

 英語に関しては TOEIC 等の受検を積極的に奨励すると

ともに、卒業研究等において英文提出機会を用意し、ライ

ティング能力の向上も推進する。 

【一般科目(人文系)】 人文社会科学系科目（国語・社会・

外国語）では、実践的な技術者に必要な言語感覚や総合的

な理解力・表現力を身につけさせるとともに、社会的な知

識の習得を始めとする自立した洞察力・判断力の養成を目

指す。グローバル人材育成の観点からは、国際文化の理解

を深めながら、外国語（英語・ドイツ語・中国語）による

コミュニケーション能力を高める教育を実践する。特に英

語に関しては、実用英検、工業英検、TOEIC、TOEFL Junior

等の各種検定試験の受験奨励や英語関連の校内コンテス

トの実施を通して、アクティブラーニングの推進を図ると

ともに、ICT の活用を視野に入れた教育を目指す。 

【一般科目(自然系)】 理数系の科目は、教科間で連携を

とりながら、自然現象の基本的法則や概念を理解させ、思

考力・表現力・創造力の育成を図るとともに、問題解決能
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力の向上を目指し、自然科学系の基礎学力の習得を志向す

る。体育は、調和のとれた全人的発達を遂げた社会人とし

て、身体・健康に関する知識の習得や身体運動実践能力の

獲得を目指した教育をする。習得状況の把握や課程の改善

に有効な到達度試験に対しては、各教科において試験前に

模擬テストや課題等を課すなどの対応をしているが、結果

についても表彰や丁寧な指導を行い、授業とリンクさせる

など対応を図っていく。 

【専攻科】 研究能力の向上、グローバル人材の育成、エ

ンジニアリング・デザイン能力の涵養の３つの目標を掲

げ、現代社会に貢献する技術者の育成を行う。 

 新たに設定する学修総まとめ科目を通して、研究能力の

向上を図り、専攻科生の学会発表件数を増加させる。 

 「現代英語」及び「技術者英語コミュニケーション演習」

の授業を通して英語力の向上を図るとともに、その成果を

TOEIC スコアにて検証する。 

 「デザイン工学」及び「創造デザイン演習」の授業を通

して、エンジニアリング・デザイン能力の涵養を図り、複

眼的視野に立ってものづくりが行える技術者の養成を行

う。 

③卒業生を含めた学生による適切な授業評価・学校評価を

実施し、その結果を積極的に活用する。 

③ 在校生については前期終了時点と後期終了時点で

WEB による授業アンケートを実施し、教員へ返却し、コメ

ント等を学内公開する。卒業生・修了生へは 3年毎に教育

内容等のアンケートを実施し教育内容等の点検を行う。 

④公私立高等専門学校と協力して、スポーツなどの全国的

な競技会やロボットコンテストなどの全国的なコンテス

トを実施する。 

④ 各種コンテストおよび高専体育大会に積極的に学生

を参加させ、そのための環境整備に努める。 

 学内において学生のものづくり志向を涵養するために、

「福井高専キャンパスプロジェクト」を継続的に企画・実

施する。 

22



22 

力の向上を目指し、自然科学系の基礎学力の習得を志向す

る。体育は、調和のとれた全人的発達を遂げた社会人とし

て、身体・健康に関する知識の習得や身体運動実践能力の

獲得を目指した教育をする。習得状況の把握や課程の改善

に有効な到達度試験に対しては、各教科において試験前に

模擬テストや課題等を課すなどの対応をしているが、結果

についても表彰や丁寧な指導を行い、授業とリンクさせる

など対応を図っていく。 

【専攻科】 研究能力の向上、グローバル人材の育成、エ

ンジニアリング・デザイン能力の涵養の３つの目標を掲

げ、現代社会に貢献する技術者の育成を行う。 

 新たに設定する学修総まとめ科目を通して、研究能力の

向上を図り、専攻科生の学会発表件数を増加させる。 

 「現代英語」及び「技術者英語コミュニケーション演習」

の授業を通して英語力の向上を図るとともに、その成果を

TOEIC スコアにて検証する。 

 「デザイン工学」及び「創造デザイン演習」の授業を通

して、エンジニアリング・デザイン能力の涵養を図り、複

眼的視野に立ってものづくりが行える技術者の養成を行

う。 

③卒業生を含めた学生による適切な授業評価・学校評価を

実施し、その結果を積極的に活用する。 

③ 在校生については前期終了時点と後期終了時点で

WEB による授業アンケートを実施し、教員へ返却し、コメ

ント等を学内公開する。卒業生・修了生へは 3年毎に教育

内容等のアンケートを実施し教育内容等の点検を行う。 

④公私立高等専門学校と協力して、スポーツなどの全国的

な競技会やロボットコンテストなどの全国的なコンテス

トを実施する。 

④ 各種コンテストおよび高専体育大会に積極的に学生

を参加させ、そのための環境整備に努める。 

 学内において学生のものづくり志向を涵養するために、

「福井高専キャンパスプロジェクト」を継続的に企画・実

施する。 

23 

⑤ボランティア活動などの社会奉仕体験活動や自然体験

活動などの様々な体験活動の実績を踏まえ、その実施を推

進する。 

⑤ 学生のボランティア活動などの社会奉仕体験活動や

自然体験活動などの様々な体験活動を支援し、その実施を

推進する。 

 地域から頼られる学生寮として、地域主催の清掃活動な

どの行事に寮生がボランティアとして積極的に参加する

よう支援する。 

（３）優れた教員の確保 

① 多様な背景を持つ教員組織とするため、公募制の導入

などにより、教授及び准教授については、採用された学校

以外の高等専門学校や大学、高等学校、民間企業、研究機

関などにおいて過去に勤務した経験を持つ者、又は１年以

上の長期にわたって海外で研究や経済協力に従事した経

験を持つ者が、全体として 60％を下回らないようにする。 

（３）優れた教員の確保 

① 教育研究と地域貢献に対して情熱的・意欲的で多様な

経験を有した教員の確保を目指す。特に、企業・機関での

実務経験者、技術士等の専門性の高い資格を有する者及び

他の教育機関での経験を有する者の採用に向けて努力す

る。 

② 教員の力量を高め、学校全体の教育力を向上させるた

めに、採用された学校以外の高等専門学校などに１年以上

の長期にわたって勤務し、またもとの勤務校に戻ることの

できる人事制度を活用するほか、大学、企業などとの任期

を付した人事交流を図る。 

② 教員の教育指導力と本校の活性化のために、「高専・

技科大間教員交流制度」を利用した人事交流や、在外と内

地の研究員制度による他機関との交流を積極的に奨励す

るとともに、これらの制度を利用して交流した経験者によ

る講演会を開催し、制度の優位性を広く認識させる。 

③ 専門科目（理系の一般科目を含む。以下同じ。）につい

ては、博士の学位を持つ者や技術士等の職業上の高度の資

格を持つ者、理系以外の一般科目については、修士以上の

学位を持つ者や民間企業等における経験を通して高度な

実務能力を持つ者など優れた教育力を有する者を採用す

る。 

この要件に合致する者を専門科目担当の教員については

全体として 70％、理系以外の一般科目担当の教員につい

ては全体として 80％を下回らないようにする。 

③ 教育研究と地域貢献に対して情熱的・意欲的で多様な

経験を有した教員の確保を目指す。特に、企業・機関での

実務経験者、技術士等の専門性の高い資格を有する者及び

他の教育機関での経験を有する者の採用に向けて努力す

る。 

④ 女性教員の比率向上を図るため、必要な制度や支援策

について引き続き検討を行い、働きやすい職場環境の整備

に努める。 

④ 男女共同参画の趣旨を踏まえた就業環境の改善を含

め、女性教員への支援策を検討するとともに積極的な採用

に向けて努力する。 

23



24 

⑤ 中期目標の期間中に、全ての教員が参加できるように

ファカルティ・ディベロップメントなどの教員の能力向上

を目的とした研修を実施する。また、特に一般科目や生活

指導などに関する研修のため、地元教育委員会等と連携

し、高等学校の教員を対象とする研修等に派遣する。 

⑤ 福井県内の高等教育機関の大学間連携事業（Ｆレック

ス）等のＦＤ学習研修会へ教職員を派遣する。また、学内

表彰教員等による FD 講演会を開催する。さらに、ティー

チングポートフォリオ、アカデミックポートフォリオ等の

研修会等を開催する。 

⑥ 教育活動や生活指導などにおいて顕著な功績が認めら

れる教員や教員グループを毎年度表彰する。 

⑥ 教職員の勤務意欲の高揚及び本校の活性化を図るた

めに、職務に精励し、その功績が顕著な者を対象に、理事

長表彰対象者として推薦する。さらに、教育・研究や地域

貢献等において模範となる功績をあげた教職員を校長表

彰する。 

⑦ 文部科学省の制度や外部資金を活用して、中期目標の

期間中に、300 名の教員に長期短期を問わず国内外の大学

等で研究・研修する機会を設けるとともに、教員の国際学

会への参加を促進する。 

⑦ 教員の教育指導力と本校の活性化のために、在外と内

地の研究員制度による他機関との交流を積極的に奨励す

る。さらに、教員の国際学会への参加を奨励する。 

（４）教育の質の向上及び改善のためのシステム 

① 全高等専門学校が利用できる教材の共有化を進め、学

生の主体的な学びを実現する ICT 活用教育環境を整備す

ることにより、モデルコアカリキュラムの導入を加速化

し、高等専門学校教育の質保証を推進する。 

（４）教育の質の向上及び改善のためのシステム 

①-1 コアカリキュラムの導入を 28 年度の新カリキュラ

ム導入時に完了させ、さらに精査を行う。また、PBL 教育

のさらなる推進と、アクティブラーニングの効果的な導入

を図り、ICT の活用を含め教材の共有化や授業への効率的

活用を模索する。 

【機械工学科】 モデルコアカリキュラムに対応した教育

課程の中で、ものづくり系科目（演習，実習，実験，製図）

を充実し、創造性を高め、高度な技術を活用した体験型教

育を実践する。メカトロニクス関連教育は、基礎から応用

までを効率的に習得できる、段階的・系統的な演習・実習

配置とする。機械工作実習において、主体性を高める総合

実習を導入するなどエンジニアリング教育を充実する。 

設計製図や実験･実習では、CAD/CAE や高度な測定機器・

加工機を用いた内容を導入する。 

【電気電子工学科】 モデルコアカリキュラムへの対応を

さらに進め、学習成果を評価しフィードバックできる仕組

みを利用し、教育の質保証を推進する。また、高学年次の

学生を対象に、社会で確立されているハードウェア・ソフ
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⑤ 中期目標の期間中に、全ての教員が参加できるように
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トウェア両面にわたるエンジニアリング技術やその技術

的課題等について、学生本人の興味・資質にあわせて深

化・レベルアップさせるための教育環境整備に努める。 

【電子情報工学科】 他高専で公開されている教材を活用

したカリキュラムなどを、モデルコアカリキュラムとの整

合性をみながら検討を行う。モデルコアカリキュラムに対

応しながら、高度化を踏まえた学際コースでのカリキュラ

ムの検討を行う。地域のオープンデータやビッグデータと

いった身近なデータ活用を演習テーマなどに導入するこ

とを目指し、学生が自主的かつ積極的に課題に取組める体

制の導入を目指す。 

【物質工学科】 情報処理関連科目や学生実験・実習・卒

業研究等において、「次世代シミュレーション技術者教育

プログラム（豊橋技術科学大学主催）」等を利用し、ICT

教育の更なる充実と一層の促進を図る。 

【環境都市工学科】 H28 年度導入予定の学際コースにあ

わせて教育課程の再構築を行い、モデルコアカリキュラム

対応の更なる充実を図る。学生が主体的に考え、実践する

ことを主眼においた実験・実習系科目において、既存の内

容を発展させ、空間デザイン、構造デザイン、ファシリテ

ーション、プロジェクトマネジメントに関するコンテスト

等を設け、アクティブラーニングの推進とエンジニアリン

グ・デザイン能力の育成を図る。主として学修単位科目を

中心に ICT によるアクティブラーニングを推進する。 

【一般科目(人文系)】 所属教員がアクティブラーニング

や ICT 活用に関わる講習会等に積極的に参加し、そのノウ

ハウを授業に反映させることで学生のアクティブラーニ

ングを促進させるとともに、ICT 教材のさらなる開発に取

り組む。 

【一般科目(自然系)】 実践的な技術者に必要な理解力や

問題解決能力を身につけさせることを目標に、検定試験の

受験奨励やコンテストの実施を通して、アクティブラーニ

ングの推進を図る。電子黒板等の ICT 環境を整備・活用し、

授業の効率化に努めていく。 

【専攻科】 研究能力の向上、グローバル人材の育成、エ

ンジニアリング・デザイン能力の涵養の３つの目標を掲
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げ、現代社会に貢献する技術者の育成を行う。「工学実験」

及び「工学演習」でアクティブラーニングを積極的に取り

入れ、学生の主体的な学習を図る。「デザイン工学」及び

「創造デザイン演習」の授業を通して、エンジニアリン

グ・デザイン能力の涵養を図り、複眼的視野に立ってもの

づくりが行える技術者の養成を行う。専攻科棟内に ICT

活用教育環境を整備する。 

 ①-2 高専学生情報統合システムの仕様が固まり次第、こ

れを基本にした教務運用のマニュアル策定を開始すると

ともに、現行システムからの移行措置に関してインターフ

ェースプログラムの検討を開始する。 

② 実践的技術者養成の観点から、在学中の資格取得を推

進するとともに、日本技術者教育認定機構によるプログラ

ム認定等を活用して教育の質の向上を図る。 

② 在学中に取得できる資格を学科毎にまとめた冊子を

作成し、取得の方法やサポート体制などを紹介することに

よって資格取得を積極的に勧め、学習意欲の涵養を図る。

また、平成 27 年度の JABEE 継続審査に向けて、プログラ

ムの改善を検討する。 

  JABEE 認定教育プログラム「環境生産システム工学」

の継続的改善を行い、認定を維持するとともに、技術者一

次試験の合格者数の増加を目指す。 

③ 毎年度サマースクールや国内留学などの多様な方法で

学校の枠を超えた学生の交流活動を推進する。 

③ 他高専学生寮との寮生間交流活動を推進する。東海北

陸地区及び全国高専の寮生会交流事業を寮生会の主な活

動の 1つとして位置付け、寮生会活動の質的向上を図る。 

 学生寮へ受け入れる、国際交流提携校からの短期留学生

と本校寮生との交流活動を活発化する。 

  高専機構や各学協会等を含む団体が実施する、高専の

枠を超えた学生の交流活動への積極的な参加を促すとと

もに、交流活動を支援する。 

④ 高等専門学校における特色ある教育方法の取組を促進

するため、優れた教育実践例を取りまとめ、総合データベ

ースで共有するとともに、毎年度まとめて公表する。 

④ 平成 28 年度導入を目指す新カリキュラムにおいて、

融合・複合を念頭に置いた学科横断の PBL 教育を導入し、

その実践事例を公開するとともに、ICT の活用を進める。 

  特色ある教育実践例を高専教育フォーラムで報告す

る。 
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⑤ 学校教育法第 123 条において準用する第 109 条第 1 項

に規定する教育研究の状況についての自己点検・評価、及

び同条第 2 項に基づく文部科学大臣の認証を受けた者に

よる評価など多角的な評価への取組によって教育の質の

保証がなされるように、評価結果及び改善の取組例につい

て総合データベースで共有する。 

⑤ 学校全体の教育研究体制の点検を行い、教育研究の質

の維持向上を図るため、定期的に自己点検・評価報告書を

作成し、外部有識者会議の基礎資料とする。研究活動評価

については、現行の研究活動評価シートの見直しを行い、

PDCA サイクル方式に基づいたものに変更する。JABEE 認定

教育プログラム「環境生産システム工学」の継続的改善を

行い、改善例を高専教育フォーラム等で報告する。平成

31 年度を目途に受審予定の大学評価・学位授与機構によ

る第 3回目の高等専門学校機関別認証評価に向けて、本校

の特徴的な教育研究改善事例等をデータベース化する。 

⑥ 乗船実習が義務付けられている商船学科の学生を除

き、中期目標の期間中に、8割の学生が卒業までにインタ

ーンシップに参加できるよう、産業界等との連携を組織的

に推進するとともに、地域産業界との連携によるカリキュ

ラム・教材の開発など共同教育の推進に向けた実施体制の

整備を図る。 

⑥ 本科および専攻科 1 年生全員に対するインターンシ

ップの推進と充実を図る。 

 地域の課題を地域の産業界とともに学生が解決する共

同教育カリキュラムの構築を目指し、地域の課題発掘と産

業界との連携を深める産官学交流会を行う。 

 専攻科インターンシップの充実に努め、グローバル人材

育成のために福井高専独自で積極的な海外インターンシ

ップを進める。 

 地域社会や卒業生からの課題を積極的にカリキュラム

や授業内容に取り入れていく。 

⑦ 企業技術者や外部の専門家など、知識・技術をもった

意欲ある人材を活用した教育体制の構築を図る。 

⑦ 企業で活躍している卒業生や高い技術を持って退職

した卒業生の人材データバンクを整備し、共同教育や共同

研究に結びつける仕組みを構築する。 

⑧理工系大学、とりわけ技術科学大学との間で定期的な協

議の場を設け、教員の研修、教育課程の改善、高等専門学

校卒業生の継続教育などの分野で、有機的な連携を推進す

る。 

本科卒業後の編入学先として設置された技術科学大学と

の間で役割分担を明確にした上で必要な見直しを行い、よ

り一層円滑な接続を図る。 

⑧ 長岡技術科学大学のアドバンストコースを活用し、広

域視野を持った人材育成に取り組むとともに、海外派遣を

積極的に推奨することで、体験を通した国際感覚を磨く機

会を提供する。また、三機関連携事業に参加し、教員のス

キルアップを図るとともに、ISTS や ISATE に対して複数

の学生・教員を派遣することで、教育研究の広域相互交流

を図る。 

27



28 

⑨ インターネットなどを活用した ICT 活用教育の取組を

充実させる。 

⑨ 語学や数学教育など基礎教育で運用中の e-learning

についてコンテンツを充実させ、自学自習支援の教材開発

を進める。また、平成 25 年度導入された電子黒板とタブ

レット型端末を活用した効果的なグループ学習の在り方

を検討するとともに、これらを統合した学習環境充実のた

めに学内ＬＡＮ(Wi-Fi)の整備を急ぐ。また、既に導入さ

れているＴＶ会議システムを利用した授業の運用を拡大

し、効果的な利用法を模索する。 

 平成 25 年度に整備された校内無線 LAN を活用し、今後

増加が予想される学生自身の端末(BYOD)を活用した学習

環境の構築を目指す。 

 クラウド技術・仮想技術を活用した基幹システムへの移

行を進め、基幹ネットワークの安定運用を図る。 

 e-learning コンテンツ充実のための環境を整備すると

ともに、学内と同様な学習環境となるクラウド環境が利用

できるネットワーク環境を整備し、学生の在宅学習の活性

化を目指す。 

（５）学生支援・生活支援等 

① 中学校卒業直後の学生を受入れ、かつ、相当数の学生

が寄宿舎生活を送っている特性を踏まえ、高等専門学校の

メンタルヘルスを含めた学生支援・生活支援の質の向上及

び支援業務等における中核的人材の育成等を推進する。 

（５）学生支援・生活支援等 

①  学生に対してきめ細かな対応をするために担任制度

を継続し、学生生活のための講演会などを企画、実施する。

さらに、学生相談室などを充実し、学生のメンタルヘルス

に関連した活動を行い、学生生活の状況把握に努める。 

 専攻科生の生活状況を把握し、充実した学習が行えるよ

うに相談に応じる。 

②寄宿舎などの学生支援施設の計画的な整備を図る。 ② 遠隔地通学の入寮希望者が在校生の中でも 50 名程度

いることを考慮し、居住棟の増設の可能性を追求する。 

 老朽化し狭隘な男子浴室の増改築を計画する。 

 食堂厨房の改修、無線 LAN利用可能スペースの設置など

の施設の改修と充実を図る。 

 図書の充実、PCの更新などを図る。 

 女子学生の入寮希望者数に応じた女子寮居室の整備の

ため、相談室などを居室へ転用するなどの対応を行なう。 
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⑨ インターネットなどを活用した ICT 活用教育の取組を

充実させる。 

⑨ 語学や数学教育など基礎教育で運用中の e-learning

についてコンテンツを充実させ、自学自習支援の教材開発
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めに学内ＬＡＮ(Wi-Fi)の整備を急ぐ。また、既に導入さ

れているＴＶ会議システムを利用した授業の運用を拡大
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②寄宿舎などの学生支援施設の計画的な整備を図る。 ② 遠隔地通学の入寮希望者が在校生の中でも 50 名程度

いることを考慮し、居住棟の増設の可能性を追求する。 

 老朽化し狭隘な男子浴室の増改築を計画する。 

 食堂厨房の改修、無線 LAN利用可能スペースの設置など

の施設の改修と充実を図る。 

 図書の充実、PCの更新などを図る。 

 女子学生の入寮希望者数に応じた女子寮居室の整備の

ため、相談室などを居室へ転用するなどの対応を行なう。 
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③ 独立行政法人日本学生支援機構などと緊密に連携し、

高等専門学校における各種奨学金制度など学生支援に係

る情報の提供体制を充実させるとともに、産業界等の支援

による奨学金制度の充実を図る。 

③ 独立行政法人日本学生支援機構等と緊密に連携し、各

種奨学金制度等の学生支援に関係する情報を学生に提供

する。 

④ 学生の適性や希望に応じた進路選択のため、企業情報、

就職・進学情報などの提供体制や相談体制を含めたキャリ

ア形成支援を充実させる。なお、景気動向等の影響を勘案

しつつ、国立高等専門学校全体の就職率については前年度

と同様の高い水準を維持する。 

④ 企業情報・就職・進学情報などの学生への提供体制を

充実する。  

 低学年次から生涯設計の意識、職業意識の形成を図る。 

 先輩講座講師を中心に SNSなどを利用した、女子の進路

相談、進学相談など、学生個々の状況に応じた相談体制を

検討する。 

（６）教育環境の整備・活用 

①施設マネジメントの充実を図り、産業構造の変化や技術

の進展に対応できる実験・実習や教育用の設備の更新、実

習工場などの施設の改修をはじめ、耐震性の確保、校内の

環境保全、ユニバーサルデザインの導入、環境に配慮した

施設の整備など安全で快適な教育環境の整備を計画的に

推進する。特に、施設の耐震化率の向上に積極的に取り組

む。PCB廃棄物については、計画的に処理を実施する。 

①-1 教室の狭隘化の解消、産業構造や社会ニーズの変化

に対応した教育研究の展開、そして国際交流の促進等の本

校の将来構想(高度化)に対応できる施設マネジメントを

積極的に推進し、快適な教育環境整備を行う。 

①-2 本校の主要な施設の耐震化は完了しているが、アス

ベストが撤去されていない施設が一部現存しており、その

処理を計画的に行う。 

①-3 実践的・創造的技術者を育成するために、施設・設

備の整備を行う。基盤的設備の整備のみならず、先端的な

設備の充実を図り、本校の将来構想（高度化）に対応した

教育環境の整備を計画的に推進する。 

 平成２５年８月に策定した「ＰＣＢ含有の可能性のある

廃電気機器の紛失を受けての再発防止計画」に基づき、Ｐ

ＣＢ廃棄物の適正な管理を継続的に行い、計画的に処理を

実施する。 

②中期目標の期間中に専門科目の指導に当たる全ての教

員・技術職員が受講できるように、安全管理のための講習

会を実施する。 

② 就労および学習環境の改善に努め、適切な安全教育と

安全対策を行うための必要な取組みを行う。また、学生及

び全教職員に対する感染症対策と心の健康を保つための

取組みを積極的に行い、健康の維持・管理に努める。 
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③ 男女共同参画を推進するため、各高等専門学校の参考

となる情報の収集・提供について充実させるとともに、必

要な取組について普及を図る。 

③ 男女共同参画の推進の観点から女性教職員の就業環

境を改善し、ワークライフバランスを推進する。また、国

立高専機構主催の女性研究者交流会等にも積極的に参加

して情報収集を行い、男女共同参画の充実を図る。 

２ 研究や社会連携に関する事項 

① 高等専門学校間の共同研究を企画するとともに、研究

成果等についての情報交換会を開催する。また、科学研究

費助成事業等の外部資金獲得に向けたガイダンスを開催

する。 

２ 研究や社会連携に関する事項 

① 様々な機会を通して、本校の産官学連携活動や共同研

究の成果を発表する。産官学交流会や定期的な企業見学会

を開催し、企業との情報交換と技術交流の場を積極的に設

ける。 

 毎年７月下旬に科学研究費申請予定者の事前調査を実

施する。 科学研究費の申請率が 80％以上となることに努

める。採択率向上のために、外部有識者による申請書作成

に関する講習会を積極的に実施する。 

② 地域共同テクノセンター等を活用して、産業界や地方

公共団体との共同研究、受託研究への取組を促進するとと

もに、これらの成果を公表する。 

② 学内研究設備を紹介するラボガイドを整備する。ま

た、その設備を紹介するオープンラボや、講習会・公開講

座を開催する。 

③ 技術科学大学との連携の成果を活用し、国立高等専門

学校の研究成果を知的資産化するための体制を整備し、全

国的に展開する。 

③ 卒業研究や特別研究を職務発明に結びつける仕組み

を構築する。  

④ 教員の研究分野や共同研究・受託研究の成果などの情

報を印刷物、データベース、ホームページなど多様な媒体

を用いて企業や地域社会に分かりやすく伝えられるよう

高等専門学校の広報体制を充実する。 

④ 各種広報誌を用いて、地域社会に地域連携テクノセン

ターの活動と教職員の研究シーズを紹介する。  

⑤ 満足度調査において公開講座（小・中学校に対する理

科教育支援を含む）の参加者の７割以上から評価されるよ

うに、地域の生涯学習機関として高等専門学校における公

開講座を充実する。 

⑤ 公開講座の内容を精査して、理科教育支援を含めた科

学教育の啓発と地域における本校のブランド力向上に努

める。さらに、地元自治体等と連携し、ものづくりやデモ

実験を中心にした出前授業や科学イベントにも積極的に

参画する。 
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⑤ 満足度調査において公開講座（小・中学校に対する理

科教育支援を含む）の参加者の７割以上から評価されるよ

うに、地域の生涯学習機関として高等専門学校における公

開講座を充実する。 
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学教育の啓発と地域における本校のブランド力向上に努

める。さらに、地元自治体等と連携し、ものづくりやデモ

実験を中心にした出前授業や科学イベントにも積極的に

参画する。 
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３国際交流等に関する事項 

①安全面への十分な配慮を払いつつ、学生や教員の海外交

流を促進するため海外の教育機関との国際交流やインタ

ーンシップを推進するとともに、経済状況を踏まえつつ、

法人本部主催の海外インターンシップの派遣学生数につ

いて、前中期計画期間比 200％を目指す。 

 また、技術科学大学と連携・協働した高専教育のグロー

バル化に取り組む。 

３国際交流等に関する事項 

①-1 三機関連携事業（長岡，豊橋両技術科学大学との連

携）による海外教育機関との学術交流や、提携関係にある

海外の高等教育機関との交流等を通じ、教員および学生の

国際感覚の涵養に努める。 

①-2 海外の事業拠点での学生のインターンシップにつ

いて積極的に取り組み、そのすそ野の拡大を目指す。 

②留学生交流促進センターの機能を活用して、留学生交流

の拡大に向けた環境整備及びプログラムの充実や海外の

教育機関との相互交流並びに優れたグローバルエンジニ

アを養成するための取組等を積極的に実施する。 

② 機構・他高専との連携事業を積極的に進めるととも

に、交流協定を締結した海外の高等教育機関と短期留学生

の受入れや派遣についても継続的に取り組む。また、教職

員の交流についても実施を目指す。 

③留学生に対し、我が国の歴史・文化・社会に触れる研修

旅行などの機会を学校の枠を越えて毎年度提供する。 

③ 北陸地区３高専の留学生と交流を図り、他地域の歴史

文化を学ぶための研修会を持ち回りで実施する。また、地

元国際交流協会との交流や、近隣の地域に出かける機会を

提供し、日本文化・歴史等に触れる機会を設ける。 

４ 管理運営に関する事項 

① 機構としての迅速かつ責任ある意思決定を実現すると

ともに、そのスケールメリットを生かし、戦略的かつ計画

的な資源配分を行う。 

４ 管理運営に関する事項 

① 会議運営を見直し、意志決定の迅速化を図るととも

に、校長のリーダーシップのもと、戦略的かつ計画的な資

源配分を行う。 

② 管理運営の在り方について、校長など学校運営に責任

ある者による研究会を開催する。 

② 管理運営に係る研修会等に学校運営に責任ある者を

派遣する。 

③効率的な運営を図る観点から、管理業務の集約化やアウ

トソーシングの活用などに引き続き努める。 

③ 効率的な運営を図る観点から、管理業務の集約化やア

ウトソーシングの活用などを、コスト面を含め検証し、必

要な取組みを実施する。 

④法人の課題やリスクに対し組織一丸となって対応でき

るよう、研修や倫理教育等を通じた全教職員の意識向上に

取り組む。 

④ 本校の課題やリスクに対し組織全体で対応できるよ

う、研修や講演会等を通じた全教職員の意識向上に取り組

む。 
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⑤常勤監事を置き監事監査体制を強化する。あわせて、法

人本部を中心として法人全体の監査体制の充実を図る。 

⑤ 高専機構本部の指導のもと、監査体制の充実を図ると

ともに、定期的に内部監査を実施する。 

⑥ 平成 23年度に策定した「公的研究費等に関する不正使

用の再発防止策」の確実な実施を各国立高等専門学校に徹

底させるとともに、必要に応じ本再発防止策を見直す。 

⑥ 平成 24 年 3 月の理事長通知「公的研究費等に関する

不正使用の再発防止策の徹底について」及び「独立行政法

人国立高等専門学校機構における公的研究費等の取扱い

に関する規則」に基づき、不適正経理を防止する。 

⑦事務職員や技術職員の能力の向上のため、必要な研修を

計画的に実施するとともに、必要に応じ文部科学省などが

主催する研修や企業・地方自治体などにおける研修などに

職員を参加させる。 

⑦ 事務職員や技術職員の能力の向上のため、東海北陸地

区国立高等専門学校勉強会及び他機関の実施する研修会

に積極的に参加させる。 

⑧事務職員及び技術職員については、国立大学との間や高

等専門学校間などの積極的な人事交流を図る。 

⑧ 近隣大学等との人事交流を引き続き積極的に行う。 

⑨業務運営のために必要な情報セキュリティ対策を適切

に推進するため、政府の方針を踏まえ、情報システム環境

を整備する。 

⑨ 業務運営のために必要な情報セキュリティ対策を推

進し、適切な情報システム環境を整備する。 

⑩ 各国立高等専門学校において、機構の中期計画および

年度計画を踏まえ、個別の年度計画を定めることとする。

なお、その際には、各国立高等専門学校及び各学科の特性

に応じた具体的な成果指標を設定する。 

⑩ 機構の第 3期中期目標と中期計画に基づき、本校の第

3期中期計画と各年度における計画を策定する。 
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⑤常勤監事を置き監事監査体制を強化する。あわせて、法

人本部を中心として法人全体の監査体制の充実を図る。 

⑤ 高専機構本部の指導のもと、監査体制の充実を図ると

ともに、定期的に内部監査を実施する。 

⑥ 平成 23年度に策定した「公的研究費等に関する不正使

用の再発防止策」の確実な実施を各国立高等専門学校に徹

底させるとともに、必要に応じ本再発防止策を見直す。 
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人国立高等専門学校機構における公的研究費等の取扱い

に関する規則」に基づき、不適正経理を防止する。 

⑦事務職員や技術職員の能力の向上のため、必要な研修を

計画的に実施するとともに、必要に応じ文部科学省などが
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⑦ 事務職員や技術職員の能力の向上のため、東海北陸地

区国立高等専門学校勉強会及び他機関の実施する研修会
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⑧事務職員及び技術職員については、国立大学との間や高
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なお、その際には、各国立高等専門学校及び各学科の特性

に応じた具体的な成果指標を設定する。 

⑩ 機構の第 3期中期目標と中期計画に基づき、本校の第

3期中期計画と各年度における計画を策定する。 
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Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するために取る

べき措置 

高等専門学校設置基準により必要とされる最低限の教員

の給与費相当額及び各年度特別に措置しなければならな

い経費を除き、運営費交付金を充当して行う業務について

は、中期目標の期間中、毎事業年度につき一般管理費（人

件費相当額を除く。）については３％、その他は１％の業

務の効率化を図る。 

なお、毎年の運営費交付金額の算定については、運営費交

付金債務残高の発生状況にも留意する。 

51 の国立高等専門学校が１つの法人にまとめられたスケ

ールメリットを生かし、戦略的かつ計画的な資源配分を行

うとともに、業務運営の効率化を図る観点から、更なる共

同調達の推進や一般管理業務の外部委託の導入等により、

一層のコスト削減を図る。 

契約に当たっては、原則として一般競争入札等によるもの

とし、企画競争や公募を行う場合においても競争性、透明

性の確保を図る。 

さらに、平成 19 年度に策定した随意契約見直し計画の実

施状況を含む入札及び契約の適正な実施については、監事

による監査を受けるとともに、財務諸表等に関する監査の

中で会計監査人によるチェックを要請する。また、随意契

約見直し計画の取組状況をホームページにより公表する。 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するために取る

べき措置 

 校長のリーダーシップのもと、戦略的かつ計画的な資源

配分を行う。 

 業務の効率的な運営を図る観点から、一般管理業務の外

部委託の導入や複数年契約の実施等により、コスト削減を

図る。 

 契約にあたっては、原則として一般競争入札等とし、競

争性や透明性を高める。 

Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金

計画１ 収益の確保、予算の効率的な執行、適切な財務内

容の実現共同研究、受託研究、寄附金、科学研究費助成事

業などの外部資金の獲得に積極的に取り組み、自己収入の

増加を図る。２ 予算別紙１３ 収支計画別紙２４ 資金計

画別紙３５ 予算等のうち常勤役職員に係る人件費総人件

費については、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする

ものとする。なお、給与水準については、国家公務員の給

与水準を十分考慮し、当該給与水準について検証を行い、

適正化に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公

表する。 

Ⅲ 予算１ 収益の確保、予算の効率的な執行、適切な財

務内容の実現。 共同研究、受託研究、寄附金、科学研究

費助成事業などの外部資金の獲得に積極的に取り組み、自

己収入の増加を図る。 
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Ⅳ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

155億円 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受入の遅延及び事故の発生等により緊急

に必要となる対策費として借入することが想定される。 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

該当事項なし。 

Ⅴ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

 以下の土地を国庫に現物納付又は譲渡する。 

・苫小牧工業高等専門学校錦岡宿舎団地（北海道苫小牧市

明徳町四丁目３２７番３７，２３６） 4,492.10㎡ 

・八戸工業高等専門学校中村団地（青森県八戸市大字田面

木字中村６０）5,889.43㎡  

・福島工業高等専門学校下平窪団地（福島県いわき市平下

平窪字鍛冶内３０）1,510.87 ㎡，桜町団地（福島県いわ

き市桜町４－１）480.69㎡ 

・長岡工業高等専門学校若草 1 丁目団地（新潟県長岡市 

若草町１丁目５－１２）276.36㎡  

・富山高等専門学校下堀団地（富山県富山市下堀字上大道

割８５番３９）596.33㎡ 

・石川工業高等専門学校横浜団地（石川県河北郡津幡町字

横浜イ１３７）3,274.06㎡  

・沼津工業高等専門学校香貫団地（静岡県沼津市南本郷町

１４－２７）288.19㎡ 

・香川高等専門学校勅使町団地（香川県高松市勅使町３５

５）5,606.00㎡  

・有明工業高等専門学校平井団地（熊本県荒尾市下井手字

丸山７６８番）247.75㎡ ，宮原団地（福岡県大牟田市宮

原町１丁目２７０番）2,400.54 ㎡，正山１０団地（福岡

県大牟田市正山町１０番）292.76 ㎡，正山７１団地（福

岡県大牟田市正山町７１番２）284.39㎡ 

・佐世保工業高等専門学校瀬戸越団地（長崎県佐世保市瀬

戸越 1丁目 1945番地 17,18,19,20,21,57）2,081.75㎡ 

・都城工業高等専門学校年見団地（宮崎県都城市年見町３

４号７番）439.36㎡ 

Ⅴ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画  

該当事項なし。 
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Ⅵ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合には、教育研究活動の

充実、学生の福利厚生の充実、産学連携の推進などの地域

貢献の充実及び組織運営の改善のために充てる。 

Ⅵ 剰余金の使途 

該当事項なし。  

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

施設マネジメントの充実を図り、教育研究活動に対応した

適切な施設の確保・活用を計画的に進める。 

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

 施設マネジメントの充実を図るとともに、キャンパスマ

スタープランに基づき教育研究活動に対応した適切な施

設の確保・活用を計画的に進める。 

２ 人事に関する計画 

（１）方針 

教職員ともに積極的に人事交流を進め多様な人材の育成

を図るとともに、各種研修を計画的に実施し資質の向上を

図る。 

（２）人員に関する指標 

常勤職員について、その職務能力を向上させるとともに、

中期目標期間中に全体として効率化を図りつつ、常勤職員

の抑制を図るとともに、事務の電子化、アウトソーシング

等により事務の合理化を進め、事務職員を削減する。 

２ 人事に関する計画 

（１）方針 

 教職員ともに積極的に人事交流を進め多様な人材の育

成を図るとともに、各種研修に参加させ資質の向上を図

る。 

（２）人員に関する指標 

 常勤職員について、その職務能力を向上させるととも

に、中期目標期間中に全体として効率化を図りつつ、事務

の集約化、アウトソーシング等により事務の合理化を進め

る。 

 教員の教育指導力と本校の活性化のために、「高専・技

科大間教員交流制度」を利用した人事交流や、在外と内地

の研究員制度による他機関との交流を積極的に奨励する。 
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Ⅳ．平成３０年度年度計画 

 

Ⅳ－１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ために取るべき措置 

１．教育に関する事項 

（１）入学者の確保 

 ○ 県下全中学校及び滋賀県・石川県の入学実績のある中学校を訪問し現状を説明する 

ことによって、中学校教員の高専に対する理解度とプレゼンスの向上に努める。 

○ 県内各中学校が実施する高校説明会に積極的に教員を派遣する。 

○ 本校Ｗｅｂページやカレッジガイドなどの広報を通じて本校の各種イベントを紹介 

し、社会に向けての広報活動に努めるとともに、福井県内月刊広報誌や新聞等を通じ 

ての広報活動を行う。 

○ 本校の特徴的な実験設備を用いた公開講座や出前授業の実施を通して、科学教育の 

啓発と高専のブランド力向上に努める。 

○ 例年通り、５月、８月及び１０月と年３回のオープンキャンパスを開催し、本校学 

生のプレゼンテーションを通じて、中学生やその保護者に高専教育の特長と良さを知 

ってもらう。 

○ ５月に行っているキャンパスウォークでは、１５歳人口が減少傾向にある中、幅広 

 い層への理解を得るために、中学生だけでなく一般の参加を促すべく公民館等への掲 

 示等を行い、地域住民の本校に対する理解が深まるような取り組みを昨年度に引き続 

 き行う。本校女子学生との懇談の場を設ける。 

○ １０月下旬から１１月にかけて福井県内各地で入試説明会を開催する。昨年度に引 

き続き休日にも開催し、保護者が来易い環境を作る。 

○ オープンキャンパス以外でも、本校受験希望者に対する学校見学を積極的に行う。 

○ 本校Ｗｅｂページにおける情報発信力を強化し、中学生及びその保護者、中学校教 

員に対して本校のプレゼンスを浸透させる。 

○ 入試広報誌としてのカレッジガイドや各学科のパンフレットの内容を精査して作り 

直し、オープンキャンパスや入試説明会等で配布し、広報に努める。 

○ 地域広報誌を使い、幅広い層への本校のプレゼンスの浸透を図る。 

○ 専攻科案内パンフレットを修正し、専攻科入学試験の受験生を増やすために広報に 

努める。 

○ 正確で公平・公正な入試を実施する。 

○ 本校のアドミッションポリシーにかなう学生が選抜できるように推薦選抜における 

面接内容及び作文課題を吟味する。 

○ 入試説明会で３つのポリシーの周知に努め、高等教育機関における自学自習の重要 

性を浸透させる。 
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努める。 
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面接内容及び作文課題を吟味する。 

○ 入試説明会で３つのポリシーの周知に努め、高等教育機関における自学自習の重要 

性を浸透させる。 
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○ 平成２８年度入学生から実施している２年進級時における学科再選択制度に関する 

説明を入試説明会等で十分に行い、進学時の学科選択の不安解消に努めるとともに、 

学際領域カリキュラムにより幅広い応用力が身に着けられることを周知する。 

○ 新入生アンケートを実施し、入試広報委員会及び入学試験委員会で解析し、次年度 

の広報活動に活かす資料とする。 

○ 効果的な広報活動を継続的に行い、中学校と連携を取りながら、高い志と資質を持 

った入学志願者の確保に努める。中学校訪問に併せ、女性のキャリアパスを積極的に 

アピールし、女子志願者増を図る。 

○ 女子学生等からの要望に基づき、計画的に和式トイレを洋式に改修し、女子学生の 

修学環境改善に努める。                                                                                                      

 

（２）教育課程の編成等 

○ 平成２８年度入学生から実施している学際領域カリキュラムの学年進行に伴う実施 

内容を精査し、産業構造の多様化や技術の高度化に対応する。 

○ グローバルエンジニアとなるべき人材のさらなる育成をめざし、英語科はもとより、 

本科、専攻科、国際交流室、キャリア支援室等と連携した小委員会を立ち上げ、海外 

インターンシップや海外研修への派遣学生の増加に努める。 

○ 平成３１年度入学生より適用する新教育課程表の改善の検討を行う。 

○ “ＫＯＳＥＮ（高専）４．０”イニシアティブの活動を通して、農工連携、放射線 

教育、防災・減災に関する教育の充実に努める。 

○ 社会のニーズの動向を把握することを目的に，修了生を対象としてホームカミング 

デーを開催する。 

○ ＣＢＴ型で行われる学習到達度試験が学生の学習意欲の向上につながるような施策 

を検討する。 

○ ４年生に対して本校で開催する TOEIC IP試験を全員に受験させ、使える英語能力の 

涵養に努める。 

○ 授業アンケートを各学期終了時に WEB入力によって実施する。また、前年度の授業 

アンケートに対する教員側のコメントを収集し、９月に、学生へは紙媒体で、教職員 

へは学内グループウェアで公開する。 

○ 授業アンケート結果を、教員のＦＤにつなげていく方策について検討する。 

○ 授業形態が多様化している状況を踏まえ、授業アンケートの項目の検討を行う。 

○ 教員間ネットワーク会議などを通して、教員間の情報共有を図り、授業内容及び授 

業方法の改善につなげる。 

○ 各種コンテスト及び高専体育大会への積極的な参加を奨励する。既存のコンテスト 

に限らず、学生の活動の幅を確保するため、新規コンテストや地域と連携したプロジ 

ェクトにも積極的に参加を促す。 
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○ 学生のものづくり志向を涵養するため「福井高専キャンパスプロジェクト」を拡充 

して実施し、表彰を含めた報告会の展開を図り、学生の企画立案・実施の能力の更な 

る涵養に努める。 

○ 学生の活動の場所に余裕を持たせるため、校内の環境整備を図る。 

○ 学生のボランティア活動などの社会奉仕体験活動への周知・支援を行う。特に、美 

化については様々な場面で周知を図り、各種イベントにおける清掃ボランティア等を 

通じて校内外の美化に関する意識を啓発・涵養する。 

○ 国体への支援や地域公共交通への協力等を通じて、学校と地域との関係をより密接 

なものとする。 

 

（３）優れた教員の確保 

○ 企業などでの豊富な実務経験者、技術士等の国家資格を有する者、及び他の教育機 

関での経験を有する者の採用に向けて努力する。 

○ 教員選考時には面接に加えて模擬授業等も課し、高専教員としての適格性を見極め、 

多様な価値観を吸収・活用できる組織となるよう努力する。 

○ 高専・技科大間の教員交流や三機関連携事業の経験者による報告会等を通して周知 

するとともに積極参加を促し、幅広い知見の習得とキャリアアップの機会を提供して 

いく。 

○ 豊富な経験や高度な力量を持ち、かつ、多様な人材を確保できるように採用人事に 

工夫を凝らす。 

○ 男女共同参画の趣旨を踏まえ、女性教員の積極的な採用に向けて努力するとともに、 

女性教員に支援制度を周知し活用を促す。 

○ 女性教職員からの要望に基づき、計画的に和式トイレを洋式に改修し、女性教職員 

の就業環境改善に努める。 

○ これまでに開催している、他の教職員の模範となるような成果等をあげた教職員に 

よる講演会を継続的に開催し、教員の資質・能力向上に対するモチベーションの涵養 

を図る。 

○ 授業アンケートの結果を活用した校内ＦＤ研修会の実施を検討する。 

○ 全国高専フォーラムへの積極的な参加を促す。 

○ 福井県大学間連携事業（Ｆレックス）主催のＦＤ研修会やワークショップへ参加す 

る。また、今年度の本校が担当である、ティーチング・ポートフォリオ作成ＷＳを開 

催する。 

○ Ｗｅｂシラバスやアクティブラーニングに関する講習会へ積極的に参加するととも 

に、学内に周知し情報共有を図る。 

○ 教員の勤務意欲の高揚及び本校の活性化を図ることを目的に、職務に精励し、その 

功績が顕著な者を教員顕彰対象者として推薦する。また、非常勤を含めた全教職員を 
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39 

対象とした校長表彰を継続して実施する。 

○ 教育研究の発展と活性化のために、在外と内地の研究員制度の利用を奨励する。 

○ 「高専・技科大間教員交流制度」を利用しての教員交流を進める。 

 

（４）教育の質の向上及び改善のためのシステム 

○ モデルコアカリキュラムの実施により、本校学生のレベルアップがなされるように 

教育内容を充実させる検討を行う。 

○ 高専Ｗｅｂシラバスの記載方法等を全教員に周知するとともに、ルーブリックの有 

 効活用について検討する。 

○ 平成２８年度入学生から実施している学際領域カリキュラムの充実を図る。 

 

各学科等においては、以下の取組を行う。 

【機械工学科】 

○ モデルコアカリキュラムへの対応とものづくり系科目の充実を目的として平成２６ 

 年度に開始した教育課程により、創造性を高め、高度な技術を活用した体験型教育の 

 実践を継続する。 

○ 今年度開講する３学年の学際科目の実施状況を検証し、次年度以降に開始する学際 

科目の課題を調査し、学際カリキュラムの充実についての検討を行う。 

○ モデルコアカリキュラムおよびＷｅｂシラバスへの対応について検証する。また、 

 モデルコアカリキュラムにおける機械系分野の実験・実習能力の実質化についての検 

 討を行う。 

【電気電子工学科】 

○ モデルコアカリキュラムへの対応を継続的に検討し、昨年度末までにルーブリック 

等による到達度評価方法を含めてＷｅｂシラバスに教育内容を明記したので、これに 

沿って教育実践を行う。モデルコア・カリキュラムを反映させた教育プログラムを実 

践した科目の評価を行い、必要に応じ内容を再検討し、更なる教育の質の向上を図る。 

従来より取り組んできた学年毎にレベルアップするコンテスト形式のものづくりと、 

アクティブラーニングとの整合性について議論し、学生の主体的な学びによる問題解 

決能力育成環境の構築を目指す。従来から取り組んできた放射線・原子力に関する学 

生教育を、外部資金を獲得し、継続的に実施する。 

【電子情報工学科】 

○ 専門科目の基礎及び応用的な知識の定着に資する資格試験の積極的参加を進めるた 

め、具体的な方策を講じる。 

○ 現在実施している専門科目の内容と、モデルコアカリキュラムの各分野の科目に求 

めているレベルの達成を評価できるルーブリックの利用法を検討し、さらなる充実を 

図る。  
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○ 学外のＩＣＴ関連企業の技術者と協力し、アクティブラーニングを意識した実践的 

 かつ創造性を育むカリキュラムの取組みを目指す。このために様々なコンテストへの 

 応募を継続して行う。 

○ 教室や自宅においても、演習室に近いＰＣの利用環境を実現し、座学と実験実習の 

 連携、自主的な学習及びアクティブラーニングを推進することを目的に、平成２９年 

度から３年生に導入したＢＹＯＤ(Bring Your Own Device)を用いた各授業の充実を図 

る。また、来年度以降の３年生についてもＢＹＯＤを導入する。さらに、教室におけ 

るＰＣ利用環境の整備を行っていく。 

【物質工学科】 

○ 平成２８年度新入生に対して、モデルコアカリキュラム(ＭＣＣ)及び専攻科の授業 

科目の充実に対応した教育課程を作成している。本学科は４年次より全員が共通科目 

を修得しながら、「生物工学コース」と「材料工学コース」に分かれて専門性の高い 

教育を行っているが、MCCと専攻科の科目の充実の為に、共通科目とコース科目の入れ 

替えや、９０分×１５回で２単位といった学修単位化などを予定していることから、 

今年度は、実施に係る具体的な授業内容と方法を詳細に検討する。また、ここ２年の 

入試倍率が５学科中最低であったことから、オープンキャンパスの内容や学科のＨＰ 

の充実はもとより、「物質工学科」といった学科名称が中学生に対して分かりにくい 

といった点も指摘されていることから、学科名称の改称についても検討を行う。 

【環境都市工学科】 

○ モデルコアカリキュラム（ＭＣＣ）に則り、かつ、学習意欲を一層高揚する実験実 

習の在り方（内容や運用方法）について再吟味する。 

○ ２０２０年９月の「建築士試験指定科目の確認申請（更新）」を控えて、建築系科 

目のみならず土木系科目をも含めた教育課程編成の精査に着手する。 

○ 滞在期間 1ケ月程度の短期留学生を積極的に受け入れて、学生相互の異文化交流や 

グローバル人材の育成に取り組む。 

【創造教育開発センター】 

○ 平成２８年度から実施している 「学際カリキュラム」 の段階的実施と充実を図る。 

○ Ｗｅｂシラバス（ＭＣＣの実施確認やルーブリックの有効活用などを含む）を活用 

した、教育の質保証に対する教員の意識向上を促進する。 

○ 学校全体としての、学習支援の在り方を検討する。 

○ 学習教育環境の変化や授業形態の多様化に伴い、本校に適したＩＣＴ環境の構築を 

図る。 

【数学】 

○ 学生の基礎学力の涵養と定着および、主体的な学びを促すため、これまでに取り入 

れてきた様々な授業形態(ＩＣＴ活用、グループ学習など)を、継続的に行う。 

○ 予習および課題による復習を含めた、自学自習による授業外の学習習慣を身に着け 
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○ 学校全体としての、学習支援の在り方を検討する。 

○ 学習教育環境の変化や授業形態の多様化に伴い、本校に適したＩＣＴ環境の構築を 

図る。 

【数学】 

○ 学生の基礎学力の涵養と定着および、主体的な学びを促すため、これまでに取り入 

れてきた様々な授業形態(ＩＣＴ活用、グループ学習など)を、継続的に行う。 

○ 予習および課題による復習を含めた、自学自習による授業外の学習習慣を身に着け 
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させるよう努める。 

【物理・地学関係】 

○ ４年生の実験について、レポートの添削・返却プロセスの改善による学習効果向上 

取り組み。 

○ ２年生のシラバス見直しによる、スムーズな 1年生からの学習内容の移行。 

○ アースサイエンス（地理Ⅱ）の実施 2年目に向けて、授業内容の検討。 

【化学・生物】 

○ 昨年と同様に授業中、演習問題を出題し、その日の授業内容を理解させるよう努め 

る。さらに、毎回授業の終わりに、簡単な宿題を出す。また、実験回数をできる限り 

増やすように努める。生物については、コアカリキュラムを導入し、授業内容をかな 

り変更したので、その問題点を検証する。 

【体育】 

○ 実技授業の中で理解する運動能力に関する知識に加え、１学年で履修する保健、４ 

学年で学ぶ生活習慣病対策（ショートレクチャー）を基礎として、自己の体格や体力の 

推移を縦断的に捉えて考察するレポートを継続して実施する。とりわけ、精度の高いイ 

ンピーダンス方式体組成計を導入し、皮脂厚法との違いや体脂肪分布についての理解を 

深め、適度な運動習慣に関連するスポーツ科学的知見を積極的に授業の中で教授してい 

く。 

【国語】 

○ 実社会とつながる言語表現の実践としての「手紙書き方体験授業」を行い、キャリ 

ア教育的取り組みの一環として継続して実施する。 

○ 弁論大会などの学校行事、または広報活動（ラジオ番組）、加えて校友会誌編集・ 

発行に際して、学生への指導を通じた支援を継続して行う。 

○ 選択必修科目を再編・増設することにより、担当各教員の専門と個性を活かし、よ 

り幅広い教養とスキルを身につける機会を提供できるよう、配慮する。 

【社会】 

○ 過年度より実施しているアクティブラーニングを取り入れた授業実践について、担 

当者間で授業見学を行いながら、引き続きその改善について議論する。 

○ モデルコアカリキュラムに準拠した本校の新カリキュラム実施のため、社会科教員 

間の中期的な役割分担にもとづいて授業を検討・実践する。授業実践により生じる課 

題を精査しその解決策を議論するとともに、今後の円滑かつ着実なカリキュラム実施 

のための授業方法や評価方法を検討する。 

【英語】 

○ 基本的な英語知識の取得と実践的な運用能力の育成を目標とした授業実践を行う。 

低学年においては、基礎的な文法・表現学習と、身近な話題を中心としたコミュニケ 

ーション活動をバランスよく取り入れた授業を実践する。高学年、専攻科においては、 
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より発展的・実践的な英語運用の機会を設けた授業実践を行う。また、英語や海外に 

対する興味を喚起するための支援を行う。 

【専攻科】 

○ 技術者教育ワークショップの研修等に教員を派遣し、エンジニアリングデザインに 

関する教育力のスキルアップに努める。 

 

 

○ 「高専学生情報統合処理システム」の導入に向けての活動を継続する。 

○ キャリア支援室を中心として、学生の資格取得状況を把握するとともに、キャリア 

パス構築の一つとして資格取得を奨励する。 

○ ＪＡＢＥＥ教育プログラムに関して、中間審査を受審し質の保障を継続的に行う。 

○ 学生の交流活動に関する情報を公開し、希望者に対しての支援を積極的に行う。 

○ 学生と学外の人たちとの積極的なコミュニケーションの場を設けるため、学生にオ 

ープンキャンパスや公開講座等へのスタッフとしての参加を促す。 

○ 海外からの短期留学生の受け入れに対し、受け入れ態勢を整備する。また、日本人 

寮生との交流会を実施し、双方の国や学校に関するプレゼンテーションなどを通じて、 

寮生の知見を深めるとともに、コミュニケーション能力の向上を図る。 

○ 学生と学外の人たちとの積極的なコミュニケーションの場を設けるため、学生に出 

前授業や公開講座等へのスタッフとしての参加を促す。 

○ 体育系の部活動において舞鶴高専との交歓試合を実施し、交流を深める。 

○ 他高専学寮との寮生間交流活動を継続して促進することにより、寮生の自主的活動 

を基軸にした寮生会教育指導の充実と質的向上を図る。 

○ 海外からの短期留学生が在寮する際、日本人寮生との異文化間交流会を実施する。 

具体的には双方の国や学校に関するプレゼンテーションなどを通じて、寮生のグロー 

バル意識を深めるとともに、英語コミュニケーション能力の向上を図る。 

○ 本校の教員が個々に行っている特色ある教育実践例の内容をＦＤの一環として他の 

 教員に紹介する場を多く設ける。 

○ 来年度から第４学年に開講するプロジェクト演習の詳細を決定する。 

○ 専攻科におけるエンジニアリング・デザイン能力育成科目「創造デザイン演習」、 

英語力育成科目「現代英語」、「技術者英語コミュニケーション演習」の授業内容及 

び評価方法の改善を検討する。 

○ 自己点検・評価を継続的に実施し、報告書を作成しホームページにて公表し、学校 

運営の透明性を保つ。 

○ 平成３１年に予定している認証評価受審に備え、プロジェクトチームを立ち上げ、 

教育システムの再点検と関係資料の整理など準備作業を開始するとともに情報の共有 

を図る。 
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より発展的・実践的な英語運用の機会を設けた授業実践を行う。また、英語や海外に 

対する興味を喚起するための支援を行う。 

【専攻科】 

○ 技術者教育ワークショップの研修等に教員を派遣し、エンジニアリングデザインに 

関する教育力のスキルアップに努める。 

 

 

○ 「高専学生情報統合処理システム」の導入に向けての活動を継続する。 

○ キャリア支援室を中心として、学生の資格取得状況を把握するとともに、キャリア 

パス構築の一つとして資格取得を奨励する。 

○ ＪＡＢＥＥ教育プログラムに関して、中間審査を受審し質の保障を継続的に行う。 

○ 学生の交流活動に関する情報を公開し、希望者に対しての支援を積極的に行う。 

○ 学生と学外の人たちとの積極的なコミュニケーションの場を設けるため、学生にオ 

ープンキャンパスや公開講座等へのスタッフとしての参加を促す。 

○ 海外からの短期留学生の受け入れに対し、受け入れ態勢を整備する。また、日本人 

寮生との交流会を実施し、双方の国や学校に関するプレゼンテーションなどを通じて、 

寮生の知見を深めるとともに、コミュニケーション能力の向上を図る。 

○ 学生と学外の人たちとの積極的なコミュニケーションの場を設けるため、学生に出 

前授業や公開講座等へのスタッフとしての参加を促す。 

○ 体育系の部活動において舞鶴高専との交歓試合を実施し、交流を深める。 

○ 他高専学寮との寮生間交流活動を継続して促進することにより、寮生の自主的活動 

を基軸にした寮生会教育指導の充実と質的向上を図る。 

○ 海外からの短期留学生が在寮する際、日本人寮生との異文化間交流会を実施する。 

具体的には双方の国や学校に関するプレゼンテーションなどを通じて、寮生のグロー 

バル意識を深めるとともに、英語コミュニケーション能力の向上を図る。 

○ 本校の教員が個々に行っている特色ある教育実践例の内容をＦＤの一環として他の 

 教員に紹介する場を多く設ける。 

○ 来年度から第４学年に開講するプロジェクト演習の詳細を決定する。 

○ 専攻科におけるエンジニアリング・デザイン能力育成科目「創造デザイン演習」、 

英語力育成科目「現代英語」、「技術者英語コミュニケーション演習」の授業内容及 

び評価方法の改善を検討する。 

○ 自己点検・評価を継続的に実施し、報告書を作成しホームページにて公表し、学校 

運営の透明性を保つ。 

○ 平成３１年に予定している認証評価受審に備え、プロジェクトチームを立ち上げ、 

教育システムの再点検と関係資料の整理など準備作業を開始するとともに情報の共有 

を図る。 
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○ 本科では全員参加を基本としてインターンシップの受け入れ先の確保を目指す。ま 

た、専攻科のインターンシップは必修単位で、専攻科生全員にインターンシップに参 

加させる。 

○ インターンシップ前には本科生を対象に事前ガイダンスを行う。また、インターン 

シップ後は報告書を作成し報告会を実施する。 

○ インターンシップ先には本校教員が訪問し、実習学生の状況を把握するとともに、 

就職採用に関する情報収集を行う。 

○ 本校主催のキャリア教育セミナー（合同企業説明会）において、参加企業に対し本 

校のインターンシップの案内を行い、受け入れ先の確保・増加に努める。 

○ これまで“ＫＯＳＥＮ（高専）４．０”イニシアティブとして実施してきた地元企 

業との共同教育を継続して実施する。 

○ 産学連携コーディーターを活用し、キャリアアップを目指したインターンシップを 

推進する。なお本件は福井県が行う「県内大学の地域人材育成支援事業」に基づき実 

施する。 

○ 専攻科の学生を対象として地元企業に根ざした海外インターンシップへの参加促進 

を図る。 

○ 専攻科の学生を対象として、地元企業の海外拠点を活用したインターンシップへの 

促進を図る。 

○ 本科のものづくり系実験実習科目において知的財産の専門家を任用し、知的財産教 

育を行う。また、専攻科 1年生等を対象に知的財産に関する講習会を行う。 

○ 長岡技術科学大学「アドバンストコース」の推進に継続的に協力する。 

○ 長岡・豊橋両技術科学大学との「三機関が連携・協働した教育改革」の推進に協力 

する。 

○ ＩＳＡＴＥ２０１８に教員を参加させる。 

○ ＩＳＡＴＥ２０１８（香港ＩＶＥ）に教員を参加させる。 

○ ＩＳＴＳ１０１８（未定）に学生を応募させる。 

○ 授業等へのＩＣＴ及びＡＬ活用に積極的に取り組むため、創造教育開発センター内 

に立ち上げたＷＧの活動を継続し、先行事例と活用法のデータを収集・公開する。 

○ ＩＣＴ導入・活用にためのインフラ整備（Ｗｉ-Ｆｉ回線容量の増強）に努める。 

○ 学内のＷｉ-Ｆｉ環境の増強やＢＹＯＤ導入検討も含めた教育状況の実態調査を行 

う。 

○ 創造教育センター内のＡＬに関するＷＧを支援し、学内におけるＡＬの先行事例の 

周知及び AL 型授業の導入を推進する。 

 

（５）学生支援・生活支援等 

○ 学生に対してきめ細やかな対応をするため、通常のメンタルヘルス対応に加え、メ 
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ンタルヘルスが必要な学生に対する学習支援・キャリア支援に対応できる体制を整備 

するとともに、ハード面での整備も進める。 

○ カウンセラーや精神科医等とも連携し、支援の必要な学生に対して適切に対応でき 

るように学生相談体制の充実を図る。 

○ 学生相談室においてメンタルヘルス関連のアンケートやハイパーＱＵテストを実施 

し、そのアセスメントの実施とともに学生の状況把握に努める。 

○ 校内外におけるメンタルヘルス関係の研修会等へ関係教職員を積極的に派遣し、情 

報共有と教職員の資質向上に努める。 

○ 卓越した学生に対する授業料免除を継続して実施する。 

○ 当該年度の入寮希望者数を予測し、必要な場合は、居住棟の増設、浴室や食堂等の 

関連施設の改修、シャワー室などの整備等について検討と計画作成を行ない、機構に 

対して整備を要望する。 

○ 居室等も含めた学寮施設全体の老朽化の状況等を総合的に調査し、早急な対応が必 

要な事案を優先しながら、今後の改善について検討と計画作成を行う。 

○ 現在食堂等で実施している学寮生の自学自修制度（低学年学習指導他）の一層の促 

進のために、ラーニングスペース等の整備について検討を行う。 

○ 独立行政法人日本学生支援機構などと緊密に連携し、各種奨学金制度などの学生支 

援に係る情報を学生に提供する。周知方法については、掲示物の工夫だけでなく、電 

子掲示板等での即時性を確保した伝達方法を工夫する。 

○ 産業界等の支援による奨学金制度に関する情報をホームページ及び掲示等で学生に 

提供する。 

○ 進路情報（求人票、帰校届、編入学試験問題など）のフォルダの内容を更新し、学 

生に利用を促す。また、全国高専共通利用型進路支援システムを継続して活用し、パ 

ソコンで求人情報の検索が容易にできるよう利便性を図る。 

○ キャリアガイダンスを学年毎に行い、キャリア形成や職業意識の向上に努める。 

○ 女子学生に向けたキャリア形成講習会を実施する。 

○ 卒業生による先輩講座や、在学生による先輩フォーラムを実施して、進路決定まで 

の体験を伝える。 

○ 大学・大学院合同説明会やキャリア教育セミナー（合同企業説明会）を開催する。 

○ 専攻科１年および本科４年を対象に就職対策講座を実施する。 

 

（６）教育環境の整備・活用 

○ 福井高専キャンパスマスタープランに基づき、教育研究活動及び施設・設備の老朽 

化状況等に対応した改修や環境整備を積極的に推進する。平成３０年度の教育環境の 

整備事業として、本校空調設備で設置後１８年以上経過し、故障トラブルが頻発して 

いる物質工学科科新棟、専攻科１階・４階及び総合情報処理センターの一部の空調設 
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ンタルヘルスが必要な学生に対する学習支援・キャリア支援に対応できる体制を整備 

するとともに、ハード面での整備も進める。 

○ カウンセラーや精神科医等とも連携し、支援の必要な学生に対して適切に対応でき 

るように学生相談体制の充実を図る。 

○ 学生相談室においてメンタルヘルス関連のアンケートやハイパーＱＵテストを実施 

し、そのアセスメントの実施とともに学生の状況把握に努める。 

○ 校内外におけるメンタルヘルス関係の研修会等へ関係教職員を積極的に派遣し、情 

報共有と教職員の資質向上に努める。 

○ 卓越した学生に対する授業料免除を継続して実施する。 

○ 当該年度の入寮希望者数を予測し、必要な場合は、居住棟の増設、浴室や食堂等の 

関連施設の改修、シャワー室などの整備等について検討と計画作成を行ない、機構に 

対して整備を要望する。 

○ 居室等も含めた学寮施設全体の老朽化の状況等を総合的に調査し、早急な対応が必 

要な事案を優先しながら、今後の改善について検討と計画作成を行う。 

○ 現在食堂等で実施している学寮生の自学自修制度（低学年学習指導他）の一層の促 

進のために、ラーニングスペース等の整備について検討を行う。 

○ 独立行政法人日本学生支援機構などと緊密に連携し、各種奨学金制度などの学生支 

援に係る情報を学生に提供する。周知方法については、掲示物の工夫だけでなく、電 

子掲示板等での即時性を確保した伝達方法を工夫する。 

○ 産業界等の支援による奨学金制度に関する情報をホームページ及び掲示等で学生に 

提供する。 

○ 進路情報（求人票、帰校届、編入学試験問題など）のフォルダの内容を更新し、学 

生に利用を促す。また、全国高専共通利用型進路支援システムを継続して活用し、パ 

ソコンで求人情報の検索が容易にできるよう利便性を図る。 

○ キャリアガイダンスを学年毎に行い、キャリア形成や職業意識の向上に努める。 

○ 女子学生に向けたキャリア形成講習会を実施する。 

○ 卒業生による先輩講座や、在学生による先輩フォーラムを実施して、進路決定まで 

の体験を伝える。 
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備について、今後の教育研究に支障が無いように空調設備の改修工事を実施予定であ 

る。 
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つける仕組みを検討する。また、教員対象の知的財産・技術相談講習会を実施する。 

○ 本校の産官学連携活動と教職員の研究シーズを紹介する冊子「ＪＯＩＮＴ２０１８」 

を発行する。 

○ 研究設備と研究設備利用規則を掲載した冊子「ラボガイド」を活用し、共同研究の 

推進に努める。 

○ 本校の特徴的な実験設備などを用いた公開講座の実施を通して、科学教育の啓発と 

高専のブランド力向上に努める。 

○ 文化・歴史・語学等人文系の講座を幅広く開講し、「ＫＯＳＥＮ Ｃａｆｅ」として 
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○ 地元自治体並びに小中学校や公民館等と連携し、ものづくりやデモ実験を中心にし 
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た出前授業や科学イベントに積極的に参画して理科教育支援と本校のプレゼンス向上 

に寄与する。 

 

３．国際交流等に関する事項 

○ 本校協定校のプリンスオブソンクラ大学工学部（タイ）からの短期留学生を受け入 

れる。 

○ 機構協定校のキングモンクット工科大学ラートクラバン校（タイ）からの短期留学 

生を受け入れる。 

○ 本校協定校のフェデレーション大学（オーストラリア）に学生を派遣する。 

○ トビタテ！留学ＪＡＰＡＮに学生を応募させる。 

○ 海外の企業または大学における海外インターンシップに学生を参加させる。 

○ 海外留学等の実績をホームページ等で公開するなど、参加希望者の増加に向けた取 

り組みを行う。 

○ 海外インターンシップの実績をホームページ等で公開する。 

○ 受入れ留学生の学習環境及び居住環境の維持向上に努める。 

○ 受入れプログラムの拡充に努める。 

○ 本校に在籍する外国人留学生に対する研修会や交流会を開催し、我が国の人々や文 

化、自然に触れる機会を設ける。 

 

４．管理運営に関する事項 

○ 校長のリーダーシップのもと、戦略的かつ計画的な資源配分を行う。 

○ 報告、連絡、相談がスムーズにでき、ＰＤＣＡが円滑に回るような運営体制の維持 

と機能向上に努める。 

○ 運営会議等を通して、学校の運営に関する基本的な意見を聴取するとともに、個人 

的な事項に関しては、校長による教員面談及び事務部による個人面談等により意見を 

聞き、本校における今後の管理運営の参考する。その他必要に応じて、ブロック校長 

会議などにおいて広域的な視点で意見交換を行う。 

○ 管理職研修会に運営に携わる教員を派遣する。 

○ 会議時間の短縮を図るために資料の事前配布を行うことを校内に周知するなど、事 

務の合理化・効率化について引き続き積極的に取り組んでいく。また、事務部門のペ 

ーパーレス化を推進するため、全執務室での無線ＬＡＮ利用環境を整備することで、 

ペーパーレス会議の実施を検討する。 

○ 機構本部が作成したコンプライアンス・マニュアル及びコンプライアンスに関する 

セルフチェックリストを活用して、教職員のコンプライアンス意識の向上を行う。 

○ 普段の情報共有体制を精査し、Ｆａｉｌ－Ｓａｆｅの機能充実に努める。 

○ 講演会・講習会などを行い、教職員のコンプライアンス意識涵養に努める。 
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○ 高専相互会計内部監査を実施し、他高専と情報を共有して必要なことは速やかに改 

善する。また、学内定期監査も実施し、適正な執行状況の維持に努める。 

○ 平成２４年３月の理事長通知「公的研究費等に関する不正使用の再発防止策の徹底 

について」及び「公的研究費の管理・監査のガイドライン（平成２６年２月１８日改 

正）」の実施を徹底し、不適正経理を防止する。 

○ 教職員を能力向上のための研修に積極的に参加させるとともに、他機関で実施して 

いる研修会にも積極的に参加することで、事務職員・技術職員の一層の能力向上を図 

る。また、職務に関して特に高く評価できる成果のあった職員に対し、毎年度実施し 

ている校長表彰の候補者として積極的に推薦する。 

○ 事務職員の近隣大学との人事交流を引き続き積極的に行う。 

○ 教職員の情報セキュリティ意識向上のため、必要な研修の受講を推進する。 

○ 情報セキュリティに関するセルフチェックを実施する。 

○ 学内外のセキュリティ問題を監視・対応する体制を強化する。 

○ 校内ネットワークシステムシステムや高専統一の各種システムなどの情報基盤につ 

いて、時宜を踏まえた情報セキュリティ対策の見直しを進める。 

○ 平成２９年度に移行した基幹システムについて、認証系の問題点を解決し、安定し 

た運用を目指す。 

○ Ｏｆｆｉｃｅ３６５などの活用を目指し、それに沿った情報セキュリティ規定の見 

直しなどを検討する。 

○ 教職員の情報セキュリティ意識向上のため、必要な研修の受講を推進する。 

○ 実務担当者（情報システム管理者等）を対象とした人材育成研修の受講を計画的に 

推進する。 

○ 高専機構の第３期中期目標と中期計画に基づき策定された本校の第３期中期計画の 

下、各年度の計画を策定し、施策を適切に実行する。 

 

Ⅳ－２．業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置 

○ 契約に当たっては、原則として一般競争入札等によるものとし、競争性、透明性の

確保を図る。 

○ 業務運営において、一層のコスト削減、効率化を図る。 

○ 契約に当たっては、原則として一般競争入札等によるものとし、企画競争や公募を

行う場合においても競争性、透明性の確保を図る。 

○ 業務運営において，一層のコスト削減、効率化を図る。 

○ 複数年契約が可能なものから実施し、コストの削減、業務の効率化を図る。 

 

Ⅳ－３．予算（人件費の見積もりを含む、収支計画及び資金計画。） 

○ 全教員対象の研究活動評価調査を継続実施する（４月）。 
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○ 平成３１年度科学研究費助成事業（科研費）公募要領等説明会へ研究推進委員会委 

員を派遣する（９月）。 

○ 教員の科研費申請率・採択率向上のために、平成３１年度科研費申請予定者事前調 

 査を実施すると共に（７月）、科研費獲得のための講習会を開催する（９月）。 

○ 全教職員に科研費等外部資金公募に関する情報提供（メール配信・学内Ｗｅｂサイ 

ト公開・説明会開催）を継続実施する（随時）。 

○ 教員の研究内容・研究水準の質的向上と科研費申請・外部資金獲得への意識向上・ 

意識改革のために、より具体的かつ効果的な研究支援・インセンティブ及び共同研究 

プロジェクト推進を図る。 

○ 全教員対象の研究活動評価調査を継続実施し、教員の研究ポテンシャルの把握と向 

上に努める。 

○ 科学研究費補助金説明会へ研究推進委員会委員を派遣し、申請のテクニックを研修 

させると共に、採択率向上のための申請予定者事前調査を実施する。 

○ 外部資金公募情報の学内Ｗｅｂサイトで公開するとともに全教職員宛にメール配信 

し、応募の機会を逃さないような情報伝達を行う。 

○ 科学研究費補助金申請者・外部資金獲得者に対するより具体的かつ効果的な研究支 

援・インセンティブ付与制度、及び学内・学外共同研究プロジェクトの推進体制につ 

いて検討し、研究の活性化と外部資金獲得に繋げる。 

○ 産学連携コーディネーターを活用して地元企業との共同研究プロジェクトを推進す 

る体制を整える。必要に応じて機構本部のＫＲＡとも連携する。 

 

Ⅳ－４．剰余金の使途 

○ 決算において剰余金が発生した場合には、教育研究活動や学生の福利厚生の充実、 

産学連携の推進などの地域貢献の充実及び組織運営の改善のために充てる。 

 

Ⅳ－５．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１．施設及び設備に関する計画 

○ 福井高専キャンパスマスタープランに基づき、教育研究活動及び施設・設備の老朽 

化状況等に対応した改修や環境整備を積極的に推進する。平成３０年度は、ライフラ 

イン設備で経年劣化が著しい給水設備の改修工事を実施する予定である。 

○ 省エネ化対策方針に基づいて、夏季及び冬季時の空調機器の管理を徹底し省エネ化 

を推進する。  

 

２．人事に関する計画 

○ 高専・両技科大間の教員交流制度を活用し、教育研究活動の活性化と連携を深める 

と共に、教育の改善と質の向上に努める。また、教員及び事務・技術職員を対象とし 
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を推進する。  

 

２．人事に関する計画 

○ 高専・両技科大間の教員交流制度を活用し、教育研究活動の活性化と連携を深める 

と共に、教育の改善と質の向上に努める。また、教員及び事務・技術職員を対象とし 
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た各研修会等に参加させ、一層の資質向上を図る。 

○ 常勤教職員について、その職務能力を向上させると共に、全体として効率化を図り、 
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Ⅴ．自己点検評価 

Ⅴ-１．全学的に関する事項 

 

○ 教務・入学試験関係 

１．現状 

 福井高専では、将来、技術者として社会に貢献する人材を輩出する高等教育機関である

ことを念頭に教育改善を実施している。平成３０年度に教務・入学試験関係で取り組んだ

事項を以下に示し、説明する。 

 

１－１．教育課程等に関する事項 

(1)３つのポリシーの検討・修正 

学校教育法施行規則の一部を改正する省令が定められたことにより、本校でも教育上の

目的を踏まえて、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー及びアドミッション・

ポリシーのいわゆる３つのポリシーを平成２９年４月１日に公開した。 

     これらのポリシーは本科では学科ごとに、専攻科では専攻ごとに策定することになって

いる。学校として定めてある教育理念や養成する人材像を基に、各学科における教育の目

的を鑑みて学科ごとの３つのポリシーを策定した。これまでに本校において連綿として実

施してきた教育内容をまとめ上げたものであるので、策定をしたからといって教育内容を

変える必要はない。しかしながら、今後は掲げた方針に合った教育を実践しているかが問

われることとなる。また、技術者教育は社会とのつながりが大きな分野であることから、

常にこれらのポリシーが社会の要請する人材を輩出できるものとなっているかの検証が求

められることとなる。 

平成２９年度には、アドミッション・ポリシーに入学選抜の方針が書き込まれていなか

ったために、それを書き入れた。今年度は後述するＭＣＣに関連してカリキュラムを変更

したことから電子情報工学科及び機械工学科のカリキュラム・ポリシーを修正し、また、

中学生によりわかりやすく学科をわかってもらえるように物質工学科のアドミッション・

ポリシーを修正した。 

 

(2) モデルコアカリキュラムへの対応 

平成２８年度に国立高等専門学校機構（以下、高専機構）からモデルコアカリキュラム

（以下、ＭＣＣ）が示された。平成２４年３月にＭＣＣ（試案）として公開されてから６

年の月日が経ち、本校でも試案に基づく教育内容の変更を平成２８年度から行ってきた。 

ＭＣＣとは、高専機構に所属する国立の高等専門学校（以下、高専）で育成する技術者

が備えるべき能力について、そのキャリアパスを踏まえた上で定められたものであり、「技

術者が分野共通で備えるべき基礎的能力」、「技術者が備えるべき分野別の専門的能力」、

「技術者が備えるべき分野横断的能力」の３つに大別している。さらに各能力を次に挙げ
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る９能力分野に細分化している。具体的には次の内容である。 

「技術者が分野共通で備えるべき基礎的能力」 

Ⅰ 数学 

Ⅱ 自然科学 

Ⅱ-A 物理、Ⅱ-B 物理実験、Ⅱ-C 化学、Ⅱ-D 化学実験 

Ⅱ-E ライフサイエンス・アースサイエンス 

Ⅲ 人文・社会科学 

Ⅲ-A 国語、Ⅲ-B 英語、Ⅲ-C 社会 

Ⅳ 工学基礎 

Ⅳ-A 工学実験技術（各種測定方法、データ処理、考察方法） 

Ⅳ-B 技術者倫理（知的財産、法令順守、持続可能性を含む）および技術史 

Ⅳ-C 情報リテラシー 

Ⅳ-D グローバリゼーション・異文化多文化理解 

「技術者が備えるべき分野別の専門的能力」 

Ⅴ 分野別の専門工学 

Ⅴ-A 機械系分野、Ⅴ-B 材料系分野、Ⅴ-C 電気・電子系分野、Ⅴ-D 情報系分野 

Ⅴ-E 化学・生物系分野、Ⅴ-F 建設系分野、Ⅴ-G 建築系分野 

Ⅵ 分野別の工学実験・実習能力 

Ⅵ-A 機械系分野、Ⅵ-B 材料系分野、Ⅵ-C 電気・電子系分野、Ⅵ-D 情報系分野 

Ⅵ-E 化学・生物系分野、Ⅵ-F 建設系分野、Ⅵ-G 建築系分野 

「技術者が備えるべき分野横断的能力」 

Ⅶ 汎用的技能 

Ⅶ-A コミュニケーションスキル、Ⅶ-B 合意形成、Ⅶ-C 情報収集・活用・発信力  

Ⅶ-D 課題発見、Ⅶ-E 論理的思考力 

Ⅷ 態度・志向性（人間力） 

Ⅷ-A 主体性、Ⅷ-B 自己管理力、Ⅷ-C 責任感、Ⅷ-D チームワーク力、 

Ⅷ-E リーダーシップ、Ⅷ-F 倫理観（独創性の尊重、公共心） 

Ⅷ-G 未来志向性、企業活動理解、キャリアデザイン力 

Ⅸ 総合的な学習経験と創造的思考力 

Ⅸ-A 創成能力、Ⅸ-B エンジニアリングデザイン能力 

社会が求める理想的な技術者像を踏まえて、これらの９能力分野のそれぞれに対して高

専の本科及び専攻科における到達レベルが明示されている。明示されている本科及び専攻

科等における到達レベルは、社会及び産業界が必要とする実践技術者育成とその国際通用

性を担保するために、ＡＢＥＴが示すアウトカムズ、ＵＫスペックなどの国際標準との整

合性を十分に配慮した上で、高専の技術者教育における共通的な最低限の基準として設定

したものである。なお、上記の国際的な技術者教育の到達目標は、教育成果としての学生
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の認知レベルを、「改訂版ブルーム・タキソノミー（認知レベル）」の分類を参考として、

①知識・記憶、②理解、③適用、④分析、⑤評価、⑥創造の６段階に分類して規定してい

るため、高専機構のモデルコアカリキュラムにおいてもこれを踏襲している。 

「技術者が分野共通で備えるべき基礎的能力」Ⅰ～Ⅲ及び「技術者が備えるべき分野横断

的能力」Ⅶ～Ⅸについては本科では適用レベル、専攻科では分析レベルまで、「技術者が

備えるべき分野別の専門的能力」Ⅴ及びⅥについては本科では分析レベル、専攻科では評

価レベルまでを到達目標としている。高専の卒業生（修了生）の到達レベルは、企業等に

おいても技術者として継続的に成長していく過程の中に位置づけられている点が重要かつ

特徴的である。また、専攻科レベルについては、専攻科で実施される教育のみで達成させ

ることを想定しておらず、本科での教育で達成させることもできる。すなわち、「専攻科

の修了までに達成させるべき到達レベル」であることを意味している。 

それぞれの到達レベルの内容は、例えば、Ⅴ分野別の専門工学における分析レベルの内

容は、「複雑な問題の中で、課題解決に関連する自らの専門工学分野の原則を理解し、知

識を適用できる。」評価レベルの内容は、「専門工学のさまざまな知識を融合して課題に

取り組むことができ、知識の社会への影響を考慮できる。」となっている。 

 ＭＣＣはミニマムスタンダードであって、完全実施を高専機構から求められているが、

カリキュラム中に占める割合は５～６割とし、それ以外は各高専で個性ある内容にするこ

とも高専機構は求めている。完全実施に向けて、本校カリキュラムがＭＣＣに対応してい

るか否かの検討は平成２９年度に行い、能力Ⅰ、Ⅱ－A～D、Ⅲ、Ⅴ及びⅥについては、本

校の現在のカリキュラムで十分に対応していることを確認している。しかしながら、ＭＣ

Ｃの内容だけでフルになってしまう教科もあることがわかった。また、Ⅱ-E 及びⅣについ

ては、一般科目教室と専門科目の連携を密にして確認及び科目新設などの対処を計画する

必要があったため、カリキュラムの変更で対処することとした。具体的にはアースサイエ

ンスを地理Ⅱの時間に行うこと、異文化理解については第２外国語を通じて行うこととし

た。また、「技術者が備えるべき分野横断的能力」であるⅦ、Ⅷ、Ⅸについては、高専の

強みである演習系科目、実験実習科目及び卒業研究の科目で達成していると考えられるが、

全学科が達成していることの確認を行い、１～３年までの特別学習及び４年生で行ってい

るキャリア支援学習も付け加えることとした。このようにカリキュラム変更で対応したた

め、本来であるならば学年進行での完全実施となるはずであったが、高専機構から今年度

開講科目だけでも完全実施となるようにせよとの要請が平成２９年度末に届き、その要請

に従って授業内容の変更をお願いした科目も多々ある。今後、学年進行に伴って本来の授

業内容にしていかなければならない。 

ＭＣＣ以外の内容については、他高専との差別化を図るためにも地域に密着した題材や

教員の研究テーマなどを取り入れていく必要がある。高専機構の指示があるから教育を行

うのではなく、福井高専がより高いレベルの技術者となる人材を社会に輩出するという目

的のために、教職員が一丸となって教育・研究に励まなければならない。 
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人間力養成のためには、ロボットコンテストやデザインコンペティションなどの学外コ

ンテストへの参加や課外活動などの授業以外の学習活動によっても培われる。ＭＣＣは、

福井高専の教育内容を点検評価するための１つの指標ととらえることによってより高いレ

ベルを目指す覚悟が必要である。 

 ＭＣＣに関連して、高専機構からは実験スキルの評価を平成３０年度入学生から実施す

ることの要請もあったため、学内で勉強会を開催し仕組みを整えた。 

 

(3) 高専機構Ｗｅｂシラバスへの移行 

今年度より、高専機構Ｗｅｂシラバスへの完全移行を行った。具体的な作業は創造教育

開発センターを中心に行った。これまでの本校独自のシラバスと比べ、Ｗｅｂシラバスで

は上述のＭＣＣの実施状況を確認できる。また、ルーブリックによる評価を記載すること

もできるため、現行のシラバスを修正していくよりも、より学生に学習内容を周知させや

すくなる。ただし、これまでのシラバスで載せていた項目の中で記載することができない
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(4) Grade Point（以下、ＧＰ）の導入 
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を２、「可」を１とし、ＧＰＡは学期ＧＰＡと累積ＧＰＡを設け、学期あるいは学年の順

位換算には学期ＧＰＡを、入学してから通算の順位換算には累積ＧＰＡを用いることを規

則化した。 

 公表の方法としては、学生便覧にこの規則を抜粋して掲載することとした。 

 

(5) 平成２８年度入学生からのカリキュラム変更等  

 本校では、平成１７年度から１学年に入学学科を問わないクラス編成をする混合学級と

２学年進級時に転学科が可能となる工学基礎コースを導入してきた。導入後１０年を経た

ことから検討を行い、平成２８年度入学生から１学年における混合学級編成は継続しなが

ら、高専の特徴である早期技術者教育の実践のための「専門基礎」の開講、工学基礎コー
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スを発展的解消した第２学年進級時における学科再選択制度の導入、及び多様化した社会

に対応した卒業生を輩出するための学際領域科目の設置の３つの変更を実施している。 

今年度は平成２８年度入学生が３学年となり学際領域科目カリキュラムが実際にスター

トした。なお、学際領域科目は以下の科目である。 

プロジェクト演習（４年次開講必修科目） 

「環境・エネルギー科目群」 

 熱流体エネルギー概論（３年次開講：機械工学系） 

 電力エネルギー工学（３年次開講：電気電子工学系） 

 電磁場エネルギー基礎（５年次開講：電子情報工学系） 

 環境科学（５年次開講：物質工学系） 

 環境保全工学（４年次開講：環境都市工学系） 

「情報・制御科目群」 

 ロボットシステム（５年次開講：機械工学系） 

 電子計測制御（５年次開講：電気電子工学系） 

 情報・制御基礎（３年次開講：電子情報工学系） 

 コンピュータ化学（４年次開講：物質工学系） 

 空間情報工学（３年次開講：環境都市工学系） 

「材料科学科目群」 

 機械材料（４年次開講：機械工学系） 

 電気電子材料（３年次開講：電気電子工学系） 

 センサ材料工学（５年次開講：電子情報工学系） 

 有機・高分子材料（３年次開講：物質工学系） 

 建設材料（５年次開講：環境都市工学系） 

必修科目である「プロジェクト演習」では、様々な分野のテーマについて、他学科の

学生を含めたチームを編成し、オープンエンドな問題に対しての具体的な解決案を提案

する内容の学習活動を計画しており、実施方法等は創造教育開発センターで検討し、ほ

ぼ完成させることができた。また、選択科目として開講する３つの科目群は、本校の教

育理念にある「社会の多様な発展に寄与できる技術者を育成する。」ことを念頭にして、

５つの学科からそれぞれの群に相当する科目を抽出し、他学科の学生でも積極的に履修

できるようにし、すべて１単位の学修単位として開講する。３学年になると学生はどの

群の科目を履修するかを選択し、３～５学年で開講される５つの科目の中から２科目２

単位以上の修得を義務付けている。どの群を選択するかは、学生の将来像やそれまでの

専門科目の習得で興味のある領域から決定させることを念頭に置いている。さらに、時

間割上で履修が可能であるならば、他の群の科目を受講することも可能とすることを計

画している。 

 専門科目の習得に加え、学際領域科目群の履修により、実社会へ出てからエンジニア
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として行動できる能力の向上を目指している。 

 

(6) 教育課程表の記載内容の修正 

 高専には履修単位と大学単位に相当する学修単位がある。これまで学則に示してある教

育課程表にはその旨の記載がなされていなかった。この表を基にしている学生便覧にも記

載されていなかったことなどから、学生への周知をも含めて教育課程表へ学修単位の記載

を行った。外国人留学生の卒業に必要な単位数も学則で定められていなかっため、これも

加えた。 

 

(7) ＣＢＴの実施 

 今年度は高専機構からＣＢＴ(Computer Based Testing)の完全実施を求められ、本校で

は数学を１～３学年で、物理を３学年で、化学を１学年で実施した。これは、昨年度まで

マークシート方式で行っていた３学年対象の学習到達度試験に代わるものとしての実施と

いうことであった。しかしながら、ＰＣがなければ実施できず、総合情報処理センター演

習室、Ｅ-ラーニング室を利用して放課後に学生の自学自習の妨げにならないように実施し

た。成績評価に加味されないことから受験した学生の学生のモチベーションも低く、効果

はあまり見られなかった。ＣＢＴではなく、できるだけ早くにＣＢＤ(Computer Based 

Drill)への移行が望まれる。 

 また、高専機構からはＣＢＴをＣＢＤに移行するための問題作成をする作問委員の要請

が来た。これまでの電気電子部門に加えて、一般化学及び建設部門の作問委員を一般科目

教室理科、物質工学科、環境都市工学科にお願いした。 

 

(8) 平成３０年進級認定の状況 

 平成３０年度の休学者を含めない原級留置者の人数は、１学年７名、２学年１８名、３

学年１９名、４学年１９名であり、１～４学年全体で原級留置率は 7.6％であり、休学者８

名を含めた不進級率は 8.6％となった。 

高等専門学校本科１～３学年は後期中等教育に属する。その原級留置率・留年率は高等

学校に比べれば高いという報告が平成２８年度に高専機構より出された。その原因は、自

学自習の習慣が身に付いていない、基礎学力の不足、学科選択のミスマッチによる学習意

欲の低下などが挙げられる。そこで、これらのことを念頭に置いて、原級留置率・退学率

の減少へ向けて、自学自習できるスペースの確保や学習意欲を高めるための学科再選択制

度の導入、資格取得の奨励などの対策を講じてきたが原級留置者数はなかなか減少してい

ない。さらなる検討が必要である。 

 

１－２．人材育成関係 

(1) 原子力人材育成教育 
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ここ数年本校は、高専機構本部主導（文部科学省公募）と福井大学（文部科学省公募）

の２つの原子力人材育成事業に参加していた。一昨年度までで３年間の福井大学（文部科

学省公募）のプログラムが終了したが、今年度から岐阜高専、舞鶴高専、福井高専が連携

した福井大学の原子力教育プログラムが採択され、本校では延べ７００名の学生が参加し

ている。高等専門学校における教育制度の大きな特徴であるくさび形教育カリキュラムに

原子力関連を導入した教育は、低学年から高学年にわたる継続的な授業や実験・実習に加

え、特別講演会・施設見学会の開催や卒業研究等による教育プログラムである。このプロ

グラムにより放射線に関する基礎的な知識と技術の習得並びに理解の更なる促進を図り、

原子力施設の集中地域である福井県はもとより、国内の原子力産業界で求められている幅

広いエンジニアリングスキルを身につけた実践的な技術者の育成と、データを公正に判断

し風評に左右されず正しい評価ができる人材育成を目的としている。 

 

(2) グローバル人材育成 
本校におけるグローバル人材育成の具体的方策として、本科生を対象として実施してい

る内容を以下に示す。 

①「『イングリッシュ・カフェ』の設置による学内グローバル環境整備」 

・留学生、ネイティヴ・スピーカーを交えた英会話講座を実施した。 

・実用英語検定対策講座、工業英語検定対策講座、TOEIC試験対策講座を定期的に実施。 

・資格試験対策講座のための学習教材の整備、貸出。 

・福井高専の学生の実態に合わせたオンライン TOEIC対策講座の整備・斡旋。 

・英語の自学自習のための支援としてウェブページ、『福井高専英語科のページ』を

制作し、資格試験や英語学習の情報発信を行っている。 

②「英語学習への動機づけを促進するための各種教育実践」 

・全学年を対象とした『歌える翻訳コンテスト』の校内実施。 

・工業英検の１学年生全員受験。 

・賛助会員入会による、主に高学年を中心とした TOEIC 試験の受験奨励。特に４学年

生は全員受験。 

③ 海外研修の実施 

・隔年でオーストラリア研修旅行を、国際交流室を中心として実施している。今年度

は３月１８日～２８日で実施した。 

・教育後援会からの補助金による海外研修への資金援助を行っている。今年度は、本

科生では上記のオーストラリア研修旅行に加えて、５年生の国際会議での発表に対し

ても援助を行った。 

 

(3) 長岡技術科学大学戦略的技術者育成アドバンストコース 
平成２２年度より６年間の事業として、長岡技術科学大学が高専機構と協働し、戦略的
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技術者育成アドバンストコース事業を開始し、６高専がこの事業に参加することとなった。

また、平成２６年度からは新たに５高専が加わり、計１１高専でより幅広い事業に取り組

んできた。本校は同事業を推進するための協力校に選出され、同事業を本校の学生に対し

推進してきた。６年間の事業が平成２７年度で終了したが、長岡技術科学大学の尽力で高

専生の海外研修を中止するなどの規模の縮小を行いつつこの事業を継続することとなった。

本年度は高専学生対象のステージ１先導科目「アドバンスト・ラボ演習」に２名、同「革

新的エンジニア基礎演習」に２名の学生が受講した。また、本校５年開講の選択必修科目

である「英語特講」及び「数学特講」をステージ１協働科目である「英語プレゼン基礎」

及び「技術を支える数学入門」と連携し GI-netも活用しながら例年のごとく実施した。受

講者数の増加はないが、高専卒業生が多く進学する技術科学大学との連携は高専に非常に

重要なミッションであり、大学教員からの指導を直に受けることも高専生にとっては良い

刺激となるため、今後も継続して実施していく必要がある。 

 

１－３．入学試験関係 

(1) 入試広報活動 
県下全中学校及び滋賀県・石川県の入学実績のある中学校合計１５７校を訪問し、現状

を説明することによって、中学校教員の高専に対する理解度とプレゼンスの向上に努めた。 

また、本校Ｗｅｂページやカレッジガイドなどの広報を通じて本校の各種イベントを紹

介し、社会に向けての広報活動に努めたとともに、福井県内月刊広報誌や新聞等を通じて

の広報活動を行った。 

オープンキャンパスは、例年の通り、５月、８月及び１０月と年３回開催し、本校学生

のプレゼンテーションを通じて、中学生やその保護者に高専教育の特長と良さを知っても

らった。５月に行っているキャンパスウォークでは、中学生３１７名、保護者２４７名、

中学校教諭７名及び一般参加者２２名が参加した。キャンパスウォークは校内を自由に見
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４１７名、保護者２９１名、中学校教諭１３名が参加した。また、福井高専教員の授業を

受ける１０月のキャンパスリサーチでは中学生２４４名が参加した。これらの数値は昨年

度とほぼ同数である。１０月下旬から１１月にかけて福井県内各地で入試説明会を開催し

た。昨年度に引き続き休日にも開催し、これまでに中学生２４８名、保護者３１０名、教

員５４名が参加した。さらには各中学校で開催される高校説明会に要請があれば積極的に

参加し、本校のＰＲに努めた。 

 

(2) 入学者志願者の状況 
 平成３１年度入学生の選抜試験結果を含めて、過去３年間の入学志願者の状況は次の表

のようである。なお、合格者には第２希望、第３希望による合格者を含んでいる。 
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＜過去３年間の入試倍率の推移＞   （ ）内は女子で内数 

年 

度 

学 科 

[募集人員] 

機 械 

[４０] 

電気電子 

[４０] 

電子情報 

[４０] 

物 質 

[４０] 

環境都市 

[４０] 

計 

[２００] 

H31 

志願者数 33(2) 56(3) 70(3) 50(20) 53(15) 262(43) 

合格者数 41(2) 41(2) 41(2) 40(16) 41(13) 204(35) 

倍 率 0.83 1.40 1.75 1.25 1.33 1.31 

H30 

志願者数 74(5) 55(4) 64(7) 52(23) 73(21) 318(60) 

合格者数 41(3) 41(4) 41(5) 41(20) 41(13) 205(45) 

倍 率 1.85 1.38 1.60 1.30 1.83 1.59 

H29 

志願者数 49(5) 42(4) 64(5) 41(19) 65(22) 261(55) 

合格者数 41(3) 41(4) 41(3) 41(15) 41(18) 205(43) 

倍 率 1.23 1.05 1.60 1.03 1.63 1.31 

 

 表からもわかるように、今年度の志願者数は昨年度から５６名減少し倍率が約１.３倍と

なり、一昨年と同様な結果となった。学科ごとに増減をみると、電子情報工学科が志願者

増、電気電子工学科及び物質工学科が昨年度とほぼ同様、機械工学科と環境都市工学科が

志願者減であり、特に機械工学科が定員割れとなった。入試説明会開催時に行った参加者

による調査では昨年度ほどの志願者は望めないものの、３００名弱の志願者を見込まれ、

学科選択においても定員が割れる学科が出ることは予測できなかった。また、推薦選抜に

よる志願者はほぼ昨年度と同じであった。学力選抜による志願者の減少は昨年度の高倍率

の反動ととも考えられるが、今後さらなる分析を行い次年度の志願者増に結び付けていか

なければならない。 

 

１－４．各種アンケートの実施 

(1) 新入生アンケート 
毎年４月に新入生に対し、入試に関するアンケート調査を実施し、今年度の入試に関

する方針を決定するための基礎資料としている。昨年度に引き続きＷｅｂベースでアン

ケートの集計を行った。 

主な質問内容は以下のようである。 

・高専を知るきっかけ 

・高専受験の決定時期 

・本校を志望した理由 

・アドミッション・ポリシーの認知度とその適合した内容 

 例年それほどの差は出ていない。入学者に対して入学約 1 か月後に入試に関しての内

容を問うわけであるので、授業のことに没頭するため、入学するまでのことを具体的に
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思い出すことができないようである。３月に高専機構が実施する入学動機アンケートの

結果との比較を行い、入学志願者増に結び付けることが必要である。 

(2) 基本理念・3 つのポリシーに関するアンケート 
 本校の基本理念・学習教育目標の周知状況に関するアンケートを毎年行ってきたが、

今年度は平成２８年度に策定した３つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラ

ム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）の周知状況を知るために、ディプロマ・ポ

リシー、カリキュラム・ポリシーに関しての質問を加えて、平成３０年１２月に実施し

た。学生（本科生１，０１０名、専攻科生５１名）に対する質問事項は次の８つである。

なお、アドミッション・ポリシーについては入学者アンケートで実施している。 

問 1 本校の基本理念を知っていますか。 

問 2 本校の養成すべき人材像を知っていますか。 

問 3 本校の教育方針を知っていますか。 

問 4 本校のカリキュラム・ポリシーを知っていますか。 

問 5 本校のディプロマ・ポリシーを知っていますか。 

問 6 本科(準学士課程：１～５年)の学習・教育目標を知っていますか。 

問 7 環境生産システム工学プログラム（JABEE）（＝本校専攻科の学習・教育到達

目標）を知っていますか。 

問 8 本校の卒業要件（卒業認定基準）を知っていますか 

 これらの項目に対して（・よく知っている ・ある程度知っている ・あまり知らな

い ・全く知らない）の４段階で答えてもらった。その結果、・よく知っている ・あ

る程度知っているの合計は、問１：９２％、問 2：９４％、問 3：９１％、問 4：８８％、

問 5：８１％、問 6：９０％、問 7：８６％、問 8：９５％であった。 

 本年からの質問項目は問 4、問 5 及び問 8 である。本校の教育は、基本理念、人材像、

教育方針に基づく学習・教育目標の達成を行うことで成り立っていて、それらをポリシ

ーの中に取り入れていることから考えれば数値は若干低いとみなされる。アンケート結

果が１００％となるように学生への説明を継続していく必要がある。 

 

(3) オープンキャンパス終了後のアンケート 
５月のキャンパスウォーク、８月のキャンパスツアー、１０月のキャンパスリサーチ及

び１０月下旬から１２月初旬にかけて実施した入学試験説明会終了後に高専受験希望の有

無、志望学科、説明の良否、必要とする情報などをアンケートにより調査し、次年度のオ

ープンキャンパス及び入学試験説明会を充実させる資料としている。今年度は、昨年度に

比べれば参加者数が減少した。また、前述したようにこれらのアンケート結果から予測さ

れた数字以上に志願者が減少した。アンケート結果からは好意的な評価を頂いている。さ

らに分析を行い、入試倍率の向上につなげていく必要がある。 
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２．点検・評価 

 

２－１．教育課程等に関する事項 

 現状で記載したとおり、平成２９年に公開した３つのポリシーの修正を行い、平成３０

年度入学生からのカリキュラムにおいて高専機構モデルコアカリキュラムに対応するよう

に教育課程を変更し、高専機構Ｗｅｂシラバスも今年度から完全移行しており、高専機構

からの要請には対応した。 

福井高専として、平成２８年度入学生から実施しているカリキュラム変更等についても

今年度の３年生から開講し、来年度開講の「プロジェクト演習」の準備も整えた。 

「高等教育の負担軽減方策」の機関要件へも対応した。 

以上、これらのことは計画のとおりであるため、達成度評価はＡと判断する。 

しかしながら、原級留置率は減少していない。卒業生の質の保証を維持しながら、退学

率を減らすという教育機関の使命を常に念頭に置いた教育を実践しなければならない。今

後も継続して検討していかなくてはならないことから、これに関しては達成度の評価はＢ

と判断する。 

 

２－２．人材育成関係 

現状において記載したとおり、それぞれの分野における人材育成授業が継続して実施さ

れており、今後の対応もほぼ決まっていることから、達成度評価はＡと判断する。 

 

２－３．入学試験関係 

現状で記載したとおり、今年度の入試倍率は昨年度を下回り一昨年度と同様となった。

優秀な人材の確保は教育機関としての必須要件であることから、達成度評価はＢと判断す

る。 

 

２－４．各種アンケートの実施 

現状に記載したとおり、各種アンケートを実施し、学生や受検生の状況を把握すること

ができたたため、達成度評価はＡと判断する。 

 

３．改善課題・方策 

３－１．教育課程等に関する事項 

公開した３つのポリシーの意義を学生及び教職員が十分に理解し、教育改善を継続的に

実施し、福井高専卒業生の質のさらなるレベルアップを図っていくことに努めなければな

らない。また、社会の動向からこれらのポリシーの修正を行っていくことも肝要である。 

ＭＣＣの全面実施に向けて、カリキュラムを改定したが、今後、ルーブリックの活用な

ど評価方法を含めた授業内容の修正を行っていく必要がある。しかし、高専機構からの要
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請があるからといって行うのではなく、あくまでも本校学生のレベルアップにつなげるた

めに行うものであるということを念頭に置いて実施することが肝要である。 

高専機構Ｗｅｂシラバスへの平成３０年度からの全面移行を迎え、これを利用して前述

の授業内容の修正を各教員が行えるように一層の周知を図る必要がある。 

基礎学力及び学習意欲の向上を図り、成績不振者の減少を目指し、原級留置率・退学率

を減少させる。そのために、成績不振者への学習支援の在り方を教務委員会、創造教育開

発センターで早急に検討していく。 

 

３－２．人材育成関係 

継続して、学生のモチベーション向上を図る。特に、グローバル人材育成では英語教員

を中心とした一般科目教室教員と学科教員の連携を基調とした、学内支援体制の確立を図

る。 

 

３－３．入学試験関係 

平成３１年度の志願者の動向、新入生アンケート、オープンキャンパスアンケートの内

容を分析し志願者増を図ると共に、入学後の成績等の追跡調査を実施して、アドミッショ

ン・ポリシーにあった合格者を出しているかを調査する。１５歳人口の減少から入試倍率

の確保は難しい問題ではあるが、福井高専の良いところを積極的にアピールして優秀な人

材が受験してくれるよう学校として取り組む。 

 

３－４．各種アンケートの実施 

受験生や学生の動向を把握するためのアンケートは継続して実施する。ただし、その方

法についてはＩＣＴを活用して実施する。また、内容を詳細に分析して、質問内容の変更

などを行い、より実態がわかるような工夫をする。 

 

３－５．中期計画の最終年度として 

 今年度は高専機構の第Ⅲ期中期計画の最終年度に当たる。高専機構は中期計画に則って

年度計画を立て、各高専は高専機構の年度計画に則って自校の年度計画を立てるという流

れである。教務・入試関係で高専機構からの要請によって行ってきたことは本文中でも触

れているが、主として次のようである。 

・ＭＣＣの完全実施 

・高専機構Ｗｅｂシラバスへの全面完全移行 

・ＣＢＴ(Computer Based Testing)の完全実施と作問 

・入学試験学力選抜検査のマークシート方式化 

 これらの施策については、すべて対応を行ってきた。しかしながら、本校がこれまでに

培ってきたものとの矛盾も内包する。５０年以上の歴史のある福井高専の良いところを再
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確認しながら、高専機構が目指そうとしている高専の在り方にも目を向けながら、福井高

専がこの地にある存在意義を求めていかなければならない。 

 入学志願者は下降し、原級留置率は増加しているという現状は厳しいと言わざるを得な

い。福井の地に優秀なものづくり人材を輩出するという使命を教職員一同が携えて、次の

５年、１０年を構想し、実践をしていく必要がある。 
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○ 学生指導関係 

 

１．現状 
 
１－１ 基本方針 

福井高専の教育の目的は、個性を尊重しつつ社会にも通用する知育・徳育・体育のバ

ランスのとれた人間になることを学生に教授することにある。この目的を達成するた

めの本校の学生指導に関する基本方針は、 
① 毎日、規則正しい生活を送ること 
② よき学生としてのマナー（社会規範）を身につけること 
③ 自ら考え、自ら進んで学ぶ姿勢を示し、真摯な態度で学業に取り組むこと 
④ 文化・芸術・スポーツに親しみ教養を高めること 
⑤ 自身の将来像を描き、その実現のために計画的に実行すること 

の５つである。これは本校開校以来の学生への指導方針を明文化したものであり、こ

の基本方針に沿って本校の学生指導が行われている。 
 
１－２ 学生支援 

福井高専では、教育システム及び学生指導の根幹となる担任制度を本科５年間におい

て設けている。本科の５年間は１５歳から２０歳以上の幅広い年齢の若者が対象とな

るが、本校では新入生から学生と呼び、１５歳の１年生であっても自立（自律）した

責任ある行動をとるよう指導している。入学時から卒業に至るまで担任によるきめ細

やかな一貫性のある教育・指導を行い、学生が社会に通用する人間となるよう努めて

いる。この担任を中心とした指導体制が、福井高専卒業生が社会から高い評価を受け、

高い求人倍率を誇っている大きな理由の一つであり、今後も継続し充実させていくこ

とが大切であると考える。 
担任の業務は多岐にわたる。例えば、学生生活全般の指導（友人関係、生活・行動の

把握、欠課・欠席の点検、各種届け出の指導等）、学業成績・悩み・進路等について

の個別相談、さらに学年に応じた学校行事の指導・企画・引率等がある。また、全学

年で保護者懇談会（場合によっては三者面談）を実施しており、学生を取り巻く環境

（保護者等）との連携を密に図ることも担任の重要な業務のひとつである。クラス担

任は、１、２年を一般科目教室教員、３～５年を各専門学科の教員が担当し、担任補

佐（１年から３年の担任補佐は一般科目教室教員、４、５年の担任補佐は専門学科教

員）がそれを支援する。危機管理として、常に担任と担任補佐及び学科長・教室主任

が学生に関する情報共有を図るよう努めている。加えて、担任はキャリア支援室と連

携しながらキャリア教育を行っており、各学年の横の連携を強くするために学年主任

を学年会の中に置いている。 
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担任のスキルアップを図るため、各種研修会に教員を派遣している。平成３０年度は

中堅教員研修に２名の教員が参加し、平成３０年度東海・北陸・近畿地区高等専門学

校学生指導力向上研修会（クラス経営・担任指導関係）には、研修教員として４名、

助言者として３名の教員が参加した。 

また、学生生活を充実させるために表１に示すような多様な講演会を各学年で行った。

例年に加えて、平成３０年度は、特に「ネットトラブル防止」の強化に努め、地元鯖

江警察署スクールサポーターの全面的協力を得ながら、本科全学生に対し延べ５回の

講演会を行った。 

 

表１ 学生を対象とした講演会 

対象学年 講 演 の 内 容 な ど 日 程 

１年生 

新入生オリエンテーション（高専の学生として

の心構え、学校生活の過ごし方、情報セキュリ

ティーについて、服育の講演） 

4月 13日、14日 

 

ひまわり教室 7月 5日 

特別講演「性教育」 12月 6日 

２年生 
特別講演「依存症」 6月 28日 

特別講演「パーソナルファイナンス」 11月 15日 

３年生 
交通講話 7月 19日 

「服育」講演会 10月 11日 

４年生 薬物乱用防止セミナー 7月 18日 

５年生 「税と社会保障」講演会 12月 5日 

 
多感な青年期にあたる学生の人格形成に大きな影響を与えるものが部・同好会を中

心とした課外活動である。将来技術者として健康的に活動し、リーダーシップや協調

性、コミュニケーション能力を習得するためにも課外活動は重要な役割を担う。高専

では、他の教育機関と比べて５年間じっくりと課外活動に打ち込むことができる利点

があり、これを活かして本校では体育系・文化系（ものづくり系も含む）の多数の部・

同好会が活動している。 
一方、学生及び教職員の休日の確保及び活動する学生の技術力向上に資するため、

指導教員の他に専門的技術指導を行うことができる「コーチ」を任用できる体制を平

成２８年度に整備し、平成２９年度から適用している。同時に、学生の活動（部・同

好会活動、学生会活動等）に関する経費の取り扱いについて、これらを「預り金」と

して管理する規則を平成２８年度に整備し、平成２９年度から適用した。この他、よ

り充実した指導体制及び新たな管理体制の整備に向けて、継続的に議論を進めている。
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課外活動の安全管理の一環として、クラブ活動の安全管理を主とした指導マニュアル

を再整備した。これまでのマニュアルは体育会系クラブ活動に限定された内容であっ

たが、平成２９年度中に文科系クラブ活動にも適用できる内容とした。同マニュアル

の中では、週１回の休養日の設定及び月間に複数日の土日の休養日を設けることを定

めた。なお、部活動の活動状況（休養状況）を含めた活動実態調査を毎年３月に実施

し、実態の把握にも努めている。 
今年度も学生と教職員を対象に救急救命講習会を実施した。表２に過去５年間の同

講習会参加者学生数を示す。今年度も学生会を通じて参加を呼びかけ、学生６０名（各

クラス原則２名＋寮生）と教職員４名が受講した。なお、本講習会は平成２９年度以

降、寮生対象の同講習会と同時開催としている。 
 

表２ 救急救命講習会参加学生数（５年間） 

年 度 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

人 数 ６０ ４１ ５０ ５５ ６０ 

 

本校には在学生全員によって構成される学生会があり、学生会役員が中心となり、体

育祭、高専祭、弁論大会、球技大会、結団式、クラブ紹介等の学校行事やクリーン大

作戦、献血等のボランティア活動などを自主的に企画・運営している。ここでは学生

会役員会及び課外活動予算の決定を行う学生総会等が運営機関として設けられ、広報

活動として昼休み時における学生会からの校内放送（平成２５年度より）や学生会誌

「青塔」の発行を行っている。学生会の活動に参加することにより、協調性、自主性、

リーダーシップや企画力などが育成されることから、課外活動と同様に学生会活動も

学生が成長するための重要な役割を果たすと考えている。 

さらに、本校では、実際に体を動かして経験の中から生きた知識を習得する「体験型

ものづくり教育」を推進し、これらに関連するコンテストへの参加を積極的に奨励し

ている。全高専が参加するこができ、全国大会が催されるロボットコンテスト（ロボ

コン）、プログラミングコンテスト（プロコン）、デザインコンペティション（デザ

コン）、英語プレゼンテーションコンテスト（プレコン）のほか、これまでに本校で

は、小水力発電アイデアコンテスト、ＰＬＣ制御コンテスト（旧生産技術コンテスト）、

建築甲子園等にも参加している。なお、平成３１年には第３２回宇宙技術及び科学の

国際シンポジウム（ＩＳＴＳ）福井大会が開催される。同大会に向けて平成３０年度

より「ふくい宇宙アイデアソン」の準備が進められており、本校学生も積極的に参加

している状況である。 

学外でのコンテストのほか、平成２５年度より福井高専内において「キャンパスプロ

ジェクト」を実施している。これは、学生のものづくりの意識を高めるとともに、学

生自らが作り、それを自ら利用することで生活しやすい福井高専キャンパスにしてい
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こうと始められたものである。平成３０年度は協賛企業の支援を受け予算規模を拡大

して募集し、９件のプロジェクトを採択、実施した。 

ボランティア活動に関しては、学生会が主体となり、クリーン大作戦を例年実施して

いる。平成３０年度は校内外４コースに分かれて清掃作業を行った。このほか、例年

同様に保育ボランティアも実施した。また、出前授業や公開講座などでも講師補助と

して学生たちが積極的に参加している。平成３０年度は、１６件の出前授業に延べ２

２名の学生がスタッフとして支援し、延べ７８１名の受講者と交流した。公開講座で

は、実施した２１講座に延べ１９名の学生がスタッフとして支援し、２１２名の参加

者と交流した。 

メンタルヘルス関連への対応強化として、全教職員対象のメンタルヘルス・関連ＦＤ

を実施した。平成３０年度は上級教育カウンセラーの石丸裕士奈良高専准教授を講師

として招き、「ハイパーＱＵを用いた学生把握の具体的方策と学生指導改善事例の紹

介」と題した講演会及び意見交換会を開催し、教職員４２名が参加した。当講演会に

限らず、会議等においても特性を持つ学生への対応について理解を求める機会を設け

た。学生に対しては、今年度も全クラスにハイパーＱＵテストを行い、テストの集計

結果（分析結果）を担任等と情報共有した。担任に限らず、必要に応じて科目担当者

等が集計結果を閲覧できるよう、データ管理に留意しながら情報共有を図った。この

ほか、福井県特別支援教育センター指導主事の為国順治氏を講師として招き、「障害

学生に対する合理的配慮の考え方・校内事例の共有」と題した講演会及び意見交換会

を開催し、教職員５６名が参加した。また、精神科医との業務委託契約を行い、奇数

月の第１水曜日に専門の医師が来校した（平成３０年度は延べ６回）。いじめ防止へ

の取組みについては、平成２７年度にいじめ防止等対策の基本方針を定め、毎年実態

把握のための調査を実施している。加えて、学生のいじめや自殺に関する現状につい

て、高専機構から提供された情報をもとに四半期ごとに会議等の場で情報共有を図っ

た。さらに、学生・保護者等を配布対象としたいじめに関するパンフレットを作成し、

年度はじめに全学生に配布した。平成３０年度から、既存の学生相談室に加えて第２

学生相談室を新設した。第２学生相談室は、学習面での悩みに起因してメンタルヘル

スが必要な学生に対し、専門性の高い教員（非常勤職員）を配置し、そのケアにあた

る場所である。担任等を経由して支援依頼を受け、依頼内容と教員の専門性をマッチ

ングさせた上で第２学生相談室内においてケアを行う手順となる。平成３０年度は１

名の学生に対し、延べ１０時間程度対応した。 
学生の健康及び学習機会を保障するために、平成２０年度より麻疹の対策及び調査

を実施している。その結果、現在組織としての麻疹耐性率(十分量の抗体を持つか、あ

るいはワクチンを接種したもの)が学生・教職員を含めた学校組織として９割を超えた

（教職員は 100％）。教職員に対してはインフルエンザの予防接種を推奨し、感染リス

ク低減の努力を行っている。学生に対しても予防接種を奨励しているが、残念ながら
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た。さらに、学生・保護者等を配布対象としたいじめに関するパンフレットを作成し、

年度はじめに全学生に配布した。平成３０年度から、既存の学生相談室に加えて第２

学生相談室を新設した。第２学生相談室は、学習面での悩みに起因してメンタルヘル

スが必要な学生に対し、専門性の高い教員（非常勤職員）を配置し、そのケアにあた

る場所である。担任等を経由して支援依頼を受け、依頼内容と教員の専門性をマッチ

ングさせた上で第２学生相談室内においてケアを行う手順となる。平成３０年度は１

名の学生に対し、延べ１０時間程度対応した。 
学生の健康及び学習機会を保障するために、平成２０年度より麻疹の対策及び調査

を実施している。その結果、現在組織としての麻疹耐性率(十分量の抗体を持つか、あ

るいはワクチンを接種したもの)が学生・教職員を含めた学校組織として９割を超えた

（教職員は 100％）。教職員に対してはインフルエンザの予防接種を推奨し、感染リス

ク低減の努力を行っている。学生に対しても予防接種を奨励しているが、残念ながら
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接種率は大きく向上していない。 
以上のように、本校では、担任制度の充実を図り、課外活動・学生会活動・ものづ

くり関連コンテスト等の課外活動を奨励し、健康管理・安全管理及びメンタルヘルス

関連の対応強化やボランティア活動への取り組みなどを通して、５年一貫教育の利点

を生かした人格形成の人間教育を実践していると自負する。 
 
１－３ 学生の主な活動状況 

(1) クラブ紹介 平成 30 年 4月 11日（水） 

(2) 新入生歓迎会 平成 30年 4月 11日（水） 

(3) 新入生オリエンテーション合宿研修 平成 30年 4月 13日（金）～14日（土） 

場所：福井高専（大講義室）及び奥越高原青少年自然の家 

内容：学生生活、学生相談室、服育、情報セキュリティーについての各講演、 

ミニ運動会、校歌指導、クラスパフォーマンス、クラスミーティング、ネット 

トラブル防止ＷＳほか 

(4) 校長講話、校長表彰、学生総会 平成 30年 4月 18日（水） 

(5) 第 66回福井県陸上競技強化大会兼愛媛国体選手選考会 平成 30年 4月 21日（土）  

会場：福井県営陸上競技場 

(6) 第 140回北信越地区高等学校野球福井県大会  

平成 30 年 4月 20日（金）～5月 4日（金）  

会場：福井県営球場、敦賀市総合運動公園野球場 

(7) 平成 30年度福井県高等学校バスケットボール強化大会 平成 30年 4月 21日(土)、

22日（日）、28 日(土) 会場：福井商業高校体育館、藤島高校体育館 

(8) 平成 30 年度福井県高等学校バレーボール大会兼中部日本６人制バレーボール総合

男女選手権大会福井県予選会 平成 30年 4月 21日(土)、22日（日）、28日(土) 

会場：武生東高校体育館、大野高校体育館 

(9) 平成 30 年度福井県高等学校春季剣道選手権大会 平成 30年 4月 22日（日） 

会場：敦賀市立体育館 

(10) 球技大会 平成 30年 4月 25日（水） 会場：福井高専第一体育館、第二体育館 

ドッジボール、バスケットボール、ソフトバレーボールを実施 

(11) 第 20回北信越地区高等学校軟式野球福井県大会 平成 30年 5月 12日（土） 

会場：丹南総合運動公園野球場 

(12) 舞鶴高専交歓試合 平成 30年 5月 19日（土） 会場：福井高専、舞鶴高専 

(13) 平成 30 年度福井県高等学校将棋選手権大会 平成 30年 5月 20日（日） 

会場：福井新聞社７階ホール 

(14) 学生（寮生含む）対象救急救命講習会 平成 30年 5月 23日（水） 

会場：福井高専コミュニティールーム 
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(15) 第 21回北信越地区高等学校軟式野球大会(平成 30年度春季) 

平成 30 年 5月 26日（土）～28日（月） 会場：上越市高田公園野球場 

(16) 平成 30年度春季高校総体サッカー競技大会兼全国高校総合体育大会県予選会兼第

54回北信越高校サッカー選手権大会予選会 

平成 30 年 5月 26日（土）､27日（日）､6月 1日（金）､2日（土）､3日（日） 

会場：丸岡高校、金津高校、丸岡スポーツランド 成績：３回戦進出 

(17) 平成 30 年度福井県高等学校春季総合体育大会陸上競技大会 第 57 回北信越高等

学校陸上競技対校選手権大会福井県予選会 秩父宮杯第 71 回全国高等学校陸上競

技対校選手権大会福井県予選会兼愛媛国体選手選考会  

平成 30 年 5月 26日（土）～28日（月） 会場：福井県営陸上競技場 

(18) 平成 30年度福井県高等学校春季少林寺拳法大会兼全国高等学校総合体育大会少林

寺拳法競技大会選考会 平成 30年 5月 27日（日） 

会場：福井工業高等専門学校第一体育館  

成績：女子組演武の部最優秀賞（インターハイ・北信越大会出場）、男子単演武の

部優良賞（北信越大会出場） 

(19) 平成 30 年度福井県高等学校春季総合体育大会バスケットボール選手権大会 

平成 30 年 6月 1日（金）～3日（日） 会場：福井商業高校体育館等 

(20) 平成 30 年度春季高等学校総合体育大会剣道競技大会 

平成 30 年 6月 1日（金）～3日（日） 会場：福井県立武道館 

(21) 平成 30 年度福井県高等学校春季総合体育大会（バレーボール競技）兼国体選考会 

平成 30 年 6月 1日（金）～3日（日） 会場：武生高校体育館 

(22) 平成 30年度福井県高等学校春季総合体育大会卓球競技大会兼全国高等学校卓球選

手権大会県予選会・北信越高等学校対抗卓球選手権大会兼予選会 

平成 30 年 6月 1日（金）～3日（日） 会場：福井県営体育館 

(23) 平成 30年度福井県高等学校春季総合体育大会ハンドボール競技兼全国高等学校総

合体育大会・北信越高等学校選手権大会予選会 平成 30年 6月 1日（金）～3日（日） 

会場：北陸電力福井体育館・羽水高校体育館 

(24) 平成 30年度福井県高等学校春季総合体育大会テニス競技大会 北信越高校兼全国

高校総体予選会兼国体選考会 平成 30年 6月 1日（金）～3日（日） 

会場：福井運動公園県営テニス場 

成績：団体３位タイ、個人戦シングルス、ダブルスともにベスト１６進出 

(25) 平成 30 年度福井県高等学校春季総合体育大会なぎなた競技会  

平成 30 年 6月 3日（日） 会場：福井県立武道館 

(26) 平成 30 年度福井県高等学校春季総合体育大会 第 70 回福井県高等学校選手権水

泳競技大会兼第 51回北信越高等学校選手権水泳競技大会予選会 

平成 30 年 6月 16日（土）、17日（日） 会場：福井県営水泳場 
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(15) 第 21回北信越地区高等学校軟式野球大会(平成 30年度春季) 

平成 30年 5月 26日（土）～28日（月） 会場：上越市高田公園野球場 

(16) 平成 30年度春季高校総体サッカー競技大会兼全国高校総合体育大会県予選会兼第

54回北信越高校サッカー選手権大会予選会 

平成 30年 5月 26日（土）､27日（日）､6月 1日（金）､2日（土）､3日（日） 

会場：丸岡高校、金津高校、丸岡スポーツランド 成績：３回戦進出 

(17) 平成 30 年度福井県高等学校春季総合体育大会陸上競技大会 第 57 回北信越高等

学校陸上競技対校選手権大会福井県予選会 秩父宮杯第 71 回全国高等学校陸上競

技対校選手権大会福井県予選会兼愛媛国体選手選考会  

平成 30年 5月 26日（土）～28日（月） 会場：福井県営陸上競技場 

(18) 平成 30年度福井県高等学校春季少林寺拳法大会兼全国高等学校総合体育大会少林

寺拳法競技大会選考会 平成 30年 5月 27日（日） 

会場：福井工業高等専門学校第一体育館  

成績：女子組演武の部最優秀賞（インターハイ・北信越大会出場）、男子単演武の

部優良賞（北信越大会出場） 

(19) 平成 30年度福井県高等学校春季総合体育大会バスケットボール選手権大会 

平成 30年 6月 1日（金）～3日（日） 会場：福井商業高校体育館等 

(20) 平成 30年度春季高等学校総合体育大会剣道競技大会 

平成 30年 6月 1日（金）～3日（日） 会場：福井県立武道館 

(21) 平成 30年度福井県高等学校春季総合体育大会（バレーボール競技）兼国体選考会 

平成 30年 6月 1日（金）～3日（日） 会場：武生高校体育館 

(22) 平成 30年度福井県高等学校春季総合体育大会卓球競技大会兼全国高等学校卓球選

手権大会県予選会・北信越高等学校対抗卓球選手権大会兼予選会 

平成 30年 6月 1日（金）～3日（日） 会場：福井県営体育館 

(23) 平成 30年度福井県高等学校春季総合体育大会ハンドボール競技兼全国高等学校総

合体育大会・北信越高等学校選手権大会予選会 平成 30年 6月 1日（金）～3日（日） 

会場：北陸電力福井体育館・羽水高校体育館 

(24) 平成 30年度福井県高等学校春季総合体育大会テニス競技大会 北信越高校兼全国

高校総体予選会兼国体選考会 平成 30年 6月 1日（金）～3日（日） 

会場：福井運動公園県営テニス場 

成績：団体３位タイ、個人戦シングルス、ダブルスともにベスト１６進出 

(25) 平成 30年度福井県高等学校春季総合体育大会なぎなた競技会  

平成 30年 6月 3日（日） 会場：福井県立武道館 

(26) 平成 30 年度福井県高等学校春季総合体育大会 第 70 回福井県高等学校選手権水

泳競技大会兼第 51回北信越高等学校選手権水泳競技大会予選会 

平成 30年 6月 16日（土）、17日（日） 会場：福井県営水泳場 
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成績：男子総合４位、12種目で入賞（北信越大会出場） 

(27) 平成 30 年度北信越高等学校総合体育大会少林寺拳法競技兼第 6回北信越高等学校

少林寺拳法大会 平成 30年 6月 16日（土）～17日（日） 会場：塩尻市立体育館 

(28) 第 53回北陸地区高等専門学校体育大会結団式 平成 30年 6月 20日（水） 

(29) 第 53回北陸地区高等専門学校体育大会（富山高専（射水）主管） 

平成 30 年 6月 30日（土） ラグビー、陸上、野球、卓球 

平成 30 年 7月 1日（日） 卓球（男女） 

平成 30 年７月 7日（土）～8日（日） 野球、バスケットボール（男女）、 

テニス（男女）、ソフトテニス（男女）、水泳（男女）、剣道（男女）、 

柔道（男女）、ハンドボール 

成績：総合第 4位、全国大会出場：テニス（男子団体、個人）、水泳、 

柔道（男子個人） 

(30) 平成 30 年度第 100回全国高等学校野球選手権記念福井大会  

平成 30 年 7月 14日（土）～25日（水） 

会場：福井県営球場、敦賀市総合運動公園野球場 成績：ベスト８ 

(31) 第 31回全国高等学校将棋竜王戦福井県大会 平成 30年 7月 14日（土） 

会場：本願寺派福井別院(西別院) 

(32) 第 63回全国高等学校軟式野球選手権大会福井県大会 

平成 30 年 7月 16日（月）～17日（火） 会場：丹南総合公園野球場 

(33) 平成 30 年度北信越高等学校体育大会第 51 回北信越高等学校選手権水泳競技大会

兼第 86 回日本高等学校選手権水泳競技大会予選会  

平成 30 年 7月 20日（金）～22日（日） 会場：敦賀市総合運動公園プール 

(34) 第 50回福井県吹奏楽コンクール 平成 30年 7月 28日（土）～30日（月） 

会場：福井県立音楽堂「ハーモニーホールふくい」大ホール 

(35) 平成 30 年度全国高等学校総合体育大会少林寺拳法競技大会兼第 45 回全国高等学

校少林寺拳法大会 平成 30年 8月 3日（金）～5日（日）  

会場：西尾市総合体育館 

(36) '18県民スポーツ祭テニス競技 平成 30年 8月 5日（日） 

会場：福井県営テニス場 

(37) 第 42回全国高等学校総合文化祭（吟詠剣詩舞部門） 平成 30年 8月 11日（土） 

会場：セメナホール 

(38) 第 53回全国高等専門学校体育大会（テニス競技） 平成 30年 8月 21日（火）～

23日（木） 会場：熊本県民総合運動公園パークドーム熊本 成績：男子団体３位 

(39) 第 25回全国高等専門学校将棋大会 平成 30年 8月 22日（水）～24日（金） 

会場：ワークプラザ勝田 
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(40) 第 53回全国高等専門学校体育大会（柔道競技） 平成 30年 8月 25日（土）～26

日（日） 会場：大分県総合体育館 

(41) 第 53回全国高等専門学校体育大会（水泳競技） 

平成 30 年 9月 1日（土）～2日（日） 会場：長崎市民プール 

成績：男子 50ｍ自由形３位 男子 100ｍ自由形３位 男子 200ｍ自由型３位  

男子 200ｍ背泳ぎ優勝 男子 400ｍフリーリレー優勝 

(42) 保育ボランティア 平成 30年 9月 3日（月） 

場所：鯖江市神明保育所 学生 6名が参加 

(43) 第 19 回 IARU ARDF世界選手権大会 平成 30年 9月 4日（火）～7日（金） 

開催地：韓国束草市（Sokcho）  

(44) '18県民スポーツ祭サッカー競技 平成 30年 9月 8日（土） 会場：県内各地 

(45) 平成 30 年度福井県高校新人テニス大会（全国選抜高校テニス大会福井県予選） 

平成 30 年 9月 14日（金）～16日（日） 会場：福井市わかばテニスコート、 

福井市西公園テニスコート、あわら市トリムパークかなづテニスコート 

(46) 第 54 回福井県高等学校新人陸上競技大会兼第 23 回北信越高等学校新人陸上競技

大会福井県予選会 平成 30年 9月 15日（土）～16日（日） 

会場：奥越ふれあい公園陸上競技場 

(47) 第 54回体育祭 平成 30年 9月 28日（金）  

(48) アイデア対決・全国高等専門学校ロボットコンテスト 2018東海北陸地区大会 

平成 30 年 10月 14日（日） 会場：いしかわ総合スポーツセンター 

成績：技術賞、特別賞、デザイン賞受賞 

(49) 平成 30 年度弁論大会 平成 30 年 10 月 18 日（木） 会場：福井高専第１一体育

館 

６テーマ（内１テーマはエキシビションマッチ）で実施 

(50) 第 14回クリーン大作戦 平成 30年 10月 18日（木） 

高専周辺及び鯖江・越前市内を周る４コースの清掃奉仕活動を実施 

(51) 第 54回高専祭 平成 30年 10月 19日（金）～21日（日） 

テーマ「ＣＯＬＯＲ＋」 ライブコンサート、吹奏楽コンサート、少林寺拳法演

武会、合気道演武会、音鍵研究会発表、ダンス同好会、アマバンライブ、献血、

露店、ビンゴ大会等を実施 

(52) 第 97 回全国高等学校サッカー選手権福井県大会 平成 30 年 10 月 21 日（日）、

27日（土）、28 日（日）、11月 4日（日）、11日（日） 

会場：丸岡高校、金津高校、丸岡スポーツランド他 

(53) 第 23回北信越高等学校新人陸上競技大会 平成 30年 10月 26日（金）～28日（日） 

会場：松本平広域公園陸上競技場 

(54) 第 29回全国高等専門学校プログラミングコンテスト 
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(40) 第 53回全国高等専門学校体育大会（柔道競技） 平成 30 年 8月 25日（土）～26

日（日） 会場：大分県総合体育館 

(41) 第 53回全国高等専門学校体育大会（水泳競技） 

平成 30年 9月 1日（土）～2日（日） 会場：長崎市民プール 

成績：男子 50ｍ自由形３位 男子 100ｍ自由形３位 男子 200ｍ自由型３位  

男子 200ｍ背泳ぎ優勝 男子 400ｍフリーリレー優勝 

(42) 保育ボランティア 平成 30年 9月 3日（月） 

場所：鯖江市神明保育所 学生 6名が参加 

(43) 第 19 回 IARU ARDF世界選手権大会 平成 30年 9月 4日（火）～7日（金） 

開催地：韓国束草市（Sokcho）  

(44) '18県民スポーツ祭サッカー競技 平成 30年 9月 8日（土） 会場：県内各地 

(45) 平成 30年度福井県高校新人テニス大会（全国選抜高校テニス大会福井県予選） 

平成 30年 9月 14日（金）～16日（日） 会場：福井市わかばテニスコート、 

福井市西公園テニスコート、あわら市トリムパークかなづテニスコート 

(46) 第 54 回福井県高等学校新人陸上競技大会兼第 23 回北信越高等学校新人陸上競技

大会福井県予選会 平成 30年 9月 15日（土）～16日（日） 

会場：奥越ふれあい公園陸上競技場 

(47) 第 54回体育祭 平成 30年 9月 28日（金）  

(48) アイデア対決・全国高等専門学校ロボットコンテスト 2018東海北陸地区大会 

平成 30年 10月 14日（日） 会場：いしかわ総合スポーツセンター 

成績：技術賞、特別賞、デザイン賞受賞 

(49) 平成 30 年度弁論大会 平成 30 年 10 月 18 日（木） 会場：福井高専第１一体育

館 

６テーマ（内１テーマはエキシビションマッチ）で実施 

(50) 第 14回クリーン大作戦 平成 30年 10月 18日（木） 

高専周辺及び鯖江・越前市内を周る４コースの清掃奉仕活動を実施 

(51) 第 54回高専祭 平成 30年 10月 19日（金）～21日（日） 

テーマ「ＣＯＬＯＲ＋」 ライブコンサート、吹奏楽コンサート、少林寺拳法演

武会、合気道演武会、音鍵研究会発表、ダンス同好会、アマバンライブ、献血、

露店、ビンゴ大会等を実施 

(52) 第 97 回全国高等学校サッカー選手権福井県大会 平成 30 年 10 月 21 日（日）、

27日（土）、28日（日）、11月 4日（日）、11日（日） 

会場：丸岡高校、金津高校、丸岡スポーツランド他 

(53) 第 23回北信越高等学校新人陸上競技大会 平成 30年 10月 26日（金）～28日（日） 

会場：松本平広域公園陸上競技場 

(54) 第 29回全国高等専門学校プログラミングコンテスト 
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平成 30 年 10月 27日（土）～10月 28日（日） 会場：アスティーとくしま 

成績：協議部門第３位、課題部門特別賞、自由部門敢闘賞受賞 

(55) 平成 30 年度福井県高校新人大会（ソフトボールの部）兼全国高校選抜大会・北信

越高校新人大会福井県予選会 平成 30年 10月 27日（土）～28日（日） 

会場：越前市武生東運動公園ソフトボール場・越前市家久スポーツ公園 

(56) 平成 30 年度福井県高等学校新人大会卓球競技大会 

平成 30 年 11月 9日（金）～11日（日） 会場：福井県営体育館 

(57) 平成 30 年度福井県高等学校秋季少林寺拳法大会兼第 22 回全国高等学校少林寺拳

法選抜大会福井県選考会 平成 30年 11月 10日（土） 

会場：福井工業高等専門学校第一体育館 

(58) '18県民スポーツ祭サッカー競技バレーボール競技 平成 30年 11月 10日（土）、

11日（日） 会場：敦賀市立体育館、敦賀市総合体育館 

(59) 第 12回東海北陸地区英語プレゼンテーションコンテスト（福井高専主管） 

平成 30 年 11月 10日（土） 会場：福井高専コミュニティープラザ 

(60) 第 15回全国高等専門学校デザインコンペティション デザコン 2018 in 北海道 

平成 30 年 11月 10日（土）～11日（日） 会場：釧路市観光国際交流センター 

成績：ＡＭデザイン部門優秀賞受賞 

(61) 平成 30 年度福井県高等学校ハンドボール新人大会兼北信越高等学校選抜大会（全

国高等学校選抜予選会）県予選 平成 30年 11月 16日（金）～18日（日） 

会場：北陸電力福井体育館 

(62) 平成 30 年度福井県高等学校剣道新人大会 平成 30年 11月 17日（土）～18日（日） 

会場：福井県立武道館 

(63) 平成 30 年度福井高専キャンパスプロジェクト報告会 

平成 30 年 12月 17日（月） 会場：福井高専大会議室 

採択プロジェクト９件についてポスター形式で報告 

(64) 校長講話、校長表彰 平成 31年 1月 16日（水） 

(65) 平成 30 年度福井県高等学校冬季剣道選手権大会 平成 31年 1月 20日（日） 

会場：福井県立武道館 

(66) 学生会誌「青塔」発行 平成 31年 3月 

(67) 第 45回鯖江市長杯高等学校バレーボール大会 平成 31年 3月 21日（木祝） 

会場：鯖江市総合体育館 

(68) 第 25 回中部・近畿地区高等専門学校将棋大会及び第 18 回中部・大阪地区高等専

門学校囲碁大会 平成 31年 3月 24日（日）～25日（月） 

会場：大垣市青年の家 
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１－４ 奨学金受給状況・授業料免除実施状況一覧（平成３０年度） 

日本学生支援機構奨学生                （平成３１年３月１日現在） 

 日本学生支援機構 
本  科(人) 専攻科(人) 

合 計(人) 
1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 1 年 2 年 

貸 与 4 5 7 4 10 
 

1 31 

給 付    1    1 

その他奨学生                     （平成３１年３月１日現在） 

種   類                  
貸与(給付)

月額                        

本   科(人) 専攻科(人) 
合  計(人) 

1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 1 年 2 年 

福井県 
自宅通学 18,000 円   2  4   6 

自宅外通学 23,000 円 1  1     2 

福井県きぼう応援奨学金 18,000 円  2 4     6 

滋賀県奨学資金 23,000 円 1       1 

天野工業研究所 20,000 円     1   1 

上田記念財団 30,000 円      1  1 

川村育英会 20,000 円     1   1 

合      計             2 2 7 0 6 1 0 18 

 入学料免除実施状況 

区  分 免除対象額 申請(人) 許可(人) 

免除対象者 84,600 円 0 0 

入学料徴収猶予実施状況 
区  分 免除対象額 申請(人) 許可(人) 

徴収猶予対象者 84,600 円 2 2 

 授業料免除実施状況 

 区  分 免除対象額 前期分(人) 後期分(人) 

全額免除対象者 117,300 円 26 25 

半額免除対象者  58,650 円 28 28 

不許可者 ―― 11 4 

卓越学生対象者 117,300 円   2 

奨学金、授業料免除関係の学生への情報提供は、主として学内の「掲示板」に掲示する

ことで行っている。
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２．点検・評価 

（１）平成３０年度は、北陸地区高専体育大会において２２種目の団体競技に出場し、総

合成績は４位（男子３位、女子４位）であった。北陸地区で５学科を有する高専は本

校と石川高専の２校（２キャンパス）であるが、残念ながらその優位な立場を活かし

きれない結果となっている。特に体育会系の部活動に参画する女子が少ない傾向にあ

る。この点は、今後の部・同好会活動の改革とともに改善していきたいところである。

そのような中にあって優秀な成績を挙げている部も多い。女子卓球（個人）シングル

スでは、平成２７年度から平成２９年度まで全国大会３連覇を達成し、当学生が特別

表彰を受けた。平成３０年度の全国高専体育大会には、テニス男子（団体・個人）、

柔道（個人）、水泳の各競技に出場する機会を得た。結果は、テニス競技において団

体３位、水泳競技において２種目で全国優勝、３種目で全国３位の好成績を残した。

また、例年各種コンテストにも出場している。ロボコンでは平成２７年度以来全国大

会出場は逃しているものの、平成２８年度及び平成２９年度には地区大会において技

術賞やデザイン賞等を受賞した。さらに、平成３０年度はデザコン、プロコンで上位

の表彰を受ける成果を残した。平成２８年度には全国高専プレコンで文部科学大臣賞

を受賞したほか、平成３０年度工業英検において学生が個人として文部科学大臣賞を

受賞するとともに、学校（団体）としても文部科学大臣賞を受賞した。平成３０年度

には新入生が第１９回 IARU ARDF 世界選手権大会に出場する国際的な活躍の場もあっ

た。このほか、国体強化選手等、ここ数年全国大会出場レベルの学生が本校に入学し

てくることが目立つようになった。都度、当該学生の支援体制を整えて対応している

状況である。このほか、地域貢献活動として、平成２９年度には、学生が主体となり

「バルーンサット打ち上げ活動」や「国体カウントダウンボード製作」に協力した。

これらの実績が継続性を生み、福井新聞社等が中心となって進めている第３２回宇宙

技術及び科学の国際シンポジウム(ＩＳＴＳ)福井大会（平成３１年度に実施予定）に

向け、平成３０年度から関係機関と協働して準備を進めている状況である。以上の課

外活動を含めた学生の指導支援体制の整備に関しては、過年度より進めている内部・

外部コーチ制度を安定的に運用するとともに、負荷平準化の観点で教員の負荷分散を

図り、より安全で安定した仕組みづくりを検討する予定である。以上の課題解決が残

されていることより、達成度評価はＢと判断する。 

（２）ボランティア活動として、前年度に引き続きクリーン大作戦、保育ボランティアを

実施した。また、平成２５年度より実施しているキャンパスプロジェクトを、平成３

０年度より協賛企業の支援を受け予算規模を拡大した。同事業では、平成３０年度に

校内の環境整備等に関する９件のプロジェクトを支援した。このほか、出前授業、公

開講座の講師補助としても学生は学外の人と積極的に関わった。また、平成２４年度

から平成２９年度まで６年間、高専祭の中で防災を通じた地域との交流事業（学校で

の宿泊訓練、炊き出し訓練、土のう積みコンテスト、災害時グルメコンテスト等）が
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学生主導で実施された。この事業はかたちを変え、KOSEN4.0 イニシアティブ採択事業

（平成２９年度及び平成３０年度実施）を契機にＰＢＬ（授業）として取り組まれて

いる。なお、同イニシアティブ採択事業の取り組みの一つとして平成３０年に行われ

た「福井高専防災士養成講座」には、学生６８名と地域住民等１２名合わせて８０名

が参加し、全員が試験に合格し防災士となった。また、同イニシアティブ採択事業に

おける平成３０年度の防災研修（９０分の研修を２日連続で開催）には、学生、教職

員、地域住民ら延べ１１０名が参加した。以上のように、学外の人たちとの交流が盛

んに行われており、達成度評価はＡと判断する。 

（３）担任のスキルアップのための研修会に教員を派遣した。また、表１に示したとおり、

学生の学生生活をサポートするために各学年に対して講演会を開催した。平成３０年

度は、特に「ネットトラブル防止」の強化に努め、地元鯖江警察署スクールサポータ

ーの全面的協力を得ながら、本科全学生に対し延べ５回の講演会を行った。このほか、

メンタルヘルスに関しては、ハイパーＱＵテストや障害者差別解消に関する特別講演

会及び講師との懇談会を開催し、多くの参加者を得ることができた。また、昨年に引

き続き、いじめ問題に対応するため、いじめ及びハラスメント防止に関するパンフレ

ット（平成２９年度初版作成）を全学生に配布した。加えて、学生指導支援体制の再

整備計画に基づき、平成３０年度には「第２学生相談室」を新設し、運用した。以上

のように教員の学生指導力を向上させ、学生生活をサポートする企画を実行できたた

め、達成度評価はＡと判断する。 

なお、「学生相談室」の部分の詳細及び評価は、「学生相談室・保健室関係」の章を

参照されたい。 

（４）平成３０年度の日本学生支援機構奨学生は３１名、その他奨学生は１８名であった。

また、入学料徴収猶予許可者は２名、授業料免除対象者は、全額免除延べ５１名、半

額免除延べ５６名、卓越した学生全額免除は２名であった。特に、平成３０年度は、

就学支援金から授業料免除に制度が以降する３年生を対象にわかりやすい説明資料を

掲示及び配布することで、情報伝達に不備がないよう努めた。以上のように、少しず

つ改善しながら当初の計画どおり実施することができたため、達成度評価はＡと判断

する。 
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３．改善課題・方策 

（１）平成３０年度も、ものづくりコンテスト、体育大会を含めた各種大会に積極的に参

加することができた。このような学生の活動を円滑に推進するにあたり、１年生の課

外活動の定着及び学習環境の早期安定化を図るために、平成３０年度から学生会関連

行事の開催時期の大幅な見直しを行った。平成３０年度は見直し初年度となるため、

歴史のある行事の見直しに学生間で戸惑う場面もあったが、当初の目的を一程の割合

で達成できた。しかしながら、現段階では高専大会等の成果には結びついておらず、

継続してモニタリングしながら対応を見極め、課外活動をより活性化する手立てを講

じる必要があると捉えている。一方で、教員及び学生の負荷軽減策も検討する必要が

ある。特に、学生の幅広い活動を支援するため、指導教員及びコーチ制度の更なる改

善が望まれる。 

（２）福井高専キャンパスプロジェクトをより発展させるため、平成３０年度には企業の

支援を得て規模を拡大した。引き続き、学生のものづくりへの興味を引き出し、学生

全体の活動の活性化につなげたい。学生のボランティア活動や地域の人たちとの交流

については、次年度も継続的な活動を支援していきたい。昨年度に引き続き、今年度

もキャンパスプロジェクトにおいて校内美化に関するボランティア活動の声が複数上

がったことを契機に、学校全体の大掃除体制の見直しを含め、学生会を中心とした同

様の活動の推進に努めたい。 

（３）学生の指導力向上等にかかわる教職員のスキルアップのため、次年度以降も研修会

などに積極的に参加するよう努めたい。特にメンタルヘルスに関する研修については、

定期的な研修が必要と捉えている。また、特性を持つ学生への対応についても研修機

会を持ちながら理解ある学校となるよう努めたい。感染症拡大防止等、学生の心身の

健康管理に資するため、これまで同様医師・看護師・ＳＣと連携することに加え、Ｓ

ＳＷ等との新たな連携策や支援方法の検討にも努めたい。 

（４）現在、学生に関わる情報は電子掲示板等を利用して発信することが多いが、この伝

達方法を再精査し、より効率的な方法を検討していきたい。 
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○ 学寮関係 

 

１．基本方針 

学寮は遠隔地からの入学生に修学の便を与えるのはもちろんのこと、親元を離れて

暮らすことで自主的な行動意識を持ち、広い年代の寮生と共同生活をすることでお互

いを敬愛啓発することを目的とする。すなわち人間形成と成長を促すという「教育寮」

としての側面も持ち合わせている。そのために、施設・設備面での充実と維持・管理

を重視している。また、安心・安全な寮生活の継続と、青年期を迎える寮生への生活

指導面での支援に力を入れている。このために、全教員が交替で寮監として当直し、

寮生と直に触れ合うことにより、教育目標を果たすよう努めている。 

 

２．寮生の受け入れ状況 

学寮は「青武寮」と称し、収容定員は２４８名(内１６名は外国人留学生用)である。

男子寮として、東寮・西寮・南寮の３棟を、女子寮として北寮の１棟を設けている。

なお、北寮は女子留学生の受け入れも可能な設備を整えている。平成３０年度３月現

在の在籍寮生数は以下のとおりである。 

          平成 30年度在籍寮生数 

平成 31年 3月 1日現在  

     学年 

学科 
１年 ２年 ３年 ４年 ５年 合 計 

機 械 工 学 科 10(1) 8 4 12(1) 6(1) 40(3) 

電気電子工学科 9 13(2) 8 9(1) 10 49(3) 

電子情報工学科 15(1)  9 13(2) 7(1) 5(2) 49(6) 

物 質 工 学 科  9(3) 7(4) 3 4(1) 6(3) 29(11) 

環境都市工学科  9(2) 10(3) 6(2) 9(4) 9(2) 43(13) 

合  計 52(7) 47(9) 34(4) 41(8) 36(8) 210(36) 

( )は女子で内数 

留学生は、３年生２名、４年生４名（１）、５年生１名 

 

３．活動状況 

学寮の管理運営は、寮生の安心・安全の確保を的確に図るべく寮関係教職員(学寮運

営委員会、寮務主事団、学寮事務室)と日々の寮監とが緊密に連携を取りながら行なっ

ている。学寮全体の施設・設備面での改善については、毎年優先順位を検討しそれに

沿って実施している。また図書室のネットワーク環境の整備等を実施し、寮生の居住

環境の向上を図っている。 
居室についても同様で、今年度も一部の居室においてベッドの更新を行っている。 
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またセキュリティ対策として、寮内に防犯カメラを増設している。 
寮生活の充実、寮生間の交流と親睦の促進のため、寮生会を組織しその自主的な運

営と活動の支援を積極的に行なっている。寮生会活動としては、寮祭や新入寮生歓迎

会、クリスマス会、５年生を送る会など多くの寮内行事が寮生会の自主的企画の下で

実行されている。 
寮生のメンタル面をサポートするために、今年度も本校カウンセラーによるメンタ

ルヘルス講演会を実施し、学生相談室と連携をしている。 
国際化を視野に、３年次からの外国人留学生の受け入れを毎年行なっている。また、

平成２３年度からは短期の外国人留学生の受け入れも実施している。毎回、寮生会を

中心とした歓迎会を開催し、互いの学校に関するプレゼンテーションを行うなどして、

短期留学生と日本人寮生との国際交流の促進を図っている。 
また一昨年度から始めた他高専学生寮との交流事業についても、今年度は１１月に

和歌山高専・津山高専の訪問受け入れ、１２月には豊田高専への訪問により寮生間を

中心とした各種交流を行い、拡大的に継続している。 
中学生やその保護者に対するオープンキャンパスなどの学寮案内を通して、積極的

に施設等の外部公開を実施している。 
 
４．点検・評価 

（１）寮監と関係教職員との連携 

   寮監と寮務主事団・学寮事務室の教職員との連携した寮生管理は、寮監日誌での情

報交換と寮生の点呼簿の引き継ぎを中心に、平成３０年度も適切かつ密接に行われて

いる。寮監開始時と翌日の引き継ぎに際しては、文書や口頭による必要事項の連絡も

同時に行われている。よって達成度評価はＡと判断する。 

（２）寮生の安全確保の取り組み 

   寮生防災組織図を元に、寮生会を中心とした防災システムを４月に構成している。

防災訓練を５月に実施し、全寮生参加による火災を想定した避難訓練を行った。同時

に、屋内消火栓による放水訓練も上級生中心に行った。また今年度は、ガス漏れ警報

機の個機を更新した。 

またセキュリティ強化策として、防犯カメラを増設し、システムも更新している。 

今年度の救急救命講習会は、５月に開催された学校主催の講習会に参加する形で、

合同で実施した。ＡＥＤやエピペンの使用方法などについて学び、寮生として１３名

が参加した。これらより、達成度評価はＡと判断する。 

（３）国際交流の推進 

平成３０年５月末から７月末にかけて、タイＰＳＵから短期留学生男子 1 名を受け

入れた。また平成３０年６月から７月にかけてタイのキングモンクット工科大学から

短期留学生男子２名、ともに担当のチューターを設けて対応し、帰国前には寮生会を
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中心とした約５０名の寮生とともに約２時間の交流会を開催した。これらより、達成

度評価はＡと判断する。 

（４）施設の改修と設備の充実等 

優先順位を決めて学内予算を用いて、以下のとおり改善を図った。また、毎月行わ

れる寮生会役員・区長会議にて修繕箇所の調査を行い、指摘された箇所の修繕を随時

行っている。また、昨年に引き続き新入寮生居室の清掃を実施している。さらに、今

年度は北寮入退出管理システムを更新した。 

留学生向け無線ＬＡＮについては、昨年度の短期留学生来校から正式に運用を開始

し、留学生の学寮生活環境の改善に努めている。よって、達成度評価はＡと判断する。 

（平成３０年度の主な改善箇所等） 
北寮浴室ボイラー修繕工事 
学寮渡り廊下鉄骨柱等補修工事 
北寮入退出管理システム更新工事 
東寮等補食談話室ガステーブル取替工事 
東寮屋上防水修繕工事 
学寮玄関前剪定工事 
西寮二段ベッド更新 
東寮屋上フェンス修繕 
各寮居室網戸張替 

各棟補食室清掃 

学寮ガラス清掃 

（５）寮生会指導 

役員会を中心に、新入寮生歓迎会、寮祭、寮生会誌の発行等大きな行事を実行し、

寮生の親睦と交流を図ることができた。また、役員・区長会を毎月実施し、寮生活の

諸課題について検討し提案と改善を図る機会を設けている。 

また、１１月には和歌山高専寮生会及び津山高専寮生会の訪問を受け入れ、１２月

には豊田高専学生寮を訪問し、両校の寮生会間の交流会を行い、各種情報交換により

知見を得ている。よって、達成度評価はＡと判断する。 

（６）寮生指導 

生活面・行動面での日常的な個別指導と寮生全体への指導と支援を主事団で分担して

実施している。寮生全体への指導のための寮生総会を全２回開催し、その他に寮生集会

を２回開催し、主事団により積極的に指導を行った。また、６月にメンタルヘルスを目

的とした講習会を高学年と低学年にそれぞれ１回ずつ実施した。 

１月には、寮生生活アンケートを実施して、寮生活の満足度と実態の調査を行った。

この調査は今年で９年目になるが、寮生活に関して概ね(８割近く)満足しているという

結果であった。 
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昨年度からは全４回の定期試験前に、約１週間ずつ上級生が講師を務める低学年学習

指導を行った。指導対象者はそれまでの成績を考慮して主事団が選び、上級生数名が

TA として講師を担当した。この低学年学習指導には、毎回、主事補が参加し、一緒に

指導を行っている。以上より、達成度評価はＡと判断する。 

（７）その他 

今年度もインフルエンザ予防接種に対する補助を行っている。これはインフルエン

ザの予防接種率向上を目的として昨年度から実施している。 
エアコンの管理運営については、寮生保護者会と連携をとりつつ保護者会総会を毎

年７月に開催している。その中で、エアコン関係の予算措置に関して、次年度以降の

修理のための積み立てをする方針を今年度も確認し、保有している。以上より、達成

度評価はＡと判断する。 
 

５．改善課題・方策 

（１）寮生生活アンケートの結果から、概ね寮生活には満足しているが、ア)食事内容への

要望、イ) 入浴設備等の施設の老朽化に、特に弱点があることが読み取れる。今年度、

女子浴室ボイラー給湯機の故障があったが、速やかに代替品を取り付け、支障のない

ように取り計らった。 
また、夏休み中には各個室の網戸張替えを行い、虫対策を行った結果、居室の虫対

策の要望はなかった。食事への要望については、食堂業者に伝え、改善を求めている。 
（２）安全な寮生活のための課題として、ア) 男子寮へのカードキーシステムの導入、イ) 寮

生の自主防災組織の毎年の確認、ウ) 定期的な防災訓練とＡＥＤ等の講習会の実施、エ）

防犯システムの拡充などがあげられる。アについては、男子寮全体の管理システムの

再検討が同時に必要となる。イとウについては、今年度から５月に防災訓練を実施し、

寮生の防災に対する意識向上を図っている。エについては、段階的に拡充を行ってい

るところである。 
（３）寮生会への指導の課題として、４年生中心の寮生会役員を教職員でサポートしなが

ら、寮生会活動をうまく機能させるための継続的な支援が必要である。それと同時に、

自発的な活動を促すような指導も必要と考えられる。 
（４）寮生への生活指導の課題として、ア) 上級生の低学年への指導の援助、イ) 寮生総会

を前・後期１回以上開催し直接全寮生へ指導、ウ) 個別の支援等を行う、などが挙げら

れる。 
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○ キャリア支援関係 

 

１．基本方針 

高等専門学校は設置以来、卒業生の産業界での活躍もあり、高い求人倍率を確保し

ている。また、高学歴社会を望む社会の風潮が強い時期もあったが、近年は価値観の

多様化によって、本科では就職・専攻科進学・大学編入学・専門学校などへと進み、

専攻科からは就職・大学院などへと幅広い選択をするようになっている。本校では、

将来技術者として活躍を期待される学生の重要な決定事項である進路について、キャ

リア支援室と各学科及び専攻科委員会とが綿密な連絡をとりながら学生の指導に当た

っている。また、キャリア教育にも力を入れ、低学年から「生涯設計の意識を持ち、

社会において自立できる力の養成」を目標とし、学年ごとに以下の方針を立てている。 

 

本科１年：高専生活への順応、及び職業観の基礎形成 

    （高専の生活に慣れるとともに、「仕事する」ことの意味を知る。） 

本科２年：技術者としての意識形成、及び専門分野の基礎的な認識の形成 

    （ものづくりの心を持つとともに、自分の専門分野について知る。） 

本科３年：専門分野に関する認識の向上、及び技術者の将来像の展望 

    （専門分野の知識を深め、技術者としての未来を描きはじめる。） 

本科４年：将来像の明確化、及び進路選択を念頭においた生活 

    （自分の将来像を確立し、進路選択に向けて動きはじめる。） 

本科５年：進路の決定、及び社会人としての資質の向上 

    （進路を具体的に定め、社会に出るために必要な素養を身につける。） 

専攻科１年：キャリアの拡充、及びより高度な進路選択の企図 

    （キャリアを拡げるため活動し、さらなる進路選択をめざす。） 

専攻科２年：進路の決定、及び責任ある社会人としての意識涵養 

    （再び進路を定めるとともに、社会人としての素養を深める。） 

 

２．本校卒業後・修了後の進路 

本科生及び専攻科生の進路を図１に、進路決定までの流れを図２に示す。 

平成２１年度までは、本科生の場合、専攻科の設置や大学の編入生受け入れ数の増

加などによって、進学を希望する学生数が増え、ほぼ半数が大学編入学若しくは専攻

科進学という傾向にあった。しかし、リーマンショック後も、他の高等教育機関に比

べて高専卒業生の就職内定率は高く、徐々に就職希望者が増え続け、平成２４年度に

は就職する学生の割合が６割以上に達している。 

今年度の就職活動のスケジュールは昨年度と同じで、広報活動の解禁が３月、採用

活動の解禁が６月であった。しかしながら、企業によっては実質的な採用活動を解禁
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日前から実施しているケースが多くみられ、実際の就職活動では早い時期から情報収

集や準備が必要であった。この採用スケジュールに対応するため、学科及び専攻科の

進路指導担当者とともに、学生には早めに進路の希望を具体的に決めるよう指導して

きている。 

本校に対する求人票に関しては、広報活動の解禁日である３月１日に公開を始めて

おり、全国高専共通利用型進路支援システムを利用して学生が自由に検索できるよう

にしている。また、３月初旬に開催したキャリア教育セミナーで企業の説明を直接聞

き、その後の企業見学や会社説明会を経て、採用試験の応募に至っている。 

物質系及び環境系では、公務員試験を受ける学生も多い。専攻科２年生で受験でき

る公務員試験は、国家総合職、国家一般職、国家専門職、福井県Ⅰ種、市町村などで

ある。本科５年生で受験できるものは、国家一般職、国家専門職、福井県Ⅱ種、市町

村などである。また消防官、警察官などの職員採用試験がある他、独立行政法人や財

団法人と呼ばれる公務員に準じた進路もある。 

進学に関しては、本科では５月頃から推薦選抜による編入学試験が、また６月頃か

らは学力選抜による編入学試験が始まる。専攻科生に対する大学院の入試は、６月頃

から始まる。 

 

図１ 卒業及び修了後の進路 
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図２ 進路決定までの流れ 

 

 

３．進路先の状況 

表１に平成３０年度の進路状況、表２に求人数及び求人倍率を示す。 

近年の本校の就職希望者の割合は６割程度で推移しており、直近３年間の本科卒業

者数に対する就職者数の割合は、平成２８年度で６０％、平成２９年度は６３％、平

成３０年度は６０％であった。同様に、専攻科修了生数に対する就職者数の割合は、

平成２８年度で６４％、平成２９年度は７１％、平成３０年度は８３％である。平成

３０年度の本科及び専攻科を合わせた学校全体の就職者数割合は６４％で、昨年の６

５％と比較して微減となった。 

一方、就職を希望する学生に対する求人倍率は、本科では、平成２８年度が約２６

倍、平成２９年度は約３４倍、平成３０年度は約３６倍に増加した。専攻科では、平

成２８年度が約５７倍、平成２９年度が約８７倍、平成３０年度が約６１倍となって

いる。 

また、本科及び専攻科を合わせた求人数は、平成２８年度は３，６８２人であった

が、平成２９年度は５，２２２人、平成３０年度は５，３９４人に増加した。その増

加の度合いは少し落ち着いてきたが、今後も求人倍率及び求人数は増加傾向にあり、

売り手市場の就職状況が続くと考えられる。 

第一希望の進路先に合格した本科生の割合は、就職では７８％、進学では８８％で

ある。専攻科生では、就職２５名のうちの２３名（９２％）、及び進学５名のうち全

員（１００％）が第一希望に合格している。本科及び専攻科を合わせた全体の第一希

望合格割合を昨年と比較すると、就職はほぼ横ばいで、進学は上昇した。就職、進学
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のいずれにおいても、第一希望の合格割合が高くなっている。また、学生の傾向とし

て、堅実な進路先を選択していることも考えられる。 

 

表１ 平成３０年度進路状況 

県内 県外
大学・

大学院
専攻科

その他

進学

機械工学科 34 21 4 17 0 13 10 3 0 0

電気電子工学科 42 30 4 26 0 11 4 5 1 1 1

電子情報工学科 31 19 11 8 0 12 5 7 0 0

物質工学科 32 17 10 7 0 15 7 7 1 0 0

環境都市工学科 40 21 6 15 0 18 9 9 0 1

小　　計 179 108 35 73 0 69 35 31 2 1 2

生産システム工学専攻 16 15 5 10 0 1 1 0 0

環境システム工学専攻 14 10 8 2 0 4 4 0 0

小　　計 30 25 13 12 0 5 5 0 0

209 133 48 85 0 74 40 31 2 1 2

内定者数
未 定

者 数

その

他

本

科

専

攻

科

合　　計

                区   分

　学　科

卒業･

修了者

数

進学

希望

者数

内定者数
未 定

者 数

就職

希望

者数

 

 

表２ 平成３０年度求人数及び求人倍率 

学科・専攻 卒業・修了者数 就職希望者数 就職希望率 求人数 求人倍率 

機械工学科 34 21 61.8% 903 43.0%  

電気電子工学科 42 30 71.4% 928 30.9% 

電子情報工学科 31 19 61.3% 808 42.5% 

物質工学科 32 17 53.1% 564 33.2% 

環境都市工学科 40 21 52.5% 674 32.1% 

学科 合計 179 108 60.3% 3877 35.9% 

生産システム工学専攻 16 15 93.8% 836 55.7% 

環境システム工学専攻 14 10 71.4% 681 68.1% 

専攻科 合計 30 25 83.3% 1517 60.7% 

総 合 計 209 133 63.6% 5394 40.6% 
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直近３年間の本科における進学の割合は、平成２８年度で３９％、平成２９年度は

３５％、平成３０年度は３８％となった。専攻科では、平成２８年度で３２％、平成

２９年度は２９％、平成３０年度は１７％である。好調な就職状況の影響もあり、進

学が４割を下回る状況が続いている。学生への進路希望先の調査においても、進学希

望者よりも就職希望者の割合の方が多いため、今後もこの傾向は継続すると考えられ

る。したがって、進学者、特に専攻科希望者を一定割合確保する対策も継続して実施

する必要がある。 

なお、今年度の進学希望者のうち、本科の１名が進学先を決定できず、来年度は研

究生として希望する進学先に合格することを目指している。また、就職希望者の未内

定者はいないが、進路がその他となっている学生が２名いる。 

 

４．現状 

   本校の本科では、伝統的キャリア教育として、２年生で校外研修（近隣地域企業等

見学、１日）、３年生で研修旅行（国内企業等見学、４日）、４年生で夏期休業中のイ

ンターンシップ（国内企業等、１～２週間）などの行事を経て、進路の選択を行って

きている。その後、５年生で就職や進学の試験に臨んでいる。 

企業の人手不足による求人意欲が高まるにつれ、高専からの就職を希望する学生が

増加しており、就職に関するキャリア教育の重要性が増してきている。また、産業や

職業の状況が変化、多様化している中で、適切な職業選択を行えるよう、早い段階か

ら職業意識の形成を行い、学生が主体的に企業研究を行う環境を整備する必要が生じ

てきた。そのため、様々なキャリア教育を各学年に実施している。 

表３に、平成３０年度キャリア支援室関連の活動内容を月日順にまとめたものを示

す。また、以下に主なキャリア教育活動や取り組みの概要を項目毎に記す。 

（１）キャリアガイダンス及び先輩講座 

本科１年生を対象とする取り組みとして、本校教務主事及びキャリア支援室長によ

るキャリアガイダンスを５月に開催し、技術者になるための心得と、本校のカリキュ

ラム及びキャリア支援行事について解説した。１１月には、産業・職業研究セミナー

として、福井労働局から紹介のあったイママネージメント代表の土谷久美子氏を講師

に迎え「今があるのは過去があるから～未来があるのは今があるから」という題目で

講演会を実施し、身だしなみや姿勢、コミュニケーションの大切さなどについて講演

を行った（図３）。 

本科２年生には、本校の同窓会である進和会の協力のもと、越前市役所の吉村清香

氏（平成２３年度専攻科環境システム工学専攻修了）による「働いて自分の道を切り

開け！」と、北陸電力株式会社の小西涼介氏（平成２２年度電気電子工学科卒業）に

よる「北陸電力配電部門の紹介」という題目で、２名による先輩講座を７月に開催し 
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す。また、以下に主なキャリア教育活動や取り組みの概要を項目毎に記す。 

（１）キャリアガイダンス及び先輩講座 

本科１年生を対象とする取り組みとして、本校教務主事及びキャリア支援室長によ

るキャリアガイダンスを５月に開催し、技術者になるための心得と、本校のカリキュ

ラム及びキャリア支援行事について解説した。１１月には、産業・職業研究セミナー

として、福井労働局から紹介のあったイママネージメント代表の土谷久美子氏を講師

に迎え「今があるのは過去があるから～未来があるのは今があるから」という題目で

講演会を実施し、身だしなみや姿勢、コミュニケーションの大切さなどについて講演

を行った（図３）。 

本科２年生には、本校の同窓会である進和会の協力のもと、越前市役所の吉村清香

氏（平成２３年度専攻科環境システム工学専攻修了）による「働いて自分の道を切り

開け！」と、北陸電力株式会社の小西涼介氏（平成２２年度電気電子工学科卒業）に

よる「北陸電力配電部門の紹介」という題目で、２名による先輩講座を７月に開催し 
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表３ 平成３０年度キャリア支援室関連の活動内容 

月 日 

(曜日) 

 

行 事 

対 象 学 年 

本 科 専攻科 

1 2 3 4 5 1 2 

5 24(木) キャリアガイダンス（大講義室） 

「高専に入学して」教務主事・キャリア支援室長 
○ 

      

7 11(水) インターンシップ事前ガイダンス（大講義室） 

「インターンシップ準備講座」メディア総研 

   
○ 

   

12(木) キャリアガイダンス（大講義室） 

「先輩講座」進和会 

 
○ 

     

8-9   インターンシップ実習    ○  ○  

10 10(水) 専攻科インターンシップ報告会      ○  

22(月) 本科校外実習発表会    ○    

27(土) 大学・大学院合同説明会（大講義室、大会議室）  △ △ ○ △ ○ △ 

29(月) 研修旅行   ○     

31(水) 校外研修  ○      

11 1(木) 労働法に関する講演会（大講義室） 

「労働法制セミナー」福井県労働局 

    
○  ○ 

8(木) 産業・職業研究セミナー（大講義室） 

「企業コンサルタントの講話」福井県労働局 
○ 

      

8(木) 先輩フォーラム（２年各教室） 

「就職、進学を決めるまでの体験談、専攻科の説明」

５年生・専攻科生 

  

○ 

   

△ 

 

△ 

 

△ 

12 6(木) 女子学生対象キャリアガイダンス（ｺﾐｭﾆﾃｨﾙｰﾑ） 

「女子学生向けのキャリア形成とメイク講習」 

メディア総研 

    

○ 

  

○ 

 

17(月) 専攻科説明会（大講義室） 

「専攻科の紹介」 専攻科長・専攻科生 

  
○   △ △ 

2 14(木) 就職対策講座（大講義室） 

「就職対策講座」Ｆスクエア・キャリアナビセンター  

   
○  ○ 

 

3 1(金) キャリア教育セミナー（第一体育館） 

「合同企業説明会」150社 

  
○ ○ △ ○ 

 

 

た（図４）。現在従事する業務内容や自身の体験を交えて、社会人として求められ

るスキルや、学生時代にしておくべきことなどの講演を行った。また、１１月には上

級生や専攻科生が講師となり、進路決定までの体験を紹介する先輩フォーラムを学科

ごとに開催した。 

本科３年生には、専攻科の志願者確保の取り組みと、進学した場合のキャリア形成

に関する説明とを兼ねた専攻科説明会を１月に開催した。専攻科長による説明に加え

て、専攻科生によるプレゼンテーションを取り入れた（図５）。 

本科４年生には、インターンシップ事前ガイダンスを７月に開催した（図６）。メ

ディア総研株式会社の深水彩花氏を講師として「インターンシップ準備講座」という

題目で、近年の就職活動の状況や、インターンシップの意義・目的、心構え、留意点

などについて説明した。また、２月には本科４年生と専攻科１年生を対象とする就職

対策講座を開催し、Ｆスクエア・キャリアナビセンターの山本賢一氏を講師として、

就職活動に対する心構えの説明や、集団模擬面接とグループディスカッションの実例
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紹介を行い、就職試験対策や社会で必要とされる能力などについて説明した（図７）。

さらに、女子学生対象キャリアガイダンスとして、メディア総研株式会社の深水彩花

氏を講師として、女子学生向けキャリア形成とメイク講習会を１２月に開催した（図

８）。女性技術者としての人生設計に関する講演と就活用の身だしなみやメイクの実

践講習を行った。 

本科５年生及び専攻科２年生には、福井労働局の藤代岳志氏を講師として、労働法

に関する講演会を１１月に開催した。賃金、労働時間、職場の規律などの労働契約や、

内定取消、解雇などのルールに関する講演を行い、社会人として働く際に知っておく

べき基礎知識を得る貴重な機会となった。 

表４に、今年度の学科ごとの先輩講座実施状況を示す。 

 

 

 

 

 

 

    

  図３ 産業・職業研究セミナー（１年） 図４ 先輩講座（２年） 

 

    

 

 

 

 

 

 

  図５ 専攻科説明会（３年）    図６ インターンシップ事前ガイダンス（４年） 

 

 

 

 

 

 

 

   

 図７ 就職対策講座（４年） 図８ 女子学生向け講習会（４年） 
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表４ 平成３０年度先輩講座実施状況 

開催日 氏 名 卒業・修了 企業・役職 対象クラス 

H30.4.12（木） 垣谷悠介 M：H29.3 株式会社 JALエンジニアリング 4M 

H30.5.24（木） 山本貴大 E：H29.3 ビューテック株式会社 技術センター 

生産準備室 設計グループ 

4E 

H30.11.8（木） 巣守 翔 M：H29.3 ムラテック CCS株式会社 4M 

H30.11.15（木） 牛若光太 EI：H29.3 福井大学情報メディア工学部 在学中 4EI 

前田勝紀 EI：H29.3 福井工業高等専門学校 生産システム工

学専攻 在学中 

H30.12.6（木） 小川久介 EI：H28.3 東北大学 工学部 在学中 4EI 

H30.12.13（木） 加藤恵資 B：H29.3 株式会社日本ピーエス第一設計チーム 4B 
中本邦子 B：H29.3 福井工業高等専門学校 環境システム工

学専攻 在学中 

西野亜海 B：H29.3 株式会社帝国コンサルタント 技術部 

廣中未来 B：H29.3 大和ハウス工業株式会社 金沢支社 

藤田瑞姫 B：H29.3 中部電力株式会社 発電カンパニー 再

生可能エネルギー事業部 

𠮷𠮷村紗愛 B：H29.3 越前市 建設部 都市整備課 

H30.12.20（木） 小谷真澄 E：H16.3 北陸電力株式会社 4E 

H31.1.10（木） 塚田純太 M：H30.3 マルホ発條工業株式会社 4M 

H31.1.10（木） 出口風人 EI：H28.3 豊橋技術科学大学 在学中 3EI・4EI 

木下誠也 EI：H27.3 福井大学大学院 工学研究科 在学中 

H31.1.17（木） 北川真由子 M：H30.3 レンゴー株式会社 金津工場 4M 

H31.1.18（金） 辻 明菜 M：H27.3 セイコーエプソン株式会社 プリンタ企

画設計部 

3M 

H31.1.24（木） 角鹿拓哉 M：H28.3 東海交通機械株式会社 4M 

H31.1.30（水） 安川陸 M：H30.3 TMT マシナリー株式会社 技術本部要素開

発グループ 

3M 

H31.2.14（木） 田中活行 B：H22.3 ジェイアール東海コンサルタンツ株式会

社 

3B 

M：機械工学科、E：電気電子工学科、EI：電子情報工学科、C：物質工学科、B：環境都市工学科 

 

（２）キャリア教育セミナー（合同企業説明会） 

３月１日（金）に、本校と関連の深い企業・団体が参加し、本科３〜５年生と専攻

科１年生を対象とする第９回キャリア教育セミナー（合同企業説明会）を開催した（図 

９）。第２回までは本校第１体育館で１０

～１１月に実施し、第３回、第４回は学外

の鯖江市嚮陽会館で開催した。第５回から

第一体育館に戻り、第６回以降は第一体育

館と図書館２階のコミュニティルームを会

場として実施してきた。今年度は、会場を

第一体育館に集約し、さらにブース間にパ

ーテーションを設けて、企業の説明を聞き取 
図９ キャリア教育セミナー 
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りやすく改善した。今年度の参加企業数は１５０社で、平成２８年度以降は、本校と

の関連が特に深い近隣の企業が数多く加盟している地域連携アカデミア会員企業の全

てに参加を打診しているため、地域の企業が多数参加しており（平成３０年度のアカ

デミア会員企業の参加は４８社）、学生が地域の企業を知る機会となった。 

 

（３）大学・大学院合同説明会 

   １０月２７日（土）、本科２〜５年生及び専攻科１、２年生の進学希望者を対象に、

大学・大学院合同説明会を開催した。大講義室で開催した大学説明会を図１０に、大

会議室で開催した大学院説明会を図１１に示す。全国の１０大学・大学院及び本校専

攻科から講師を招き、各校の特色などを説明した。参加した８２名の学生は、進学希

望の大学・大学院の説明を聞くことができ、学生にとって進学先を考える上で有意義

な説明会となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図１０ 大学説明会（大講義室） 図１１ 大学院説明会（大会議室） 

 

（４）進路指導の支援 

学生への進路情報の提供方法として、文部科学省の大学間連携事業で開発された「全

国高専共通利用型進路支援システム」を導入し、平成２８年度から本格的に運用を始

めている。また、校内のＰＣから閲覧できる進路情報フォルダも存在している。この

ような進路情報の提供システムにより、パソコンから求人票などの企業情報などを検

索して入手したり、帰校届の確認により就職試験の対策をすることが可能であり、自

主的に企業研究を行なうための環境が整備されている。また、企業側からの求人情報

の登録・更新が可能で、本校スタッフによる登録作業の負担軽減も期待できる。さら

に、就職に関する情報の他に、大学編入学に関する情報の検索も可能であり、進路情

報取得の利便性が向上している。 

また、進路のしおりを作成し、本科５年生、専攻科２年生を除く全学年の学生に配

布し、担任や専攻科委員を通じて早い時期から進路を意識させている。 
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５．点検・評価 

就職活動への対策強化を主目的に、キャリア支援委員会では、キャリアガイダンス

などの新しいキャリア教育活動を企画し、個々の企画の効果的な実施と内容の充実を

図ってきた。以下、対象学年順に各キャリアガイダンスの点検・評価を示す。 

１年生対象の「キャリアガイダンス」では、学校に慣れ始めた頃の学生向けの話題

として、高専で学校生活を送るための心構えを中心に、社会における技術者の役割の

解説やキャリア教育関連行事などを紹介した。今年度は、従来は前期中間試験後に実

施していたが、実施時期を前倒しして前期中間試験前の５月とし、学生アンケートの

満足度は９３％と昨年より上昇した。 

１年生対象の「産業・職業研究セミナー」では、福井労働局から紹介された講師に

講演を依頼することになっている。今年度は、コンサルタントの土谷久美子氏に依頼

し、仕事をする上で大切なことや、身だしなみやコミュニケーションスキルなどをわ

かりやすく語っていただいた。 

２年生を対象とする「先輩講座」では、２名の若手先輩による講師による講演であ

った。両者ともスライドが美しく、話し方も上手で、学生たちは惹き込まれるように

集中して話を聞いていた。とくに、学生と社会人との違いや、社会に求められる人物

像、学生時代にしておくべきことなどについて興味深く聴講しており、学生アンケー

トでは９５％が参考になると回答した。 

２年生対象の「先輩フォーラム」は、学科毎に上級生や専攻科生が進路決定までの

体験談の講話を行なっており、学生アンケートでは全学生（１００％）が自分の進路

を考える上で参考になったと回答した。 

３年生対象の「専攻科説明会」では、専攻科長による説明に加え、専攻科生による

プレゼンテーションを取り入れた。専攻科生自身の体験に基づき、専攻科を選んだ理

由や、専攻科の仕組みや特徴に関する講演を行なった。学生アンケートでは、９２％

が参考になったと答えた。とくに、専攻科生の説明が、わかりやすく参考になったよ

うである。 

４年生対象の「インターンシップ事前ガイダンス」では、インターンシップの心構

えを中心に、目的意識や注意点などを講演した。学生アンケートでは９２％が参考に

なったと回答したが、この割合は昨年（９４％）と比べて少し低下した。また、講話

を集中して聴いていない学生も散見され、これは実施時期を早めたために学生の意識

が低かったことが一要因と考えられる。 

４年女子学生対象の「女子学生向けキャリア形成とメイク講習会」は、昨年から始

めた取り組みである。理系女子としての人生設計、職業意識やビジネスマナーなどの

キャリア形成に関する講話と、就活メイクの講習を行った。原則参加としたため参加

者数は４０名と昨年（１１名）より大幅に増加したが、実践的なメイクレッスンは時

間が足らなかったためにほとんど実施できず、その点で少し不満の残る内容となった。
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来年度は、メイクの実践講習を女性のキャリア形成に関する講話の前に行うことを検

討している。なお、学生アンケートでは、８０％が参考になったと回答した。 

４年生及び専攻科１年生対象の「就職対策講座」は、昨年に引き続き、若者の就職

斡旋の専門家であるＦスクエア・キャリアナビセンターのキャリアアドバイザーに講

演を依頼した。面接の意義と対策、面接時のマナーや服装のチェック、模擬面接とア

ドバイス、グループディスカッションの実例紹介など、就活を目の前に控える学生は

興味をもって最後まで熱心に聴講し、就職試験対策に対する意識の向上に繋がる講座

であった。 

５年生及び専攻科２年生対象の労働法に関する講演会では、福井労働局からの講師

により、社会で働く上で必要な基本知識についての解説を行った。学生アンケートで

は８９％が参考になったと回答しているが、その割合は昨年（９３％）より低下した。

これは、当日の講演がスライドを用いたものではなく、配布したテキストを解説する

だけの説明であったために、学生が興味をもって聴講できなかったことが要因として

挙げられる。 

今年度の学科ごとの先輩講座は、２１名の卒業・修了生の講師により実施され、昨

年（１４名）と比べて増加した。また、女性の先輩講師も増え、女子学生にとっても

キャリア形成を考える上で非常に参考になった。 

以下に、キャリア教育セミナー、大学・大学院合同説明会、及び進路情報の提供に

関する点検・評価を示す。 

本科３〜５年生と専攻科１年生を対象とするキャリア教育セミナー（合同企業説明

会）を、企業の広報活動解禁の時期に合わせた３月に開催した。平成３０年度は９回

目で、参加企業数は１５０社であった。平成２９年度の学生・企業アンケートで、「隣

のブースの企業の声がうるさく、企業の説明が聞こえない」などの批判があった。こ

のため、今年度はブース間にパーテーションを設置した。また、昨年は会場が第一体

育館１階と２階、さらに図書館２階のコミュニティルームに分散していたが、会場間

の移動の問題を解決するために、今年度は第一体育館に会場を集約した。昨年と同様

に、１回あたりの説明時間は２０分で、５回の説明のうち初めの２回は４年生と専攻

科１年生のみが参加し、３年生と５年生はその後の３回の説明に参加する形式を採用

し混雑の緩和を図った。その結果、大きな問題もなくスムーズな運営ができ、学生ア

ンケートでは満足度が９８％に達し、さらに企業アンケートでは、満足と答えた割合

が大きく増加した。一方、特定の人気企業ブースへの集中による混雑や、参加企業の

選定方法に関する課題が依然として残っている。 

進学に関する行事では、８大学、７大学院による大学・大学院説明会を１０月下旬

に開催した。参加校は学生や進路指導担当教員の要望に応える形で調整した。学生に

対するアンケートでは、８０％の学生が実施時期は良いと答えているが、遅いと答え

た学生も１９％あり、実施時期について今後検討が必要である。 
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求人情報を中心とした進路情報の提供方法では、大学間連携事業による「全国高専

共通利用型進路支援システム」を利用している。学生はインターネットを使って本校

の就職情報及び進学情報を入手することが可能で、自主的な企業研究や大学研究に役

立てている。「進路支援システム」の利用案内を各教室に掲示するとともに「進路の

しおり」にも掲載して周知を徹底し、利用を促している。また、就職試験や進学試験

の内容を報告する「帰校届」の提出様式を電子ファイルとしている。これにより書類

管理の手間が大幅に簡略化されて効率的になり、検索も容易になるなど利便性が向上

した。また、平成２９年度からは「進路のしおり」にキャリア形成の手引きとしての

役割を追加し、これまで本科３、４年及び専攻科１年生への配布としていたところを、

本科１、２年にも配布した。今年度の「進路のしおり」には、学年毎のキャリア教育

の方針を明確に掲載し、これにより本科１年の時から卒業後の進路を意識して、自主

的にキャリア形成に取り組む姿勢を身に付けることを目指している。 

また、効率化の取り組みとして、インターンシップ業務フローの見直しを今年度に

行った。最近、インターンシップの受け入れを希望する企業が増えてきており、従来

の受入調査票の様式を受入申込書・回答書に変更することで、受け入れを希望する企

業と学生のマッチングをスムーズにできるようにした。これにより、担任及びキャリ

ア支援室のインターンシップ先斡旋業務の負担が少し改善されると期待される。また、

多くなってきている求人面談では、専攻科生への求人は同じ学科の教員が兼任して対

応することとし、求人面談の負担を低減した。 

以上のように、５年間を総括すると、低学年から複数のキャリア教育行事が企画・

実施され、進路情報の提供システムも整備されて充実したキャリア教育がなされてい

る。また、就職の状況は、求人倍率も高く内定率がほぼ１００％で推移している。さ

らに、第一希望の進路先に合格した割合は就職、進学のいずれも高くなっており、進

路指導が適切に行われたと言える。一方、進路が決定せずに卒業する学生も極僅かで

はあるがおり、よりきめ細かい進路指導が必要である。なお、毎年実施している学生

による進路指導関連アンケートでは、担任や専攻科委員による進路指導、進路関係の

講演会の内容、キャリア支援室の設備・環境や室員の対応に対する満足度が、いずれ

も右肩上がりで上昇している。従って、達成度評価はＡと判断する。 

 

６．改善課題・方策 

企業からの求人が急激に増加し、進路として就職を選択する学生の割合が増えてい

る。企業の求人活動が活発化しており、ワンデーインターンシップなどの企業説明を

早期に開催する動きも見受けられるため、今後も就職活動の状況把握に努める必要が

ある。就職活動は売り手市場の傾向が強まっており、学生の就職に対する意識が不足

する恐れがある。今後、就職活動の解禁時期や実質的な採用スケジュールが早まる可

能性もあることから、低学年から進路を考えるキャリア教育を充実させ、学生一人一
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人が早い段階でキャリア形成の計画を立てることが重要である。今年度は進路を決定

できなかった卒業生が３名いた。今後は、低学年からのキャリア形成への意識を根付

かせるためにも、進路のしおりの内容の充実とキャリア形成に向けた指導に努める必

要がある。 

就職率の増加に伴い進学率の減少が進むと、本校専攻科への入学者の確保が困難に

なる可能性がある。専攻科への入学志願者確保の取り組みとして、３年生対象の専攻

科説明会のほかに、大学・大学院合同説明会でも専攻科の説明を実施している。来年

度は、この説明会の名称を「専攻科・大学・大学院合同説明会」に改める。今後もし

ばらくは就職が好調を持続すると思われるため、引き続き専攻科の入学志願者確保の

取り組みを充実していく必要がある。また、進学率の低下は本校への入学希望者にも

影響を与えると考えられるため、進学に対するサポートに注意していく必要がある。 

本校は他高専と比べ、キャリア支援関連の行事が充実していると判断されるが、今

後とも問題点を検証し、学生のアンケート結果等を参考にしながら、卒業生や企業経

営者を招聘しての講座、講演会、大学・大学院合同説明会やキャリア教育セミナーな

どのキャリア支援行事を積極的に開催し、内容の充実を図っていくことが重要である。

キャリア支援行事については、本校同窓会である進和会の協力はもとより、学生への

進路指導を直接担当する担任や専攻科委員の協力を得ながら、講演のテーマ、講師の

選定、開催の時期などを決定していく必要がある。また、これまで各クラスに割り当

てていた先輩講座を開催するための予算の制限を撤廃したが、より一層積極的に開催

するための取り組みが必要である。また、女子学生向けのキャリア支援行事として、

女子学生向けキャリア形成とメイク講習会を開催し、理系女子の人生設計を含む充実

した内容の講演になっている。今後も女子学生向けのキャリア支援を継続していく必

要がある。 

これまで、全国高専共通利用型進路支援システムの導入や、学内からアクセス可能

な進路情報フォルダの運用を開始し、帰校届の電子化を実現するなど、学生が自主的

に進路情報を入手するための環境を充実させてきた。今後も、さらにキャリア支援に

関する情報の開示を進めるため、本校ホームページにおけるキャリア支援情報の掲載

を充実させていく必要がある。 

最後に、このようにキャリア教育が充実してきている一方で、キャリア支援関連の

行事が増えてきていることも事実である。効率化を意識して、行事の見直しや効果を

見定めたイベントの企画などの検討が今後必要である。また、来年度から運用するイ

ンターンシップ業務フローの見直しについても、問題点などを洗い出しながら、より

効率的に業務が実施できるよう改善を図っていく必要がある。 
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○ 研究活動関係 
 
１．現状 

研究推進委員会では、教員の教育研究活動に関する自己点検評価及び自己啓発・自

己研鑽として、毎年、全教員対象の研究活動評価のための調査を継続実施している。

本調査は、あくまでも本校における教員の研究活動の活性化推進と支援のためのもの

である。平成３０年度４月に実施した全教員（７５名）対象の研究活動評価調査結果

を表１に示す。ただし、表中の（  ）内数字は平成２９年度実施の調査結果を表す。

定点観測の観点から、今年度も昨年度と同様に、評価項目としては研究成果発表・研

究活動（進捗状況）・研究支援・研究資金獲得・研究費申請、評価活動期間は最近３年

間（平成２７年度～２９年度：２０１５年４月～２０１８年３月）の実績、評価の上

限を２４点（評点合計）とし、２４点を４段階のランク（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）に分類し

て評価した。なお、本評価における２４点は毎年１編の著書・査読有論文の研究成果

が発表されていることに相当する。表１より、明らかに、昨年度までと比較して今年

度は、特に、十分な研究活動と判断されるランクＡ（２４点以上）の教員が６４名（８
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は６名（８．０％）に減少し、平均評価点は５０点（４７点）、最高評価点は２２３点
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表 1 平成 30 年度研究活動評価調査結果 

（   ）：平成 29 年度調査結果 
    
   一方、平成３０年度科学研究費助成事業（科研費）の申請・採択状況については、
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ランク 人数（名） 割合（%） 

A：24 点以上 
B：16 点～23 点 
C： 8 点～15 点 
D： 0 点～ 7 点 

64（ 57 ） 
5（ 11 ） 
5（  4 ） 
1（  3 ） 

85.3（ 76.0 ） 
6.7（ 14.7 ） 
6.7（  5.3 ） 
1.3（  4.0 ） 
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教員の科研費申請率・採択率向上のために、今年度も昨年度と同様に、平成３１年

度科研費申請予定者事前調査を７月に実施すると共に（申請予定教員５４名（７８．

３％））、平成３１年度科研費公募要領等説明会（９月）に教職員３名が参加、また、

平成３０年度国立高等専門学校機構科研費講習会（１０月）には教職員２１名が受講

し、全教職員に科研費等外部資金公募に関する情報提供（メール配信・学内Ｗｅｂサ

イト公開・説明会等開催（随時））とその内容の周知徹底を図った。 

平成３１年度科研費の申請状況は、教員の申請件数３８件（申請率５５．１％）で

あり、平成３０年度実績と同レベルにとどまっているが、採択件数の増加と採択率の

向上に期待したい。また、外部資金受入状況については、今年度は、民間等との共同

研究契約締結件数１６件、総額５，１６４千円（昨年度実績１１件、計２，２６３千

円）、受託研究受入件数１件、総額９６５千円（昨年度実績１件、計４４０千円）、奨

学寄附金受入件数７０件、総額１８，５１７千円（昨年度実績４１件、計１４，５３

７千円）であり、昨年度までと比較してかなりの増加・回復傾向にあり、例年を大幅

に上回る実績と外部研究資金獲得に至った。なお、今年度は、教員へのインセンティ

ブとして、校長裁量経費の中から研究活動実績に応じて、若手研究者への研究調査の

ための旅費支援に計６０千円、科研費等外部資金獲得者への研究環境整備に対する支

援に計１，８１７千円が予算配分された。 

教員の派遣等については、平成２８年度以降、文部科学省国立大学改革強化推進事

業「三機関（長岡技術科学大学・豊橋技術科学大学・国立高等専門学校機構）が連携・

協働した教育改革～世界で活躍し、イノベーションを起こす実践的技術者の育成～（平

成２５年度～２９年度）」による取組“国立高等専門学校教員グローバル人材育成力強

化プログラム”（１年間）へ教員１名を派遣すると共に、独立行政法人国際協力機構教

師海外研修“技術系グローバル人材育成コース”・“一般コース”（８月）に教員各１名

が参加、さらに、国立高等専門学校機構高専教育プロジェクト「高専若手研究者の集

い（ワークショップ“高専教員の研究と教育”・“科研費獲得”）」（３月）には若手教員

１名が参加した。 

また、平成３０年度本校研究紀要第５２号（平成３０年１２月発行）には、自然科

学・工学編に５編、人文・社会科学編に９編が掲載され、平成２７年度本校研究紀要

第４９号“創立５０周年記念号”（平成２８年３月発行）以降も継続して例年を上回る

多数の投稿があり、本校教職員及び外部関係者の研究活動成果を公表・発信する有意

義なものになった。  

 

２．点検・評価 

上記現状において記載したとおり、特に、今年度の実施・活動状況については計画

を上回る実績と成果が見込まれ、総合的には、達成度評価はＡと判断する。 
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３．改善課題・方策 
今後、本校における教員の研究活動の充実と活性化及び科研費申請率・採択率の向

上のためのより効率的な具体的方策の検討が重要な課題であることは論を待たない。

研究推進委員会では、特に、教員の研究内容（新規性・独創性）・研究水準の質的向上

と科研費申請（代表・分担）・外部資金獲得への意識向上・意識改革のために、より具

体的かつ効果的な研究支援・インセンティブ（研究環境改善・研究時間確保・研究水

準維持）及び学内外共同研究プロジェクト推進を図り、研究活動の更なる活性化と外

部資金獲得に繋げたい。 
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○ 地域・社会貢献活動関係 

 

１．現状 

   本校では、教育研究資源と知的資源を地域社会に還元することを通じ地域社会への

貢献と本校の認知度の向上に努めている。具体的には、国立高専機構の第３期中期計

画の「満足度調査において公開講座（小・中学校に対する理科教育支援を含む）の参

加者の７割以上から評価されるように、地域の生涯学習機関として高等専門学校にお

ける公開講座を充実する。」に基づき、公開講座、出前授業、福井県大学連携リーグ連

携企画講座(主催：大学連携リーグ)に加えて福井県生涯学習大学開放講座(主催：福井

県生涯学習センター)等への講師派遣をこの５年間継続して実施してきた。 

   今年度、小中学生や一般を対象にした公開講座は、表１に示すように２１件開講し

た。開講講座数は昨年度より１件増え、受講者総数は昨年度より９名少ない２１２名

であった。また、小中学校や自治体等での出前授業については、表２に示すように昨

年度より６件減って１６件となり、受講者総数は昨年度より２２４名減って７８１名

となった。出前授業については表２以外のものとして、本校の課外活動クラブである

サイエンスクラブ、空間デザイン研究会及び放送・メディア研究会がサンドーム福井

を会場に開催された「越前ものづくりフェスタ２０１８」に参加、また機械工学科は

「さばえものづくり博覧会２０１８」(主管：鯖江市・鯖江商工会議所)に参加した。 

また今年度新たな試みとして、地元ロータリークラブの支援を得て「高専生の目か

ら見た地元企業の魅力発見」と題するプロジェクトを実施した。所属学科の異なる３

名の学生が地元企業を訪問し、その結果ポスター発表して学内で情報共有を図った。 

このような地域・社会貢献活動の実施にあたっては学生の参加が不可欠であり、参加

した学生にとっても地域社会の方々と接触する機会になっている。さらに予備知識を

ほとんど有しない小中学生や一般社会人に対して展示物・デモ実験内容等をわかりや

すく伝えるエンジニアリング・コミュニケーション能力育成の観点等からの学生への

教育効果も期待できる。 
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表１ 平成３０年度公開講座実施一覧 

学 科 実 施 日 標 題 受講者数 

機械 

工学科 

8/11(土) 作って飛ばそう紙コプター 7 

9/1(土) 3Dプリンタで簡単楽々ものづくり 0 

電気電子 

工学科 

7/28(土) 

 

手作りスピーカーで音楽を聞いてみよう 

～電磁力の応用～ 
7 

8/7(火) 放射線検出器を作ってみよう  

～放射線を正しく怖がるために～ 
6 

電子情報 

工学科 

9/1(土) IchigoJamでゲーム機をつくる！？ 

～中学生のためのプログラミング講座～ 
7 

9/9(日) 

 

認知科学を学んで子育てに活かそう。 

ペアレントトレーニング講座 
0 

物質 

工学科 

6/23(土)30(土) ガス吸収の基礎 1 

7/28(土) オリジナル栞をつくろう 2018 3 

環境都市 

工学科 

9/12（水） ＵＡＶ（ドローン）を用いた三次元地形モデル作製

講座 
8 

数学 

8/11（土） 不思議なタイル張り 8 

10/20（土） 中学生のための数学講座－高専の入試問題で学ぼ

う－ 
29 

理科 
11/17(土)18（日） 中学生のための理科講座 2018－高専の入試問題で

学ぼう－ 
28 

体育 
10/20(土) スポーツカイト(凧)づくりと飛行演技 8 

11/4(日) 野球選手に必要な体力測定 4 

国語 8/6(月) 中学生のための作文講座 13 

社会 
8/7(火)8(水) 中学生のための社会講座 

—高専の入試問題で学ぼう－ 
14 

英語 

9/22(土) 中学生のための英語講座 

—「高専入試問題」攻略法と「洋画・洋楽」を用い

た英語楽習法— 

23 

9/23(日) 

10/28(日) 

英検３級合格をめざして 

－受験対策講座－ 
13 

12/15(土)16(日) 英文法基礎講座 21 

教育研究 

支援ｾﾝﾀｰ 

7/22(日) 小学生夏休み親子科学教室 8 

11/3(土) 親子で作るオリジナル写真年賀状 4 

計 21件 212 
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表２ 平成３０年度出前授業実施一覧 

 

学 科 実 施 日 出前授業先 標 題 受講者数 

機械 

工学科 

6/2（土） 

 

金津東小学校 

（あわら市） 
親子おもちゃづくり教室 80 

6/17（日） 
酒生小学校 

(福井市） 
親子でおもちゃづくり 64 

7/28（土） 
武生第二中学校 

（越前市） 
第 9回越前市ロボット製作教室 87 

11/10（土） 
勝山市教育会館 

（勝山市） 
親子でおもちゃづくり 40 

11/17日（土） 
大虫小学校 

（越前市） 
おもちゃづくりから学ぶサイエンス 122 

電気電子 

工学科 

6/30（土） 
吉野小学校 

（吉田郡永平寺町） 
電気の力でパンを作ろう 30 

12/15（土） 豊公民館(鯖江市） 電気の力でパンを作ろう 30 

1/26（土） 
鯖江青年の家 

（鯖江市） 

親子で簡単電子工作 ～ブレッドボ

ードで記憶ゲームを作ろう～ 
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表２ 平成３０年度出前授業実施一覧 
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２．点検・評価 

   今年度の公開講座も昨年度とほぼ同様、一般教室科目系分野を含め、ものづくり、

科学系のデモ実験の内容で実施され、開講した２１講座の受講生は主に小中学生であ

った。この内、数十名の中学生は３つ以上の公開講座を受講していた。このことは講

座の内容が興味関心を持たせるものであったことを示している。参加者に対して行っ

たアンケートの結果（回答率９７．２％）を見ると、開講したほとんどの公開講座の

時間は半日程度であったものの、その時間については７５．７％の参加者から「ちょ

うどよい」との回答が、講座内容については「とても面白い」又は「面白い」との回

答率は合わせて８６．９％となった。その総合的な評価として「だいたい満足」又は

「十分満足」の合計回答率は９７．１％となり、国立高専機構が掲げている「公開講

座の参加者の７割以上から評価される」という目標数値を大きく上回ったことになる。

実際、アンケートの自由記述欄(感想等)によると、「自分でスピーカーを作るという

中々できない体験をできて良かった。貴重な思い出になった」、「文法に関する認識な

ども少し変わり、少し違った視点で英文を見ることができるようになった」、「とても

説明が分かりやすく、これからもプログラミングをやってみたいと思った」等の好意

的な感想が目立ち、理工系の教育支援のみならず、本校のプレゼンスを地域社会に十

分アピールすることができたといえる。 

   また、出前授業に関しては例年と同様、小中学校に加えて公民館等の公共施設が主

な会場であり、その受講対象者は小中学生まで年齢層も幅広く、彼らのみならず保護

者もものづくりや科学デモ実験を行う場合も多くあった。出前授業についても受講者

の満足度を含め、意見や要望を把握するために事後にアンケート調査を行った（回答

率５３．５％）。その結果、授業時間については「ちょうどよい」が６９．６％であり、

授業内容について「面白い」と「やや面白い」とを合わせると８２．５％となり、そ

の総合的な評価として「だいたい満足」と「満足」の合計が昨年度以上の８７．８％

という結果となった。特に科学イベント等で自治体が出前授業の実施を求める際の受

講者には、保育園児や幼稚園児等の幼児も含まれるため、安全対策は勿論のこと、受

講生の知識・技能レベルに合わせた実施内容・体制に留意しなければならない。 

今年度の結果も含め、ここ第３期中期計画期間中を通して地域・社会貢献活動にお

ける受講者側の満足度は極めて高く推移しており、全体の達成度評価はＡと判断する。 

 

３．改善課題・方策 

これまでの５年間、本校は教育研究資源や知的資源を継続的に地域社会に還元して

おり、いずれの事業においても参加者から極めて高い満足度を得ている。そしてこれ

らの事業を通じて教職員のみならず学生達と地域住民との幅広い交流が図られ、人間

力のみならずエンジニアリング・コミュニケーション能力の育成の機会を増やすこと
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につながるなど、結果として学生に対する総合的な教育効果も得られている。来年度

から始まる第４期中期計画の期間においても引き続き各事業に積極的に取り組み、地

域社会への貢献に積極的に寄与していきたい。 
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○ 国際交流関係 

 
１．現状 

（１）学生派遣事業 

①オーストラリア研修旅行 

 ２００６年度（平成１８年度）より隔年開催で今回で７回目となる、グローバルエ

ンジニアになるためのオーストラリア研修旅行は、２月１３日に結団式を行い、３月

１８日～２８日にメルボルン市近郊のウイリアムズタウンで実施した。参加者は全学

科の１年生から４年生までの男子学生２１名と女子学生１１名、引率教員２名の計３

４名である。本研修では英語レッスン、ホームステイ、市内散策、会社見学、大学訪

問等を通して実践的な英語力を身に付けさせ、帰国後も継続的に英語学習に取り組み

国際社会に目を向ける意識づけを行った。なお、本研修に先立ち、２月１２日に大会

議室において参加学生を対象とした事前講習会を行った。また、本研修旅行の参加者

募集説明会は１１月６日と１３日の計２回実施し、３９名が参加した。  

②海外インターンシップ 

 福井県に本社のある株式会社エイチアンドエフのマレーシア事務所において、専攻

科１年の男子学生１名が、８月１７日～９月１２日の約４週間、また、同じく福井県

に工場のある株式会社福井村田製作所のフィリピン工場において、専攻科１年の男子

学生１名が、８月２９日～９月１４日の約３週間、海外インターンシップを行った。 

 高専機構主催の海外インターンシップ制度に、専攻科１年の男子学生１名の応募が

採択され、３月４日～３月２２日の約３週間、日本電気硝子株式会社のマレーシア工

場で海外インターンシップを行った。 

（２）職員派遣事業 

①国際工学教育研究集会 

 ９月１８日～２１日に香港の IVE で開催された、第１２回国際工学教育研究集会

ISATE 2018（12th International Symposium on Advances in Technology Education 2018）

に一般科目教室の教員１名が参加して「A case study on blended learning in technical 

English teaching at the National Institute of Technology」の題目で研究発表を

行い､各国の研究者との交流を行った。 

②国際交流関係教職員スキルアップワークショップ 

 高専機構主催の国際交流関係教職員スキルアップワークショップが、１月１６日・

１７日に東京都のベルサール神田で開催された。国際交流室員である一般科目教室の

教員１名が参加し、業務遂行の能力向上の研修と担当者間のネットワーク形成を行っ

た。 

（３）学生受入事業 

①プリンスオブソンクラ大学 
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 本校と交流協定を締結しているタイ王国のプリンスオブソンクラ大学（Prince of 

Songkla University: PSU）工学部より、短期留学生として機械工学科３年の男子学生

１名、生産工学科３年の男子学生 1 名、情報工学科３年の女子学生１名の計３名を受

け入れた。期間は５月２８日～７月３０日の約２ヶ月間であり、機械工学科と電子情

報工学科の研究室に配属されて課題研究に取り組んだ。また、講義や実験への参加、

企業訪問、日本文化体験等を行い、本校学生や地域社会との交流を行った。 

②キングモンクット工科大学 

 高専機構と交流協定を締結しているタイ王国のキングモンクット工科大学ラートク

ラバン校（King Mongkut's Institute of Technology Ladkrabang: KMITL）より、短

期留学生として土木工学科３年の男子学生２名を受け入れた。期間は６月１８日～７

月１３日の約１ヶ月間であり、環境都市工学科の研究室に配属されて課題研究に取り

組んだ。また、講義や実験への参加、企業訪問、日本文化体験等を行い、本校学生や

地域社会との交流を行った。 

（４）講演会等 

①短期留学生成果報告会 

 キングモンクット工科大学からの短期留学生２名の成果報告会を７月１２日に、プ

リンスオブソンクラ大学からの短期留学生３名の成果報告会を７月２０日に、それぞ

れ学内大会議室で開催した。参加者は延べで学生１６名、教職員２５名の計４１名で

あり、研究成果や日本文化体験について英語での発表と質疑応答を行った。 

②海外研修報告会 

 本校主催海外インターンシップに参加した専攻科生２名、高専機構主催海外インタ

ーンシップに参加した本科生１名、１年間の私費留学を行った本科生１名による海外

研修報告会を、１１月１５日に学内大講義室において開催した。参加者は学生１６名、

教職員１７名の計３３名であった。発表者が各国で体験したことを基に自身の意見や

感想を聴講者に伝え、質疑応答を行った。 

③トビタテ！留学 JAPAN説明会 

 トビタテ！留学 JAPAN への応募促進を目的として、本校学生並びに教職員対象の説

明会を実施した。まず、４月１８日に福井県が主導する地域人材コースの説明会を学

内大講義室で実施した。つぎに、高専機構主催のＴＶ会議システムによる説明会を、

９月２７日に学内大会議室で開催した。また、１０月３０日には英語科主催のイング

リッシュカフェにおいて、平成２９年度に高校生コースに参加した本科４年生による

体験講演を行った。さらに、１１月１５日に学内大講義室において開催した海外研修

報告会において、平成２９年度に地域人材コースに参加した専攻科２年生による事業

説明を行い、その後、専攻科棟において個別説明会を開催した。なお、説明会や募集

の案内は学内掲示板やクラス担任を通じて周知した。 

 

102



102 

 本校と交流協定を締結しているタイ王国のプリンスオブソンクラ大学（Prince of 

Songkla University: PSU）工学部より、短期留学生として機械工学科３年の男子学生

１名、生産工学科３年の男子学生 1 名、情報工学科３年の女子学生１名の計３名を受

け入れた。期間は５月２８日～７月３０日の約２ヶ月間であり、機械工学科と電子情

報工学科の研究室に配属されて課題研究に取り組んだ。また、講義や実験への参加、

企業訪問、日本文化体験等を行い、本校学生や地域社会との交流を行った。 

②キングモンクット工科大学 

 高専機構と交流協定を締結しているタイ王国のキングモンクット工科大学ラートク

ラバン校（King Mongkut's Institute of Technology Ladkrabang: KMITL）より、短

期留学生として土木工学科３年の男子学生２名を受け入れた。期間は６月１８日～７

月１３日の約１ヶ月間であり、環境都市工学科の研究室に配属されて課題研究に取り

組んだ。また、講義や実験への参加、企業訪問、日本文化体験等を行い、本校学生や

地域社会との交流を行った。 

（４）講演会等 

①短期留学生成果報告会 

 キングモンクット工科大学からの短期留学生２名の成果報告会を７月１２日に、プ

リンスオブソンクラ大学からの短期留学生３名の成果報告会を７月２０日に、それぞ

れ学内大会議室で開催した。参加者は延べで学生１６名、教職員２５名の計４１名で

あり、研究成果や日本文化体験について英語での発表と質疑応答を行った。 

②海外研修報告会 

 本校主催海外インターンシップに参加した専攻科生２名、高専機構主催海外インタ

ーンシップに参加した本科生１名、１年間の私費留学を行った本科生１名による海外

研修報告会を、１１月１５日に学内大講義室において開催した。参加者は学生１６名、

教職員１７名の計３３名であった。発表者が各国で体験したことを基に自身の意見や

感想を聴講者に伝え、質疑応答を行った。 

③トビタテ！留学 JAPAN説明会 

 トビタテ！留学 JAPAN への応募促進を目的として、本校学生並びに教職員対象の説

明会を実施した。まず、４月１８日に福井県が主導する地域人材コースの説明会を学

内大講義室で実施した。つぎに、高専機構主催のＴＶ会議システムによる説明会を、

９月２７日に学内大会議室で開催した。また、１０月３０日には英語科主催のイング

リッシュカフェにおいて、平成２９年度に高校生コースに参加した本科４年生による

体験講演を行った。さらに、１１月１５日に学内大講義室において開催した海外研修

報告会において、平成２９年度に地域人材コースに参加した専攻科２年生による事業

説明を行い、その後、専攻科棟において個別説明会を開催した。なお、説明会や募集

の案内は学内掲示板やクラス担任を通じて周知した。 

 

103 

（５）連携事業 

①全国高専国際交流室・国際交流センター長会議 

 高専機構主催の全国高専国際交流室・国際交流センター長会議が７月５日・６日に

東京都の一橋講堂において開催された。国際交流室長が出席し、高専機構の国際交流

戦略やブロック内での連携強化について意見交換を行った。 

②中部日本海高専国際化推進委員会 

 舞鶴高専主催の中部日本海高専国際化推進委員会は今年度より集合形式の会議を実

施せず、メール審議を行うことになった。主な議題はキングモンクット工科大学との

交流事業であり、予算使用計画について意見交換を行った。 

③第３ブロック国際交流担当者集会 

 岐阜高専主催の第３ブロック国際交流担当者集会が１１月３０日にＴＶ会議システ

ムを用いて学内大会議室で開催された。国際交流室長、副室長、担当職員が参加し、

グローバル高専事業の第３ブロック高専間の展開について意見交換を行った。 

（６）その他 

①トビタテ！留学 JAPANへの申請 

 トビタテ！留学 JAPAN の大学生コースに本科５年生１名と専攻科１年生１名の計２

名が応募した。結果は次年度に発表される。 

②プリンスオブソンクラ大学からの短期留学生受け入れに関する覚書の作成 

 同大学からの短期留学生受入を円滑に行うため、受け入れの事務手続きに関する日

程と必要書類に関する覚書を作成した。次年度より、この書類に基づいて手続きを進

める。 

③海外渡航帰校届の作成 

 海外でのインターンシップや研修に参加した学生に、渡航概要、渡航方法、生活状

況、活動内容、渡航経費、アドバイスの６項目について、自身の実績、経験、感想を
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年度 学生派遣（人） 学生受入（人） 

２６ ２７ ２１ 

２７ ３ ６ 

２８ ４１ ７ 

２９ ８ ３ 

３０ ３５ ５ 

平均 ２２．８ ８．４ 

 

３．改善課題・方策 

世界中でテロの脅威が高まる中、渡航国の治安情勢を踏まえて派遣事業を推進する

こと、専攻科生の海外インターンシップ先を分野に偏りなく安定して確保すること、

トビタテ！留学 JAPAN による海外留学者をさらに増加させること、低学年からグロー

バルエンジニアとして育成する仕組みを作ることが当面の課題であり、関係各所と連

携して改善を行っていく。また、国際交流の推進を得意とする教員や職員の育成にも

力を注ぎ、数多くの教職員で本校の国際交流事業を効率的に行う基盤整備を行ってい

く。 
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○ 国際交流（留学生）関係 

 

１．現状 

本校は、国際交流の一環として、諸外国からの外国人留学生を受け入れている。平

成３０年度の在籍留学生は下記に示すように３か国７名である。留学生は本校の学生

と同様な教育を受け、寮で生活を送っている。単に学習の場として本校に在籍してい

るだけではなく、本校での異文化交流の大きな柱を担ってくれる存在と位置づけ、留

学生の教育に力を注いでいる。 

 

今年度の在籍留学生一覧 

学科･学年 留 学 期 間 国   籍 

電気電子工学科 ５年 2016.4～2019.3 カンボジア 

機械工学科   ４年 2017.4～2020.3 マレーシア 

電気電子工学科 ４年 2017.4～2020.3 マレーシア 

物質工学科   ４年 2016.4～2020.3 マレーシア 

環境都市工学科 ４年 2016.4～2020.3 マレーシア 

電気電子工学科 ３年 2018.4～2021.3 マレーシア 

環境都市工学科 ３年 2018.4～2021.3 バングラデシュ 

 

留学生への対応は、教育面では外国人留学生委員会（担任や学科の代表）が、生活

面では学寮が受け持ち、留学生からの様々な相談に応じている。また、より身近な学

習・生活支援として、チューター(３・４年次の寮生活学生のクラスメート)を一人ず

つ配置し、学習・生活の両面で支援を実施しており、留学生からの評価は高い。また、

下記に記載したように多彩な行事を設け、本校学生だけでなく、地元住民や他高専の

学生との交流を幅広く行っている。 

 

・今年度の留学生関連行事 

４月 ５日  平成３０年度入学外国人留学生鯖江・越前市長表敬訪問 

４月 ６日  平成３０年度外国人留学生チューター委嘱式・オリエンテーション 

５月１４日  平成３０年度第１回外国人留学生委員会 

６月２３日  北陸地区高専外国人留学生交流会（石川高専担当） 

６月２８日  外国人留学生と短期留学生との交流事業 

７月 ５日  平成３０年度第２回外国人留学生委員会 

７月１３日  平成３０年度第１回運営委員会（福井大学） 

１０月１９日  マレーシア人事院総裁の来校 
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１１月１５日  福井県留学生交流推進協議会定例総会・第２回運営委員会（福井大学） 

１１月１７日  平成３０年度秋季留学生研修会（京都府） 

１２月２０日  平成３０年度外国人留学生との懇談会 

３月１９日  平成３０年度卒業留学生鯖江・越前市長表敬訪問 

 

平成２１年度からの留学生の進路については下記に示すとおりであるが、ほとんどが大

学進学であり、本校への留学で十分な成果を残すことができている。 

 

・留学生進路一覧 

平成２１年度から平成３０年度卒業生(２４名) 

秋田大学、福井大学（５）、筑波大学、長岡技術科学大学（２）、静岡大学、 

豊橋技術科学大学（２）、東京工業大学、神戸大学、電気通信大学、信州大学、 

宇都宮大学、東京農工大学(２)、富山大学、新潟大学、千葉大学、帰国(２） 

   平成２４年度修了生(１名) 

    就職（株式会社リアルテック） 

 

平成３０年度の特記事項として挙げられることは、外国人留学生の卒業に必要な修得単

位について、学則に掲載したということがある。これまでは、留学生が編入学した時点で

外国人留学生委員会が修得単位について審議を行い決定していたが、高専機構からの指摘

もあったため、学則教育課程表に外国人留学生に対しての修得単位についても掲載をする

こととした。 

 

２．点検・評価 

外国人留学生に対しての、学習や生活に関する支援体制はこれまでの経験をもとに構築

されている。また、昨年度に交通事故で休学をしていた留学生も復学し進級した。学則教

育課程表に留学生の修得単位を掲載し、制度も整えられたことから、達成度評価はＡと判

断する。 

 

３．改善課題・方策 

留学生は、現在日本国費とマレーシア政府派遣の２つを受け入れているが、来年度はモ

ンゴル政府派遣留学生も受け入れる。留学生はそれぞれの奨学金を学費として母国を離れ

て勉学をしに日本にやってきている。常にこのことを、留学生に認識させていくことが必

要である。また、受け入れる本校としても日本語があまり通じず、育ってきた文化が異な

る学生を受け入れていることを再認識して教育に当たらなければならない。今後、高専機

構が進める私費での留学性を受け入れる場合も想定される、その対応を機構と相談しなが

らでも整備していかなければならない。 
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 外国人留学生に関する修得単位を学則で規定したことにより、外国人留学生委員会の位

置づけが今後異なってくると予想されることから、委員会の在り方を検討する必要がある。 
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○ 施設整備関係 
 

１．現状 

国立高専機構の第３期中期計画における「教育環境の整備・活用」の指針である「施

設・設備の有効活用、適切な維持保全、運用管理を図ると共に、産業構造の変化や技

術の進歩に対応した教育を行うため、耐震補強などの防災機能の強化を含む施設改修、

設備更新など安全で快適な教育環境の整備を計画的に進める。その際、施設の長寿命

化や身体に障害を有する者にも配慮する。」、さらに「教職員・学生の健康・安全を確

保するため各高等専門学校において実験・実習・実技に当たっての安全管理体制の整

備を図っていく。科学技術分野への男女共同参画を推進するため、修学・就業上の環

境整備に関する方策を講じる。」に基づき、本校では平成２０年度には本館と機械工学

科棟を、平成２１年度には電気電子工学科棟、物質工学科棟及び管理棟の改修を実施

した。昭和４５年度に竣工した土木工学科棟(現在の環境都市工学科棟)についても、

ユニバーサルデザインを採用して狭隘化解消、共有スペースの確保と耐震を目的とし

た改修を平成２４年度に実施した。さらに平成２５年度には、図書館(渡り廊下を含む)

と地域連携テクノセンター(２階建て部分)を改修した。改修後の地域連携テクノセン

ターの屋上には、自然エネルギーの活用技術の学習として太陽光パネルを設置し、平

成２６年度からエコロジーや省エネルギーの観点から屋外気象条件と建築設備（太陽

光発電による発電量）の相互関係を“建築設備”や“建築環境”等の教科目において

教授し、自然再生エネルギーに関する教育を展開している。さらに、ものづくり教育

の充実を図るために同センターの３階建ての１階の一部を改修し、レーザーカッター

や３D プリンター等も配置し学生に開放している。 

平成２７年度は、前年度に発生した本館建物の庇の一部が剥がれ落下した事象を受

けて高専機構本部に緊急営繕要求した庇等外壁補修工事を施工し、安全対策を講ずる

ことができた。また、平成２８年３月には、キャンパスマスタープラン２０１５を策

定した。今後の施設整備計画は、原則、本キャンパスマスタープラン２０１５を基本

とするが、急速に移り変わる時代の趨勢などにも考慮し、５年毎に同プランの見直し

を行うことにしている。 

平成２８年度においては、上記キャンパスマスタープラン２０１５に基づき、老朽

化した建物・設備について優先度の高いものから整備した。具体的には、営繕事業３

件（電子情報工学科棟の外壁改修、機械実習工場の内部改修（空調機設置、内装工事）

及び外部改修（外部建具、外壁工事）、第一体育館の内部改修（内装工事）及び外部改

修（外部建具、外壁工事）を実施した。さらに、追加営繕事業として、著しく屋上防

水が劣化している建物（物質工学科新棟、福利施設、合宿研修施設、北寮、南寮）の

屋上防水改修を実施した。 
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平成２９年度においては、上記キャンパスマスタープラン２０１５に基づき、優先

度の高いものから整備した。具体的には、営繕事業２件（本館ボイラー室等改修工事、

バリアフリー対策事業）、ポリ塩化ビフェニル(ＰＣＢ)廃棄物収集運搬処理業務、平成

２９年１０月の台風２１号の強風被害に伴う災害復旧事業、非構造部材の耐震化、安

全・安心の確保、男女共同参画のための整備、省エネ及び快適な教育環境の整備、関

連法令遵守、創立記念等事業寄附金による改修工事、維持管理関連工事等を実施した。 

平成３０年度においては、上記キャンパスマスタープラン２０１５に基づき、優先

度の高いものから整備した。具体的には、施設整備事業として老朽化した基幹環境整

備の改修、営繕事業２件（専攻科等の空調設備改修、バリアフリー対策事業）、安全・

安心の観点からブロック塀の安全対策、その他の安全対策、男女共同参画のための整

備、施設の長寿命化のための各所補修、樹木剪定・伐採による周辺環境整備、関係法

令遵守、８月と９月の台風被害による災害復旧事業及び施設維持管理関連工事を実施

した。詳細は以下記のとおり。 

 

[施設整備補助金]                           

・ライフライン再生（給水設備等）工事 

本校の校舎地区及び寄宿舎地区の受水槽、屋外給水管、揚水ポンプ、ポンプ制御盤、

ガス配管等は設置後２１～５１年で老朽化が著しい。特に給水管及び消火管はおいて

は、水漏れ箇所が判明した都度修理を行っているが、本校の給水管及び消火管は土中

埋設部が多く、漏水箇所を特定できるケースは少なく、配管の継手等劣化による微細

な漏れが多数発生しているものと推測される。また、土中埋設配管長が長い一部の建

物では、赤錆水の発生が見受けられ衛生管理の観点からも安全な飲料水の供給が担保

できない事態となっている。又、本校施設は災害時の避難場所(一次待避協力事業所)

に指定されており、災害時には地域住民に安全・安心な飲料水を供給する義務がある

が、現状では前述したとおり安全・安心な飲料水の供給は困難で、一時避難場所とし

ての機能を十分果たせない状況となっている。このような状況を解決するため、平成

３０年度の施設整備事業として、老朽化した給水設備・ガス設備の更新を実施した。 

  設計にあたり特に下記に留意した。 

  

・地震時の配管断裂による漏水を防ぐため、受水槽及び高架水槽に緊急遮断弁を設置

した。又、受水槽にバルブ付給水栓を設けることにより、災害時に水道が断水して

も受水槽から飲料水をポリタンク等に供給できるようにした。 

・給水管は､共同溝内及び露出配管は耐久性を考慮しステンレス管を使用し、埋設配管

は耐震性及び耐久性に優れた耐衝撃性塩化ビニル管を採用した。 
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本館系統受水槽(改修後)          電子情報工学科系受水槽(改修後)    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学寮系ポンプユニット更新          本館系消火用ポンプユニット更新   

 

[営繕事業：支学交付金、運営費交付金] 

 ①専攻科棟等空調設備更新 

・専攻科は平成１１年に建物完成し空調機は当初のものを使用しているが、設置後

１８年を経過し故障が多くその都度修理を行っている。昨年１０月の台風２１号の

強風で２・３階系統の空調室外機が激しく破損し、災害復旧事業で平成２９年度末

までに室内機２０台と室外機２台の更新を計画した。残りの１・４階系統空調設備

については最近特に故障が頻発しているが、既に部品の製造を終了しており根本的

な修理ができずその場しのぎの修理で対応していたところ、平成２９年１２月１１

日に１階系統空調機は完全に使用不能となった。今後の教育研究に支障が無いよう

に、今回空調機の更新を実施した。  

・物質工学科新棟はバイオ関係の実験を実施しているため空調機を２４時間稼働さ

せている。物質工学科新棟は平成８年に完成しているが、３階・４階においては当

初の空調機は故障で使用不能となり、数年前に他の建物で取り外した撤去品の空調
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については最近特に故障が頻発しているが、既に部品の製造を終了しており根本的

な修理ができずその場しのぎの修理で対応していたところ、平成２９年１２月１１

日に１階系統空調機は完全に使用不能となった。今後の教育研究に支障が無いよう

に、今回空調機の更新を実施した。  

・物質工学科新棟はバイオ関係の実験を実施しているため空調機を２４時間稼働さ

せている。物質工学科新棟は平成８年に完成しているが、３階・４階においては当

初の空調機は故障で使用不能となり、数年前に他の建物で取り外した撤去品の空調
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機で代用し、１階・２階においては当初の空調機を使用しているが設置後２１年を

経過し劣化が進行しているため、今後の教育研究に支障が無いように、今回空調機

の更新を実施した。 

・総合情報処理センターは昭和４９年に建物完成し以来計画的な空調設備の改修は

実施しておらず、経年２０年以上の空調機や他の建物で取り外した撤去品を代用し

ている空調機が計３組あり不安定な運転状態にある。今後の総合情報処理センター

の運営に支障が無いように、今回空調機の更新を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専攻科屋上空調室外機更新           専攻科空調室内機更新 

 

②バリアフリー対策事業 

・電子情報渡り廊下下部のスロープは勾配が急であるため、脚に障害をもつ学生に

とってスロープ下のバス停へアプローチしにくいのが現状であった。又、冬季には

スロープが凍結し、健常者でも転倒のリスクがあった。このような状況を解決する

ため、今回スロープ中央に手摺付階段を設置した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         スロープ改修（手摺付階段設置）状況 
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厳しい予算状況の中、平成３０年度学内予算にて改修工事等を実施した。主なもの 

は下記のとおり。 

 

[ブロック塀の安全対策：学内予算] 

学生・教職員の安全・安心を確保するため、構内ブロック塀において、安全上問 

題のあるブロック塀を撤去するため、下記工事を実施した。 

 ・福井工業高専構内ブロック塀撤去工事 

 ・福井工業高専北野宿舎西側囲障改修工事 

 

[その他の安全対策：学内予算] 

 ・福井工業高専北寮入退室管理設備更新工事 

 ・福井工業高専本館屋上物質工学科ＧＨＰ室外機用ガス管補修工事 

 ・福井工業高専本館ＧＨＰ空調室外機用ガス管取替工事 

 ・福井工業高専本館エレベーターその他戸開走行保護装置取設工事 

 ・福井工業高専本館他バルクタンク安全弁交換工事 

 ・福井工業高専福利施設食堂防犯カメラ取設その他工事 

 ・福井工業高専北寮２階捕食談話室等ガス漏れ警報器取替工事 

 ・福井工業高専一般教育棟廊下防犯カメラ取設その他工事 

 ・福井工業高専本館その他ガス漏れ検知器取替工事 

 

［男女共同参画のための整備:学内予算］ 

 ３階女子便所及び４階女子便所の各階和式便器１箇所計２箇所を洋式便器に改修

した。 

・福井工業高専電子情報工学科３階等女子便所改修工事 

 

［施設の長寿命化のための整備：学内予算］ 

 施設の長寿命化のため下記工事を実施した。 

 ・福井工業高専学寮渡り廊下鉄骨柱等補修工事 

 ・福井工業高専福利施設渡り廊下軒樋取替工事 

 ・福井工業高専電子情報渡り廊下外壁補修工事 

 ・福井工業高専物品庫屋上防水改修工事 

 ・福井工業高専テニスコート補修工事 

 ・福井工業高専東寮等屋外階段補修工事  

  

[樹木剪定・伐採による周辺環境整備工事：学内予算] 

今年度は、樹木の台風被害等が多く、樹木伐採及び剪定を実施した。 
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厳しい予算状況の中、平成３０年度学内予算にて改修工事等を実施した。主なもの 

は下記のとおり。 

 

[ブロック塀の安全対策：学内予算] 

学生・教職員の安全・安心を確保するため、構内ブロック塀において、安全上問 

題のあるブロック塀を撤去するため、下記工事を実施した。 

 ・福井工業高専構内ブロック塀撤去工事 

 ・福井工業高専北野宿舎西側囲障改修工事 
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 ・福井工業高専本館屋上物質工学科ＧＨＰ室外機用ガス管補修工事 

 ・福井工業高専本館ＧＨＰ空調室外機用ガス管取替工事 

 ・福井工業高専本館エレベーターその他戸開走行保護装置取設工事 

 ・福井工業高専本館他バルクタンク安全弁交換工事 

 ・福井工業高専福利施設食堂防犯カメラ取設その他工事 

 ・福井工業高専北寮２階捕食談話室等ガス漏れ警報器取替工事 

 ・福井工業高専一般教育棟廊下防犯カメラ取設その他工事 

 ・福井工業高専本館その他ガス漏れ検知器取替工事 

 

［男女共同参画のための整備:学内予算］ 

 ３階女子便所及び４階女子便所の各階和式便器１箇所計２箇所を洋式便器に改修

した。 

・福井工業高専電子情報工学科３階等女子便所改修工事 

 

［施設の長寿命化のための整備：学内予算］ 

 施設の長寿命化のため下記工事を実施した。 

 ・福井工業高専学寮渡り廊下鉄骨柱等補修工事 

 ・福井工業高専福利施設渡り廊下軒樋取替工事 

 ・福井工業高専電子情報渡り廊下外壁補修工事 

 ・福井工業高専物品庫屋上防水改修工事 

 ・福井工業高専テニスコート補修工事 

 ・福井工業高専東寮等屋外階段補修工事  

  

[樹木剪定・伐採による周辺環境整備工事：学内予算] 

今年度は、樹木の台風被害等が多く、樹木伐採及び剪定を実施した。 
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 ・福井工業高専南側樹木剪定その他工事 

 ・福井工業高専造波実験室等屋根樹木枝撤去処分工事 

 ・福井工業高専陸上競技場西側等倒木撤去・伐採その他工事 

 ・福井工業高専造波実験室南側樹木伐採工事 

 ・福井工業高専職員会館北側倒木撤去・伐採その他工事 

 ・福井工業高専合宿研修施設周辺樹木伐採その他工事 

 ・福井工業高専機械実習工場東側樹木伐採その他工事 

 ・福井工業高専野球場西側樹木剪定・伐採その他工事 

 ・福井工業高専陸上競技場東側樹木伐採工事 

 

[関係法令遵守工事：学内予算] 

 ・福井工業高専合宿研修施設防災設備取設工事 

 ・福井工業高専第一体育館屋内消火栓ホース取替その他工事 

 

[台風被害による災害復旧事業：施設整備補助金] 

  平成３０年８月の台風２０号により、構内各所で被害が発生した。 

  災害復旧事業として、下記工事を実施した。 

 ・福井工業高専造波実験室屋根補修その他工事 
 ・福井工業高専体育器具庫扉補修その他工事 
・福井工業高専学寮中央棟(浴室)風除けパネル補修工事       
平成３０年９月の台風２１号により、構内各所で被害が発生した。   

  災害復旧事業として、下記工事を実施した。 

 ・福井工業高専東寮屋上防水破損応急補修工事 

 ・福井工業高専東寮屋上防水改修工事 
・福井工業高専東寮４階寮室天井照明器具取替工事 
・福井工業高専東寮４階寮室火災感知器取替工事 
・福井工業高専東寮４階４２７号室他天井補修工事 
・福井工業高専物質工学科棟空調室外機防振架台修繕その他工事 
・福井工業高専電子情報工学科屋上空調機固定工事 
・福井工業高専福利施設外部通気管・換気扇取替工事 
・福井工業高専武道場玄関扉等ガラス取替工事 
・福井工業高専福利施設外壁側板補修工事 
・福井工業高専学寮中央棟(食堂)廊下風除けパネル補修工事 
・福井工業高専陸上競技場ラグビーゴール取替工事 
・福井工業高専職員会館北側フェンス補修工事 
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［維持管理関連：学内資金］ 

法的及び学内建物、設備、工作物等を適切に維持管理するために必要な保全業務を

実施し、故障・トラブルに対してその都度改修・補修を実施している。 

 

主な保全業務は下記のとおり。 

 ・福井工業高専エレベーター設備保全業務 

 ・福井工業高専自家用電気工作物保全業務 

 ・福井工業高専地震速報受信設備保全業務 

 ・福井工業高専構内電話交換機設備保全業務 

 ・福井工業高専防災設備保全業務 

 ・福井工業高専プール塩素管理業務 

 ・福井工業高専受水タンク等清掃業務 

 ・福井工業高専階段昇降機等点検業務 

 

主な工事は下記のとおり。 

  ・福井工業高専物質工学科受水槽給水ポンプ取替工事 

  ・福井工業高専管理棟２階空調室外機圧縮機取替その他工事 

  ・福井工業高専機械工学科４階空調室外機取替工事 

  ・福井工業高専一般教育棟(教室)３階Ａラボ空調機取替その他工事 

 

２．点検・評価 

   「１.現状」に記したとおり、平成３０年度においても修学・就業上の環境整備や教

育研究の高度化対応等を目的としたキャンパスマスタープランに基づき、運営費交付

金が年々削減される中、学生・教職員の安全・安心を最優先にして修学・就業におけ

る環境整備を計画的に行った。 

以上のことより、施設整備に関する総合的な達成度評価はＡと判断する。 

 

３．改善課題・方策 

   令和元年度は、施設整備事業として、ライフライン再生(排水設備)、校舎改修（地

域連携テクノセンター）を、営繕事業として、受変電設備改修、東寮外部改修を実施

予定であるが、依然老朽化が顕著で、経年４０年以上の施設及び基幹設備が数多くあ

り、キャンパスマスタープランを核として、基幹環境整備や安全対策、機能強化と環

境整備を限られた予算の中で計画的かつ継続的に行い、快適で安全・安心な修学環境

づくりを目指す。 
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３．改善課題・方策 

   令和元年度は、施設整備事業として、ライフライン再生(排水設備)、校舎改修（地

域連携テクノセンター）を、営繕事業として、受変電設備改修、東寮外部改修を実施

予定であるが、依然老朽化が顕著で、経年４０年以上の施設及び基幹設備が数多くあ

り、キャンパスマスタープランを核として、基幹環境整備や安全対策、機能強化と環

境整備を限られた予算の中で計画的かつ継続的に行い、快適で安全・安心な修学環境

づくりを目指す。 
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○ 管理運営関係 

 

１．現状 

（１）学校運営に関する組織 

学校運営に関する組織は、学則、内部組織規則及び事務組織規則において定めて

おり、運営連絡会、学校運営会議、教員会議及び各種委員会がある。管理運営に関

する重要事項については、学校運営会議で審議されるが、その決定方針等について、

教員会議や各種委員会等へ反映すべく、校内意見の調整を行い、校長が効率的に意

思決定を行えるよう運営されている。 

運営連絡会は、校長、副校長、校長補佐、事務部長及び課長を構成員とし、学校

運営会議に諮る事項及び管理運営の重要事項について機動的な協議をする場として

いる。 

学校運営会議は、校長が議長を務め、副校長（総務・企画主事及び教務主事）、校

長補佐（学生主事、寮務主事、地域連携主事及び専攻科長）、各学科長、一般科目教

室主任及び事務部長で構成されている。 

教員会議は、校長及び専任の教員で構成されているため、関係者の意見を十分く

み取り、各事項についての効率的な意思決定とその周知徹底が図られ、効果的な運

営ができる体制となっている。これらの会議は毎月定例的に開催している。また、

各種委員会等については、各委員会規則に基づき、専門的分野での見知から効果的

な運営が図られている。さらに、教員は各学科及び一般科目教室に所属し、それぞ

れの校務を「校務分掌表」のとおり行っている。 

事務組織は、事務部長の下に、総務課及び学生課の２課を配置し、各所掌業務を

行う体制となっている。また、部課長、課長補佐、係長、技術長、技術専門員で構

成する事務連絡会議を、８月を除く毎月１回開催し、管理運営事項の連絡調整と意

思疎通を効率的に行える体制となっている。さらに、各委員会規則には担当課を明

記するとともに、事務職員も委員として参画する等、必要に応じて直接校務を分担

し、機能的に活動している。 

（２）中期計画・年度計画並びに自己点検・評価 

本校では、平成２６年度からスタートした第３期中期計画を踏まえて、高専機構

本部が定めた年度計画に対応した本校の平成３０年度年度計画を立案し目標を定め、

その目標の下、健全な学校運営を図っている。本校で定めた中期計画・年度計画は、

教育、研究、社会との連携・国際交流、管理運営等の区分により、具体的な目標を

定め、この目標に対する達成状況を把握することで学校全体の総合的な自己点検・

評価を行っている。自己点検・評価にあたっては、中期計画・年度計画を踏まえ、

学校の活動の総合的な状況に対して行われている。その結果は、「自己点検・評価報

告書」に取り纏め、本校ホームページで公表している。 
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（３）外部評価の受審 

平成１６年度に本校本科４、５年と専攻科の教育プログラム（環境生産システム

工学）が日本技術者教育認定機構（ＪＡＢＥＥ）により認定された。平成２１年度

には継続審査を受審し、平成３０年１０月に２度目の中間審査を受審した結果、平

成３０年４月１日から３年間の認定が可となったが、認定継続のためには平成３３

年度に継続審査を受審する必要がある。また、大学改革支援・学位授与機構による

高等専門学校機関別認証評価は、７年以内ごとに受審することが義務づけられてお

り、直近では平成２４年度に機関別認証評価を受審し、高等専門学校評価基準を満

たしているとの評価を受けている。現在は、平成３１年度に予定している認証評価

受審に向けて、各種関係資料や本校の特徴的な取組み等の整理を行っている。 

また、本校では、外部有識者による「外部有識者会議」を開催し、毎年、外部評

価を行ってきたが、平成２６年度から対象年度の終了後に自己点検･評価報告書の作

成を行うこととし、平成２７年度からは自己点検・評価報告書の作成時期に合わせ

て、必要に応じて外部有識者会議を開催することとした。直近では平成２９年度に

開催した。 

外部有識者会議では、本校の教育研究目標・計画、自己評価、その他本校の運営

に関する重要事項について、審議・評価を行っており、具体的には、福井県内外の

技術科学系大学関係者、福井県内の中学校関係者、福井県の関係機関、地元の産業

界、報道関係、同窓会関係者に委員を委嘱し、事前に配付した自己点検・評価報告

書を基に外部有識者会議で検証が行われ、自己評価を含む学校運営に関する重要事

項についての提言・助言を受けている。この内容については、「外部有識者会議報告

書」に掲載し、本校ホームページで公表している。提言・助言については、事項ご

とに担当する委員会等へ提起し、具体的な改善方策等の検討からその実施と学校運

営会議への報告まで一貫した教育改善システム（ＰＤＣＡサイクル）が構築され、

有効に運用されている。 

（４）危機管理 

   危機管理体制については、危機管理を総合的かつ計画的に推進するためのリスク

管理室の設置を危機管理規則で明確に定め、平成２９年２月に危機管理マニュアル

を作成し、危機管理に係る事態に組織的に迅速かつ的確に対応をするための体制整

備を図っている。  

リスク管理室では、台風等の自然災害やインフルエンザ等各種感染症の対応のほ

か、平成２５年８月に策定した「ＰＣＢ含有の可能性のある廃電気機器の紛失事案

を受けての再発防止計画」に基づき、ＰＣＢ廃棄物の保管及び処分状況を福井県知

事に報告した。また、全教職員を対象としたコンプライアンス講習会を開催すると

ともに、昨年に引き続き教職員のコンプライアンスに関するセルフチェックを実施

した。また、機構本部の通知を受けて「研究倫理教育」を実施するべく、CITIJapan
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平成１６年度に本校本科４、５年と専攻科の教育プログラム（環境生産システム

工学）が日本技術者教育認定機構（ＪＡＢＥＥ）により認定された。平成２１年度

には継続審査を受審し、平成３０年１０月に２度目の中間審査を受審した結果、平

成３０年４月１日から３年間の認定が可となったが、認定継続のためには平成３３

年度に継続審査を受審する必要がある。また、大学改革支援・学位授与機構による

高等専門学校機関別認証評価は、７年以内ごとに受審することが義務づけられてお

り、直近では平成２４年度に機関別認証評価を受審し、高等専門学校評価基準を満

たしているとの評価を受けている。現在は、平成３１年度に予定している認証評価

受審に向けて、各種関係資料や本校の特徴的な取組み等の整理を行っている。 

また、本校では、外部有識者による「外部有識者会議」を開催し、毎年、外部評

価を行ってきたが、平成２６年度から対象年度の終了後に自己点検･評価報告書の作

成を行うこととし、平成２７年度からは自己点検・評価報告書の作成時期に合わせ

て、必要に応じて外部有識者会議を開催することとした。直近では平成２９年度に

開催した。 

外部有識者会議では、本校の教育研究目標・計画、自己評価、その他本校の運営

に関する重要事項について、審議・評価を行っており、具体的には、福井県内外の

技術科学系大学関係者、福井県内の中学校関係者、福井県の関係機関、地元の産業
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リスク管理室では、台風等の自然災害やインフルエンザ等各種感染症の対応のほ

か、平成２５年８月に策定した「ＰＣＢ含有の可能性のある廃電気機器の紛失事案

を受けての再発防止計画」に基づき、ＰＣＢ廃棄物の保管及び処分状況を福井県知

事に報告した。また、全教職員を対象としたコンプライアンス講習会を開催すると
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プロジェクトが提供する教育プログラムを、全教員及び全技術職員を対象に実施す

る等、コンプライアンス意識の更なる向上を図った。その他の取組みとしては、非

常災害に対応するための備蓄品の充実を図っており、高専機構から配付された非常

用毛布及び簡易トイレと共に寮生の３日分に相当する非常食、飲料水を常備するよ

うに努めている。この非常食は、学寮の防災訓練における非常食の試食にも提供す

るなど定期的に更新するよう努めている。 

    また、高専機構本部から配付された緊急連絡用ＰＨＳ電話機の携帯式は、夜間や

土日祝日に対応が容易であることを考慮して、学寮の当直教員が所持することとし、

固定式は総務課長及び学生課長の席に設置することで緊急時に備えるようにしてい

る。 

（５）広報活動 

一般社会人や中学生保護者などに本校の現状を紹介するために、入試広報委員会

の他、総務・企画委員会の下に広報・外部評価専門部会を設け、さまざまな広報活

動を行っている。その広報活動の一環として、平成１９年度より本校の紹介を地元

コミュニティＦＭ放送である「たんなん夢レディオ」、平成２２年度からは地元コミ

ュニティ誌である季刊誌「夢レディオ編集室」で開始した。平成２９年度は、

“KOSEN(高専)4.0”イニシアティブ事業で、福井のエリア情報誌であるＵＲＡＬＡ

に、平成２９年１１月号から３ヶ月にわたり本校の紹介を掲載した。なお、平成３

０年度も１月号から３ヶ月にわたり掲載した。 

また、本校の教育研究活動等の状況は、本校ホームページへ掲載することにより

公表しており、分かりやすく公表するという観点から、本校ホームページのトップ

ページの「学校案内」に「教育情報公開」を設定し、教育研究上の目的、教育研究

上の基本組織等の基本事項及び教育組織、教員集、各教員の有する学位・業績、入

学者受入方針、授業科目、授業方法・内容、年間授業計画並びに施設等の情報を掲

載し、広く一般社会に発信している。 

なお、平成３０年度に本校ホームページのリニューアルを行った。 

（６）男女共同参画推進 

平成２３年度に国立高専機構において「男女共同参画行動計画」が策定されたこ

とを受けて、その取組みを推進するための組織として平成２５年４月に企画室の下

に男女共同参画推進専門部会を設置した。その後、内部組織の見直しにより、平成

２８年度からは総務・企画主事を委員長とする総務・企画委員会の所掌となった。

今年度の主な取組みは次のとおりであり、今後も女性教職員からの意見・要望等を

踏まえた女性の視点による環境整備を具体化するように、継続的な議論をしていく

こととしている。 

・今年度行ったすべての教員公募に、「本公募では、教育・研究業績等の評価にお

いて同等と認められた場合には、女性を優先的に採用します。」と明記した。 
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・女性教職員及び女子学生の要望に基づき、平成３０年３月に電子情報工学科棟

３階女子便所において、和式から洋式に１か所改修し、女性教職員の就業環境及

び女子学生の修学環境の整備を図った。また、平成３１年３月にも２か所、和式

から洋式に改修した。 

・女性教員等に対して、高専機構による研究活動を支援する研究支援員配置事業

の周知を行い、同事業の促進を図っており、昨年度に引き続き２名の研究支援員

を配置した。 

・１１月に機構本部男女共同参画推進室から送付のあった、各校による男女共同

参画推進に向けた取組を紹介した「ニューズレター第９号」を学内グループウエ

アにアップロードして周知し、男女共同参画推進の啓発に努めた。 

・平成３１年３月に開催された、「平成３０年度第３ブロック男女共同参画推進 

協議会」に担当者である総務・企画主事（代理：総務課長）が出席し、ブロック

内における男女共同参画のためのネットワークをどのように構築し、連携協力を

可能ならしめるかという議題で意見交換を行い、特に女性教員採用に向けたイン

ターンシップの活用策や、育児休業・介護休暇に対する支援策等の知己を得た。 

・高専機構本部が実施した、テレビ会議システムによる「平成３０年度男女共同

参画推進意識啓発講演会」（平成３１年１月１１日（金）実施）に教職員１３名

が受講した。 

（７）業務運営 

① 人事交流 

     事務職員については、近隣の大学と２名の人事交流を行った。 

② 事務職員等の研修 

事務職員・技術職員の一層の能力向上を図るため、各種研修・講習会等に積極

的に参加させた。 

  ③ 教職員表彰 

     職務に関して、高く評価できる教職員に対して毎年実施している校長表彰を３

月に実施した。 

  ④ 教職員の業務負担軽減 

学寮業務を円滑に行うために本校教員ＯＢ２名を雇用し、学生寮の休日業務に

充てることで教職員の業務負担軽減と学生支援の充実を図った。 

⑤ 再雇用教員の職務内容 

再雇用教員の職務内容等について遂行可能なものを整理し、本校における取扱

いを校長裁定により定め、平成２５年度から適用している。 

  ⑥ 職場環境等 

     毎月定期的に安全衛生委員会を開催し、教職員の安全衛生に関することを審議

するとともに、併せて実施する職場巡視点検で当該施設管理者に必要な指導等を
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行っている。 

また、教職員及び学生がその能力を十分に発揮できるような就労環境及び修学
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② 低学年からのキャリア教育の充実 
   キャリアデザインの重要性を低学年から意識させるべく、「進路のしおり」を１、

２年生に配付したほか、教務主事講話や先輩講座を継続して実施している。 
   また、新入生に高専手帳を配付することとした。 
   なお、ホームカミングディと称した、専攻科のＯＢと専攻科１、２年生との交

流会を開催した。 
③ 本校の取り組みの効率化と高度化 
   “KOSEN（高専）４．０”イニシアティブによるＰＢＬ教育の導入のほか、学

際カリキュラムの導入を踏まえて、鋭意進めている。 
④ 地域社会や同窓会と連携し地域愛を育てる 
   本校卒業生をフィーチャーした企業雑誌を更新して配付した。 
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２．点検・評価 

（１）学校運営組織は、適切に役割を分担し効果的に活動している。 

（２）中期計画及び年度計画の項目を踏まえて本校の総合的な状況に関して自己点検・評

価が行われており、その結果は自己点検・評価報告書を作成し、本校ホームページで

公表している。 

また、自己点検・評価の評価結果については、外部有識者会議において検証が行わ

れ、その内容については、外部有識者会議報告書に掲載し、公表している。また、改

善を必要とする評価結果については、事項ごとに担当する委員会等へ提起し、具体的

な改善方策等の検討からその実施と学校運営会議への報告まで一貫した教育改善シス

テム（ＰＤＣＡサイクル）が構築され、有効に運用されている。 

（３）外部評価については、ＪＡＢＥＥの中間審査及び大学改革支援・学位授与機構の機

関別認証評価の認定を受け、改善を要する点については対応している。また、外部有

識者会議を開催し、その提言・助言は、学校運営会議及び関係委員会等で対応を検討

し、年度計画等に取り入れるなど、外部の意見を反映させている。 

（４）危機管理体制については、迅速かつ的確に対応するために危機管理規則を定めると

ともに、リスク管理室を設置し、危機管理に係る事態に迅速な対応ができる体制を整

えている。 

（５）広報活動は、本校の教育研究活動の状況について本校ホームページに掲載し、広く

一般社会に情報発信している。また、積極的な情報発信手段として、イベントへの参

加や地元メディアを利用するなどホームページだけではなく、さまざまな手段を用い

て情報を広く分かりやすく社会に発信している。 

（６）男女共同参画推進は、平成２８年度に企画推進室を設置し、教職員への情報提供や

高専機構の男女共同参画行動計画及び女性教員比率向上のためのポジティブ・アクシ

ョン等を踏まえた取組を行っている。また、高専女子ブランドを広く社会へ発信する

取組のひとつとして「ＫＯＳＥＮ ＧＩＲＬ」を発行し、オープンキャンパスに参加し

た女子中学生に配布している。 

（７）業務運営では、教職員の資質向上のための人事交流・研修と業務に不可欠な情報イ

ンフラの整備を計画的に行っている。また、教職員の業務負担軽減に繋がる取組を検

討・実施するなど働きやすい職場環境の整備に努めている。 

（８）一昨年度からの改善課題・方策に挙げた事項については、計画的に対応している。 

  

以上のことから、管理運営関係は、全般的に組織は効果的な活動を行っており、適正

な業務が行われていると判断し、達成度評価はＡと判断する。 
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３．改善課題・方策 

これまでどおりコンプライアンスの徹底について不断の取組みを続けると共に、継続

的に本校の危機管理体制について見直しを図る必要がある。 
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○ 財務関係 

 

１．現状 

（１）資産及び債務 

本校の資産は、平成１６年度の法人化に伴い、国から土地及び建物・立木竹、 

工作物の資産を継承し、教育活動等を将来にわたって適切かつ安定して遂行する

ため、高等専門学校設置基準に基づいた必要な資産を有している。 

（２）経常収入 

    経常的収入源である運営費交付金は、効率化係数の運用等により引き続き減では

あるが、今後も継続的に交付されるため確保されている。また、その他の経常的収

入源として授業料・入学料及び検定料の他、その他の自己収入として財産貸付料

等が継続的に確保されている。 

さらに、これらに加え産学連携等研究収入（共同研究・受託研究）、寄附金収

入、科学研究費等補助金などの外部資金獲得に向け積極的に取り組み、経常的

収入として継続的に確保されている。 

（３）外部資金 

科研費は、採択件数が低落傾向にあったが、講演会開催や外部資金申請者に校長

裁量経費への申請資格を与えるインセンティブを設けるなどの取組により平成２４

年度から増加に転じていたが、平成３０年度は前年と比べ採択件数は減少している

が、申請件数は増加傾向である。 

受託研究は平成２３年度から受入れがなかったが、平成２９年度１件の受入れを

行った。また、受託試験及び寄附金の受入れは前年度と比較して減少したが、外部

資金獲得向上のための取組として、外部資金の公募情報一覧をグループウェア

（Garoon）に継続的に掲載している。 

また、企業からの受託研究、共同研究、寄附金等を積極的に受け入れるため、平

成２３年度から福井高専地域連携アカデミアが技術マッチングコーディネータとし

て委嘱した福井県発明協会の知財専門家を活用し、会員企業と本校との技術マッチ

ングを推進していることと併せ、同知財専門家を技術マッチングコーディネータと

して委嘱したことを、全ての教員に周知されている。 

（４）収支計画及び状況 

本校の目的を達成するための財源上の基礎として予算配分計画を策定し、学校運

営会議において審議を行い、予算配分方針に基づき教育研究及び管理運営に必要な

経費を配分している。その審議内容、決定事項については、教員会議、事務連絡会

議を通じ、教職員に明示され周知するととともに、財務状況に関しては、収支予算

決算額を学校要覧に掲載している。 

支出については、財務会計システムで一元管理しており、過大な支出超過はない。 
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（５）予算配分等 

教育研究活動に必要な予算については、予算配分方針に基づき、予算配分書を

策定し、学校運営会議で審議の上、決定している。 

また、校長のリーダーシップの下、教育研究活動の活性化を図るため、校長

裁量経費として留保し、プロジェクト等の募集を行い、申請されたすべての事

業について校長ヒアリングを実施し、必要性、有効性、継続性を審査し採否を

決定し配分を行っている。 

さらに平成３０年度には、校長裁量経費を更なる戦略的経費として活用する

ため、「平成３０年度予算配分方針を決定するにあたっての基本的考え方」に基

づき、①教育研究プロジェクト計画経費、②若手等研究者・科学研究費補助金

申請者への支援、③外部資金獲得者への研究環境整備の支援、④男女共同参画

推進等経費、⑤一般科目教室主導による基礎学力充実経費、⑥英語学習の促進

経費（TOEIC 年会費）、⑦その他校長が特に認めた場合に配分した。 

そのほか、平成２５年度から学生のものづくりの意欲を引き出し、新しいも

のづくりに挑戦する機会をもってもらうため「福井高専キャンパスプロジェク

ト」を創設し継続的に行っている。このプロジェクトは、学生が自らつくり、

自らそれを利用するということで、生活しやすい福井高専キャンパスにしてい

くことを目的にするもので、公募及び審査のうえプロジェクトを選定している。 

    教育研究設備については、長期的視野に立った計画的な予算配分を行うため、

高専機構本部からの設備整備マスタープラン導入希望調査に基づき、学内で希

望調査を行い、高専機構本部に予算要求を行っている。 
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創による、地域定着型人材育成のためのＰＢＬコンテンツ開発」することを目的と

した事業計画（地域への貢献）」を提案して採択され、今年度で２年目となった。 

（６）会計監査等 

本校の会計監査等については、独立行政法人国立高等専門学校機構会計規則第４

５条の規定及び福井工業高等専門学校会計内部監査要項に基づき、高専相互会計内

部監査、会計内部監査、科学研究費補助金に係る通常監査、定時物品検査を実施し、

会計経理についてその事態を把握し、常に適正かつ効率的に執行されるよう指導、

監督並びに改善を図ってきた。しかし、平成２５年２月に受検した会計検査院実地

検査（検査対象期間：平成１９年度～平成２３年度）の結果、平成２４年度会計検

査院決算検査報告において、物品購入契約の不適正な会計経理が不当事項、また、

不適切な物品管理が是正改善の処置を求める事項となる指摘があった。これを受け

て、本校に設置した調査委員会で発生原因の調査及び分析・検証を行い、今後の改

善策を策定した。その後、年１回「全教職員に対してコンプライアンス研修」等を
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開催し、再発防止に取り組んでいる。 

なお、平成２８年度は１２月に高専機構本部監査室による監査，翌１月には文部

科学省研究支援局による科研費実地検査を受検し、業務の適正かつ効率的な運営に

ついて指導等があり業務の改善を図っている。 

（７）業務の効率化 

    国立高等専門学校機構の第３期中期計画における業務運営の効率化に関する目標

を達成するべき措置を受けて、本校の年度計画では経費の削減、契約方式の見直し

等の目標を設定した。なお、平成３０年度の達成実績は次のとおり。 

・契約にあたっては、原則、仕様策定による一般競争契約とし、競争性や透明性

を維持している。 

    ・複数年契約は可能なものから実施し、コストの削減及び業務の効率化を図って

いる。 

   ・給与支給明細書のＷｅｂ配信の承諾率は、100％となっている。 

 

２．点検・評価 

（１）資産及び債務 

教育活動等を将来にわたって適切かつ安定して遂行するために必要な資産を有し

ている。また、高専機構本部からの運営費交付金等の範囲内で運営しており、実質

的に未払いとなっている債務もなく、健全な運営を行っている。 

以上のことから、本校の目的に沿った教育活動等を、将来にわたって適切かつ安

定して遂行するために必要な資産を有するとともに、債務においても適正である。 

（２）経常収入 

    本校の主な経常的収入源である運営費交付金等については高専機構本部から継続

的に交付されており、確保されている。さらに、文部科学省、高専機構本部等が公

募する各種競争的資金及び寄附金等の外部資金獲得にも積極的に取り組み、安定し

た教育研究活動等が展開できるような体制を整備している。 

以上のことから、学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための、

経常的収入が継続的に確保されている。 

（３）外部資金 

    科研費について、申請件数の拡大及び採択率の向上を目指した講演会開催等の取

組の結果、科研費の採択件数は前年度と比較して減少したが、公募情報の提供を行

い、その他外部資金獲得に向け意欲的に活動している。 

また、福井高専地域連携アカデミアが委嘱している技術マッチングコーディネー

タを活用することで、共同研究、受託研究の新規開拓について学校全体で推進して

いる。 

さらに平成２６年度においては、本校が所有する研究設備を学外者に対し利用さ
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せ、地域及び企業等との連携を図るため、本校研究設備利用規則を制定し（平成27

年2月4日規則第21号）、設備利用料を徴収することとした。また、機構本部の定める

技術相談に関するガイドラインに基づき、本校技術相談規則を制定し（平成27年3月

5日規則第25号）、企業等からの技術的な問題解決を中心とした一時的な相談に対し、

技術相談料を徴収することとし、外部資金の獲得に積極的に取り組んでいる。 

（４）収支計画及び状況 

     財務に係る計画等については、本校の目的を達成するため、独立行政法人国立高

等専門学校機構が掲げている中期目標、中期計画及び本校の予算配分方針に基づき、

教育研究及び管理運営に必要な経費を学校運営会議において審議し策定している。 

また、学科（教室）等配分額表においても学校運営会議で審議されたものを教員

会議において教職員に明示し周知されるとともに、その具体的施策についても学校

運営会議及び教員会議で周知を図り実施されている。 

収支決算については、財務会計システムで一元管理されており毎月締め作業を行

い確認しているため過大な支出超過になっていない。 

以上のことから、収支は適正に管理されており、過大な支出超過はない。 

（５）予算配分等 

学内の予算配分では、事業の継続性及び円滑な実施に配慮した予算配分とな

っており、その内容は学校運営会議で審議し、その結果を教員会議で明示して

いる。 

また、校長のリーダーシップの下、教育研究活動の活性化を図るために校長

裁量経費を留保し、申請されたすべての事業について校長ヒアリングを実施し、

必要性、有効性、継続性を審査し採否を決定し重点配分を行っている。 

なお、平成３０年度も経年劣化による各建物設備の修繕等営繕工事に要する

予算を確保のうえ配分した。 

以上のことから、適切な予算配分がなされている。 

（６）会計監査等 

本校の内部監査は、会計処理に熟知した事務職員により監査を実施している。 

また、監事監査等及び高専相互会計内部監査により本校教職員以外の者による監

査が実施されている。 

（７）業務の効率化 

    経費の削減につながる主な取組としては、電力需給の逼迫に伴う対策として、夏

季及び冬季に教職員による節電パトロールを実施し、空調機器の管理を徹底し、省

エネに努めている。 

    契約にあたっては、会計規則に定める一般競争契約適用基準額を超える案件は、

原則、一般競争契約の実施を徹底し、基準額に満たない一定額以上の案件にあって

は複数者による見積合せを実施し、競争性・透明性を図っている。 
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    常勤教職員の給与支給明細書のＷｅｂ配信の承諾率は、新任教職員オリエンテー

ション等での周知や個別説明の実施により、平成２６年度末－９１．５％，平成２

７度末－９３．６％，平成２８年度末－９７．９%，平成２９度末－９９．４%の上

昇傾向となっており、平成３０年度末では１００％となった。 

以上のことから、業務の効率化については前向きに進められている。 

（８）改善課題・方策の取組状況 

① 平成３０年度も経年劣化による改修に要する予算を確保のうえ配分を行う

など校長のリーダーシップの下、効果的な執行に配慮した予算配分を行ってい

る。 

② 科学研究費補助金の申請・採択の向上のための教職員への啓発活動として科

研費講習会の開催や新任教員を科研費説明会に参加させるなど外部資金獲得に

向けた取組を継続的に実施している。 

③ 業務の効率化の推進においては、引き続き、経費削減につながる取組として

環境・省エネの観点から光熱水量の削減を実施している。契約業務では複数年

契約を導入できる契約事案から実施している。また、給与支給明細書のＷｅｂ

配信の承諾率を高める取組にあっては、新任教職員オリエンテーション等での

周知や個別説明などを実施している。 

 

財務関係は、全般的に適正な業務が行われている。平成２４年度補正予算が措置さ

れたことに伴い教育研究の基盤となる教育研究設備等の充実が図られ、計画どおり

の成果を上げている。また、外部資金獲得や業務の効率化にあっては一層の取組・推

進が行われている状況である。よって、達成度評価はＡと判断する。 

 

３．改善課題・方策 

・ 科学研究費補助金の申請・採択の向上のための教職員への啓発活動や受託研究・

共同研究等の実施に必要な施設・設備の充実を図るなど、引き続き外部資金獲得に

向けた取組が必要である。 

・ 平成２４年度会計検査院決算検査報告での指摘を受け、今後も適正な会計経理に

努めるとともに、引き続き「公的研究費等に関する不正使用に関する再発防止策の

徹底について（平成２４年３月高専機構理事長通知）」の実施を徹底していくこと

が必要である。 
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Ⅴ－２．各学科・教室等に関する事項 

 

○ 機械工学科 

 

１．教育理念・教育目標 

   機械工学は、「ものづくり」のための産業基盤として不可欠な学問分野であり、今後

も豊かな社会を作り出すために中心的役割を担うと考えられる。機械工学科では「も

のづくり」のための基礎的知識や技術を習得させると同時に、機械技術の高度化、多

様化にも十分対応できる広い視野と実践的で総合的な設計・開発能力を持った技術者

の養成を教育理念とし、次の３つの教育目標を掲げている。 

・ 機械技術者として必要な基礎学力の育成 

・ 技術革新、高度情報化社会に対応できる能力の育成 

・ 創造性・実践的能力の育成及び人間力の育成    

また、学科の教育内容の特徴として、次の３つがあげられる。 

① 創成科目や実験実習等の体験型科目が充実したカリキュラム 

アイデアを出して一つのものを作りあげその性能をコンテスト形式により評

価する創成型授業や、実際に手を動かして頭で考える実験実習などの体験型授

業が充実している。 

② 機械工学の基礎学力を身に付けるカリキュラム 

機械工学の根幹となる材料力学、熱力学、流れ学、振動工学などの科目にお

いては、課題や演習を多く取り入れ、機械工作法、材料学、機械設計法、機構

学などの科目においては、機械製図や機械工作実習などで学んだ例を用いるな

どして、学生の理解を深めながら機械工学の基礎知識を習得させている。 

③ コンピュータや情報制御技術を用いて創造力・総合力を養うカリキュラム 

先端ロボットに代表されるように、最近の機械は知能化・自動化の技術が目

覚しく進歩しており、コンピュータやＩＴ技術を多く取り入れた授業カリキュ

ラムとなっている。 

 

２．将来計画 

（１）コアカリキュラムと高度化に対応した学科カリキュラム改正と内容の具体化 

平成２６年度から開始した９０分授業の導入や高専機構のモデルコアカリキュラ

ムへの対応と、ものづくり系科目の充実を目的とした教育課程への移行を着実に進

め、創造性を高める体験型教育を実践している。 

メカトロ関連科目では、３年次のメカトロニクス実習の新設や４年次の知能機械

演習の単位増加とＰＤＣＡサイクル型授業への改善などを行った。機械工作実習で

は、３年後期にバイスをチームで主体的に加工し組み立てる総合実習の導入を行っ
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た。設計製図では５年でＣＡＤ・ＣＡＥを導入し、実験ではＣＮＣ３次元測定機な

ど新規導入された高度な測定機を用いた実験テーマの新設やＣＮＣ歯車試験機など

設備更新後の新しい機器の使用を開始した。また、専攻科の実験や卒業研究・特別

研究では、高度なナノインデンテーション測定機等を導入し、３Ｄプリンタなどデ

ジタル造形機器の活用を積極的に開始した。 

また、平成２８年度新入生から、１年生への専門科目の導入と学年進行で高度化

学際科目を導入する新カリキュラムを開始した。１年の専門科目としては、専門基

礎Ⅰ（通年；製図）、専門基礎Ⅱ（前期；情報概論、後期；機械実習）、専門基礎Ⅲ

（前期；力学入門、後期；ものづくり科学）を立ち上げた。昨年度は、２年生に対

し、３年の総合実習で製作するバイスをスケッチし製作図に仕上げる課題を、総合

実習担当教員が２年後期の製図に導入した。自分達で製図した作品を総合実習で製

作する科目間連携により、教育効果が一段と向上しており、引き続き科目の内容の

改善を検討していきたい。 

今年度は３年生に学際科目が導入され、機械工学科の教員が担当する「熱流体エ

ネルギー概論」を開講した。環境エネルギー群の導入科目として、力学の基礎から

熱機関と流体機械の紹介に至るまで、演習問題を交えながら講義を行った。今年度

の講義の状況を踏まえ、学際科目の問題点を吟味し、来年度に新規開講する科目の

内容を検討した。また本校の方針に従って平成３０年度の新入生から導入したＷＥ

Ｂシラバスと全能力分野へのコアカリキュラムの対応を実施した。さらに、学生が

実験実習系科目の達成度を自己点検するスキル評価を専門基礎Ⅱ（後期；機械実習）

において実施し、来年度以降の実施方法について検討した。以上のように問題点の

有無を検証しながら、コアカリキュラムと高度化に対応し、学科の特長を生かした

教育課程を確立したい。 

（２）設備の更新・新規導入による実験実習や研究の充実及び高度化 

 平成２５年度の補正予算事業により機械工学科の実験機器と機械実習工場の工作

機械が大幅に更新され、高度な設備が導入された。特に、最近の機械の精密化に対

応した測定装置として導入したＣＮＣ三次元測定機、ＣＮＣ歯車試験機、超精密表

面形状粗さ試験機、ナノインデンテーション測定機は空調で管理された実験室に設

置され、本科４、５年と専攻科１年の工学実験、卒業研究、特別研究への利用を開

始した。機械実習工場では、汎用精密旋盤、立てフライス盤、ホブ盤、汎用精密コ

ンターマシン、鍛造加熱炉、精密平面研削盤といった工作機械の更新に加えて、リ

ニアモータ搭載のワイヤ放電加工機や複合加工が可能なＣＮＣ旋盤が導入され、機

械工学科棟の実験室にファイバーレーザー加工機が導入され、工作実習や卒業研究

等に活用されている。また、地域連携テクノセンターに導入されたデジタル造形機

も積極的に活用し、工作実習や工学実験に導入し、地元企業と連携して卒業研究で

開発した作品を５年生が全国高専デザコンＡＭ（３Ｄプリンタ）部門に発表した。 
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機械実習工場では、安全な実習環境を提供するため、５年前に工作機械のレイア

ウト変更や床面等を改修整備し、４年前に照明をＬＥＤ化して約３倍の明るさにし

た。３年前には、危険性のある工作機械を調査し、ホブ盤・横フライス盤・精密旋

盤のギヤボックス部とボール盤のベルト駆動部に安全インターロックを取り付けた。

また溶接ヒュームコレクタを設置し、溶接機の安全性を高めた。一昨年度は機械実

習工場の改修工事を行い、窓枠のアルミサッシ化や天井設置等による断熱性向上と

機械実習工場の西側半分（旋盤、フライス盤、ボール盤、ホブ盤等の工作機械設置

エリア）へのエアコン設置により、実習作業環境の快適性と安全性を大幅に改善し

た。また、教育研究支援センターと協力して、機械実習工場内の作業中に発生した

ヒヤリ・ハット事例の調査を実施し、工場内に掲示して周知を図るなど、学生及び

教職員の安全意識を高める取り組みを行った。 

 今後は、これらの新しく安全性の高い設備を用いることで、高度で充実した内容

の実験実習や卒業・特別研究を実施するのと同時に、地域企業との技術相談や共同

研究等への活用を進めていきたいと考えている。 

 

３．重点課題 

（１）入学志願者の確保 

過去５年間の機械工学科の志願者倍率（推薦･学力合計）の推移は、平成２６年度

に１.９倍、２７年度１.５倍、２８年度１.４倍、２９年度１.２倍と減少傾向が継

続していたが、３０年度に１.９倍まで回復した。学校全体でも順に１.７倍、１.５

倍、１.５倍、１.３倍、１.６倍と同様な傾向であった。１５歳人口は減少傾向にあ

り、入学志願者の確保は学科の最重要課題となっている。なお、２７年度以降に学

力志願者が減少したため合計の倍率が低下していたが、３０年度は学力志願者が大

幅に増加したため、合計の倍率も高くなった。 

今年度は、昨年度同様に、オープンキャンパスのデモ実験や、５年間の高専での

学びを紹介する学生の寸劇で、機械工学の魅力を中学生や保護者に分かりやすくア

ピールし、好評であった。また、公開講座、出前授業、地元のものづくり博覧会で

のロボコンの実演など、志願者確保に向けたＰＲ活動も行った。しかし、結果とし

て機械工学科の志願者倍率（推薦･学力合計）が０.７倍と大幅に減少した。学校全

体では１.６倍で昨年とほぼ同等である。昨年の志願者急増の影響により機械工学科

が避けられたため減少したと考えられるが、来年度は回復できるよう、機械工学科

の内容を楽しくアピールするなど、志願者の確保に努力する必要がある。 

（２）基礎学力の向上 

基礎学力の向上・定着は重要課題の一つであり、本学科ではこのことを大きな問

題点であると認識し、学生に基礎学力を養成させることに授業の重点を置いている。

そのため、新１年生の専門基礎の科目において力学入門を実施し、専門科目への興
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味を抱かせるためにものづくり科学を継続で実施することにした。また、近年は、

新入生の計算力の低下が顕著であり、欠席や課題の未提出が目立つ新入生も増えて

いるため、学生への指導法を継続的に検討していく必要がある。 

（３）身体に障害を有する学生への対応 

身体に障害を有する学生が５年に在籍しているが、これまでにかなりのバリアフ

リー化や安全対策、実習中の教員配置等への配慮を行った。工学実験については、

段差の大きい実験室への出入が問題になっていたが、一昨年度のキャンパスプロジ

ェクトの予算で、車椅子の学生がクラスメイトと一緒に車椅子用昇降機を製作し、

車椅子に座ったまま昇降機を利用して入退室ができるよう改善した。今年度の卒業

研究では、ワイヤレスでＰＣの画面をテレビに表示して研究室の学生とディスカッ

ションを行うなど、自主的に研究を推進していく環境を整えたこともあり、充実し

た卒業研究発表を行うことができた。 

 

４．進学･就職指導状況 

平成３０年度の卒業予定者３４名の内、就職は２１名（卒業予定者の６２％）、進学

は１３名（同３８％）で、昨年度とほぼ同等の割合である。ただし、当初の進学希望

者は１４名であり、不合格となった１名が就職に切り替えている。進学が決定した１

３名の内訳は、大学１０名（学校推薦８名・学力２名）、専攻科３名（推薦１名・学力

２名）である。一方、就職先の内訳は、県内４名（就職希望者の１９％）、県外１７名

（同８１％）となっている。平成３１年３月の機械工学科卒業生に対する求人数は９

０３件、求人倍率は４３．０倍で、昨年度の８７１件、求人倍率３９.６倍よりも増加

した。機械工学科の就職先の特徴は、機械・電気電子・情報・化学・材料など幅広い

産業分野に及んでいることであるが、今年度は航空・ＪＲ等の運輸関連企業に加え、

電子機器関連企業が多くなったのが特徴である。進路指導においては、基礎学力向上

に加えて、先輩講座などの早い段階でのキャリア教育の充実や、２年校外研修、３年

研修旅行、４年インターンシップの効果を高めて、キャリア意識の向上を図っていき

たい。 

 

５．特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

（１）ものづくり創成科目の見直しと新たな展開 

    機械工学科では創成科目として、以前は３年で「Ｃ言語応用（前期１単位）」と

「創造工学演習（後期１.５単位）」、４年で「知能機械演習（前期２単位）」を開

講していた。しかし、４年で製作するライントレースロボットのレベルを高めるに

は、メカトロニクスの基礎的知識を強化することの重要性が指摘されていた。その

ため、３年前から３年に「メカトロニクス実習」を新設し、メカトロニクスの基本

構成要素について学習した後、センサとアクチュエータを使った簡単な回路製作の
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課題をグループで取り組み、製作物（電子回路で動くレゴ機構等）のプレゼンテー

ションを行わせた。 

さらに、「知能機械演習」は前期２単位であったが、後期に１単位増やし、前期で

製作したマシンの問題点を点検して新たな改良マシンを製作するＰＤＣＡサイクル

型授業に移行するなど新たな展開を開始した。「知能機械演習」では、４人一組で１

台の知能ロボット（空き缶回収レスキューロボット）を製作し、コースのタイムを競

う大会を行った（図１）。３年前より、シート状の床面からベニヤ板の床面で壁面も

ある会場に変更した。車体及び自作回路の設計製作や制御プログラムを開発すること

で、機械・電気電子・情報の融合複合教育を実践している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図１ 知能機械演習のロボット（左）と授業風景（右） 

 

一方、「創造工学演習（通年３単位）」については、後期に工作機械を用いずに簡単

な操縦型ロボットを製作する創成科目を実施していたが、機械工作系の実習科目を充

実するため廃止し、名称を「機械工作実習Ⅱ」と改め、その後期に主体的にチームで

加工物を製作する、機械工作系創成科目の総合実習のテーマを新たに取り入れた。今

年度は５年目であり、加工法を検討しバイス（万力）を製作させているが、手順書の

チェック体制や製作スケジュールを一昨年度から改善したことで、完成度が向上して

いる。 

また、機械工学への興味を抱かせることを主目的に、工作実習に分解組立実習を導

入することを計画し、一昨年度に１～３年の全学年で分解組立を体験するテーマが完

成した。１年は自転車、２年はコンプレッサー、３年はエンジンと高学年になるにつ

れて高度になり、３年ではアクティブラーニングの要素も取り入れている。今年度は

導入３年目で、近年ものづくり経験の少ない学生が増加しているが、このテーマは非

常に良い体験になると考えられる。 

（２）他学科と共同で開発したものづくり教育 

「Ｃ言語応用（３年）」では、以前の LEGO Mindstormに代わって、プログラミン

グを重視した Arduinoマイコンを用いたサッカーロボットを導入し､制御プログラミ

ングと回路設計・製作を融合した組み込み系技術者の育成のための授業を電気電子工
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学科と共同で開発し、導入している（図２）。今年度も継続し、学科間でコンテスト

を行い、学生のモチベーション向上、異分野技術の理解を図った。なお、今後の展開

として、来年度開講する学際科目の「プロジェクト演習」のテーマとして、ロボット

搭載カメラを用いた遠隔操縦ロボットを検討しており、その教材開発を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図２ C 言語応用のサッカーロボット（左）と授業風景（右） 

 

（３）資格取得の奨励と試験対策の補講 

機械工学の専門基礎学力の向上及びキャリアアップに繋がる資格取得を目指して、

日本機械設計工業会機械設計技術者３級資格の取得を奨励している。その資格試験

対策の補講を、機械工学科教員で分担して１０月から１１月にかけて土曜日（３時

間×９回）に実施した。今年度の補講の参加学生は４７名で昨年度の３２名から増

加した。学生にとっては機械系主要科目の復習にもなるため、今後とも補講は継

続したい。 

（４）ものづくり関連コンテストへの参加奨励 

機械工学科では、学生にものづくり関連コンテストへの参加を奨励しており、ロ

ボットコンテストや小水力発電コンテスト等で優秀な成果を収めている。 

最近では、機械工学科の学生が、制御技術に関する「オムロン・高専機構共同教

育プロジェクト（ＰＬＣ制御コンテスト）」に挑戦しており、ピック＆プレイスの

課題で一昨年度見事優勝を果たし、昨年度も３位に入賞している。このＰＬＣ制御

については、校章を筆で描く３軸ロボットのデモをオープンキャンパスで実施し非

常に好評であった。このコンテストに類似な課題「ボルトのピック＆プレイス」を

専攻科の工学実験（機械系）に取り入れている。また、機械工学科５年の学生が、

全国高専デザインコンペティションＡＭデザイン（３Ｄプリンタ）部門に過去３年

間応募している。昨年度に引き続き今年度も地元の音響関連企業と連携し、卒業研

究でフライングディスク用発音体「サウンドディスク」を開発した。 
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６．点検・評価 

平成２６年度開始の第３期中期計画では、教育課程の編成等の項目で以下の（１）、

教育の質の向上及び改善のためのシステムで以下の（２）の内容を計画している。 

（１）平成２６年度からモデルコアカリキュラムに対応した新教育課程を導入し、

ものづくり教育を充実しながら基礎学力の定着を図る。平成２８年度から、１

年の専門科目の強化と高学年への高度化科目の導入を目的としたカリキュラム

改正を行う。基幹的専門科目に関する知識の習得状況を学生自ら把握・向上さ

せるため、資格取得を奨励する。 

（２）モデルコアカリキュラムに対応した教育課程の中で、ものづくり系科目（演

習、実習、実験、製図）を充実し、創造性を高め、高度な技術を活用した体験

型教育を実践する。 

（２－１）メカトロニクス関連教育は、基礎から応用までを効率的に習得できる、

段階的・系統的な演習・実習配置とする。 

（２－２）機械工作実習において、主体性を高める総合実習を導入するなどエンジ

ニアリング教育を充実する。 

（２－３）設計製図や実験･実習では、ＣＡＤ・ＣＡＥや高度な測定機器・加工機を

用いた内容を導入する。 

平成３０年度においては、（１）に関してはおおむね達成できたと判断し、Ａと判

断する。（２）についても、計画を着実に進め改善を実施しているためＡと判断する。

従って、総合的に今年度の目標を達成できたと判断し、達成度評価はＡと判断する。 

 

７．改善課題・方策 

平成２６年度から開始したモデルコアカリキュラムの分野別専門的能力への対

応と演習・実習・実験・製図等の体験型科目の充実を目的としたカリキュラムへの

移行は着実に進めることができた。一方、平成２８年度入学生から開始した１年の

専門科目の強化と３年からの高度化科目の導入を目的とした新カリキュラムについ

て、一昨年度は、１年に、専門基礎Ⅰ（通年；製図）、専門基礎Ⅱ（前期；情報概論、

後期；機械実習）、専門基礎Ⅲ（前期；力学入門、後期；ものづくり科学）の専門科

目を立ち上げ、学年進行に伴い、製図、工作実習、機械工作法など科目間の連携

を重視した内容への改善を実施した。また、今年度から開講した学際科目の状況

を踏まえて、次年度以降の学際科目の内容を検討した。さらに、モデルコアカリ

キュラムの全能力分野への対応、ＷＥＢシラバスへの移行、及び実験実習系科目

に対する達成度の自己点検のスキル評価については、学校全体の方針に従い、平

成３０年度入学生に対して実施した。新カリキュラムは学年進行で導入されていく

が、問題点の有無を継続的に検証しながら、コアカリキュラムと高度化に対応し、

学科の特長を生かした新教育課程を確立する必要がある。また、工作実習を担当す
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ることができる技術職員が減少しているため、今年度から工作実習を担当する機械

工学科教員を増員しつつ実習内容の見直しによる効率化を図り、負担増を抑制した。

この他にも、学際科目の導入に伴い、来年度の５年の工学実験を通年から半期に縮

小するため、実験テーマの見直しが必要である。このため、１年から５年までの実

験と実習のテーマを精査し、学習効果の向上と安全の確保を両立しながら実験実習

系科目の内容を再構築して効率化を図り、教職員の負担を抑制していくことが課題

になっている。 
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○ 電気電子工学科 

 

１．教育理念・教育目標 

   電気・電子、情報・通信は、社会の基盤技術であり、今後も拡大、発展が予想され

る。電気電子工学科は、情報･通信から制御、エレクトロニクス、光・電子デバイス、

材料、エネルギーまで幅広い知識を学び、独創力を身につけ、社会に対する責任を自

覚し、「地球にやさしく、人にやさしい２１世紀」をつくる技術者の育成を目指す。 

（１）電気電子技術者に必要な専門的かつ総合的な基礎力の育成 

電気電子技術者の基礎である電気磁気学、電気回路、電子回路、情報処理技術の

基礎を学び、光・電子デバイス、エレクトロニクス、コンピュータ、コミュニケー

ション、新エネルギー等の電気電子、情報通信に関連する幅広い分野の専門科目を

習得し、独創力を身に付け、新しい時代の産業発展に寄与できる技術者の育成を目

指す。 

（２）幅広い専門分野に適応できる応用力の育成 

情報家電や光通信用電子機器を作り出すエレクトロニクス技術、電気自動車やロ

ボット、システムをコントロールする電子制御及びプログラミング技術、インター

ネットやモバイル通信を実現して情報技術革命を先導する情報通信・情報処理技術、

環境に優しいクリーンエネルギー技術などを幅広く学ぶことで、新しい技術開発に

適応でき、国際的に通用する電気電子技術者を育成する。 

（３）独創力及びコミュニケーション能力の育成 

情報技術革命・ナノテクノロジー、新エネルギー技術に象徴される地球規模での

科学技術の急速な発展に対応するため、論理的思考能力、表現力、グローバルな視

野、さらに、諸現象に対する洞察力や知的探求心を培うものづくり教育、実験・実

習を中心とした自己獲得型技術教育を通して独創力の育成を図る。さらに、様々な

社会体験教育を推進することでコミュニケーション能力を育成する。 

（４）以下のアドミッションポリシーを提示し、これに対応する電気電子技術者に必要な

基礎力を育成する。 

・ 電気自動車や太陽光発電などに使われる環境に優しいクリーンエネルギーや新

素材技術を学びたい人 

・ ロボット、システム、コンピュータなどを動かすための電子制御やプログラミ

ング技術を学びたい人 

・ 情報家電や光通信などに使用する電子回路や情報通信技術を学びたい人 

 

２．将来計画 

電気電子工学科は、社会の中長期的な要請に基づき、教育内容の充実を図っていく。 
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具体的には、 

・ 授業内容の充実 

・ 電気電子工学実験の充実 

・ 卒業研究、特別研究の充実 

・ ものづくり・創造性育成教育のさらなる充実 

・ 工業英語力の向上 

  ・ 国家資格の取得をサポートする体制の確立 

  ・ 技術者倫理教育並びに知的財産教育の充実 

  ・ 放射線教育の充実 

 

３．重点課題 

（１）入学志願者の確保 

小中学校での出前授業、公開講座、地域連携事業参画、地域企業との共同研究な

どの活動を通じて地道に小中学生と保護者への電気電子工学科に対する認識を深め、

入学志願者の確保へ繋げる。また、現在の電気電子工学科において女子学生が少な

いことを考え、女子学生を増やす施策を進める。 

（２）専門科目の充実 

① 基礎学力の向上と定着 

② 社会的要求に対応した技術者倫理教育並びに創造性の育成を目指した知的財産

教育の充実 

③ 情報機器の発達に伴う情報教育の高度化 

以上の目的を実現するため、平成２３年１２月にカリキュラムの改訂を行なった。 

平成２４年度より、これらに関連する科目の授業内容を重点的に充実し、さらに学

生実験、卒業研究・特別研究の充実を図っている。さらに、平成２８年度入学生か

ら学際領域科目群を第３学年から配置している。 

（３）地域連携、地域貢献の充実 

電気電子工学科では、従前より地域との共同研究、地域イベントへの参画、出前

授業、公開講座などを実施している。それらの実績を踏まえ、これまでの実施内容

について精査し改善を図ると共に、電気電子工学分野における学科としての地域連

携、地域貢献のあり方についても継続的に検討し、より効果的な施策を推進してい

く。 

（４）放射線教育の充実 

国内最大の原発立地県である福井県にある高等教育機関の電気系学科として、電

力会社等の原子力関連企業に就職する学生は毎年一定数存在しており、多数の卒業

生が現在も在籍している。また、原発事故後、特に原子力人材の必要性が強く求め

られており、非破壊検査や食品への放射性物質の混入検査などの放射線応用分野や
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授業、公開講座などを実施している。それらの実績を踏まえ、これまでの実施内容

について精査し改善を図ると共に、電気電子工学分野における学科としての地域連

携、地域貢献のあり方についても継続的に検討し、より効果的な施策を推進してい

く。 

（４）放射線教育の充実 

国内最大の原発立地県である福井県にある高等教育機関の電気系学科として、電

力会社等の原子力関連企業に就職する学生は毎年一定数存在しており、多数の卒業

生が現在も在籍している。また、原発事故後、特に原子力人材の必要性が強く求め

られており、非破壊検査や食品への放射性物質の混入検査などの放射線応用分野や
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廃炉技術者など、放射線教育は今後も必須であると考えている。今年度は、日本原

電、福井大学及び高専機構が採択された文部科学省の原子力人材育成プログラムへ

の連携活動を通じて放射線教育を実施してきた。放射線教育の更なる充実を図るた

め、来年度も学科としてこれらの連携活動に参加する予定である。Ｘ線作業主任者

や第１種放射線取扱主任者に合格者した学生はこの２０年間で８０名になる。 

 

４．進学・就職指導状況 

平成３０年度卒業学生４２名のうち、就職者は３０名、進学者は１０名となった。

当学科卒業予定者に対する求人企業数は９２８にのぼった。電気電子工学科の就職
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学など）となった。 

 

５．特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

（１）３年生の情報処理Ⅱでは、機械工学科と同じ教材・内容でサッカーロボットの組み

込み系プログラミング演習を行い、サッカー大会を競わせることで創造性を育む教

育を実施した。 

（２）２年生の特別活動で地域企業の見学を行い、工学技術が実際のものづくりにどのよ

うに活かされているかを学んだ。 

（３）２年生の電気電子工学実験Ⅰでは、アイディアモーター・発電機コンテストを行い、

創意工夫の発展とプレゼンテーションを通した創造性を育む教育を実施した。 

（４）３年生の電子創造工学では、グループによるライントレースマシンの製作を行い、

コンテスト形式の競技会で競わせることにより、創意工夫の発展とプレゼンテーシ

ョンを通した創造性を育む教育を実施した。 

（５）３年生の電子工学Ⅰにおいて、特に重要な専門用語や概念などについてわかりやす

く説明し、同時にその英単語も紹介した。 

（６）専攻科の少人数教育の特徴を活かして、演習課題の解法に関するプレゼンテーショ

ンの機会を毎回参加学生全員に与えるような教材を作成し、自学自習の動機付けを

して教育効果を高める配慮を行うと共に、ディスカッション能力の向上を図ってい

る。 

（７）中学生を対象とし、公開講座「手作りスピーカーで音楽を聞いてみよう～電磁力の

応用～」を７月２８日(土)に実施した。中学生は手作りのコイルや磁石、箱など身

近な材料を用い、増幅器内臓のスピーカーを手作りした。実験を通じて電磁力の応

用について学んだ。講座終了後のアンケートでは、全員から満足との回答を得た。 

（８）一般を対象とし、公開講座「放射線検出器を作ってみよう」を８月７日(火)に実施
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した。参加者は放射線に関する説明を受けた後、簡単な電子回路で動作する放射線

検出器を作製し、作製した検出器を用いて身近なものの放射線について計測し、身

の回りにどのような放射線が存在しているのかを知った。講座終了後のアンケート

では全員から満足との回答を得た。 

 

６．点検・評価 

（１）年度計画 

①入学志願者の確保 

東日本大震災における福島原子力発電所事故以来、原子力発電所の再稼働問題や

送配電分離など電力会社を取り巻く社会環境が厳しくなっており、また情報家電メ

ーカーの赤字や大手家電メーカーへの海外資本の参入などの報道が続き、電気電子

工学分野の入試倍率に影響が大きい社会情勢にあった。こうした状況の中で、オー

プンキャンパスと公開講座の内容及び説明方式について見直し、中学生だけでなく

保護者、教員に関心を持って頂けるよう努め、特に編入学に関する情報の公開に努

めた。中学生向けの公開講座についても一部内容を見直し、また電気電子工学科の

パンフレット内容を検討するなどして広報活動を強化した。 

一方、入試説明会においては電気電子工学科の就職の有利性に力点を置いた説明

を行い、報道等による電気電子分野への求人の不安を払拭するべく努めた。また、

編入学により進学した当科卒業生の体験談を載せた学科独自のパンフレットを作成

し、配布した。 

その結果、今年度の入学志願者数に改善が見られた。推薦選抜の志願者数は昨年

度の１９名から２２名へ増加した。また、学力選抜の志願者数は昨年度の３６名か

ら３７名へ増加した。女子学生の志願者は推薦、学力合わせて３名と昨年度並みで

あった。志願者の合計は昨年度５５名であったが、今年度は５９名となった。達成

度評価はＡと判断する。 

②専門科目の充実とエンジニアリングデザイン教育の推進 

平成２３年度に技術者倫理教育や知的財産教育に対する社会的要求の増大、情報

化社会の高度化への対応、学生の基礎学力の向上を目指して大幅なカリキュラム改

定を行った。さらに、平成２８年度入学生から学際領域科目群の導入に伴う教育課

程の変更が順次行われており、変更した科目の内容について点検・評価を行った。 

さらに、エンジニアリングデザイン教育の充実に努めている。エンジニアリング

デザイン教育の目的は、問題発見･解決能力の高い技術者を育成することである。こ

の目的を達成するためには、学生が自ら持っている知識・情報・技術を用いて社会

的･技術的な問題を自ら発見し、自ら解決することを体験させる必要がある。電気電

子工学科では、学年毎にレベルアップするコンテスト形式のものづくりを通して、

エンジニアリングデザイン教育を実践している。学生は講義で習得した知識に基づ
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いて考え、計画を立ててものを製作・プレゼンし、評価される。２、３年生対象に

は「ものづくりアイデアコンテスト」を実施した。電気電子工学実験Ⅰでは、アイ

ディアモーター・発電機コンテストを行い、創意工夫の発展とプレゼンテーション

を通した創造性を育む教育を実施した。情報処理Ⅱの授業では、サッカーロボット

の組み込み系プログラミング演習を行い、競技会方式で対戦し、学生の興味を引き

出した。電子創造工学では、グループによるライントレースマシンの製作を行い、

コンテスト形式の競技会で競わせることにより創意工夫の発展とプレゼンテーショ

ンを通した創造性を育む教育を実施した。達成度評価はＡと判断する。 

 

（２）重点課題 

①入学志願者の確保 

電気電子工学科に女子学生が少ないことから、女子学生を増やす施策を進めるこ

とが重点課題の一つになっている。これについてはオープンキャンパスにおいて、

本科女子学生による説明を行い、電気電子を志向する女子中学生達のロールモデル

を提示することを目指した。求人についても、電気系女子技術者のニーズが高まっ

ていることを説明した。その結果、平成３１年度の電気電子工学科に２名の女子学

生が入学することになり、過去の数字から見て平均数を維持できた。達成度評価は

Ａと判断する。 

②専門科目の充実 

平成２３年１２月にカリキュラムの改訂を行なった。平成２４年度より、これら

に関連する科目の授業内容を重点的に充実し、学生実験の充実を図る計画を進めて

きた。さらに、平成２８年度入学生から学際領域科目群の導入に伴う教育課程の変

更に伴い、教育内容の高度化については前述の年度計画の項目②で評価している。 

③地域連携、地域貢献の充実 

電気電子工学科では、地域連携、地域貢献のあり方について検討し、より効果的

な施策を推進していくという目標を立てた。広く理系分野への興味喚起を目的とし、

出前授業、公開講座を行った。これまで地域との共同研究については、株式会社エ

ムディエス、福井大学、株式会社ホクコン、揚原織物工業株式会社との共同研究を

行ってきた。達成度評価はＡと判断する。 

④放射線教育の充実 

電気電子工学科では、電力会社を含む原子力関連企業へ数多く就職していること

もあり、継続的に放射線教育に取り組んでおり、現在もカリキュラム内外で実施し

ている。低学年では、全学的に物理の授業及び計測工学において実施している。高

学年では電力システムⅠ、計測工学Ⅱの講義において原子力発電、半導体検出器、

放射線の基礎、放射線測定、放射線の生物影響、放射線応用について講義を実施し

ている。インターンシップでは、これまでにも電力会社の原子力施設及び原子力人
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材育成事業における高専機構および福井大学が主催する実習、セミナー等に参加し

ている。特色ある教育・研究の項でも述べたように、一般向け公開講座で放射線検

出器の製作を行い地域に対する啓蒙活動も行った。達成度評価はＡと判断する。 

 

７．改善課題・方策 

（１）電気電子工学科の志願者を増やすため、今年度に引き続き学科ホームページの見直

し、学科パンフレット及びオープンキャンパスの内容の充実を図る。また、公開講

座や出前授業等で電気電子工学科の魅力を中学生、一般市民を対象に発信する。電

気電子工学科に対する求人状況を積極的に示し、昨年度に引き続き、報道等から受

ける不安感の払拭に努める。編入学に関する情報を発信し、高専志望者の多様なニ

ーズに応える学科であることを示す。 

（２）学生の電気関連資格取得をサポートする体制を再構築する。 

（３）モデルコアカリキュラムに基づいて、見直し科目の内容評価を行い教育の質保証を推

進すると共に、さらに対応を進める。 

（４）従来から取り組んできた学年毎にレベルアップするコンテスト形式のものづくりを

更に充実させ、これを通して学生の主体的な学びによる問題解決能力育成を目指

す。 
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○ 電子情報工学科 

 

１．教育理念・教育目標 

「情報」とは人間の知的活動を支える根源であり、あらゆる問題解決に必須のもの

である。電子情報工学科は、インターネットやＩＴ機器の基盤技術であるコンピュー

タ技術、情報通信技術、及びロボットに代表される制御技術の各分野で、コンピュー

タと情報を駆使して種々の問題を解決する技術者の養成を教育目標にしている。 

電子情報工学科のアドミッション・ポリシーは、以下のとおりである。 

① コンピュータの構造や仕組みに興味があり、高度なプログラミング技術を習得

したい人 

② ネットワークを活用したり、知能ロボットを動かすプログラムを作りたい人 

③ 未来のＩＴ機器の開発をやってみたい人 

( 昨年度からは、教育目標に基づいたディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポ

リシーが加わり、アドミッション・ポリシーの最初の項目は、より学科の特長が

はっきりするよう改めた。) 

 

２．将来計画 

 電子情報工学科では、情報を活用したものづくりのための開発研究型技術者を輩出

するため、補正予算や校長裁量経費を活用し、創造系演習や卒業研究にも活用できる

実験設備の充実に取り組んできた。これまでに、３次元設計製作環境、ＨＤＬによる

ハードウェア実験設備、汎用の教育用ロボット、ハードウェア制御と連動したタブレ

ット実験設備などを導入してきた。平成２７年度からは、卒業研究でも、飛行ロボッ

トの製作などに、レーザーカッターなどの機材を活用している。今後ともこれらの機

器の充実と活用を行う。 

 平成２８年度から、高度化に対応して、他学科との差別化を図るため、情報通信系

の教育を充実させるとともに、それを通じて、ＡＩやＩｏＴに繋がる科目の強化を図

るため、３年後期に情報ネットワーク基礎(１単位)を開講した。このことは、モデル

コアカリキュラムにおいて、情報系分野の単独学科として、情報通信ネットワーク領

域で満たすべき到達目標のレベル達成にも寄与した。 

 また、平成３１年度には、情報通信ネットワークを専門とする教員を採用して、こ

の分野の教育を、さらに、推進していく。 

ＰＢＬ教育については、平成２５年度より４年生の創造工学演習に本学科出身の企

業技術者を非常勤講師に招き、学科教員と協力し情報通信系のプログラム開発の指導

を行っている。さらに、今年度は１年生の「専門基礎」でも、ワンボードＰＣの組み

立ての実習において本学科出身で、当該ワンボードＰＣを開発した企業技術者を招い

て学生への助言をもらった. 今後も企業技術者の実践的技術を取り入れた指導を目指
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す。その他、学科に関連の深い部活動、同好会活動、卒業研究の中から、電子工学、

情報工学分野の能力向上に資すると思えるコンテスト、研究発表会など各種のイベン

トへの参加を推進していく。 

一方、ハードウェアの仕組みの理解を高めるために、ＨＤＬなども含めたハードウ

ェア設計のカリキュラムを充実させるべく、５年生のアーキテクチャやこれに関する

実験において、引き続き内容を検討し改善していく。 

 高度化に伴う学際コースの運用にあたり、本科での担当科目について検討を行い、

平成３０年度以降に電磁場エネルギー基礎(５年),センサ材料工学(５年),情報・制御

基礎(３年)を開講することになった。今年度は３年向け科目が開講となり、電子情報

工学科ではコンピュータを用いた制御を行う際に、アナログ値の量子化や、その後の

データ処理方法を学び、プログラム作成し、情報、制御の基本を理解する情報・制御

基礎を担当した。今後も、上述の情報通信ネットワーク、ＡＩ、ＩｏＴ分野の推進を

目指すべく、カリキュラムやシラバスの改善について検討を行う。 

 学生の基礎及び応用的な知識の定着を図るとともに、進路選択の幅を広げるための

学生の資格試験参加の推進については、３年生の情報ネットワーク基礎、５年生のデ

ータベースの授業で情報技術者試験の問題を定期試験の問題に取り入れるなどの対策

をとっている。今年度も、２年生から４年生の教室にそれらの資格に関する書籍を配

置し、学科教員からの紹介を行ったが、十分な結果が出ていないため、今後も積極的

な取り組みを行っていく。 

 一方で、生活の乱れやネット依存などの原因で、学業不振に陥る学生の増加が懸念

されたため、２９年度より各種のレポート提出の遅れがちの学生を集め勉強会を開き

指導する機会を設けた。今後も、このような学習指導の取り組みで学力の底上げを行

っていく。 

 学科スタッフについては、定年を迎えた教員から若手教員への担当科目の引き継ぎ

を行ってきた。２９、３０年度で、(1)これまで、非常勤教員と共同で行っていた授業

(オペレーティングシステム)を常勤教員で、(2)教授が担当していた科目(プログラミ

ング応用、電子工学基礎)を講師が担当した。また、前述の平成３１年度採用のネット

ワークを専門とする教員には、前述の情報ネットワーク基礎(３年)の他、情報ネット

ワーク(５年)、電気回路(３年)他、定年を迎える教授が担当していた科目を担当する。

さらに、高度化再編を見据え、電気電子工学科との授業協力について当該学科との協

議を始めた。今後とも、学科再編や各教員の専門性、負担のバランスを考慮しながら、

教員の担当科目の適正化を図る。 

 豊かな発想力と実践力を持って問題解決できる有能な技術者となるためには、授業

で得た知識をできるだけ早い機会に、できれば、その授業中に演習実験できることが、

有効と考えられる。特に、情報技術の場合には、ＢＹＯＤとしてのノートパソコン上

でプログラミングすることで、そのような演習、実験が可能な場合が多い。そこで、
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専門科目が増える３年生について、昨年度から、ＢＹＯＤとして、適切な仕様のノー

トパソコンを所有させた. 実際に、プログラミング応用、情報ネットワーク基礎、数

値計算、計算機構成論Ⅰ、オペレーティングシステム、実験の６科目において、授業

で使用した。これにより、授業時間以外でも、教室や自宅で、講義や実験の内容を自

主的に学習したり、独創的なアイデアをその場で確認したりするなど、アクティブラ

ーニングの推進にも繋がっていると考えられる。また、使用頻度の高い演習室(パソコ

ン端末室)への負担の軽減に繋がっている。さらに、昨年度に続き今年度も、校長裁量

経費を得て、現４年生が進級しても引き続きＢＹＯＤの使用を容易にするため、５年

生教室のネットワーク環境の整備も行った。現２年生についても、学生への説明と保

護者への案内の送付を行って、３年進級時に、各自ノートパソコンを購入する準備が

整った. 今後も、ＢＹＯＤの利用する教育の内容と環境の整備を行っていく。 

 以上のような取組みの中で、今後も安定した学科運営及びカリキュラム改善を目指

す。 

 

３．重点課題 

 電子情報工学科では、ＰＢＬ型授業を通しての実践的技術者教育の充実に取り組ん

でいる。４年生の創造工学演習で、企業技術者を非常勤講師に招きシステム開発の指

導を行ってきた。２９年度に続き今年度も、1年生の専門基礎で、ワンボードパソコン

組み立ての実習の際にも企業技術者の協力を得た。これらの指導により、平成３０年

度は、「全国高専プログラミングコンテスト（高専プロコン）」で、競技部門におい

て３位となった。課題部門においては最優秀賞、優秀賞に次ぐ特別賞を獲得すること

ができた。自由部門は敢闘賞であったが、学生の投票による学生賞を獲得した。また、

課題部門、自由部門の作品はブラッシュアップして HIT2018（Hokuriku Innovation 

Trial-2018）に参加し、キャンパス部門優秀賞と NICT賞（起業家甲子園挑戦権）を受

賞した。そして、起業家甲子園において、アイ・オー・データ賞（企業特別賞）を受

賞した。 

また、「ふくいソフトウェアコンペティション２０１８」にも参加し大賞を受賞し、

「福井発！ビジネスプランコンテスト２０１８」ではふくい信用金庫賞を受賞した。

その他、ＥＴロボコンロボコンへ２名参加した。卒業研究の中からは、睡眠と環境に

関する研究について、合わせて２名の学生が国際会議(APIEMS 2018 (香港))で発表し

た。特に、APIEM は、国際学会論文についてフルペーパー審査があり、社会人、大学院

生、博士後期課程の学生の発表も多い中での、本科学生の採録となった。 この５年の

間にこのように多くの学生がＰＢＬ型授業の成果を踏まえ、その能力の向上に資する

各種イベントに意欲的かつ継続的に参加できている。しかも、入賞するなど成果も上

がってきており、次期につなげていく。 
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 地域貢献については、電子情報工学科は、今年度、次のように取り組んだ。ロボッ

ト製作、制御、プログラミングに関する出前授業を、越前市で 1件、３７名の小中学

生とその保護者を対象に行った。公開講座では、中学生を対象とした「IchigoJamでゲ

ーム機をつくる！？～中学生のためのプログラミング講座～」を行った。これらの出

前授業、公開講座の他に、今年度は、本学科の助教が、鯖江市の依頼を受け、３年学

生を指導して、福井国体開催までの日数や国体のキャラクター(はぴりゅう)を動画表示

するＬＥＤボードを２セット製作し、鯖江市役所とＪＲ鯖江駅に展示した。 

  一方、２．将来計画で述べたように、基礎学力の充実について、資格試験の取得の

推進の他、様々な要因で、学業不振や学習意欲の低下に陥る学生の増加が懸念された

ため、今年度は、１０月と１月に週に１回程度、各種のレポート提出の遅れがちの学

生を集め勉強会を開いた。今後も、そのような学生への学習指導の地道な取り組みが

必要になってきている。 

 

４．進学・就職指導状況 

 平成３０年度の卒業者３１名のうち、進学者は１２名、就職者は１９名であった。

進学者は、本校専攻科に６名、他高専専攻科に１名、国公立大学に５名(九州大学、信

州大学、豊橋技術科学大学に各１名、長岡技術科学大学に２名)、それぞれ、進学する

ことが決まった。 

 電子情報工学科への平成３０年度の求人数は、県内７１人、県外７３７人、計８０

８人で求人倍率は４３倍となった。これは、昨年の３７倍より上回り、企業の採用意

欲の高まりが続いている。県内企業には１１名が就職、県外企業には、東京都４名、

愛知県２名、京都府、富山県各１名の合計８名が就職であり、就職希望者全員の就職

が決まった。また、平成２７年度から、卒業生の７割程度が就職する状態になってい

たが、昨年度より再び６割程度に戻っている. 一方、県内企業に就職する学生は、年

は近年半数以上となっている。就職に関する環境や学生の希望は、年によってめまぐ

るしく変化しているが、本学科への求人の特徴として、情報系企業を中心に自由応募

の比率が高い傾向であり、今年度は７名が自由応募となった。以上を踏まえて、高学

年担任を中心に、技術者となって企業で活躍している卒業生を呼んでの先輩講座や講

演会を頻繁に行ってきた。 

 この５年間を振り返ると就職者の比率は５～６割から６～７割へと上昇している。

１０年前は５割を切っていたことを考えると現在の景気の良さのためか就職へと移っ

てきている。今後も技術者として社会に貢献する学生を輩出していく。 

 

５．特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

 ＰＢＬ型授業の推進については、４年生の「創造工学演習」で様々なコンテストへ

の参加を目標に掲げ、実践的なシステムづくりの授業を実施している。特に組込系ハ
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ードウェアやネットワーク技術を応用したテーマに取り組めるよう指導を行なってい

る。２．将来計画、３．重点課題でも述べたように、平成２５年度から企業の実践的

技術も取り入れるべく、ＯＢ技術者を非常勤講師として招いている。また、新しいア

イデアの発想を盛んにするため、ＯＢ技術者による指導の中では、起業を行う際の手
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会の学生向け連合大会において６名の学生が発表しているため、達成度評価はＡと判

断する。 

入学試験受験者の確保に向けた取組みとしては、昨年に引き続き、オープンキャン

パスや小中学生対象の公開講座の開催に加え、地域に電子情報工学科を理解してもら

うための親子で参加する公開講座も実施したことから、達成度評価はＡと判断する。 

将来計画やモデルコアカリキュラムを見据えたカリキュラム改善では、ネットワー

ク関連技術の基礎を学ぶため３年生に情報ネットワーク基礎を新たに開講した。これ

により、情報系単独学科のモデルコアカリキュラムの情報通信ネットワーク領域で求

められている到達目標がクリアされる。また、アクティブラーニングの推進にも資す

るよう２９年度３年生からのＢＹＯＤとしてノートパソコンを所有させ、これを多く

の授業で利用している。さらに、進級した際にＢＹＯＤが利用できるように４、５年

生教室の電源、ネットワーク環境を整えた。このようにモデルコアカリキュラムやア

クティブラーニングの推進に沿ったカリキュラムの具体化ができたことから、達成度

評価はＡと判断する。 

 進路指導では、就職者及び進学者の合計３１名を送り出すことができた。平成３０

年度は、順調に、就職希望者全員の就職が決まり、進学希望者についても全員の合格

が得られた。よって達成度評価はＡと判断する。 

 

７．改善課題・方策 

 電子情報工学科では、高度化に対応して順次開講されていく科目の具体的な内容を

さらに詰めていく必要がある。また、モデルコアカリキュラムを踏まえて、その到達

目標と科目内容の整合性について引き続き検討を進める。また、アクティブラーニン

グの推進にも寄与すると考えられるＢＹＯＤによる教育環境整備も来年度で完成とな

るため、多くの授業でこれを利用しながら改善を図る。さらに、ＡＩ、ＩｏＴの進展

に対応して、これらと情報通信ネットワークの教育を可能なものから、推進していく

必要がある。 

 ３年生からＢＹＯＤを取り入れたことにより総合情報処理センターを使わずに授業

を行えるようになり、学校には他学科が情報系の授業を行うための機会を増やすこと

ができ、自学科の学生もすぐにパソコンでレポートなど作成できる環境が整い、効率

化という点では良くなったと思われる。しかし、３年生の教室が固定化されないため、

ＢＹＯＤの環境は十分とは言えず、今後教室の固定化、あるいはＢＹＯＤ対応の教室

を増やす努力が必要である。また、プリンタを教室近くに設置したり、総合情報処理

センターのサーバアクセスをスムーズにしたりするなど利便性を上げていく必要があ

る。 
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進路指導では、電子情報工学科特有の問題である情報系企業での自由応募を中心と

した選考を踏まえ、引き続き、学生の進路の希望の変化や就職解禁時期の変動に柔軟

に対応した就職指導方法をとることが必要と思われる。 

加えて、様々な要因で、学業不振や学習意欲の低下に陥る学生の増加が懸念される

ため、そのような学生に対して、学生相談室と協力して学生のメンタル面のケアを図

る他、地道な学習指導を行い、基礎学力の底上げをすることが必要である。 
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○ 物質工学科 

 

１．教育理念・教育目標 

物質工学科は、材料工学あるいは生物工学の分野において、基礎的知識と技術を身

に付け、論理的思考能力を備えた実践的で創造性豊かな技術者の育成を目指し、その

教育理念は以下の３項目である。 

① 産業基盤である素材（物質）を化学の視点で学ぶ技術者を養成する。 

② 科学技術の発展（社会のニーズ）に適応したバイオ・材料技術に関する基礎能力

（工学的素養）と問題点を提起し解決できる能力（創造的デザイン力・総合力） 

を有する技術者を養成する。 

③ 持続可能な永続型社会を築くために、材料及び生物資源を有効にかつ環境と調和

を図りながら活用することができる技術者を育成する。 

 

すなわち、物質工学科では、材料工学と生物工学の基礎を相互に関連付けながら教

育し、新しい技術に対応できる柔軟な思考と応用力を持つ「材料工学、生物工学両面

に通じた化学技術者」の育成を目指している。そのため、低学年では、化学と生物に

関する専門基礎科目を履修し、高学年からは、材料工学コースと生物工学コースのい

ずれかを選択し、それぞれの専門科目を基軸に、両コースに関連した共通科目を履修

する。さらに、実験・実習や卒業研究によって実践的能力や開発・創造能力を養う。

その具体的な教育目標としては、以下の３項目である。 

① 物質工学に必要な基礎科学及び幅広い専門基礎能力の育成 

応用数学、工学基礎物理、情報処理、基礎工学概論などの基礎科学を学び、さら

に、物質工学の基礎となる無機化学、有機化学、分析化学、生物化学、物理化学、

化学工学などを体系的に習得することで物質の本質を理解し、応用化学及び生物

化学的手法により新物質を開発する際に必要とされる幅広い基礎能力を育成する。 

② 材料工学あるいは生物工学を得意とする専門能力の育成 

材料工学コースでは無機・有機材料の合成法や物性を習得することで、生物工学

コースでは化学を基礎とした微生物学や遺伝子工学を習得することで、化学品、

医薬品、食品等の得意とする専門分野で活躍できる技術者を育成する。 

③ 実践的能力及びプレゼンテーション能力の育成 

校外研修、工場見学旅行、夏季校外実習などの体験型学習により、実社会におけ

る実践力や問題解決能力、コミュニケーション能力、プレゼンテーション能力の

必要性を認識させながら学んだ知識を真に身に付けさせるために、５年間を通し

た工学実験により実践力、理論的思考能力を育成し、卒業研究により問題解決能

力、プレゼンテーション能力を育成する。 

さらに、情報化社会に対応できるように、情報処理分野に関するカリキュラムを
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整備している。 

 

２．将来計画 

上記の物質工学科の教育理念・教育目標を本校第３期中期計画の中で実現すべく実

行している。特に、本学科の特徴である、本校で唯一独自の「コース制（材料工学コ

ース・生物工学コース）教育カリキュラム」との整合性及び関連性の観点から、平成

２７年度に作成した「高度化再編・モデルコアカリキュラム対応学科教育課程表」を

平成２８年度入学生から適用し、学年進行と共に具体的課題を継続的に検討しつつ、

基礎科目（低学年）及びコース別専門科目・専門共通科目（高学年）の更なる充実を

図る。 

また、化学技術者といえども情報技術に精通していることが要求されており、各学

年に情報処理関連科目を配置して情報教育を実施している。従来、本学科では、危険

物取扱者、公害防止管理者などの化学系の国家資格の取得を奨励してきたが、情報処

理技術関連の免許・資格の取得のための教育指導においても更なる充実を図る。 

さらに、情報処理関連科目や実験・実習系科目、卒業研究等において、ＩＣＴ活用

とアクティブラーニングなどの導入効果を検討し、本学科の「ＩＣＴ教育」・「エンジ

ニアリングデザイン教育」の更なる充実と一層の促進を図る。 

 

３．重点課題 

物質工学科における入学志願者の確保及びその資質・学力水準の維持のための取組

としては、「材料工学、生物工学両面に通じた化学技術者」の育成を目指す本学科独自

の特徴やその魅力をより明確にアピールするために、一昨年度、学科紹介パンフレッ

トの大幅改訂を行い、平成３０年度当初に本校のホームページのリニューアルに合わ

せて学科ホームページのリニューアルを平成３０年７月に行い、学校内・学科内行事

について随時更新している。また、アドミッションポリシーがやや抽象的であったこ

とから、平成３１年 3月に改正し、平成３１年４月から公開する。 

（新） 

１．化学と生物の力により人々の健やかな生活に貢献したい人  

２．化学的手法を用いて有用物質や新しい材料を生み出すことに興味がある人  

３．微生物や遺伝子組換え技術等の生物機能を活用した物質生産や環境浄化に興味が 

ある人 

（旧） 

 １．化学と生物の世界へ第一歩を踏み出したい人  

 ２．地球に優しいものづくりをしたい人  

 ３．バイオの技術で社会に貢献したい人 

さらに、小中学生・保護者を対象にした公開講座や出前授業についても引き続き積
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極的に開催・実施し、その授業内容と方法について更なる創意工夫を図る。 

   また、本学科における専門教育の充実及び学力水準の維持のための具体的な取組と

しては、幅の広い進路に対応するために、平成３１年度４年生から、４、５年生のコ

ース必修科目を両コースの学生が履修することを可能とした教育課程とすることを決

定した。平成３０年度から、１年生の導入教育の柱となる「専門基礎Ⅰ」については

授業中の演習に重点を置くことを目的に教員２名を配置し、また、「専門基礎Ⅱ」では

物質系卒業生の必須スキルとなる引火性危険物の取扱を含めた安全教育を充実させた。

さらに、実験・実習報告書作成技術能力の育成と向上のための実施計画内容の一環と

して、今年度も、特に、高学年における実験結果・解析データに対する理論的評価と

客観的考察を最重視したレポート作成能力の更なる向上を図る。さらに、化学技術者

に必要不可欠なコミュニケーション基礎能力の育成とプレゼンテーション能力の向上

を目的として、実験・実習報告会、校外インターンシップ実習報告会、卒業研究発表

会等における効果的なプレゼンテーションのための教育指導方針についても引き続き

検討し、基礎科目及び専門科目の授業内容とその方法について創意工夫を図る。 

 

４．進学・就職指導状況 

物質工学科では、毎年、卒業生の３～５割が女子学生であるが、学生指導・進路指

導は充実しており、特に、女性教員２名を擁し、女子学生に対する豊富な指導実績と

その多種多様な進路に特徴がある。現在、多くの卒業生が社会の中核として活躍して

いる。福井県内地元企業及び県外大手企業からの評価も高く、毎年１００％の就職内

定率を誇っており、化学分野はもとより、繊維、医薬、食品、エレクトニクス、環境、

エネルギーなど幅広い分野に就職している。一方、卒業生の４～５割は本校専攻科進

学あるいは国公立大学に編入学し、工学系のみならず、理学系、農学系、生命環境学

系等その進学先の多様性にも特徴がある。平成３０年度物質工学科卒業生３２名（内

女子１５名）の進路状況は、 

・就職者 １７(１１)名 

（県内１０(７)名・県外７(４)名） 

     産業別では、化学工業１２名、食品２名、その他３名 

・進学者 １５(４)名（本校専攻科７(３)名・大学７（０)名・専門学校１（１）名 

    

本校専攻科以外の進学先は、山梨大学１（０）名、金沢大学１（０）名、福井大学

１（０）名、名古屋大学１（０）名、豊橋技術科学大学３(０)名であり、卒業予定者

に占める就職希望者の割合は、例年通り５３％程度であったが、県内就職率が約６０％

で例年より高くなった。卒業生全員が希望の就職・進学先に内定している。 
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５．特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

   現在、本校物質工学科の学生が参加対象となるコンテストやイベントは極めて少な

いのが実情である。本学科における「ＰＢＬ教育」の導入・展開とその充実のための

具体的な取組の一環として、特に、実験・実習系科目や卒業研究において、出前講座

や各種コンテスト・イベント等の実験実施計画・立案及びそのプロジェクト実践・参

画について積極的に検討している。例えば、「物質工学実験Ⅰ（物質工学科２学年）」

においては、「公開講座やオープンキャンパスにて実施可能な無機化学実験を企画せ

よ（課題）」に対してグループ学習及び教員によるアドバイスを基に、各自提出の企

画を発表し（全員参加）、問題点の抽出とその解決策について討論し、「卒業研究」

では４学年の学生実験装置の老朽化に対して、「安全性」「利便性」を考慮した実験

装置を学生が主体となって新たに作製した。 

また、「志賀原子力発電所・福浦風力発電所・志賀太陽光発電所・アリス館志賀見

学会」・「放射線セミナー」（２学年全員）の実施や、「日本化学会近畿支部 化学

研究発表会」（５学年２名）、「日本化学会近畿支部 北陸地区講演会と研究発表会」

（５年生１名と専攻科生１名）、「平成３０年度第３ブロック専攻科研究フォーラム」

（専攻科生 2名）、「第２８回日本 MRS年次大会」（５年生２名）、「第２１回日本

セラミックス協会北陸支部秋季研究発表会」（5年生３名）、「平成３０年度先進的技

術に関するシンポジウム、豊橋技術科学大学高専連携教育研究プロジェクト」（５年

生１名）、「７th International GIGAKU Conference」（専攻科生１名）などに参加

し、学生自身がこれまで化学と生物に関する基礎科目及び専門科目を履修して習得し

た知識や技術を活かして作品や研究成果を発表するという貴重な体験をした。大学・

企業等との共同研究としては、 １）関西電力株式会社研究開発室 エネルギー利用技

術研究所、「バイオ燃料合成のための微細藻類活用に関する基礎研究」、２）株式会

社ホクコン（エコテックス事業部）、「トマト栽培における乳酸菌資材投与効果の実

証試験」、３）福井県内大学等連携研究推進事業補助金（福井大学、福井高専）、「エ

ネルギーの多角的展開を目指したバイオ電池開発」、４）豊橋技術科学大学 環境・

生命工学系 教授 浴俊彦、「シトクロム P450の酵母細胞発現とその応用」、５）長

岡技術科学大学 生物機能光学専攻 教授 政井英司 、「木質リグニン由来フェノ

ール化合物の資化能を有する新規微生物のスクリーニング」、６）Ex SATOYAMA(山内 

孝紀)、「越前焼のつい獣陽気としての効果に関する化学的検証」、7）環水工房有限

会社代表取締役 坂井正明、「臭い成分分析による土壌微生物活性評価のための基礎

研究」、８）福井県食品加工研究所 久保義人、「福井県産みその有用菌のスクリー

ニング」、９）越前「田んぼの天使」会長 井上幸子、「有機水田のトロトロ層の生

物学的解明」、１０）福井大学 材料開発工学講座 内村 智博、平成３０年度県内大

学等連携研究推進事業、「炊飯米の香り成分の分析とお米を通じた人材交流」（行政
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課題：ふくいブランド創出分野）、１１）福井大学 繊維先端工学専攻 末 信一朗、

平成３０年度県内大学等連携研究推進事業「エネルギーの多角的展開を目指したバイ

オ電池開発」（行政課題：バイオ・六次産業化分野）など活発に行われており、卒業

研究・特別研究の活性化に繋げている。 

６．点検・評価 

   上記現状において記載したとおり、物質工学科における入学志願者の確保及びその

資質・学力水準維持のための取組としては、効果的な広報活動のために、学科紹介パ

ンフレットの刷新、学科ホームページのリニューアル、公開講座（２講座）及び出前

授業（５件）を開催・実施した。 

物質工学科への第一志願者数は学校全体の志願者数が昨年度比で５６人減となった

ものの、２名減にとどまり、広報活動としての一定の効果はあったと評価されるもの、

募集人員に対して推薦と学力志願者合計で１．２５倍と低倍率であった。県内の工業

高校の化学系学科においても推薦志願者の少なさ、学力志願倍率の低迷（科学技術高

校：０．８７倍、武生工業高校０．４８倍）であり、化学系学科を中学生へどの様に

アピールしていくかといった広報活動に更なる工夫が必要であり、アドミッションポ

リシーの改定はその方策の 1つであるが、「自動車、ロボット、コンピュータ、建物・・・」

といったような中学生が認識できる具体的な「もの」の名称を使えないところに弱点

がある。 

また、本学科における専門教育の充実のための具体的な取組としては、特に、実験・

実習レポート作成能力及びプレゼンテーション能力の向上のための授業内容・方法に

ついて創意工夫を図った。さらに、作成された「平成２８年度本校高度化再編・モデ

ルコアカリキュラム対応学科教育課程表」を平成２８年度入学生から実施し、今後は

本学科の基軸である「コース制（材料工学コース・生物工学コース）教育カリキュラ

ム」における「学修単位（コース別専門必修科目各３科目計１２単位：「材料化学」「材

料工学」「反応工学」「微生物学」「分子生物学」「食品科学（新規）」）」及び「新設科目

（専門共通選択科目：「創薬化学」「食料生産工学概論」）」の導入とその実施に係る具

体的課題について詳細に検討した。本科のＭＣＣと専攻科の授業充実に対応した学科

九通科目の充実と、９０分×１５回の授業時間による学修単位の導入は将来的な教員

の定員削減にも対応している。 

以上、今年度の実施・活動状況については、最重要項目である入学志願者数及び資

質・学力水準の維持が出来なかったことから、総合的には、達成度評価はＢと判断す

る。 
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る。 
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７．改善課題・方策 

（１）物質工学科における入学志願者の確保及びその資質・学力水準維持のためのよ

り効果的な広報活動の検討。 

（２）「平成２８年度本校高度化再編・モデルコアカリキュラム対応学科教育課程表」、

特に、物質工学科の基軸である「コース制（材料工学コース・生物工学コース）」

教育カリキュラム」における「学修単位（コース別専門科目）」及び「新設専門

共通科目」の導入とその実施に係る具体的課題の更なる詳細な検討。 

（３）物質工学科における「ＩＣＴ教育」・「エンジニアリングデザイン教育」の充実

と促進、特に、情報処理関連科目や実験・実習系科目等におけるＩＣＴ活用と

アクティブラーニングの導入及び実践によるより効果的な具体的方策の検討。 

（４）物質工学科における技術者専門教育の更なる充実と教育の質の向上及び改善、

特に、女子学生に対する進路指導及び「キャリア教育」の充実と教員の教育力

の向上。 
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〇 環境都市工学科 

 

１．教育理念・教育目標 

   福井工業高等専門学校に建設系の学科が誕生したのは１９７０年（昭和４５年）で

あり、その名称は土木工学科であった。当時は全国規模で社会基盤施設の拡充が急が

れ、公共工事に携わる技術者や機関は高度経済成長の一翼を担った。 

次の局面は国土の環境整備であって、資源の温存保護や循環利用に資する施策、方

策が講じられるようになった。この趨勢に応えるべく、土木工学科は１９９３年（平

成５年）に環境都市工学科へと改組、改称した。 

さらに、受検者や入学者の希望並びに建設業界の実状に鑑みて、２００９年度（平

成２１年度）には土木や環境の学問分野を基軸に、これに建築学の科目を融合したカ

リキュラムを編成した。したがって、２０１３年度（平成２５年度）卒業生以降は建

築学に係る全ての選択科目の単位取得を前提に二級建築士試験の受験資格を得るばか

りか、建築実務を４年経験すると一級建築士試験の受験資格をも得られる体制となっ

た。 

このような展開を経て、環境都市工学科では『社会資本を持続可能にする土木・建

築の分野において、基礎的知識と技術を身に付け、論理的思考能力を備えた実践的で

創造性豊かな技術者を育成する』旨を教育目標の骨子に置き、付帯事項として次の３

つを掲げている。 

① 建設技術者に必要な基礎的な学力と能力の育成 

② 幅広い専門分野の理論に関する応用力の育成 

③ 実験実習や卒業研究を通した実践力と創造力の育成 

 

２．将来計画 

   上述した教育目標の達成を継続しつつ、かつ、質的転換をも段階的に図っていくた

めには“協同学習の基本技法を反映したアクティブ・ラーニング（ＡＬ）”を、くさび

を打ち込むごとく少しずつでも着実に授業に取り入れていかなければならない。 

周知のとおり、協同学習とはグループの教育的な活用であり、グループの学習目標

に到達する過程で学生が自身と他者の学習を最大限に高めるために協同して学び合う

ことである。そして、それの基本技法の典型にシンク・ペア・シェア（ＴＰＳ）があ

る。シンク・ペア・シェアでは、グループ活動の「①課題明示→②個人思考→③集団

思考→④まとめ」の流れにおいて、①で教員がクラス全体に話し合いの課題を与え、

②で学生は課題に対する自分の意見を考え、③で学生をペアにして、一人ずつ自分の

意見をほぼ同じ時間内で述べた後、話し合って課題に対するペアとしての意見をまと

め、④でクラス全体で意見を交換する。類似の技法にラウンドロビン（ＲＲ）がある

が、③の人数が３名以上である点を除けばシンク・ペア・シェアと同じ流れを辿る。 
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このような質の高い実効あるグループ活動に習熟することによってＰＢＬ問題解決

型学習法、プロジェクト型学習法、反転学習、ＬＴＤ話し合い学習法、ジグソー学習

法に代表されるアクティブ・ラーニング本来の成果が得られよう。まずは、講義中心

の授業に協同学習の基本技法を導入して、教員と学生の意思疎通を図りながら学生の

主体性をより高めることに注力したい。 

 

３．重点課題 

 （１）グローバル人材の育成 

    グローバル人材の条件は「語学力」、「コミュニケーション能力」、「ネットワーキ

ング能力」の３つと言われて久しい。以前は、海外に拠点をもつ企業に就職すると

国内での英語研修や外地への短期赴任を通して国際人としての素養が徐々に育成さ

れてきた。ところが、海外進出・展開を目指す企業の増加に伴い、今や即戦力のグ

ローバル人材が求められる様相となっている。 

この実情に対処するには、例えば、異文化を知るきっかけとして本校に在籍する

留学生や海外勤務を体験した社会人との交流を深める機会を設けたり、国際交流協

定を締結している大学への交換留学や福井県に本社が所在する企業の海外法人での

インターンシップを勧奨したり、実用英語技能検定・工業英語能力検定・ＴＯＥＩ

Ｃの受検を促したりして、科学技術のさらなる高度化・国際化に向けて“キャリア

アップしていく信念をもつ学び人＝グローバル人材候補者”を育む必要がある。 

 （２）原級留置者及び退学者の低減 

    高等専門学校の原級留置率、退学率は高等学校や大学に比べて高く、その理由は

成績不振、教育方針の差異、進路選択のミスマッチにあるとされている。一方で、

入学を許可したからには、卒業させるための努力を払うのは受け入れ側の責務でも

ある。 

    この責務を全うする手立ての一つに、先に述べたアクティブ・ラーニング（ＡＬ）

によるグループワークやディスカッションを機に自己顕示力並びに協調性を養って

授業への関心を募らせることのほか、環境都市工学科棟１階のコモンラボを自学自

習の場としてのみならず学年を越えた（先輩⇔後輩）情報交換の場としても活用し

てもらうこと、さらには、担任⇔学生⇔保護者の間に築いた揺るぎない信頼関係を

持続するために学科長、学科長補佐及び担任補佐を中心とする学科全体の支援体制

を整えることが普遍の主題と言えよう。 

 

４．進学・就職指導状況 

   キャリア支援室主導の産業・職業研究セミナー（１年生）、キャリアガイダンス（１、

２年生）、先輩フォーラム（２年生）、キャリア教育セミナー（３、４年生）、就職対策

講座（４年生）や労働法講演会（５年生）に加えて、環境都市工学科では独自にフク
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イ建設技術フェアの見学（３年生）及び施工現場の見学（３～５年生：随時）を通し

て視野の拡大と適正な進路選択意識の啓発に努めている。 

   環境都市工学科第２２期生にあたる２０１８年度（平成３０年度）卒業生４０名の

進学・就職状況を表１に示す。進学が４５％、就職が５５％であり、また、企業就職

において本社所在地は過半が福井県外であった。業種は建設業〔(株)ＮＩＰＰＯ、(独)

鉄道建設・運輸施設整備支援機構、大和ハウス工業(株)、(株)ガイアート、坂川建設(株)、

永森建設(株)他〕、運輸業〔東海旅客鉄道(株)、西日本旅客鉄道(株)、西日本高速道路

(株)〕、電気・ガス・熱供給・水道業〔中部電力(株)、大阪ガス(株)〕、サービス業〔(株)

サンワコン〕、情報通信業〔ＮＴＴインフラネット(株)〕、公務〔福井県、福井市〕で

あった。 

 

表１ ２０１８年度の進学・就職状況 

進   学 就   職 

福井高専専攻科 ９名 県 

内 

企 業  ５名 

４年制大学編入学 

９名 

官公庁  ２名 
金沢大学、信州大学、福井 
大学[２]、滋賀県立大学、 
長岡技術科学大学、豊橋技 
術科学大学[３] 

県 

外 

企 業 １５名 

官公庁  ０名 

計 １８名 計 ２２名 

 

５．特色ある教育・研究への取り組み、活動等 

 （１）全国高等専門学校デザインコンペティションへの出場 

    全国高等専門学校デザインコンペティションは、全国の高専で競われるロボット

コンテスト、プログラミングコンテストに続く第三の競技であり、２００４年（平

成１６年）を初回としている。デザインコンペティションの趣旨は、土木系・建築

系の学生を中心に生活環境に関連した種々の課題に取り組むことで“より良い生活

空間について思考し、提案する能力を育成する”ことにある。 

    環境都市工学科は初回から間断なく出場しており、第５回大会では構造デザイン

部門の中の静的耐力部門で１位に輝いた実績をもつ。第１５回を迎えた２０１８年

（平成３０年）は①構造デザイン部門、②空間デザイン部門、③創造デザイン部門、

④ＡＭデザイン部門、⑤プレデザコン部門の５つの競技のうち、①へ応募した２チ

ームが本選に挑んだ（②へ応募した７作品は、いずれも予選までに止まった）。結果

は２２位と３１位であったものの、次回へ期待をつなぐ貴重な体験となった。 

    デザインコンペティションへの出場は、それに参加する学生の着想・構想から試

行錯誤を経て作品完成にいたるまでの学年を越えた協調心、追求心を涵養するばか

りか、ものづくり実践教育やエンジニアリングデザイン教育の礎としても極めて意

義深い。 
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（２）資格取得の奨励 

    学生にとっての将来の道しるべ、言い換えれば、己の目指す方向へ歩みを進める

過程での有用な軌跡を折々に重ねてもらうべく、各種資格試験への挑戦を例年促し

ている。２０１８年度（平成３０年度）の実績を表２に示す。 

 

表２ ２～５学年の資格取得者数（過年度取得分を含む） 

試 験 名 称 ２学年 ３学年 ４学年 ５学年 計 

技術士一次試験 ―― ０３名 ０３名 ０１１名 ０１７名 

測量士試験 ―― ―― ―― ―― ―― 

測量士補試験 ―― １１名 １２名 ００８名 ０３１名 

ＣＡＤ利用技術者試験〔２級〕 ―― ―― ―― ―― ―― 

コンクリート製品検定試験〔上級〕 ―― ―― ０１名 ００８名 ００９名 

コンクリート製品検定試験〔中級〕 ―― ０２名 ０９名 ０２７名 ０３８名 

コンクリート製品検定試験〔初級〕 ４０名 ３５名 ３１名 ０２８名 １３４名 

防災士資格取得試験 ―― ―― ２７名 ０３０名 ０５７名 

その他（例えば、危険物取扱者乙種４類） ―― ―― ０３名 ―― ００３名 

計 ４０名 ５１名 ８６名 １１２名 ２８９名 

 

 （３）短期留学生の受入れ 

    タイ王国の KING MONGKUT’S INSTITUTE OF TECHNOLOGY LADKRABANG (KMITL：キン

グモンクット工科大学)の工学部土木工学科３学年に籍を置く２１歳の男子学生２

名を、２０１８年（平成３０年）６月１８日から７月１３日までの約４週間にわた

り特別聴講学生の扱いで受入れた。 

滞在中は学生寮（南寮）に居住し、環境都市工学科棟で本科３学年及び４学年の

実験実習、５学年の卒業研究、専攻科１学年の実験に参加すると共に、３～５学年

の教室を訪れて交流を一層深めた。さらに、「洪水に関する自主研究」にも熱心に従

事した。それらの合間には北陸新幹線の延伸工事を見学したり、名所を見物したり、

和紙でのうちわ作りや蕎麦打ちを体験したりして日本の土木技術に接し、文化に親
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短期留学生の受入れとは別に、環境都市工学科にはマレーシアからの女子留学生

１名（現４学年）とバングラデシュからの男子留学生１名（現３学年）が在籍して

おり、学生寮での生活にも馴染んで勉学に勤しんでいるところである。 

 

６．点検・評価 

   先の５．（２）に述べた「資格取得の奨励」は第３期中期計画の初年度にあたる２０

１４年度（平成２６年度）以降継続して掲げてきた年度計画であって、取得者数の推
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移をみると年ごとに着実に増加しており、これは本科２、３学年のうちから将来の進

路を見据えて自学に勤しむ志向の高まりと解釈できる。 

   ２０１６年度（平成２８年度）には、既存のアドミッション・ポリシーに加えてカ

リキュラム・ポリシー及びディプロマ・ポリシーを策定した。これにより、環境都市

工学科に所属する教員は高邁な見識を備えた人材をいかにして育み、輩出するのかに

ついて共通理解し、連携して取り組めるようになった。これは、ＰＤＣＡサイクルに

よるカリキュラム・マネジメントの構築に向けた一歩となった。 

   次に、２０１８年度（平成３０年度）に２０１９年（平成３１年）４月入学生を対

象に学則の一部改正（学修単位増、経過措置も含む）を実施したが、それの起案は２

０１５年度（平成２７年度）に設置した「カリキュラム改訂ワーキンググループ」に

遡る。背景には、一級建築士の受験資格を継続するための『建築士試験指定科目の確

認申請書（更新）』を控えていることがあった。学則の一部改正によって、大学との互

換性が一層高まって学生の移動が円滑になったばかりか、時間的に余裕のある実験実

習の履行など柔軟なカリキュラム編成となった。 

   これらの実績を根拠に、２０１４年度（平成２６年度）から２０１８年度（平成３

０年度）までの達成度評価はＡと判断する。 

 

７．改善課題・方策 

   環境都市工学科を志望する中学生や在籍学生の多くは土木技師、建築士として土木

構造物（トンネル、橋梁、道路、鉄道など）、建造物（戸建住宅、高層ビルディング、

公共施設など）の設計・施工に携わったり、環境保全、都市計画や防災・減災に係わ

る職に就きたいと考えている。加えて、維持・管理や発注を主務とする官公吏も目指

すところとなっている。 

   これら各自の将来構想を滞りなく叶えさせるためには講義での学識収得に止まらず、

高専教育の特長である実技科目（環境都市工学科では実験実習Ⅰ～Ⅲ、設計製図Ⅰ～

Ⅴ、構造デザインが該当）における体験型学習の効果がより伸展するよう時宜を得て

内容に修正を施さなければならない。ただし、その際にはモデルコアカリキュラムと

の整合に留意すべきことは言うまでもない。 

   高等専門学校は地域に密着してこそ真価を現すものであり、その真価には地域に根

付く人材を輩出し続けている教育機関であるか否かも問われる事項に含まれる。近年、

規模の大きな企業における採用試験の早期化と符合するように、地元への就職者数に

先細りの傾向が認められる（前出表１参照）。また、就職活動に先立つ４学年での校外

実習を見ても、県外の企業や機関にお世話になるケースが増えてきている。 

   進路選択の自由度を狭めてはならないが、少なくとも低学年の段階から地域と共に

発展を期する学び舎である事実を的確に示教する必要があろう。 
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○ 一般科目教室 

 

１．教育理念・教育目標 

 

（１）学校要覧その他での紹介  

本校の教育は一般科目教育と専門科目教育とから成り立っており、技術者が一市

民としてよりよく生きるためには、専門的な知識や技能だけでなく、広く豊かな教

養も必要であり、一般科目教室では、教養を身に付けさせることを通じて、立派な

技術者の育成を目指している。 

一般科目教育においては、高等学校の教育課程に加え、大学の教養課程に匹敵す

るレベルの教育内容となるようなカリキュラムが組まれている。国語、歴史、地理、

倫理社会、物理、化学、生物、数学、保健体育、英語などの基礎的な科目や情操を

育むための美術や音楽、さらには哲学、政治経済学、法学などの多彩な科目を開講

している。また、国際化時代に即応するため、外国語教育に特に重点を置き、英語

のほか、ドイツ語、中国語といった科目も開講しており、外国人講師を含めた教員

が指導している。なお、専門科目の応用数学、工学基礎物理も一般科目教室で担当

している。  

（２）中期計画目標  

人文社会科学系科目（国語・社会・外国語）では、実践的な技術者に必要な言語

感覚や総合的な表現力を身に付けさせると共に、社会的な知識の習得を始めとする

自立した洞察力・判断力の養成を目指している。また、国際文化の理解を深めなが

ら、外国語によるコミュニケーション能力を高め、各種検定試験（実用英検、工業

英検、TOEIC等）の受検を視野に入れた教育をも目指す。  

理数系科目（理科・数学）では、各教科の特性を踏まえ、自然現象の基本的法則

や概念を理解させ、思考力・表現力・創造力の育成を図るとともに、問題解決能力

の向上を目指し、専門教育への展開を考慮した自然科学系の基礎学力の習得を志向

する。体育では、調和のとれた全人的発達を遂げた社会人として豊かで活力あふれ

る生活が営めるよう、身体・健康に関する知識の習得や身体運動実践能力の獲得を

目指した教育をする。 

 

２．将来計画 

一般科目教室では、入学時の受け入れから専門学科への移行がスムーズに行われる

ように、低学年教育における学習及び学校生活において学生が陥りやすい問題点を考

慮しながら、学生指導を行っている。具体的には、クラス担任、教科担当、クラブ活

動顧問など様々な立場から、教員研究室・セミナー室等を利用して、学習や学校生活

の支援及び相談を行っている（これらの活動はオフィスアワー等での活動として報告）。
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こうした点を視野に入れて、９年前、「オフィスアワーを中心とした学生支援体制の

構築」として、  

① 現状の把握（実態調査：支援時間・支援環境・内容）  

② 現状の改善策の検討（学生の問題→関係教員[担任・教科担当・部活顧問等]へ

の連絡体制などの組織作り＝学内組織での位置付け） 

を支援環境整備などの将来計画として設定したが、現在の状況は以下のとおりである。  

（１）現状の把握  

これまで不定期に開催していた一般科目教室人文社会科学系自然科学系合同会議

を平成２６年度・平成２７年度は月例開催とした。同会議において、学校運営会議

報告及び各種委員会報告に加えて、クラス状況説明の時間を設けられたことにより、

１・２年生の学習（成績）及び学校生活に関する情報が教室全体に共有されること

となった。平成２８年度からは、学校運営会議及び各種委員会報告に関してはメー

ル会議とし、前期中間試験後、及び学年末試験後に、成績等を含めたクラス状況に

関する意見交換会を実施した。成績不振者に対しては各教科で必要な対策（小テス

ト、追試、補習、課題学習等）が施される一方で、学習意欲の高い学生に対しては

学外コンテスト（英語スピーチコンテスト、英語プレゼンテーションコンテスト、

数学選手権、理数グランプリ等）への参加やコミュニケーション能力向上のための

各種の語学検定試験受検（実用英検、工業英検、TOEIC等）を呼びかけている。  

（２）現状改善策の検討  

学生の問題点についての情報交換会｢スタッフミーティング(仮称)｣の開催を適宜

実施する。その目的は、学習到達度の低い学生の把握と教科指導の方向付けや、授

業への取り組み状況（生活面も含む）の把握と改善策に関する、より綿密な検討に

より、学習意欲の低下・留年・進路変更等の問題に対処するとともに、クラス担任

や教科担当教員が指導上の問題を一人で抱え込むことを防止することにある。また、

学生のコミュニケーション能力向上策の一環として語学検定試験の受検奨励と併せ

て海外留学等も積極的に勧める。 

 

３．重点課題 

   中期計画との関連で当面の課題としてあげているものを以下に示す。  

（１）新入生に対して年度当初に数学・英語の学力試験を実施し、その結果を入学後の教

育指導や教育課程の改善に利用する。また、英語のコミュニケーション能力向上を図

る方策として、実用英検、工業英検、TOEICの校内実施を充実させる。 

（２）中学・高校からの教育支援要請（SPP、SGH、SSH 講師依頼等）や各教育機関、教

育委員会からの教員及び地域に対する研修事業での協力要請に積極的に応じる。 
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４．特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

 

（１）物理・工学基礎物理での取り組み 

①専門学科の教員との意見交換会である「物理に関するネットワーク会議」を、平成

２３年度から継続して行っている。近年は、特に低学年向けに、有効数字の考え方

など理科系マナーの教育について、広く議論を行っている。平成３０年度の会議で

は、単位の書き方について、専門学科の意見を参考にしつつ、統一した見解をまと

めることができた。この会議での成果は随時授業に展開している。 

②３年生向け、夏季総復習課題（１・２年生学習内容の総復習）と、それに対応した

夏季休業明けの学力試験を、平成３０年度も継続して行った。この取り組みの有効

性は、これまでの学力到達度試験で確認されており、平成３１年度も行う予定であ

る。ＣＢＴが導入されたが、現在結果の取扱い等は検討中である。 

③非常勤講師との意見交換（例えばランチタイムミーティング）を、定期的・継続的

に行っている。平成３０年度は１年生５クラスが非常勤講師の担当であったため、

常勤教員も授業の進度管理や成績状況の把握に協力した。今後も非常勤講師に依存

するクラスが多いため、緊密な連携をとる予定である。 

④物理の苦手な学生の多くが、１年生でつまずいていることが強く推定されるため、

平成３０年度から、１年生の不振者を対象の補習を継続的に実施した。教材は校長

裁量経費により、初学者向けの問題集を用意した。補習を受けた学生のうち、およ

そ半数に有意な成績向上がみられた。この結果を受けて、平成３１年度も同様の施
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提出された実験レポートを早急に採点し、返却するように変更した。学生へのフィ
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（２）化学・生物での取り組み 

  ①化学は１年生と２年生の低学年で実施されている。平成２４年度から検定教科書が

大幅な改定により、化学基礎と化学になった。検定教科書では基礎化学と化学の２

冊の教科書分かれているため、すべての内容が１冊になっている検定外教科書に変

更した。１年生では主にコアカリキュラム（化学基礎の内容）を中心に講義する。

さらに理解を助けるために基礎ノートを購入し、授業中に記入させるか、単元の終
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了ごとに宿題として提出させる。２年生では酸化還元・電池・電気分解・気体の性

質・熱化学・無機物質・有機化合物の内容について講義し、化学全体の内容を広く

浅く理解させる。１年生同様に化学ノートを導入し、宿題などとして提出させ、理

解の助けになるように実施する。また実験ついては１、２年生ともに講義時間の関

係上、４回しか行っていない。今後は講義と実験がつながるような形で簡単な実験

を導入し、実験の回数をできるだけ増やし、化学に興味を持たせるようにしたい。 

  ②生物は１年生で１単位実施のみである。このため講義する内容に限界があり、細胞、

遺伝情報の発現、生殖、遺伝を講義している。少しでも最新の生命科学の話題を理

解できるように講義しているが、さらに最新の話題を取り上げ、生物に興味と理解

が持てるようにしていく。また平成３０年度にはライフサイエンスのコアカリキュ

ラム導入のため、これまでの講義内容の一部を廃止し生態学を導入したので、これ

までの講義内容を徐々に精査していく。 

 

（３）数学科・応用数学科での取り組み 

  授業については、 

〇いくつの科目で、継続的に動画を作成し、活用している。 

〇ＡＬ型の授業形態を取り入れるなどの改善も、継続的に行われている。 

〇３Ｄプリンタや、レーザーカッターを用いた教材の作成では、３年生の媒介変数方

程式に関する立体教材と２変数関数に関する曲面の立体教材を作成し、活用してい

る。授業後のアンケートでは、８５％を越える学生から「興味深い」という回答を

得た。また同じく８５％を超える学生から、曲面などの形状把握に役立ったという

回答を得た。このことから立体教材が学生の興味付けに役立ち、知識の定着に効果

があったことがわかった。また、「平面充填」の話題に関する教材も作成し、１年

生向けの探究課題として活用している。(この教材は、小中学生向けの公開講座でも

使用している。) 

○STACK(数学オンライン評価システム。数式の解答を正誤判定することが可能。また、 

アクセスごとに問題の数値がランダムに変わる等の特徴をもつ)を活用し、本校の実   

験用サーバに、１年生用のｅラーニング教材を作成した。この教材を導入すること

により、個々の学生がいつでも自学自習できる環境が整うので、学生の数学力向上

が期待される。 

また、授業以外でも、低学年向けの補習授業を、定期試験前数週間に亘って実施(平

成３０年度は１９回実施)した。これは、直前の定期試験での成績不振者を対象とし、

その指導には、教員だけではなく、高学年学生によるティーチングアシスタント（Ｔ

Ａ）、ラーニングアシスタント（ＬＡ）を活用した。 

   そのほか、数学科・応用数学科としては、「数学検定」の受検を学生に推奨してお

り、本校を会場とした団体受検を、継続的に実施している。平成３０年度は６月２
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３日に実施し、受検者数は５名（準１級２名、準２級３名）であり、そのうち、準

２級２名、準２級の 1次試験のみ１名が、合格した。 

 

（４）保健体育科での取り組み 

  ①毎年実施している体力テスト結果は体格データとともに各自の健康・体力水準を表

す指標のひとつとして捉えさせ、体育実技に関連付けてその分析をレポート課題と

している。とりわけ、４年間の推移としての自己のデータは個人内の縦断的変化と

して振り返ることができ、全国統計や校内集計データとの比較とともに自己の健

康・体力状態を省察する機会としている。また、高精度の体脂肪計を導入し、体組

成分析の考察を深めさせた。 

 ②体育実技指導においては、実験・実習と同格以上の安全管理に努めるほか、タイム

や距離、回数などの測定や計算処理においてはその精度を求め、数値の記録ととも

に理論的にデータを解釈できる態度を育む指導を積極的に行っている。一方、安全・

水難事故防止の観点から、水泳（実技）については放課後や夏季休業中に補習も行

っている。 

 

（５）国語科での取り組み 

 １年生では古文の確実な読解のため、古典文法や訓読法の基礎を徹底して指導したほか、

物語・小説の文章を扱って学生に関心を持たせることに努めた。２年生では、品詞分解を

中心とした古典文法の体系的な理解を促したほか、小説、評論、エッセイなど多様な文章

を扱って様々な分野へ理解を深める機会とした。３年生の国語では評論文、小説の精緻な

読解を目指すとともに、学生同士にグループワーク、またはレポートという形で自分たち

の解釈を発表させた。４年生の国語表現では、社会人としての言語運用能力を養うことに

重点をおいて授業を行った。自己ＰＲ文やプレゼンテーションなどの自己を表現するため

の日本語技術と、敬意や世代差などを意識した豊かな人間関係を築くための日本語技術の

指導を行った。５年生では、教員が各自の専門分野に応じて指導を行った。具体的には、

企業や大学で扱う文章にも対応できる表現力と日本語の基礎的な知識を習得させること、

また歌詞を題材として興味を刺戟しつつ日本語学全般の教養を身につけること、方言と共

通語との比較のなかで、自分自身のことばについて振り返ること、『源氏物語』の読解を

通じて、日本語、日本文化に対しての理解を深め、また自分を見つめなおすことである。 

 

（６）社会科での取り組み 

人間及び社会に対する総合的な理解を得て、国際的にも活躍できる技術者を育成す

るために、各科目で以下のような取り組みを行っている。 

（６－１）政治経済での取り組み 

授業内容と現実の社会との関連を意識させ、学生自身と社会との関わりを自覚する
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ことができるように、以下のような取り組みを行っている。 

①政治経済では、教科書の内容をベースとして授業を行い体系的・基礎的な知識の習

得を図った。反復学習として、授業の最後に毎回小テストを行い、特に重要な項目や

単語の理解と記憶の定着を促した。また minutespaperを配布し、授業で分かりにくか

った内容や質問などを学生に記入させ、次の授業でフィードバックを行った。 

②発展問題として、福井県が抱える問題(少子高齢化、財政)や学生の年齢を考慮した

時事問題(選挙年齢の引き下げ、裁判員制度など)を取り上げ、統計資料や新聞記事を

配布しながら学習した。学生にとって身近な問題を扱うことで、社会との繋がりや仕

組みを理解させ、決められたルールや制度の中で将来自分がどのように社会と関わっ

ていくかを自覚するように促した。 

③法学では、卒業を間近に控えた学生にとって、卒業後直ちに役立てることができる

知識の伝達を目的とした。将来学生が関わる可能性の高い法律や既に何らの形で関わ

っている法律を中心に授業を行った。適宜、条文や判例を配布し、実際に生じた訴訟

を学生自身の目で確認することを重視した。 

④政治経済と同様に、授業ごとに小テストと minutespaperを配布し、基礎知識の定着

と早期のフィードバックを心掛けたが、法学ではこれに加えて期末レポートを課した。

授業で学んだ知識の整理と正しい情報の取捨選択をさせ、自身の主張を多角的な視点

から他者へ説明することを狙いとした。 

（６－２）倫理社会、哲学での取り組み 

モデルコアカリキュラムで定められた学習項目の新規導入や新学習指導要領の「公

共」を念頭に、国際人・専門人としてふさわしい基礎的な教養を習得するとともに、

人間社会における現代的な諸問題について考察する能力を涵養するために、以下のよ

うな取り組みを行っている。 

①倫理社会では、諸地域・諸文化の特質や関連性、及び歴史的な変遷を強調し、基礎

的な教養の習得と多様な観点から世界を見る見方の習得を目指した。また、授業内容

と関連した本の紹介を毎回行い、語句の背後の概念や思想、歴史、学問の営為を示唆

した。 

②倫理社会では、技術者倫理、環境倫理、生命倫理の内容を取り上げ、人間社会に生

きる技術者に現在問われている諸課題へと学生の眼を向けた。 

③倫理社会では、講義や教科書の内容を要約する小レポートや、学生が自ら考察した

ことを文章にする課題を行って文章力を養うとともに、文章を用いた対話（サイレン

トダイアローグ）を試みて、論理的な主張を行う能力を養った。また、思考力の育成

だけではなく、民主主義社会における市民の育成という観点から次年度の公共社会に

おいて一部導入していく予定の哲学対話（p4c）の準備を行った。 

④哲学では、人間社会への包摂と排除の境界にあらわれる様々な事柄について、西洋

哲学史や諸地域の宗教・文化など多様な視点から講義し、多面的な見方を教示した。 
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⑤哲学では、昨年度と同様に、講義で扱った事柄や現代的な問題について各自の見解

を述べるコミュニケーションペーパーを毎回課し、文章力と思考力の涵養を図った。 

⑥中間では授業内容に関する小レポート、期末では授業内容を踏まえ各自の見解を述

べる小レポートを課し、レポートの文章の書き方の習得を目指した。 

（６－３）歴史、歴史学特講での取り組み 

主体的に人間及び社会に関して考察する能力を養うために、以下のような取り組み

を行っている。 

① 定期試験を行わず、ほぼ毎回レポートを提出させる方式で成績評価を行い、学生

が日常的に歴史を考察することを促している。平成２７年度より当該方法での成績評

価を開始し、平成３０年度まで、その内容や達成度についても前年度の課題を参考と

して見直しを行いつつ、課題に不備のある学生に対する個別指導をより一層充実させ

てきている。 

② 歴史において、映像資料を教材として、授業で扱った内容に関わる時代背景の理
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   地理Ⅰについては、世界の人々が協調し共存できる持続可能な社会の実現について、

地理的観点から展望する基礎をつくるために、以下のような取り組みを行っている。 

  ① 課題自習プリントを用いて学生に主体的に学習させる。 

  ② 課題自習プリントにグループで取り組ませ協調的に学習させる。 

地理Ⅱについては、地球上で発生している自然現象に対しての大局的な因果律やモ

デルの導入に努めた。今年度からの科目なので、教授内容の精選をさらに考えていく。 

① 地球を、人類が生存している圏として、認識をさせる。 

② それぞれの圏で、電磁気学、気象学、海洋物理学、固体地球物理学が存在する。 
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③ 海洋と気圏の密接な関連（グローバルな気候変動）。 

④ 付加体である日本の理解。 

（６－５）「グローバル人材養成のための英語による社会科教育実践」（社会科による共

同プロジェクト） 

平成２６年度より開始された「専門技術分野以外の幅広い話題でコミュニケーショ

ンがとれる人材」を育成するための英語による社会科教育実践を継続してきた。経済

学で５年生を対象に英語原書講読を実施してコミュニケーションの前提となる読解力

の向上をはかるとともに、歴史では１、２年生で一部英語の教材を取り上げている。 

 

（７）英語科での取り組み 

① 海外留学体験報告会・資格試験対策講座の実施 

月に１回程度を目安に、本校学生、留学生、教職員を交えた海外留学体験報告会（イング

リッシュ・カフェ）を実施した。多くの学生、教職員が参加し、海外での体験に興味深く

耳を傾ける参加者の姿が見られた。また、実用英語検定対策講座、工業英語検定対策講座、

ＴＯＥＩＣ試験対策講座を定期的に実施した。どの講座にも多数の学生が参加し、熱心に

学習する姿が見られた。 

② 英語学習環境の充実 

前年度に引き続き、英語の自学自習のための支援として（１）資格試験対策のための学習

教材の整備、貸出、（２）福井高専の学生の実態に合わせたオンラインＴＯＥＩＣ対策講

座の整備・斡旋、の２つを中心に行った。 

③ 英語学習への動機付けを促進するための実践 

学生の英語に対する動機づけを高めるための実践として、（１）全学年を対象とした「歌

える翻訳コンテスト」、（２）賛助会員入会による、主に高学年を中心としたＴＯＥＩＣ

試験の受験奨励、（３）１年生を対象とした工業英語検定試験並びに４年生を対象とした

ＴＯＥＩＣ試験校内一斉受験を行った。 

④ 専攻科英語教育の改善 

以下の項目を実施した。 

(i)  プレゼンテーション教育による国際学会等発表支援 

(ii) テクニカルライティング教育（外部講師によるセミナーを含む）による学術論文アブ

ストラクト作成支援 

(iii) e-learningを利用したＴＯＥＩＣスコアアップ支援（上記②−（２）参照） 

⑤ 校内教職員対象の理工系英語論文ライティング講座」の開催 

教職員の英語力向上教育の一環として、標記セミナーを開催した。講師には、工業英検１

級（文部科学大臣奨励賞受賞）取得の上、技術系及び特許等に関する実務翻訳経験を有す

る専門家を招聘した。若手教員を中心に技術職員からの参加もあった。 
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５．点検・評価 

（１）重点課題における点検・評価 

新入生に対する一斉学力試験は、数学・英語ともに、入学直後の授業開始前に実施し、

春休みの課題取り組み状況なども含めて、新入生の学力把握に努め、成果を上げている。

実用英検、工業英検、TOEICを校内で実施し、多数の受検者及び合格者を維持することがで

きた（TOEICに関しては、４年生に全員受検を課すとともに、公開試験の受検奨励を積極的

に行い、大幅な受検者増につながった）。中学・高校からの教育支援要請（SPP、SGH、SSH

講師依頼等）や各教育機関、教育委員会からの教員研修事業での協力要請について、生涯

学習支援、SSH 研究アドバイザー、防災アドバイザーや評価委員を行っており、十分に対応

できている。以上により、重点課題についての評価はＡと判断する。 

 

（２）特色ある教育・研究取り組みに等に関する点検・評価 

 

① 物理・工学基礎物理 

一般科目物理系教員と専門学科の教員との定期的な意見交換は、「物理に関するネット

ワーク会議」として、継続的に行っており、その結果を授業に反映させ、一定の成果を上

げている。１年生の補習は、昨年度のトライアル実施の結果を踏まえて、本年度本格的に

始動し、有意な効果を認めることができた。３年生は、これまで実施してきた学力到達度

試験が取りやめになった。独自で行っている物理学力試験は、これまでの学習内容を復習

し役立てるうえで効果があったため、夏季総復習課題と、その試験を行い継続している。

四年生実験のレポートは、早期返却とフィードバックを全クラスに展開し、好評を得た。

課外では、原子力人材育成事業、ＳＳＨ、防災アドバイザー、公開講座、サイエンスクラ

ブ、地物研等で、教員が研鑽に努めている（今年度サイエンスクラブの成果は電気学会で

表彰され、地物研の活動は新聞紙面で紹介された。）。以上の結果を考慮して、評価はＡ

と判断する。 

 

② 化学・生物 

化学では、１年生にコアカリキュラム内容を主に取り込んでいる。非常勤講師とは意見

交換を行い、学習ノートの利用促進や定期的な小テストを行い、できるかぎりの学力向上

に取り組んでいく。しかし、学習内容についていけない学生が年々増加してきている。２

年生でも、同様であり、特に今年度は２年機械工学科の成績が非常に悪く、多くの欠点者

を出した。今後もこのような現象が続くようであれば、講義内容について検討していく必

要がある。以上のことから、達成度はＢと判断する。 

生物については、今年度からコアカリキュラムの内容を取り込んでいる。また、最近の

話題を提供し、生物に興味を持たせるようにしている。化学同様に学習内容についていけ

ない学生が増加しているが、今のところ成績的には問題ないと考えている。このため達成
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度はＡと判断する。 

 

③ 数学科・応用数学 

複数の科目で動画教材の作成が進んでおり、その他、ICTを活用したり、またＡＬ型の業 

形態を取り入れたクラスもある。作成した立体模型についても、継続的に利用している。 

数学検定については、年 1回の団体受検が実施できており、継続的に取り組むことができ 

ている。また、STACK を活用した eラーニング教材が整いつつある。以上のことから総合的 

に判断すると、十分に取り組むことができたといえる。従って、評価はＡとする。 

 

④ 保健体育科 

レポート課題では、自己の体力テスト結果の分析と、運動習慣や実技種目との関連につ 

いて多々記載されており、全国統計との比較や経年変化の中で計測されたデータの背景が

位置付けられていることが確認された。また、正確な体脂肪計の計測に基づく考察も加味

された。一方、授業における計測や計算プロセスが、理数科目との関連を意識させること

が実技のリフレクションシートからうかがえ、より精度の高い記録や運動実践が導かれる

可能性が示唆された。さらに、中学校において年々少なくなってきた水泳学習の機会が本

校で得られたことにより、授業や補習を通して確実な泳法が習得された。従って、評価は

Ａとする。 

 

⑤ 国語科 

 １年生では、昨年度に続いてグループで小説の合作および発表を行うなど、継続して主

体的な学びを実践させることができた。２年生では、古文、現代文の総合的、かつ多角的

な学習で、学生の意欲を喚起できた。３年生では、高度な日本語文を読み、その正確な読

解とそこから生れる自らの考えを明確化し、主体的に様々な世界へ歓心を持って自らの考

えを深めることができた。４年生では、教員による指導のほか、グループ活動も行って、

学生自身で文章の添削や議論を行い、文章力を向上させることができた。敬語の体系を学

び、立てるべき人物との関係を考えながら、敬語を使えるようになった。５年生は、受講

者が比較的少人数であったため、個々の学生の個性や習熟度を十分に把握した指導ができ

た。全般に学生が自主的に考え動くことを旨とした実践を行い、全ての学生が活動に参加

する状態を維持できた。以上を勘案し、達成度はＡと判断する。 

 

⑥ 社会科 

学生の社会科的な思考力等を養うための上記試みを補完するために、昨年度より、歴史

や哲学において、Powerpoint を用いた授業を行ったことにより、講義への学生の集中に改

善が見られている。映像や図表を用いることにより学生の興味を喚起し、より大きな概念

や見取り図の理解へと促すことができているものと思われる。 
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また、これまで数年間課題とされてきた日本語運用や課題提出の能力低下に関しても、

前年度までに歴史、倫理社会、哲学などでのレポートや、1年生の歴史での授業外での個別

対応による指導の充実により一定の改善が見られており、そうした指導のより一層の充実

は平成３０年度においても実施した。 

昨年度において課題であった他者の意見に対して論理的・建設的な主張を展開する能力

の育成については、今年度２年生の歴史において、グループプレゼンテーションの場など

を追加で設けるなどして、改善が図られたものと考えられる。そうした課題の一部につい

ては、紙ベースでの提出からデータでの提出に切り替えているものもあり、効率化を図っ

ている。 

以上により、達成度はＡと判断する。 

 

⑦ 英語科 

実用英語検定、工業英語検定の受験奨励に加え、１年生に工業英語検定並びに４年生に

校内ＴＯＥＩＣＩＰテストの一斉受験を課すことで、資格試験全般への積極的な挑戦が見

られた。また、「歌える翻訳コンテスト」をはじめ、海外留学体験報告会（イングリッシ
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６．改善課題・方策 

 

（１）物理・工学基礎物理 

工学基礎物理の実験は、設備と人員の配置換えを完了し、おおむね良好な成果を得てい

る。今後、老朽化した備品の更新や、実験テキストの修正を行っていく。１年生物理の補

習は継続実施し、実際に効果があるか判定を行う。ＭＣＣのアースサイエンスについては、

内容をさらに検討していく。 

 

（２）化学・生物 

コアカリキュラムを中心としたもっとゆとりある講義内容とし、また学習ノートの利用

促進や定期的な小テスト、実験等を増やしていくように努めたい。 

 

（３）数学科・応用数学科 

平成２７年度後期より、低学年の学習支援の一環として、補習時におけるティーチング

アシスタント（ＴＡ）、ラーニングアシスタント（ＬＡ）の利用を始めた。ＴＡ、ＬＡを

高学年生から募集して、低学年の補習の時に個別指導を行うようにした。この取り組みは
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定着しており、今後も効果や費用面での課題などを検討しながら発展させていきたい。 

また、授業および低学年の補習において、今年度作成した１年生用のｅラーニング教材

を積極的に活用し、学生の学習習慣の定着および数学力向上を図りたい。また、これまで

のＳＴＡＣＫによる教材開発の経験を活かして、１変数の微積分や総合試験対策用のｅラ

ーニング教材を開発したい。 

 

（４）保健体育科 

すべての学年を通じて、これまでのレポート指導によって体格・体力データの横断的分

析や縦断的分析の下地はできてきたが、より高い水準で運動技術を高めていくことや健康

を維持することについての調査的視点が不足しており、文献の引用方法とともに指導して

いきたい。また、効率的学習の観点から、個人種目である水泳の実技課題を解決するため

のグループワークについても今後取り組んでいきたい。 

 

（５）国語科 

１年生では、期限に追われながら課題に粗雑な取り組みしかしない学生も散見した。２

年生では、習熟度に個人差が大きく出てき、これが意欲にも影響した。３年生では、レポ

ートあるいは発表の場において、適切なルールにしたがって引用、論述できていない場面

が見られた。５年生では少人数での個別指導が主になったゆえに手の空く学生や気を抜く

学生が出たりし、授業時間の有効活用に課題が残った。いずれも、授業計画や指導過程を

見直していくことで解決を図る必要がある。 

 

（６）社会科 

第３期中期計画の５年間で新たに実施した上記の試みの中には、既に定着をみた項目も

多く、今後はそうしたものの実施方法等を整理・検討しながら、授業実施の効率化を図る

ことを目指していく。 

また、社会科では今年度より新しいカリキュラムがスタートしており、２０２２年度が

完成年度となる。そのため、今後はそうした新カリキュラムにおいて導入される新科目（公

共社会、第２外国語、工学倫理）の授業内容の精選と、新たな教育方法の検討を課題とし

ていく。 

 

（７）英語科  

海外留学体験報告会（イングリッシュ・カフェ）については、ゆとりのある運営を行う

ことができたが、今後、海外体験報告だけでなく、英語学習法の共有や異文化理解の機会

の提供など、幅を広げた運営方法の検討が必要である。また、１年生の工業英語検定や４

年生のＴＯＥＩＣ試験校内一斉受験については、顕著な効果が見られたものの、学生の意

欲をより喚起するために、実施時期について慎重に検討する必要がある。 
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○ 専 攻 科 

 

１．教育理念・教育目標 

（１）概要 

専攻科は、高等専門学校５年間の上に、より高度な専門的知識と技術を教授し、

創造的な研究開発や先端技術に対応でき、かつ国際的にも通用する人材を育成する

ために設けられた２年制の教育課程である。学生は、大学改革支援・学位授与機構

（以下「学位授与機構」という。）に定められた書類を電子申請によって提出し、審

査の後に学士の学位が授与される。本校の専攻科は、生産システム工学専攻（１学

年定員：１２人）及び環境システム工学専攻（１学年定員：８人）の２専攻で構成

されている。また、本科４、５年次の全学科と専攻科２専攻のすべての教育課程で

構成した「環境生産システム工学」教育プログラムを実施しており、このプログラ

ムは日本技術者教育認定機構（略称：ＪＡＢＥＥ）から社会の要求を満たしている

工学（融合複合・新領域）関連分野の技術者教育プログラムであるとして、平成１

６年度から認定されている。今年度、中間審査を受審し、その結果、２０２０年度

までの継続が認められた。 

（２）目指すエンジニア像と学習・教育目標 

本校専攻科の目指すエンジニア像は『得意とする専門分野を持つことに加え、他

の技術分野の知識と能力を積極的に吸収し、自然環境との調和を図りながら持続可

能な社会を有機的にデザインすることのできる知識と能力を身に付けた、国際社会

で活躍できる実践的技術者』としている。目指す技術者像に照らした専攻科修了時点

で修了生が確実に身に付けておくべき知識及び能力として、本自己点検・報告書にも示

してある５つの大項目とそれらを細分化した２０の小項目からなる専攻科学習・教育目

標を設けている。なお、この学習・教育目標は平成２３年度に表現の大幅な改定を行い、

その後もカリキュラムとの整合性を図るためや、学生への分かりやすい表現となるよう

に改定を行っている。 

その内容は、専攻科設置時から目指している得意とする技術分野（本科５年間の

学習で身に付けてきた専門分野）の深化に加えて、現在の多様化・国際化した社会

状況に対応できるエンジニアリングデザイン能力を身に付けた技術者となることを

念頭に、関連する技術分野の知識と能力を積極的に吸収することを具体的に表現し、

学生の到達すべき目標として掲げている。また、企業のグローバル化に伴って必要

とされる国際社会で活動ができる人材輩出のための学習・教育目標も掲げている。 

ものをつくり出すこと、つくり出す過程、つくったものがどのように使われ、ど

のように廃棄されるかまで、自然や社会などの地球環境に与える影響を考えられる

能力（環境を意識したものづくり）だけにとどまらず、「人間が住みよい環境とは何

か」、「人間だけが住みよくてよいのか」をも考慮できる能力（環境づくりができる）
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の育成を目指して、学習・教育目標ＪＢに「ものづくり・環境づくりに関する能力

を身に付ける」としていることが、専攻科学習・教育目標の大きな特徴であり、オ

ープンエンドな課題に対処できる人材育成を目指している。 

 

２．将来計画 

  目指すエンジニア像や学習・教育目標に照らして専攻科生の知識・能力のレベルア

ップを図っていくために必要な項目は、①研究能力の向上、②エンジニアリングデザ

イン能力の向上、③国際化に対応したグローバルエンジニアの育成、④専攻科入学者

の質の向上に向けた本科との連携、⑤改組及び共同教育プログラムの検討の５点であ

ると考えている。 

以下に具体的な内容を示す。 

（１）研究能力の向上 

専攻科設置当初からの目的は研究開発型の技術者の養成にある。本科５年の卒業

研究と専攻科１、２年の特別研究の計３年間の研究従事期間は大学院卒に匹敵する。

研究環境の充実及び専攻科生の研究成果発表数を多くしていく施策を検討する。 

（２）エンジニアリングデザイン能力の向上 

多様化した社会から技術者に寄せられるニーズも変化してきている。このことを

踏まえて、エンジニアリングデザイン能力を向上させる技術者教育の必要性が認識

されている。エンジニアリングデザイン能力とは、必ずしも正解のない問題、トレ

ードオフな問題に対して、実現可能な具体策を見つける能力であるとされている。

本校専攻科では、「創造デザイン演習」や「デザイン工学」を通して、この能力の向

上を図っている。 

（３）グローバルエンジニアの育成 

   これからの企業は、規模の大小を問わず世界を見据えていなければならない。そ

のような国際社会で活躍するための技術者には、語学能力と異文化理解能力の向上

が必要である。これらの能力が身に付くようなカリキュラムや授業内容の変更を検

討すると共に、国際交流委員会と連携して本校独自の専攻科生の海外インターンシ

ップを含む海外派遣事業を実施していく。 

（４）本科との連携 

専攻科をより充実させるためには、本科から優秀な学生を迎えることが第一であ

る。早期技術者教育と５年一貫教育による実践的な技術者の養成が高専の特徴であ

り、さらに２年間の専攻科課程を加えた継続した７年一貫の技術者教育は、高専本

科卒業生にとって最も意義のある進学先であるといえる。そして、エンジニアリン

グデザイン能力を身につけたグローバルエンジニアとなるための技術者教育プログ

ラムを目指していること、学位授与機構への申請で学士の学位取得ができることな

ど、実践的な技術者にも研究開発型の技術者にも、さらには大学院進学から研究者

172



172 

の育成を目指して、学習・教育目標ＪＢに「ものづくり・環境づくりに関する能力

を身に付ける」としていることが、専攻科学習・教育目標の大きな特徴であり、オ

ープンエンドな課題に対処できる人材育成を目指している。 

 

２．将来計画 

  目指すエンジニア像や学習・教育目標に照らして専攻科生の知識・能力のレベルア

ップを図っていくために必要な項目は、①研究能力の向上、②エンジニアリングデザ

イン能力の向上、③国際化に対応したグローバルエンジニアの育成、④専攻科入学者

の質の向上に向けた本科との連携、⑤改組及び共同教育プログラムの検討の５点であ

ると考えている。 

以下に具体的な内容を示す。 

（１）研究能力の向上 

専攻科設置当初からの目的は研究開発型の技術者の養成にある。本科５年の卒業

研究と専攻科１、２年の特別研究の計３年間の研究従事期間は大学院卒に匹敵する。

研究環境の充実及び専攻科生の研究成果発表数を多くしていく施策を検討する。 

（２）エンジニアリングデザイン能力の向上 

多様化した社会から技術者に寄せられるニーズも変化してきている。このことを

踏まえて、エンジニアリングデザイン能力を向上させる技術者教育の必要性が認識

されている。エンジニアリングデザイン能力とは、必ずしも正解のない問題、トレ

ードオフな問題に対して、実現可能な具体策を見つける能力であるとされている。

本校専攻科では、「創造デザイン演習」や「デザイン工学」を通して、この能力の向

上を図っている。 

（３）グローバルエンジニアの育成 

   これからの企業は、規模の大小を問わず世界を見据えていなければならない。そ

のような国際社会で活躍するための技術者には、語学能力と異文化理解能力の向上

が必要である。これらの能力が身に付くようなカリキュラムや授業内容の変更を検

討すると共に、国際交流委員会と連携して本校独自の専攻科生の海外インターンシ

ップを含む海外派遣事業を実施していく。 

（４）本科との連携 

専攻科をより充実させるためには、本科から優秀な学生を迎えることが第一であ

る。早期技術者教育と５年一貫教育による実践的な技術者の養成が高専の特徴であ

り、さらに２年間の専攻科課程を加えた継続した７年一貫の技術者教育は、高専本

科卒業生にとって最も意義のある進学先であるといえる。そして、エンジニアリン

グデザイン能力を身につけたグローバルエンジニアとなるための技術者教育プログ

ラムを目指していること、学位授与機構への申請で学士の学位取得ができることな

ど、実践的な技術者にも研究開発型の技術者にも、さらには大学院進学から研究者

173 

への道も開かれる。このような専攻科のアピールポイントを積極的に本科生に説明

していく必要がある。 

（５）改組及び共同教育プログラムの検討 

学士の学位授与の特例申請では、専攻科入学後の専門科目（学位授与のための専

攻の区分における専門科目）の修得条件が特例を行わない方法に比べてかなり多く

なっている。そのため、本校の専攻科で実施してきた融合複合型のカリキュラムで

は、専攻科の修了に必要な単位の修得要件と学士申請のために必要な単位の修得要

件が異なる状況となっている。これまでの融合複合型の技術者教育を継続し、かつ

専攻科修了と学士申請にかかる単位修得に対応するために、さらに専攻科修了生の

質を向上させ、学生の自立心を図るために、平成３１年度のスタートを目指して、

現在の２専攻から１専攻への改組の検討を行ったが、改組を認められず、現在は改

組のタイミングを熟慮中である。 

また、共同教育プログラムの設置が高専と大学に認められ、平成２９年秋に豊橋

技術科学大学の説明会に参加した。その後も情報収集を心がけており、先行きが不

透明な所が多いため、現在、熟慮中である。 

 

３．重点課題  

（１）目指すエンジニア像と学習・教育目標の周知 

専攻科生が目指すエンジニア像及びそれに照らした学習・教育目標を理解し、そ

の到達へ向けて行動できるためには、目指すエンジニア像及び学習・教育目標を学

生及び教職員への周知を徹底する必要がある。本科生への周知は専攻科志望者の増

加及び質の向上にもつながる。 

（２）他の研究機関との連携 

福井大学大学院工学研究科との間に教育研究に関する協定を、金沢大学大学院自

然科学研究科、北陸先端科学技術大学院大学との間では入学試験に関する協定を締
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な審査方式による学士の学位授与を行うこととなり、本専攻科は特例申請が認めら
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とし、「特別研究Ⅱ」と共に学修総まとめ科目とした。これら学修総まとめ科目の内
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容を吟味し、計画的な学修及び研究能力向上の内容を盛り込んだ。 

エンジニアリングデザイン能力育成のために開講している「創造デザイン演習」

の内容を充実させる。この科目では課題内容を外部から募っており、ＰＢＬを主と

した問題発見・問題解決の内容を盛り込んだ演習内容となっている。 

専攻科英語系の科目である「現代英語」と「技術者英語コミュニケーション演習」

内容の充実を図る。これらの科目では、ネイティブスピーカーによるテクニカルイ

ングリッシュスピーキングやテクニカルイングリッシュライティングをその内容に

盛り込むことにしている。これらの授業内容が、学生のレベルアップにつながるよ

うに検討を重ねていく。 

平成３１年度入学生から、新しい教育課程の下で学習を展開することになる。新

教育課程表は、人文社会系の科目『人間と社会』を新設導入し、『海外インターンシ

ップ』を『インターンシップ』とともに選択比数科目のひとつとした。また、時代

の流れに応じた『量子エネルギー工学』や『環境分析化学』などを導入した。 

（４）学生の海外派遣事業 

国立高専機構主催の学生の海外派遣事業には、海外インターンシップ（夏季、春

季）、シンガポールで行われるテマセク・ポリテクニック技術英語研修、ＩＳＴＳ

（International Symposium on Technology for Sustainability）などがある。ま

た、本校独自の専攻科生の海外派遣事業としては、専攻科インターンシップとして

の海外インターンシップ、教員の指導の下に学生自らが計画を立てて行う海外派遣

研修制度と、学術協定を結んでいるプリンスオブソンクラ大学工学部（ＰＳＵ：タ

イ）へ夏季休業中に４週間程度派遣する事業がある。ＰＳＵへの派遣は学生が希望

すれば、インターンシップとして単位認定を行っている。  

これらの事業への参加を専攻科生に積極的に促していくと共に、新たな海外派遣

先を開拓していく。 

 

４．進学・就職指導状況 

  平成３１年３月修了生の進路状況は、生産システム工学専攻では、修了生１６名中、

大学院進学者１名、県内就職者５名、県外就職者１０名であり、環境システム工学専

攻では修了生１４名中、大学院進学者４名、県内就職者８名、県外就職者２名であっ

た。大学院進学者数５名中４名が協定校推薦による進学であった。また、就職者には

３名の公務員が含まれている。 

  この５年間の状況を表１にまとめた。この５年間で、就職は 76％、大学院進学は

21.6％である。県内就職者は全修了生の 44.6％、そのうち公務員は 14.7%を占める。

大学院進学者は、この５年間で２名、５名、８名、７名、５名と増加傾向にあるとい

える。また、大学院に協定校推薦を利用して進学した学生は、この５年間の全進学者

のうちの 59.3%を占める。 
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表１ 専攻科修了生の進路先数（過去５年間） 

年

度 
専攻 

修了

者数 

就職者数 進学者数 

県内 県外 合計 
公務員

（内数） 

協定校

推薦 
その他 合計 

H26 
PS 13 7 3 10 0 1 1 2 

ES 7 3 4 7 2 0 0 0 

H27 
PS 12 5 3 8 0 2 1 3 

ES 14 6 6 12 4 1 1 2 

H28 
PS 12 3 4 7 0 3 2 5 

ES 13 8 1 9 2 3 0 3 

H29 
PS 12 4 5 9 0 0 3 3 

ES 12 7 1 8 3 2 2 4 

H30 
PS 16 5 10 15 0 1 0 1 

ES 14 8 2 10 3 3 1 4 

 

５．特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

本科５学科各々の専門知識の基礎を習得した後、専攻科では得意とする専門知識を

深化させる専門展開科目と、今日の多様化した社会に対応できるように、幅広く他の

技術分野の知識と能力を身に付けるための専門共通科目を開講している。この専門共

通科目の内、６科目（技術者倫理、創造デザイン演習、先端材料工学、デザイン工学、

環境工学及び地球環境）は必修とし、融合・複合分野の教育プログラムであることを

特徴づけている。また、夏季休業期間を利用しコープ教育の一環としての約１か月間

のインターンシップ（海外インターンシップを含む）や、北陸技術交流テクノフェア

において特別研究の内容を学外の技術者や研究者に説明させるなど、学内にとどまら

ない技術者教育に力を傾注している。さらに、第３ブロック専攻科研究フォーラムに

平成２９年度、平成３０年度ともに各６名の学生を参加させた。 

エンジニアリングデザイン教育として、専攻科ではこれを「デザイン工学」と「創

造デザイン演習」の授業で統括的に実施している。ともに出身学科の異なる学生によ

る協働作業を通して、制約条件を考慮した解決案の提示を求める課題を実施している。 

「現代英語」や「技術者英語コミュニケーション演習」の授業では、ＴＯＥＩＣス

コア向上の内容に加えて、英語による特別研究内容の発表し、英語による質疑応答を

前提とした外国人非常勤講師による指導を取り入れている。 

 

６．点検・評価 

  平成３１年度専攻科入学者は３１名（受検者数３６名、合格者数３３名）の予定で

ある。平成２５年度に２次募集を実施して定員を確保したが、それ以降、本科生への
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説明会を実施したこと、また、５年担任の方々の進路指導によるところも大きく、定

員（２０名）以上の合格者を出している。また、平成２７年度入学者選抜試験からは、

学業及び人物ともに優れ、学習意欲旺盛な本科生が専攻科に入学できるように、入試

制度を変更している。 

また、専攻科の入試状況について、この５年間のまとめを表２に示す。過去５年間

のうち、入学者が定員の 1.25倍を超えなかったのは平成３０年度入学のみであり、他

の４年は定員の 1.25 倍以上となっている。以上のことから、過去５年間、目指すエン

ジニア像の周知及び本科との連携ということに関しての達成度評価はＡと判断する。 

 

                表２ 専攻科入試状況 

 H31 H30 H29 H28 H27 

入学者 31 21 30 25 26 

受検者 36 28 36 29 32 

合格者 33 24 32 36 29 

 

  表１に示したように、近年は協定を結んでいる福井大学大学院工学研究科、北陸先

端科学技術大学院大学及び金沢大学大学院自然科学研究科への進学者が増えている。

また、福井大学大学院と北陸先端科学技術大学院大学には６月に研究室訪問を継続し

て実施している。これらのことから、他の研究機関との連携に関しての達成度評価は

Ａと判断する。 

学位授与機構による学士の申請に係る特例申請を行い、生産システム工学専攻（機

械工学、電気電子工学、情報工学）、環境システム工学専攻（応用化学、土木工学）

ともに認定を受け、平成３１年３月修了生３０名全員に学士が授与された。学修総ま

とめ科目として「特別研究Ⅱ」の他に「技術者総合ゼミナール」を開講し、この授業

を通じて学修の振り返りを行い、さらには研究活動のプロセス評価を評価方法に組み

入れ、研究能力の向上を図ることも目的としている。特例申請に関しては、平成 27年

度から始まっているが、H27：26 名、H28：25 名、H29：24 名、H30：30 名といずれの

年度も申請者数、学位取得者数、専攻科修了生数が同じである。 

また、研究能力の向上の一環として、第３ブロック専攻科研究フォーラムに６名の

学生が参加したが、平成２９年度は優秀発表賞と優秀ポスター賞を１名づつ受賞し、

平成３０年度は優秀ポスター賞を１名受賞した。 

平成２９年度及び平成３０年度の「創造デザイン演習」の授業では、前期は「デザ

コンに参加しよう」のテーマのもと、３Ｄプリンタを駆使してアイテムの提案を行い、

平成２９年度は、実際に１チームがデザコンＡＭデザイン部門の予選を通過し、本選

に参加した。後期は、“KOSEN（高専）4.0”イニシアティブの一環として「地域の課

題を解決する」のテーマのもと「農工連携」「放射線教育」「防災・減災」に関して
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各企業や自治体を見学し、学生自ら課題を発見し、関係教員や各企業、自治体の方か

らのアドバイスをもとに解決策を提案するＰＢＬ教育を行った。また、平成２９年度

と３０年度の「デザイン工学」において、４週に渡って「みんなのイス」という題材

に取り組み、デザインコンペを開催した。これらの内容には文化理解、システムづく

りなどの製品開発につながるところが多岐に亘っており、学生（あるいは修了生）か

らの評価も高く、今後も自分で課題を設定し問題解決していくテーマを継続して実施

していきたい。 

以上のことから、研究能力の向上も含めたカリキュラム及び教育改善に関する取組

の達成度評価はＡと判断する。 

平成３０年度の専攻科としての海外派遣学生数は６名であった。海外インターンシ

ップとして３名の学生を、国際会議の発表に３名の学生を海外派遣することができた。

海外インターンシップに関しては、県内企業の定着促進事業と連携した㈱福井村田製

作所のフィリピン工場、㈱エイチアンドエフのマレーシア工場および高専機構の仕組

みを利用した日本電気硝子㈱のマレーシア工場へそれぞれ派遣した。ISTS、ＰＳＵ（プ

リンスオブソンクラ大学：タイ）、技術者英語研修や海外インターンシップなどの高

専機構主催の海外研修へは希望者がいなかったため、派遣ができなかった。 

専攻科学生の海外派遣について、平成２６年度は３名（海外インターンシップ２名）、

平成２７年度は３名（海外インターンシップ１名）、平成２８年度は８名（海外イン

ターンシップ７名）、平成２９年度は３名（海外インターンシップ２名）、平成３０

年度は６名（海外インターンシップは３名）となっている。専攻科学生の間で海外派

遣の機運が徐々にではあるが高まっていること、国際交流室長が海外インターンシッ

プ先の開拓に尽力して好印象を得ていること、技術者英語コミュニケーション演習で

特別研究の内容を口頭で発表し、外国人非常勤講師との質疑応答を実施していること

など、学生が国際的な視野を身につける教育活動を実施しているが、海外派遣学生数

が少ないことから、グローバルエンジニアの育成に関しての達成度評価はＢと判断す

る。 

 

７．改善課題・方策 

専攻科入学者は、平成３０年度のみが定員の 1.25倍以上を確保できなかったが、そ

れ以外の年度は確保できている。今後も継続して本科生への専攻科説明会を実施する

と共に、本科の進路指導を担うクラス担任にも積極的に専攻科説明を実施することが

大切であると考えている。 

近年、近隣大学との協定を結んでいる大学院への進学者が増加している。継続して

研究室訪問や大学教員による講演会を企画し交流を深めることなどを通して、専攻科

生の研究へのモチベーションを高め、大学院進学者の更なる増加を検討する。 

エンジニアリングデザイン能力及び語学力向上のためのカリキュラムの改善や授業
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内容の充実を図っているが、その内容を学生に理解させ、学生のレベルアップに努力

する。また、これらの科目に関連する教員の、学外での研修会への参加を専攻科とし

て支援する。 

また、ここ数年、学生の国際会議への参加も増加しつつあり、学生の海外志向も徐々

に増えていくことと思われる。今後も海外インターンシップ及び技術英語研修などの

海外研修制度にも積極的に参加するように専攻科生に促し、語学力を増したことを自

覚させるためのＴＯＥＩＣ受検を促すと共に、経済的な理由で海外研修を希望できな

い学生もいることから、海外派遣への補助を継続する。 

専攻科の改組を常に視野に入れながら、専攻科修了生の質を向上させるために、教

育課程の改善を行いたい。改組に関しては考えを慎重にまとめ、改めて検討したい。

また、大学との共同教育プログラムについても、具体的にどのように実現していくか

慎重に検討したい。 
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Ⅴ－３．センター等に関する事項 

 

○ 学生相談室・保健室 

 

１．現状 

・学生相談室 

（１）基本方針 

本校では、学生生活が円滑に送れるように学生の種々の悩み事や問題の相談に応

じるため、福利施設の２階に学生相談室を開設し、保健室と連携を図りながら、学

生相談やメンタルヘルスに対応している。 

（２）学生相談室利用状況と相談分野 

学生相談室は、教員５名及び非常勤の専門カウンセラー２名の７人体制で運営さ

れ、保健室（看護師２名）と密接に連携を取りながら活動している。 

平成２４年度から、専門カウンセラー１名に週３日間来校していただいていたが、

平成３０年度からはカウンセラーを増員し、２名のカウンセラーに来ていただける

こととなった。また、後期からは週３日間から週４日間来校していただくことにな

り、より充実した学生支援環境を整えることができている。今年度後期以降の各相

談員の担当を表１に示す。 

表１ 平成３０年度の担当相談員 

 

相談室員のスキルアップとして、学生支援機構や高専機構の主催する各種の研修

会に参加している。校内の教職員向けには、メンタルヘルス講演会を秋に計３回開

催し、教職員の啓蒙に努めている。学生に対しては、各教室へ学生相談に関する掲

示を行うとともに、相談室カードやリーフレットなどを配布している。また学生の

状況を把握するために、前期にハイパーＱＵテストを、後期には「高専生活に関す

るアンケート」を、全学生を対象に実施している。 

新入生オリエンテーションにて学生相談室の存在と利用方法などの紹介を行って

いる。また、１年生全クラスで、１クラスずつ訪問してホームルームの時間を利用

して、カウンセラーによるメンタルヘルス講習及び性格診断テストなどを行ってい

相談員/曜日  月 火 水 木 金 

相談員 

 

 

 

 

（時間帯） 

・清水 照代 

【カウンセラー】 

 

 

 

(14:00-18:00) 

・中谷 実伸 

・廣重 準四郎 

・荒川 正和 

・藤田 卓郎 

・坂元 知里 

(16:15～17:00) 

・清水 照代 

【カウンセラー】 

 

 

 

(13:00-17:00) 

・山本 洋子 

【カウンセラー】 

 

 

 

(14:00-18:00) 

・山本 洋子 

【カウンセラー】 

 

 

 

(14:00-18:00) 
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る。学生寮においても、カウンセラーによるメンタルヘルス講演会を毎年実施して

いる。 

平成２５年度から精神科医と提携を結び、定期的(２箇月に１回)に来校し、希望す

る学生・教職員との面談をしていただくことで、学生のメンタルヘルス面の対応につ

いて、一層の充実を図っている。 

  

以下に、平成３０年度学生相談室の学年別及び月別の利用者数（表２）と相談分野

別及び月別の相談件数（表３）を示す。 

表２ 平成３０年度学生相談室の学年別及び月別の利用者数      （単位：名） 

  月 

学年 

4 

月 

5 

月 

6 

月 

7 

月 

8 

月 

9 

月 

10

月 

11

月 

12

月 

1 

月 

2 

月 

3 

月 

合 

計 

1 年 0 3 4 2 0 0 5 3 19 1 1 1 39 

2 年 2 5 1 3 0 1 5 4 16 2 2 1 42 

3 年 1 2 2 4 0 2 5 4 8 2 3 2 35 

4 年 3 3 10 6 0 1 4 3 6 8 2 3 49 

5 年 1 0 0 0 0 0 0 1 0 3 0 0 5 

専攻科 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

保護者 1 1 2 2 0 4 6 6 5 1 1 4 33 

教 員 1 1 5 2 0 2 9 10 3 2 1 4 40 

合計 9 15 24 19 0 10 34 31 57 19 10 15 243 

 

 

表３ 平成３０年度学生相談室の相談分野別及び月別の相談件数    （単位：件） 

     月 

分 野 

4

月 

5

月 

6

月 

7

月 

8

月 

9

月 

10

月 

11

月 

12

月 

1

月 

2

月 

3

月 

合

計 

メンタル関係 3 3 6 1 0 0 8 2 14 1 0 1 39 

学 習 関 係 1 4 1 2 0 1 0 1 15 3 0 1 29 

不登校・不適応 0 2 1 1 0 0 7 8 1 2 5 5 32 

進 路 2 1 3 3 0 3 1 3 4 4 1 1 26 

家 族 1 2 4 3 0 0 8 0 1 1 0 0 20 

人 間 関 係 0 1 4 2 0 0 6 4 7 1 0 0 25 

健康、その他 2 2 5 7 0 6 4 13 15 7 4 7 72 

合 計 9 15 24 19 0 10 34 31 57 19 10 15 243 

 

平成３０年度からは「第２学生相談室」を立ち上げている。これは障害や心的 

ストレスなどに起因して、主体的に学習面の改善を実現し難い学生を対象とする、
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学習支援の場である。ただし、単なる学習指導をする場ではなく、課題作成や学習

を主体的にできるようになることを目的としている。 

 

・保健室 

（１）基本方針 

学内の保健衛生・学生の健康維持を中心に、心身の健康に関するあらゆる面で学

生をサポートしている。通常の保健業務の他に、学生の精神面における相談業務も

行っている。 

（２）保健室の利用状況 

保健室の平成３０年度利用状況について表４、表５に示す。看護師（２名）には

フィジカルな対応以外にメンタル面における対応もお願いしている（インテ－カ－

としての対応も含む）。表４は保健室の学年別、表５は来室理由分野別の利用者数で

ある。 

表４ 平成３０年度保健室の学年別及び月別の利用者数  （単位：名） 

 

表５ 平成３０年度保健室の来室理由分野別及び月別の利用者数 （単位：名） 

４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 10月 11月 12月 １ 月 ２ 月 ３ 月 30年度 29年度

１ 年 53 55 79 15 20 5 9 19 15 12 2 6 290 208

２ 年 49 45 95 14 16 6 22 43 37 46 6 3 382 266

３ 年 40 47 109 18 1 8 18 18 6 7 10 4 286 286

４ 年 38 38 91 13 4 10 16 15 7 12 6 26 276 315

５ 年 81 58 107 33 13 10 9 24 17 23 10 5 390 122

専攻科1年 9 3 1 1 0 0 1 6 0 0 0 0 21 18

専攻科2年 3 1 2 3 0 1 8 6 0 3 3 1 31 19

保護者 3 2 2 3 2 3 9 5 3 2 3 4 41 32

その他 97 118 128 191 76 69 142 270 80 98 96 122 1487 1779

合計 373 367 614 291 132 112 234 406 165 203 136 171 3204 3045

月 ４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 10月 11月 12月 １ 月 ２ 月 ３ 月 30年度 29年度

健康（ 病気・ 性） 相談 208 149 158 93 32 27 48 176 40 47 23 11 1012 1758

健康（ ケガ） 授業中・ 学校行事中 9 14 5 11 1 6 9 10 12 14 4 0 95

健康（ ケガ） 課外活動中 5 21 10 14 4 3 6 2 3 1 3 3 75

健康（ ケガ） 通学中 3 7 1 2 3 2 5 3 1 1 0 0 28

健康（ ケガ） その他 4 15 4 14 3 5 11 5 4 7 2 1 75

進路相談 1 3 0 0 0 1 0 0 0 3 1 9 7

学習相談 0 1 0 1 0 1 3 0 0 0 2 1 9 49

人間関係（ 恋愛・ いじめ含む） 4 3 10 2 2 1 0 1 1 2 2 0 28 103

不登校の相談 0 1 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11 16

暴力の相談 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

教員からの学生についての相談 28 17 65 55 15 21 61 80 33 31 43 32 481

その他 111 136 351 99 72 46 90 129 71 100 54 122 1381 1112

合計 373 367 614 291 132 112 234 406 165 203 136 171 3204 3045
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２．点検・評価 

平成３０年度年度計画にある「通常のメンタルヘルス対応に加え、メンタルヘルス

が必要な学生に対する学習支援・キャリア支援に対応できる体制を整備する」ために、

例年と同様の活動に加え、第２学生相談室を整備し活用している。 

また同じく年度計画にある「メンタルヘルス関連のアンケートやハイパーＱＵテス

トを実施し、そのアセスメントの実施とともに学生の状況把握に努める」ために、ハ

イパーＱＵテストとともに「高専生活に関するアンケート」を実施し、問題を抱える

学生の早期発見と対応に努めている。 

また、学生相談室・保健室関係教職員のスキルアップのために校外におけるメンタ

ルヘルス関係の研修会等へ、継続的に参加している。以下はその例である。（表６） 

 

表６ メンタルヘルス研修会参加事例と本校からの参加者数     （単位：名） 

No 研 修 会 等 名 参加者数 

１ 丹南地区高等学校・高等専門学校・特別支援学校教育相談担当者会議 各１×２ 

２ 講演会「発達障害の理解と支援～医療の視点から」 ２ 

３ 障害学生支援講演会 １ 

４ 平成３０年度心の問題と成長支援ワークショップ １ 

５ 
第５６回全国大学保健管理協会東海・北陸地方部会研究集会及び第４５回保健管理

担当職研究集会 
１ 

６ 平成３０年度「障害学生支援理解・啓発セミナー」 １ 

７ 第５６回全国学生相談研修会 １ 

８ 平成３０年度東海北陸地区国立高等専門学校学生支援連絡協議会 ２ 

９ 第１５回全国国立高等専門学校学生支援担当教職員研修 ３ 

１０ 第２０回学生相談業務に関する研究会 ３ 

１１ 北陸地区保健担当者会議 １ 

合        計 １８ 

 

学生支援の質の向上及び支援業務における人材の育成を推進するために、メンタル

ヘルス研修会を２回実施している。まず、９月６日に奈良高専の石丸裕仁氏をお招き

し、「ＱＵを用いた学生把握の具体的方策と学生指導改善事例の紹介」と題した講演

を行っていただいた。これは本校で実施しているハイパーＱＵテストに対する研鑽の

機会である。また、１１月２９日に福井県特別支援教育センターの為国順治氏をお招

きし、「障害学生に対する合理的配慮の考え方・校内事例の共有」と題した講演を開
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催した。 

１２月１９日には「HuperQUテスト初心者向け勉強会」を実施し、ハイパーＱＵテス

トの基本的な仕組みについて学ぶ機会を設けた。 

以下に、最近５年間の学内メンタルヘルス研修会参加人数を挙げる。（表７） 

 

表７ メンタルヘルス研修会教職員参加者数 （単位：名） 

年  度 参加者数 

平成３０年度 １０９ 

平成２９年度 ６０ 

平成２８年度 ７０ 

平成２７年度 ５０ 

平成２６年度 ６８ 

 

したがって、「校内外におけるメンタルヘルス関係の研修会等へ関係教職員を積極
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   以上から計画に対して、達成度評価をＡと判断する。 

 

３．改善課題・方策 
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も効果的・効率的にできている。しかし、今後もハイパーＱＵテストの初心者向け勉

強会などを含め、より効果的な対応ができるよう考えていきたい。 

最後に、今後も学内教職員向けのメンタルヘルス研修会を継続することにより、す
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学生生活を送ることができる環境を整備していきたい。 
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○ 図書館 

 
１．現状 

 当館は、学生の教育、高学年の学生・専攻科生・教職員の研究、地域住民への貢献等

を目的として運営されている。 
 平成２６年４月の全面改修により拡充された閲覧室（５１０㎡）及び書庫（３４０㎡）

に約１０万冊の図書のほか、雑誌、新聞等の紙媒体の資料（表１を参照）及び視聴覚資

料が配架されている。書庫を含め全館開架、バリアフリーとなっており、誰でも自由に

利用できる。 
 閲覧室には、閲覧席以外にパソコンコーナー（デスクトップＰＣ１７台）、メディアコ

ーナー（ＤＶＤ・ＣＤ・ＬＤ視聴機器が２セット）、アクティビティルーム（グループ学

習室が２室）がある。アクティブ・ラーニングに活用できるよう、学内Ｗｉ－Ｆｉアン

テナ２基を設置し、館内貸出用ノートＰＣ（５台）やｉＰａｄ（４８台）、さらに登録さ

れた個人ＰＣ等をどこででもネットワーク接続でき、オンライン資料へのアクセスやＷ

ｅｂ検索が可能な環境に整備されている。 
 資料の管理・運用のため E-CatsLibrary システムを利用している。このシステムには、

長岡技術科学大学附属図書館と全国高専図書館が所属しており、平成２８年３月にリプ

レースされた。この図書館システムによるＯＰＡＣ（オンライン蔵書目録）や、ＣｉＮ

ｉｉ（ＮＩＩ学術情報ナビゲータ）等目的に合わせた文献検索ツールや電子リソースを

図書館Ｗｅｂサイトで案内し、利用者サービスの向上を目指している。 
平成３０年４月より、図書館ホームページから資料の予約・貸出期限延長・リクエス

ト（教員の場合は、文献複写依頼・相互貸借依頼）などを行えるようにした。これによ

り、利用者にとってさらに便利な環境となった。 
 

（１）学習支援 
授業前後の自学自習にも対応するため、授業期間中は、平日は８：３０ ～ ２０：０

０、土曜日は９：００ ～ １６：３０にそれぞれ開館している。 
貸出（表２を参照）は従来、図書５冊、雑誌５冊までとしていたが、さらなる学習支

援のため、平成２９年７月から試行として、本科生５年及び専攻科生については図書１

０冊まで認めることとした。本科生１～４年も長期貸出期間中に限り１０冊までとした

ところ、専門書のついでに教養書も借りる様子がみられ、読書機会を拡げることにつな

がった。試行結果を受け、平成３０年７月には図書館利用規則を改正し、正式に貸出冊

数を変更した。また、ＣＤについても、従前は館内でしか利用できなかったが、平成３

０年４月より５枚を上限に貸出サービスを開始した。 

毎年４～５月に、新入生全員に図書館オリエンテーションを行い、図書館の基本的な

使い方を説明している。この他、就職・進学・資格取得等の需要に応えるため、最新版
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を収集し一般書と別に配架している。グローバル化に対応するため、ＴＯＥＩＣ・ＴＯ

ＥＦＬ等の問題集、多読図書、語学系雑誌、英字新聞などの外国語学習資料や留学資料

を収集し、提供している。 
 
選書は、毎年１回、各学科・教科に金額を提示し教員による推薦図書を募っている。

学生からは、館内で本のリクエストを受け付ける他に、図書委員を中心に、書店に出か

けて選書してもらうブックハンティングを年に２～３回行っている。店頭にない本も選

書できるようにＷｅｂ上でのブックハンティングも行っている。平成３０年度は、春（６

月）、秋（１１月）の２回、書店に赴き行った。春は図書委員のみでの実施だが、秋は

図書委員以外の学生も参加できるよう、公募制としている。選書後、選者にコメントを

書いてもらい、選書した本と共に展示することにより、コメントを目にした利用者の興

味を引き、読書の輪が広がることにつながっている。平成３０年４月からは学外のＰＣ

からもＷｅｂ上でブックハンティングに参加できるようになり、さらに気軽に選書して

もらえるようになった。 
外部資金として教育後援会からの寄付金を毎年給付いただき、主に、文庫、新書、教

養マンガ、資格本、語学学習書などを購入している。これらの資料は、気軽に手にとっ

てもらえるよう、一般書とは別コーナーに配架されており、学生の読書意欲の推進力と

なっている。 
 
平成２６年４月のリニューアル・オープン以降、改修時には行われなかった施設整備

を進めている。閲覧室においては、アクティブ・ラーニングにも対応できる可動式の２

人掛けの閲覧机の入れ替えを行い、試験期の混雑時にも対応できるようになった。平成

２９年度には、利用者の多様なニーズに応えるために、カウンターテーブル風の閲覧机

を増設した。書架の増設等も積極的に行い、文庫・新書棚の狭隘化を解消するため、文

庫・新書棚を増設した。満杯状態の外国語学習コーナーの書架は棚数が多いものに、老

朽化していた参考図書用の低書架は新しいものに、それぞれ入れ替えた。これにより、

改修時には購入できなかった低書架・閲覧机がほぼ整った。この他、窓際の閲覧席が夜

間の照度が低かったため、デスクライトを設置し改善された。 
 平成３０年度には新たに、折りたたみ可動式の一人用学習デスクを４台導入した。目

的に応じて便利な場所で学習できるほか、閲覧席が満席の時には臨時の閲覧席になるこ

ともあり、学生の自由な発想にもとづいて利用してもらっている。 
書庫においては、大型空調機３機が設置され、常に７０％以上あった書庫内の湿度が

５０％前後に安定し、資料にも利用者にも快適な環境となった。書庫１階の照明が部分

的に暗く資料探しが困難であったため、移動書架の照度が均一の明るさとなるよう照明

器具の改修工事を行い改善された。また、書庫は通常無人であるため、防犯カメラ４台

を設置した。これにより書庫内の様子がわかるようになり、セキュリティが大きく向上

185



186 

した。さらに、非常時に真っ暗な書庫内に利用者が閉じ込められる事態を想定し、停電

時に点灯する非常用ライトを設置した。コンセントから外せば懐中電灯にもなるため、

非常時における活用が期待される。 
 
資料整備についてもリニューアル・オープン以降、地道にすすめ、最も困難を極めた

書庫の図書資料の統合・配架整備が、平成２８年度完了した。平成２９年度は、書庫２

階の学術雑誌の所蔵調査を開始した。並行して汚損・重複図書の廃棄を行い、今後増え

続ける蔵書に対応できる体制を整えた。加えて、閲覧室・書庫の蔵書点検も行い、不明

本の調査、廃棄処理等を進め、現物と目録の整合性を高め、利用者が資料を探しやすい

環境になった。 
廃棄処理された資料は希望する利用者へ無償譲渡している。雑誌は毎年１０月にリユ

ース市と称して譲渡しているが、平成２９年度は貸出冊数に応じて譲渡するようにした

り、平成３０年度は冊数制限を緩やかにしたり、と毎年工夫を凝らしている。その結果、

廃棄する雑誌がほとんどなくなり、多くの利用者に役立っている。 
 
当館ではあらゆる情報媒体にアクセスできるよう、ネットワーク環境整備も行ってお

り、平成２７年２月入替えの利用者用パソコン１７台は、総合情報処理センターの演習

室パソコンと同じ環境のものを導入した。シンクライアント方式のため一括管理でき運

用効率がよく、授業や閉室期間など演習室が使えない時も開館中は使用できるため、パ

ソコン利用者が大幅に増えており、学習支援サービスの向上となった。平成２７年度は

ｉＰａｄ４８台の授業用貸出しが始まり、平成２８年度後期には、校内Ｗｉ－Ｆｉを利

用したノートパソコン５台の貸出しを開始した。ノートパソコンも演習室パソコンと同

環境のため、足りない時に使われるだけでなく、閲覧席やアクティビティルームなど館

内どこででも利用できることで、アクティブ・ラーニング用のツールとして活用されて

いる。館内貸出用ノートＰＣについては、平成３１年４月より２台増やす予定であり、

従来以上に学習に活用されることが見込まれる。 
平成２９年度３月に、かねてより要望の高かったプリンターが設置されたことで、パ

ソコンコーナーの需要が増え、時折パソコンが不足することが見受けられた。そのため

利用者から希望があれば、ノートパソコンからもプリンターに接続して印刷できるよう

に設定している。 
 
平成２９年度に、図書館Ｗｅｂサイトを全面リニューアルした。その結果、デザイン・

機能面で従来のものより優れたサイトとなった。図書館からのお知らせもトップページ

に掲載されるため、お知らせは約２週間ごとを目安に更新してマンネリ化しないよう努

めているほか、緊急のお知らせも掲載している。展示のお知らせや図書館の出来事など

の情報発信も、ここで行っている。 
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空間環境整備として、リニューアル当時から本物の観葉植物を館内数箇所に置き、く

つろげる空間となるよう配慮している。 
平成２９年度１０月から、永年死蔵状態であったクラシックレコード音楽を館内で流
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ている。AIP・ACSは図書館経費（平成２７年度～）や校長裁量経費（平成２８年度～）
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断検索システムを利用して、コピー又は現物を取り寄せている。 
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情報発信・情報公開・地域連携として、福井大学主催の福井県地域共同リポジトリに

参画し、本校教職員の学術論文等（平成３１年３月登録数_４５６点）を登録することに

より、前述のＣｉＮｉｉからも検索・閲覧が可能となっている。 
 
平成２７年度より図書館資料の法人カード払いが可能になったため、Ｗｅｂサイトで

の発注ができ、これまでは入手不可であった絶版書や、在庫状況や価格が不明な洋書の

購入が迅速・確実にできるようになった。利用件数は年々伸び続け、研究用の資料収集

に大いに役立っている。 
 
（３）地域貢献 

当館は福井県内図書館等横断検索システムに参画しており、県内の大学図書館及び市

町立図書館等の蔵書を無料で取り寄せができる。他館への貸出数は、改修当初は下がっ

たが、その後順調に伸び（表３を参照）、本校の蔵書は地域の需要にも応えている。 
当館は一般市民へも開放しており、入館・閲覧だけでなく、貸出も所定の手続きの上、

学内者と同様に行っている。一般利用者の来館者数も順調に伸びている。新しい図書館

Ｗｅｂサイトでは、「一般の方へ」のページを設け、気軽に図書館が利用できるよう案内

している。 
毎年、福井市内の中学校からの依頼により、職場体験学習の中学生を３名程度、２日

間の日程で受け入れており、図書館業務の説明・作業だけにとどまらず、校内を案内し

ながら本校の紹介を行うなどして、労働・進学へのモチベーションを高められるように

配慮している。 
中学生向けのキャンパスウォークなどにおいては、図書館への興味が沸くような展示

や案内を行っている。 
 
２．点検・評価 

利用者の多様なニーズに応えることに留意して、施設整備、資料整備、ネットワーク

環境整備、空間環境整備等、多角的に毎年偏りなく行っている。 

図書館を利用した授業も数回行われ、学内外の来館者数も着々と増加している。 

以上、述べたように、高専図書館として十分な役割を果たせており、運用もトラブル

なくできていることから、達成度評価はＡと判断する。 

 

３．改善課題・方策 

平成３１年度については、特に改善すべき課題はないが、Ｗｅｂサイトからの貸出期

限延長、図書のリクエストが少ないため、これらのサービスを更に周知していく必要が

ある。また、現在作業中の書庫内の学術雑誌の整備を進める。 
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以下は、蔵書構成、利用状況、県内図書館貸借状況である。（平成３０年度末現在） 
（表１） 
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○ 創造教育開発センター 

 

１．現状 

本センターは、２００７年度（平成１９年度）にＦＤ委員会、教育改善委員会等の役割

を統合し、発足したセンターである。本センターでは、平成３０年度に、新たに「学習支

援に関すること」を加えた、次の項目を業務内容として挙げている。また、年度毎にセン

ター報告書を刊行している。 

(1) 教育改善、ＦＤ及び学習支援に関すること。 

(2) 教育課程の調査・検討に関すること。 

(3) メディア教育に関すること。 

(4) 教員間の教育的連携に関すること。 

(5) その他センターの目的達成に必要な業務に関すること。 

 近年は、Ｗｅｂシラバス、ＭＣＣの対応に多くの時間を割くことになっているが、授業

評価アンケートの実施、公開授業週間の実施、ＦＤ研修会等の企画も継続的に行っている。

平成３０年度では、授業評価アンケートでの、学生の評価が高かった教員３名によるＦＤ

講演会を行い、授業評価アンケートを授業改善に活かす取り組みを行った。 

また、教務と連携を取りながら、平成３１年４月から実施される学際領域必修科目「プ

ロジェクト演習」（学際カリキュラム）の内容（授業計画等）の検討も行ってきた。 

 平成３０年度に本センターで取り組んだ事項を以下に示し、説明する。 

 

１－１．教育改善、ＦＤ及び学習支援に関すること。 

（１） ＦＤ講演会及び研修会について 
  平成３０年度に、本校で行ったＦＤ講演会及び研修会は次のとおりである。 
 ・平成２８年度の授業アンケートで学生の評価の高かった教員３名が、平成３０年度第 
１回ＦＤ講演会において、授業での工夫などを講演した。（平成３０年６月２７日） 

 ・平成３１年３月実施のティーチング・ポートフォリオ（ＴＰ）作成ワークショップ（Ｗ 
Ｓ）の準備として、本校及び福井県内の高等教育機関の教員を対象とした「ＴＰチャー 
ト研修会」を行った。ＴＰの意義や取り組みの現状などの講演会と、ＴＰチャート作成 
のＷＳの２部構成で行った。講演会には２５名、ＷＳには１０名の参加があった。（平成 
３０年１２月３日） 

 ・平成３１年４月から実施の「プロジェクト演習」の準備も兼ねて、「発想法の指導に関 
するＦＤ研修会」を実施した。２日間で３つのセクションに分けられた研修会に、延べ 
１２名の教員の参加があった。（平成３１年３月１５日、１６日） 
・福井県大学間連携事業（Ｆレックス）主催の、ＴＰ作成ＷＳを本校が主管となって開 
催した。本校からは、メンティー１名、メンター２名、コーディネーター１名が参加し 
た。（平成３１年３月２２日～２４日） 
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 その他、８月の全国高専フォーラムには、７名の教員がポスター発表を行った。ＯＳ、 
ＷＳには、センター員と教務主事団を中心に参加した。９月には、仁愛大学で行われた、 
ＦレックスのＦＤ合宿研修にもセンター員が参加している。（９月１２日、１３日） 
 現在、年４回行われている第３ブロックＡＬ推進研究会にも継続的に参加し、他高専 
との情報共有と、学内でのＡＬ型授業の推進も継続的に行っている。 
 これら以外の教員ＦＤに関する研修会、講習会、ＴＰ作成ＷＳなどに参加する教員へ 
の支援を行っている。 
 

（２） 公開授業 
  平成３０年度も、例年どおり前期（６月２３日～２９日）、後期（１２月１１日～１５ 
日）の２回行った。参観した教員のＦＤレポートは本センターで取りまとめ、教員に公 
開している。平成３０年度の参観教員（前期、後期のいずれか１回でも授業参観した教 
員）も全教員の７０％を超えている。 

 
（３） Ｗｅｂシラバスについて 

Ｗｅｂシラバスは、平成３０年度４月から完全実施となり、本校も独自のシラバスか

らの完全移行を行った。ルーブルリックや教育方法、評価割合の整合性などについて、

今後も記入内容のブラッシュアップを継続する必要がある。 

平成３１年度のＷｅｂシラバスについては、公開の準備が整っている。 

 

１－２．教育課程の調査・検討に関すること。 

（１）学際領域必修科目「プロジェクト演習」の実施方法の検討 
平成３０年度から３年生に対して、新しく導入した学際カリキュラムが実施された。

４年次開講の必修科目である「プロジェクト演習」の実施方法については、本センター

で継続的に検討を重ねてきた。「プロジェクト演習」は学科横断型のＰＢＬ科目であり、

「他学科の複数の学生とチームを組み、他学科の内容に関連したテーマから課題（学際

的な領域の課題）を見つけ、ディスカッション等を行うことで問題解決の手法を体験す

る」ことを目的としている。この科目の実施に向け、本センターで検討した内容を基に、

担当教員による教員間ネットワーク会議を行い、各学科からのテーマも出そろっている。

また、「発想法の指導に関するＦＤ研修会」には、「プロジェクト演習」担当者を中心

に参加し、４月開講に向けた準備を進めている。 

 

（２）授業アンケート 
授業アンケートは本センター発足前から継続的に行っており、アンケートの学生評価

に関しては、平均点は上下するものの、全体的には概ね高水準で推移している。 

外部評価において、授業アンケート結果の、教育改善への活用の有無が指摘された。
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そこで、今年度は平成２８年度の学生評価の高い教員３名にお願いし、他の教員の授業

改善のヒントとなるように、授業における工夫点、改善点などＦＤ講演会で紹介しても

らった。 

近年、グループ学習やＩＣＴを取りいれた授業方法など、いわゆるＡＬ型の授業を試

みている教員も増え、アンケート項目の見直しについては継続的な検討課題となってい

る。また、アンケートの実施方法の改善に対する意見もあり、授業改善のためにも、ア

ンケート結果のよりスピーディーなフィードバックが望まれている。 

 

１－３．メディア教育に関すること 

（１）ＣＢＴの実施 

 平成３０年度のＣＢＴ(Computer Based Testing)は、３年生が数学、物理の２科目、

２年生が数学のみ１科目、１年生が数学、化学の２科目をそれぞれ受験した。１１月～
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１－４．教員間の教育的連携に関すること 
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に関連する科目を担当する教員間の連携を機能的に行うためのシステムとして教員間ネ
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の担当者が集まって、ネットワーク会議を行い、授業実施に向けて情報共有を図った。 

 

（２）福井県大学間連携事業 

平成２０年度に採択された文部科学省戦略的大学連携事業「個性的な地域創生のため

の学習コミュニティを基礎とした仮想的総合大学環境の創造」（通称「Ｆレックス」）に

関して、本校では本センターが中心となってこれまでも様々な取り組みを行なってきた。 

Ｆレックスの活動の目標は、 
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①継続的な大学連携基盤（人のネットワーク及びＩＣＴシステム）の構築 

②学習コミュニティによる大学間及び地域コミュニティの活性化 

③大学間連携による大学教育の改善と改革の推進（次代の大学の在り方への提言作り） 

を挙げている。組織としては、Ｆレックス運営委員会の下に、ＦＤ部会と広報部会があ

り、ＦＤ部会の下に合宿－ワーキンググループ（ＷＧ）とＩＲ－ＷＧが、運営委員会の

下にＰＢＬ－ＷＧ、ＴＰ－ＷＧ、ＩＣＴ－ＷＧが置かれ、福井県の高等教育機関の教職

員がメンバーとなり活動を行っている。各部会、ＷＧで本センターの委員が積極的に参

加し事業推進に貢献している。 

 今年度は、本校がティーチング・ポートフォリオ（ＴＰ）作成ワークショップ（ＷＳ）

の実施担当であり、３月２２日～２４日の３日間で開催した。県内外からメンティー、

メンターの参加があった。本校からはメンティー１名とメンター２名及びコーディネー

ター１名が参加した。メンターのうち１名は昨年度のＷＳの参加者であり、今後もＴＰ

作成ＷＳへの継続的な参加を呼び掛けていきたい。 

本校担当以外では、９月開催のＦＤ合宿研修会、ＩＲ－ＷＧが毎年実施している「学

生意識調査アンケート」（本校は４年生が対象）、ＰＢＬ－ＷＧが担当している「地域協

働学習」、ＩＣＴ－ＷＧへの教職員の派遣など、継続的に活動できている。 

福井県内の高等教育機関の教職員が連携することで、各機関の現状の共有や、新たな

学びの創設に貢献できると考えている。 

 

 

２．点検・評価 

 

２－１．教育改善、ＦＤ及び学習支援に関すること 

 現状において記載したとおり、毎年実施している公開授業週間の参観率（前期・後期の

いずれかで少なくとも１回の参観）が７０％を超えている。ＦＤ講演会及び研修会にも多

くの教員が参加している。特に今年度は、授業アンケートの学生評価の高かった教員によ

る講演会を実施し、授業アンケートを教育改善・授業改善に活用することを試みた。 

また、Ｗｅｂシラバスシラバスについては、今後のブラッシュアップが必要であるが、

次年度のＷｅｂシラバスも公開準備は整っている。 

学習支援については十分な取り組みができたとはいえないが、その他の活動に対しては

新たな取り組みも含めて、継続的に活動ができている。 

したがって、達成度評価はＡと判断する。 

 

２－２．教育課程の調査・検討に関すること 

 現状において記載したとおり、学際カリキュラムが実施され、「プロジェクト演習」の担

当者による教員間ネットワーク会議を行うなど、開講に向けた準備は整いつつある。 
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授業アンケートについては、継続的に実施できている。また今年度は、授業アンケート

の結果をＦＤ講演会につなぐことができた。 

したがって、達成度評価はＡと判断する。 

 

２－３．メディア教育に関すること 

現状において記載したとおり、ＣＢＴについては、３学年で延べ５科目を実施した。本

校独自の監督者実施要領も作成し、教務と連携しながら、大きな問題もなく実施すること

ができた。３カ月にわたって実施したが、その中でも細かな問題が改善されている。 

したがって、達成度評価はＡと判断する。 

 

２－４．教員間の教育的連携に関すること 

教員間ネットワーク会議について、毎年開催している８つの会議は本センター員が進行

役として継続的に実施できている。議事録は学内からグループウェア上で閲覧可能であり、

会議参加教員以外も議論について知ることができるようになっている。今年度はさらに、

「プロジェクト演習」担当者による会議も行われた。 

また、福井県大学間連携事業（Ｆレックス）も継続的に県内他大学と連携して行ってお

り、今年度は本校主催でＴＰ作成ＷＳを開催した。 

したがって、達成度評価はＡと判断する。 

 

 

３．改善課題・方策 

 

３－１．教育改善、ＦＤ及び学習支援に関すること 

 Ｗｅｂシラバスついては、必ずしも使い勝手の良いシステムとは言えない。しかし、シ

ラバスは教育課程の根幹であり、教育の質保証のエビデンスの１つである。このＷｅｂシ

ラバスをどのようにブラッシュアップしていくかが課題の一つとして挙げられる。 

公開授業週間及びＦＤ研修会・講演会を継続して実施することはもちろんであるが、授

業アンケートの結果を活用したＦＤ研修会・講演会のあり方を考えていきたい。また、本

校開催のＦＤ研修会・講演会については、実施後にアンケートを取り、教員のニーズを拾

い上げ、今後のＦＤ研修会・講演会の企画につなげることを検討する。 

今年度、学習支援については十分な取り組みができたとは言えない。学習支援が必要な

学生に対しての具体的な支援の在り方や、各教科や学科、また教員個人が行っている補習・

補講などに対して、本センターがどのような支援ができるかが今後の課題として挙げられ

る。 
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３－２．教育課程の調査・検討に関すること 

 授業アンケートの実施方法及び項目の見直しを検討する。 

卒業生・修了生アンケートの回収（回答）率が増加する方策を、質問内容を含めて次回

実施までに検討する。 

今年度から新たに学際カリキュラムが実施された。平成３１年４月には４年次対象のＰ

ＢＬ科目の「プロジェクト演習」も開講される。専門以外を学ぶことや、他学科の学生と

協力して問題解決を図ることを通じて、学生が成長し、自ら学ぶ力を身に付け、卒業後も

学び続けることのできる基盤ができるように、今後も教務委員会と連携しながらカリキュ

ラムを運用していく必要がある。 

 

３－３．メディア教育に関すること 

ＣＢＴの実施については、高専機構からの連絡があってから、具体的な実施期間及び実

施方法を検討することになるが、現状では、ある程度のノウハウは蓄積されつつある。し

かし、今後実施科目数の増加も予測され、学校全体で取り組む体制を作る必要がある。 

今年度、教務委員会を中心に、各学科・教室を対象にＢＹＯＤに関するアンケート調査

を実施している。ＣＢＴ対応だけでなく、情報処理センターを含めた特別教室の利用状況

の緩和や、ＩＣＴを活用した授業の普及を促すためにも、教務委員会と連携して、ＢＹＯ

Ｄ導入についても継続的に検討していく必要がある。 

 

３－４．教員間の教育的連携に関すること 

教員間ネットワーク会議で話し合われた内容からの提言を本センターで検討し、学校と

しての教育改善につなげていく。また、福井県大学間連携事業（Ｆレックス）は、本校主

催の場合を除けばＦレックスの合宿研修やシンポジウムへのセンター員以外の参加が少な

い。アクティブラーニングやティーチング・ポートフォリオなど教員の質の向上に係る取

り組みが多いことから、本センター員以外の教職員の参加を促進する方策を検討する。 

 

３－５．中期計画の最終年度として 

本年度は、高専機構の第Ⅲ期中期計画の最終年度に当たる。本センターは本校のＦＤ活

動の推進と、教育改善を中心として活動している。継続的な活動としては、校内ＦＤ研修

会（講演会）の実施と校外研修会・フォーラム等への参加、公開授業週間（前期・後期）

の実施とＦＤレポートの公開、大学間連携事業（Ｆレックス）への参加、教員間連携とし

ての教員間ネットワーク会議、授業アンケートの実施や卒業生・修了生アンケート（３年

に１度）を行っている。これらの活動を継続しながら、今期においては、アクティブラー

ニングの推進、Ｗｅｂシラバスへの移行と完全実施、学際領域必修科目「プロジェクト演

習」の実施方法の検討などを行ってきた。 

 校内ＦＤ講演会については、これまでは校長表彰された教員を中心に講演を依頼してい
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たが、平成３０年度では授業アンケートの学生評価の高い教員に講演をお願いし、授業ア

ンケートの結果を授業改善に結びつけることを試みた。また、学際領域科目の「プロジェ

クト演習」実施に向け、発想法の指導に関する講習会も行った。 

 本センターでは新たに学習支援に関することも活動内容に加えており、教員のスキルア

ップや新しい授業方法の導入にも本センターが積極的に関わっていくことが望まれる。 
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○ 総合情報処理センター 

 

１．現状 

   平成２２年度に導入された教育用電子計算機システム（以下、「教育用システム」）

は、利用年数を経過していたことから、平成２７年度に更新を行い、第１〜４の演習

室、e-Learning 室、図書館の端末はシンクライアント方式で一括管理可能な構成とな

っている。これら端末は、サーバ上のＯＳイメージを必要に応じダウンロード後、ブ

ートする構成となっており、ＯＳの管理や更新を短時間に行うことができる。端末の

ＯＳはＷｉｎｄｏｗｓを主に利用しているが、平成２９年度にはＷｉｎｄｏｗｓ１０

も利用できるように整備を行った。これに合わせ、学生端末を教員端末で管理する授

業支援システムも更新を行った。 

   演習室では、第１演習室５０台、第２演習室７台、第３演習室５０台、第４演習室

４５台、ｅ－ｌｅａｒｎｉｎｇ室４８台、図書館１７台の端末が利用可能であり、各

クラス学生数の変動に応じ若干数のパソコンを演習室間で移動している。また平成２

８年度より実験や演習などで利用するためのノートパソコン５台を整備し、図書館内

で貸し出しを行っている。 

   当センターでは時間外利用(平日１７時から２０時まで)の間、利用希望者に対し入

室用ＩＣカードを貸し出す方式を取っている。利用希望者が少ない場合は図書館での

利用を優先し、利用希望者が多い場合はＩＣカード貸し出しを行っている。 

   平成３０年度の前期・後期の授業での利用を表１(前期)、表２(後期)に示す。また、

平成３０年度の平日１７時以降(休日を含む)の時間外利用の状況とノートパソコンの

利用実績を表３、それ以外での利用状況を表４に示す。 

 

   平成２５年４月より運用を開始した校内ＬＡＮシステム(以下、「旧基幹システム」)

では、可用性を高めるために物理サーバ３台の上でサーバ仮想化を実現し、その仮想

ＯＳ上で電子メールやＷｅｂサーバなど複数のサーバを運用している。平成２９年８

月には、高専機構の一括調達による、全国高専で統一した構成によるサーバ仮想化技

術を用いた、高専統一ネットワークシステムを導入した。高専統一ネットワークシス

テムでは、全国高専で同一構成とする必要から、校内ネットワーク管理機能、校内無

線ＬＡＮ管理機能、ユーザ認証機能を運用している。旧基幹システムで運用していた

教職員用のグループウェア、ｓｐａｍ対策システム、教務の成績エビデンスサーバの

機能については、高専統一ネットワークシステムに移行ができない。このため旧基幹

システムの保守契約を見直し、平成３１年度末更新予定の次期教育用システムまで運

用を続け、旧基幹システムの機能を次期教育用システムに内包する形での運用を目指

すこととなった。 
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○ 総合情報処理センター 
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平成２８年度より、高専機構ではパブリッククラウド型サービス Microsoft 

Azure(以下、「Ａｚｕｒｅ」)が各高専にて利用できる。福井高専でも試験的運用を開

始する中、平成３０年度より本校方式ホームページを、Ａｚｕｒｅ上にコンテンツ管

理システムのひとつである WordPress を用いて構築した。各学科で運用していたホー

ムページも、Ａｚｕｒｅ上への移行・集約を進めている。 

 

   高専機構では、マイクロソフトとの包括協定により平成２７年度より教職員及び学

生が Office 365 ProPlus(以下、「Office 365」)を利用でき、自宅パソコンでも学生

個人のＰＣに Office 365をインストールして利用ができる。学生は、Office 365 のメ

ールアドレスを利用している。しかしながら、平成２８年７月に Office 365 の管理単

位が全国高専で１組織としたシステムであったことから、他高専の学生の情報が見え

ることが問題となり、学生の利用できる機能が制限された。これに対し平成３０年度

には、高専機構の準備した Office 365 の運用形態や情報リテラシーの教育用コンテン

ツを学生全員が視聴し、Office 365の学生用の全機能が再開放された。 

学生のメール利用では Office 365を用いていることから、平成２９年度より災害時

の学生教職員への緊急連絡のために緊急連絡システムを構築し、平成３０年度には年

度開始の５月、防災訓練の行われた１０月に緊急連絡の訓練メール配信を行なった。 

 

   教育用システム及び校内ＬＡＮシステムをはじめとする校内システムやネットワー

クの運用にあたり、センター員間でのミーティングを月１回定例開催している。教育

用システム及び校内ＬＡＮシステムの納入業者とは、随時システムの運用に関する打

合せを行っている。 

 

 

２．点検・評価 

２０２０年に予定されている教育用システムの更新に合わせ、平成３０年度には、

BYOD(Bring Your Own Device)について教務委員会と協力し可能性を検討したが、想定

される利用状況を考え、平成２９年度より BYODを３学年から開始している電子情報工

学科を除いて、新たな BYOD 導入は見送られた。これに伴い新しい教育用システムの検

討を行なう中、導入に必要となる予算に限りもあることから、平成３１年３月２８日

に開催された当センター運営会議にて、７年リース契約にて導入の計画をたてること

を審議了承された。 

平成２７年度に導入されている現教育用システムでは、平成３０年８月に、保守業

者作業中、その操作ミスによりデータ消失が発生した。この際バックアップ処理が不

完全であったため、ファイルサーバに提出された学生レポートのデータが復旧できな

いというトラブルに見舞われた。この再発防止策として、業者へのバックアップデー
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タを含むシステムの管理徹底を指示すると共に、教育用システムの状態報告メールを

総合情報処理センター員で情報共有を行なっている。 

  

   平成２９年８月に導入された新統一基幹システムでは、ネットワーク認証機能の導

入が遅れていたが、平成３０年度には、電気電子工学科・環境都市工学科でネットワ

ーク認証機能を導入し、大きなトラブルもなく運用ができている。 

 

   当センターは、各学科・一般科目より各１名の教員スタッフ(電子情報工学科からは

２名)、教育研究支援センターの技術職員２名、事務職員２名の合計１１名により運営

している。この中で教育用システムや基幹系サーバの管理運用業務については、教育

研究支援センターからのスタッフ２名で担当している。センタースタッフと教育用シ

ステム・校内ＬＡＮシステムの納入業者とは、運用上の問題点・不具合の確認などを

随時行っている。 

   以上述べたように、教育用システムについて、授業利用や放課後利用を含め適切か

つ十分な役割を果たせている。しかしながら、平成３０年８月の教育用システムでの

データ消失トラブルがあったことから、達成度評価はＢと判断する。 

 

 

３．改善課題・方策 

   平成３１年度については、教育用システムを更新するための仕様策定や、実際の更

新が行われる予定であり、各学科一般科目教室などと連携しながら安定して長期運用

できるシステムへの更新を目指す。 
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表１ 総合情報処理センター時間割(平成 30年度前期) 

曜日 第１演習室 第２演習室 第３演習室 第４演習室 

月 

1 
      環境都市工学設計製図Ⅱ 

知能機械演習   電子情報工学実験Ⅳ 3B 

2 
4M   5EI 機械計算力学 

      5M 

3 
Ｃ言語応用       

3M   電子情報工学実験Ⅱ 創造デザイン演習 

4 
環境都市工学実験実習Ⅱ   3EI 1PS/ES 

3B       

火 

1 
情報処理Ⅰ   ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ基礎 数値解析 

2E   2EI 5B 

2 
    

環境都市工学設計製図

Ⅲ 
制御工学Ⅱ 

    4B 5E 

3 
情報処理Ⅱ   解析Ⅱ   

3E 生産ｼｽﾃﾑ工学実験Ⅰ 3C   

4 
解析Ⅱ 1PS     

3E       

水 

1 
ものづくり情報工学       

2PS/ES   電子情報工学実験Ⅰ   

2 
解析Ⅱ   2EI 環境都市工学設計製図Ⅰ 

3B     2B 

3 
  生産ｼｽﾃﾑ工学実験Ⅰ 解析Ⅱ   

  1PS 3C   

4 
        

        

木 

1 
    情報化学Ⅰ 環境都市工学設計製図Ⅴ 

    2C 5B 

2 
情報ﾈｯﾄﾜｰｸ   情報化学 CAD・CAE 

5C   4C 5M 

3 
専門基礎Ⅰ   専門基礎Ⅱ 現代制御工学 

E/1All   M/1All 5E 

4 
    

環境都市工学設計製図

Ⅳ 
  

    4B   

金 

1 
専門基礎Ⅲ       

B/1All   専門基礎Ⅱ 環境都市工学実験実習Ⅲ 

2 
専門基礎Ⅲ   EI/1All 4B 

C/1All       

3 
    解析Ⅱ   

電子情報工学実験Ⅲ 機械工学実験Ⅱ 3E   

4 
4EI 5M     
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表２ 総合情報処理センター時間割(平成 30年度後期) 

曜日 第１演習室 第２演習室 第３演習室 第４演習室 

月 

1 
機械設計製図Ⅰ   解析Ⅱ プログラミング 

3M   3B 2B 

2 
知能機械演習   解析Ⅱ 環境都市工学設計製図Ⅲ 

4M   3E 4B 

3 
      環境都市工学設計製図Ⅳ 

物質工学実験Ⅲ 機械工学実験Ⅱ 電子情報工学実験Ⅰ 4B 

4 
4C 5M 2EI 環境都市工学実験実習Ⅱ 

      3B 

火 

1 
電気電子設計   プログラミング基礎 流域水分学/河川工学 

5E   2EI 5B/5B 

2 
解析Ⅱ   情報基礎演習   

3C   2EI   

3 
化学工学Ⅱ     空間情報工学 

4C 生産ｼｽﾃﾑ工学実験Ⅱ 電子情報工学実験Ⅱ 5B 

4 
物質工学実験Ⅲ 1PS 3EI   

4C       

水 

1 
品質管理     数値解析 

5C     5B 

2 
情報化学Ⅰ   専門基礎Ⅰ 専門基礎Ⅱ 

2C   EI/1All C/1All 

3 
情報化学 生産ｼｽﾃﾑ工学実験Ⅱ 設計製図   

4C 1PS 5C   

4 
        

        

木 

1 
機械設計製図Ⅰ   制御工学Ⅰ   

3M   4E 環境都市工学実験実習Ⅲ 

2 
画像情報処理   計測・制御工学 4B 

2PS/ES   1PS   

3 
C 言語基礎   学際領域科目 構造デザイン 

2M   3ALL 5B 

4 
        

        

金 

1 
専門基礎Ⅰ     専門基礎Ⅲ 

E/1All     B/1All 

2 
専門基礎Ⅲ   専門基礎Ⅲ 環境都市工学設計製図Ⅱ 

M/1All   C/1All 3B 

3 
      環境都市工学実験実習Ⅰ 

電子情報工学実験Ⅲ     2B 

4 
4EI   解析Ⅱ   

    3B   
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表２ 総合情報処理センター時間割(平成 30年度後期) 

曜日 第１演習室 第２演習室 第３演習室 第４演習室 

月 

1 
機械設計製図Ⅰ   解析Ⅱ プログラミング 

3M   3B 2B 

2 
知能機械演習   解析Ⅱ 環境都市工学設計製図Ⅲ 

4M   3E 4B 

3 
      環境都市工学設計製図Ⅳ 

物質工学実験Ⅲ 機械工学実験Ⅱ 電子情報工学実験Ⅰ 4B 

4 
4C 5M 2EI 環境都市工学実験実習Ⅱ 

      3B 

火 

1 
電気電子設計   プログラミング基礎 流域水分学/河川工学 

5E   2EI 5B/5B 

2 
解析Ⅱ   情報基礎演習   

3C   2EI   

3 
化学工学Ⅱ     空間情報工学 

4C 生産ｼｽﾃﾑ工学実験Ⅱ 電子情報工学実験Ⅱ 5B 

4 
物質工学実験Ⅲ 1PS 3EI   

4C       

水 

1 
品質管理     数値解析 

5C     5B 

2 
情報化学Ⅰ   専門基礎Ⅰ 専門基礎Ⅱ 

2C   EI/1All C/1All 

3 
情報化学 生産ｼｽﾃﾑ工学実験Ⅱ 設計製図   

4C 1PS 5C   

4 
        

        

木 

1 
機械設計製図Ⅰ   制御工学Ⅰ   

3M   4E 環境都市工学実験実習Ⅲ 

2 
画像情報処理   計測・制御工学 4B 

2PS/ES   1PS   

3 
C 言語基礎   学際領域科目 構造デザイン 

2M   3ALL 5B 

4 
        

        

金 

1 
専門基礎Ⅰ     専門基礎Ⅲ 

E/1All     B/1All 

2 
専門基礎Ⅲ   専門基礎Ⅲ 環境都市工学設計製図Ⅱ 

M/1All   C/1All 3B 

3 
      環境都市工学実験実習Ⅰ 

電子情報工学実験Ⅲ     2B 

4 
4EI   解析Ⅱ   

    3B   
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表３ 時間外利用状況とノートパソコン利用状況 

  人 数 利用日数 ノート PC 貸出数 

平成 30 年 4 月 19 人 9 日 8 人 

5 月 139 人 19 日 32 人 

6 月 107 人 20 日 16 人 

7 月 146 人 21 日 34 人 

8 月 1 人 3 日 7 人 

9 月 12 人 7 日 15 人 

10 月 63 人 19 日 27 人 

11 月 104 人 21 日 30 人 

12 月 57 人 15 日 11 人 

平成 31 年 1 月 135 人 17 日 59 人 

2 月 7 人 17 日 28 人 

3 月 0 人 6 日 0 人 

合計 790 人 174 日 267 人 

月平均 66 人/月 15 人/日 22 人/月 

 

表４ その他の利用状況 

利用日 利用内容 利用者 

平成 30 年 5 月 12 日 キャンパスウォーク 2018 中学生,教員,保護者 

9 月 14 日 ＣＡＤ利用技術者試験 機械工学科・環境都市工学科 

10 月 6 日 キャンパスリサーチ 2018(3D-CAD) 中学 3 年生 

11 月 3 日 親子で作るオリジナル写真年賀状 教育研究支援センター 

平成 31 年 2 月 25 日 ＣＡＤ利用技術者試験 機械工学科・環境都市工学科 
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○ 地域連携テクノセンター 

 

１．現状 

（１）概要と沿革 

本校の位置する丹南地域は、眼鏡枠製造をはじめ繊維・染色産業や電子・機械・化

学工業が盛んであり、加えて、越前焼、越前漆器、越前打刃物、越前和紙や越前箪笥

の伝統産業を有することから、福井県の経済を支えるものづくり産業の拠点となって

おり、工業生産量は県内でもトップクラスである。本校は福井県の中央に位置する丹

南地域で唯一の工業系高等教育機関であり、地域連携テクノセンター（以下「テクノ

センター」という。）は、本校の使命である「人材育成、学術研究、社会貢献」の対外

的な窓口として、丹南地域のみならず県内全域にわたってより良いサービスを提供す

るため、これまで様々な事業を展開してきた。以下にテクノセンターの沿革を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）共同研究、受託試験、技術相談 

テクノセンターは「地域・文化」、「環境・生態」、「エネルギー」、「安全・防災」、「情

報・通信」、「素材・加工」及び「計測・制御」の７つの研究部門から構成されている。

共同研究は、平成３０年度は１６件（受入金額５，１６４千円）の申込みがあり、

各部門の教職員が基礎的な調査・試験から製品開発にいたる広い分野の共同研究に

取り組んでいる。なお、平成２９年度の１１件（受入金額２，２６３千円）に対し

件数は５件増加し、受入金額は約２．３倍に増額した。また、テクノセンター内に

は地域性に特化した技術支援を目的として伝統産業支援室と地場産業支援室を設置

しており、平成１７年度から福井県和紙工業協同組合より水質検査をこれまで継続

的に受託してきた。また、各研究部門では共同研究、受託研究の前段階に当たる技

年 度 内   容 

平成 ３年度 先進技術教育研究センターの設立 

平成 ６年度 教育研究振興会の結成 

平成 ８年度 活動紹介誌ＪＯＩＮＴの発行開始 

平成１２年度 ＪＯＩＮＴフォーラムの開催開始 

平成１６年度 伝統産業支援室の設置 

平成１７年度 

地域連携テクノセンターに名称変更 

地場産業支援室の設置 

教育研究振興会を地域連携アカデミアに改組 

平成１９年度 アントレプレナーサポートセンターの設置 

平成２５年度 テクノセンター棟の一部改修 
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術相談を随時受け付けており、平成３０年度は５件の相談に応じた。 

    テクノセンター内の６つの実験室には、誘導結合形高周波プラズマ発光分光分析

装置（ＩＣＰ）、Ｘ線光電子分光装置（ＥＳＣＡ）、超高分解能電子顕微鏡システム

（ＴＥＭ）、走査型プローブ顕微鏡（ＳＰＭ）、超高分解能電界放出形走査電子顕微

鏡（ＳＥＭ）、試料水平型多目的Ｘ線回折装置（ＸＲＤ）、超伝導核磁気共鳴装置（Ｎ

ＭＲ）、ＭＩＴ耐折度試験機、次世代ものづくり教育用実験装置などの分析装置、試

験機、加工機が設置されており、教員の学術研究をはじめ企業との共同研究などに

活用されている。 

 

（３）教員の研究分野と成果並びにテクノセンター活動の広報と交流 

①キャンパスウォーク 

 オープンカレッジの１つとして、学内施設等を中学生や保護者に紹介する「キャ

ンパスウォーク」が５月１２日に校内で開催された。テクノセンターでは分析計測

室１とデジタル造形室を見学先として設定し、生徒と保護者を合わせて計３３８名

が訪問した。超高分解能電界放出形走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）の体験では、植物や

昆虫の拡大画像を興味深く観察し、レーザーカッターの体験では参加者が自分で書

いた文字を木板に刻印して持ち帰ってもらった。 

②活動紹介誌ＪＯＩＮＴ 

 教員や技術職員の研究シーズを掲載した、テクノセンターの活動紹介誌ＪＯＩＮ

Ｔを毎年６月に発行しており、広く外部に配本して本校の有する人的、知的、物的

資源の情報を発信している。教職員の一部は入れ代わりがあるため、これらのシー

ズを毎年更新して地域社会のニーズとの整合性を高めるよう努力している。 

③越前モノづくりフェスタ２０１８ 

 越前市の地域産業の振興発展を目的とした「越前モノづくりフェスタ２０１８」

が、９月１５日～１７日にサンドーム福井で開催された。本校ブースでは、１日目

は放送メディア研究会による活動紹介、２日目はサイエンスクラブによる科学実験、

３日目は空間デザイン研究会による活動紹介などを実施し、数多くの親子連れの来

場者に科学技術の魅力を発信した。 

④北陸技術交流テクノフェア２０１８ 

 全国からものづくり企業が集う北陸最大規模の展示商談会である「北陸技術交流

テクノフェア２０１８」が、１０月２５日・２６日に福井県産業会館で開催され、

２日間で１８，０００人を超える来場者で賑わった。福井高専のブースでは、専攻

科２年生が現在取り組んでいる特別研究の成果をポスター展示して研究シーズの発

表を行い、多数の来場者と意見交換を行った。 

⑤さばえものづくり博覧会２０１８ 

 鯖江市内の事業所紹介、市内産業の振興発展、後継者の育成と農商工連携に寄与
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することを目的とした「さばえものづくり博覧会２０１８」が１０月２６日～２８

日に鯖江市嚮陽会館で開催された。本校ブースでは、機械工学科が高専ロボコンに

出場したロボットの展示等を行ったほか、入試広報や学内教職員の研究シーズの紹

介も行った。会場は市内中学生がバスを仕立てて多数来場するなど、３日間計１１，

８００名の来場者で賑わった。 

⑥ＪＯＩＮＴフォーラム２０１８ 

 本校と地域企業及び産官学連携関係者との結びつきを深めることを目的とした

「ＪＯＩＮＴフォーラム２０１８」を、１２月１２日に武生商工会館で開催した（参

加者９３名）。株式会社福井銀行コンサルティンググループ地域創生チームリーダー

平塚幹夫氏による特別講演「産学官金連携に関する取組み」に続けて、本校教職員

及び地域連携アカデミア会員企業による、合計２７件（教職員２５件、学外２件）

のポスターセッションがあり、活発な意見交換が行われた。 

⑦ふくい知財フォーラムセミナー 

 知的財産を活用した新たな事業を創出する産学官金連携活動について、「地域知財

を通した知と技の融合・連携づくり」をテーマとした「ふくい知財フォーラムセミ

ナー」が１２月５日に福井大学で開催された。ポスターセッションでは物質工学科

の松井栄樹准教授が、自身が持つ知的財産や研究シーズについて来場者と意見交換

を行い、今後の連携活動について積極的に議論した。 

⑧高専カフェ 

    本校教員が自身の専門、研究に関連する内容を、一般向けにわかり易く伝えるこ

とを目的としたイベント「高専カフェ」を実施した。これは平成２７年度から始ま

ったイベントで、月１回のペースで、午後６時３０分より１時間半程度開催した。

講師及びテーマは次のとおり。 

    10/12 門屋飛央助教「日本語学へ誘う舌先三寸の話」 

    11/9 川畑弥生助教「もし、裁判員になったら？～裁判員制度について詳しく 

       知ろう～」 

    12/14 東章弘准教授「健康運動のポイント」 

    1/11 岡本拓夫教授「今、何故、鯖江断層を考えているのか」 

    なお、参加者は地域の方や卒業生など、４回で計７３名であった。 

 

（４）コンテストを通じた地域貢献 

①第２４回マグネットコンテスト 

 レア・アースマグネットを製造している越前市の信越化学工業株式会社武生工場

の支援を受けて、毎年マグネットコンテストを主催している。毎回多数の作品が寄

せられ、児童、生徒や学生の理科離れ対策の一つとして、独創的な思考力の涵養の

一環として役立っている。第２４回となる今年度は「遊びごころのやわらか頭」の
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テーマに１，０２０件の応募が寄せられ、厳正な書類審査の結果２２作品が入賞し

た。 

②第１３回越前市ロボットコンテスト 

 越前市では、中学校技術・家庭科技術分野において生徒たちの創造性を涵養し、

知識・技能を高めることを目的として、越前市ロボットコンテストを開催している。

全日本中学校技術・家庭科研究会が主催する創造アイデアロボットコンテスト全国

中学生大会につながる大会という位置づけで、テクノセンターは平成２２年度から

様々な形で協力を継続している。今年度は９月３０日に開催された大会への会場提

供（第二体育館）及び大会の運営サポート（ロボット部部員を設営・運営サポート・

審判員として派遣）を行った。 

 

（５）地域社会への技術支援 

①技術相談及び研究設備 

 平成３０年度は技術相談を５件実施した。また、企業からの「研究設備貸出」依

頼に対応し、照会があった３件中３件（使用料合計１１４，０３６円）を実施した。 

  ②防災グッズ工作教室 

    地域の安全安心に貢献することを目的として、丹南ケーブルテレビ株 

   式会社との共催により防災グッズ工作教室をテクノセンターものづくり 

   ラボラトリーで次のとおり実施した。 

    【第１回】8/4 14:00～16:00 参加者：小学生６名（保護者６名） 

        製作補助：本校教員２名、サイエンスクラブ学生９名 

    【第２回】12/9 14:00～16:00 参加者：小学生１０名（保護者６名） 

        製作補助：本校教員１名、サイエンスクラブ学生８名 

    教室では、サイエンスクラブの学生が参加児童・生徒を補助し、ダイ 

   ナモ発電ラジオの製作を行った。なお、工作教室の様子は、丹南ケーブ 

   ルテレビの番組内で放送された。 

 

（６）起業家の育成と事業創出の支援 

福井県内において起業家を育成し、伝統産業や地場産業の活性化に寄与すること

を目的として、テクノセンター３階に「アントレプレナーサポートセンター」を設置

している。対象者は数年後に起業を志す、もしくは、自らのアイデアを事業に結び

付けたいと考える地域の社会人や本校の学生であり、オフィススペース（定員６名）

を半年契約で提供している。今年度は１名が入居した。 

 

（７）コーディネーターの任用 

 県内大学生等の地域人材育成支援事業（福井県）の支援を受けて産学連携コーディ
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ネーターとして鷲田浩志氏、知的財産コーディネーターとして蓑輪泰造氏の２名を任

用し、本校の地域連携活動及び研究活動の効率化、活性化、高度化を目標に活動して

頂いた。活動の結果、地域企業との交流が活発になり、共同研究が２件生まれた。 

 

（８）地域連携アカデミアとの連携 

本校の教育研究活動の振興を目的として組織された地域連携アカデミアは、今年

度、新規に１６社の入会があり、計７４社となった。地域連携テクノセンター長及

び産学連携コーディネーターが会員企業を随時訪問しており、今後の人材育成や連

携事業の要望についてさまざまな意見を吸い上げる努力をしている。 

さらに、会員企業とのより親密な関係を築き、共同での技術開発や研究へと発展

させることを目的として、産学連携コーディネーターのアレンジで本校若手教員が

会員企業のいくつかを訪問している。 

①アカデミア企業見学会（本校学生を対象） 

 本校学生を対象とする地域連携アカデミア会員企業見学会を１１月７日に実施し、

株式会社Ｍ・Ｔ技研福井事業所（鯖江市）に本校学生５名と引率教職員３名が訪問

した。 

②アカデミア企業見学会（会員企業を対象） 

 本校地域連携アカデミア企業同士の相互理解と交流を目的として、１１月２１日

に日本電産テクノモータ株式会社福井技術開発センター（小浜市）見学会を開催し、

会員企業等から１６名が参加した。 

③異業種交流会 

 会員企業及び本校教職員の交流を目的とした異業種交流会を、１２月１２日に武

生商工会館にて開催した。テクノセンター主催のＪＯＩＮＴフォーラムに引き続き

実施したもので、約６０名が参加し意見並びに情報交換を行った。 

 

（９）連携研究 

①ふくいオープンイノベーション推進機構 

 県内の産官学金連携の新たな枠組みによる活動を目的として「ふくいオープンイ

ノベーション推進機構（ＦＯＩＰ）」が平成２７年度に設立され、福井県工業技術セ

ンターの強力真一所長（ＦＯＩＰディレクター）を中心とした企画検討会が毎月１

回のペースで開催されている。本校からは山本幸男（地域連携テクノセンター長）

が委員として参加しており、他機関との有機的な連携に努めている。 

②高専機構第３ブロック研究協働共有化推進ＷＧ 

 高専機構第３ブロック（東海・北陸・近畿地区）における教員の研究分野の協働

共有計画を策定し、高専間の研究連携を進め、共同研究の立ち上げや外部資金への

共同申請を促進する活動が平成２７年度よりスタートした。現在は研究推進ボード
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及び拡大研究推進ボードも活動しており、研究シーズ及び研究設備のデータベース

の共有化を進めるとともに、「専攻科研究フォーラム」「研究推進・国際交流に関す

るセミナー」等により連携を図っている。 

 

２．点検・評価 

 地域等における各種イベントへの出展、主催・共催事業については、例年どおり

の活動を滞りなく行うことができた。共同研究の受け入れについては、件数、金額

ともに増加した。さらに、ふくいオープンイノベーション推進機構や高専機構第３

ブロック研究協働共有化推進ＷＧの設立により連携研究の意識が高まり、結果とし

てアカデミア会員企業数の増加につながると共に、共同研究への取り組みも活性化

した。よって、達成度はＡと判断する。 

 

３．改善課題・方策 

 来年度からは第４期中期計画の期間に入るが、これまでの活動に引き続き産学連

携コーディネーター及び知的財産コーディネーターとも一致協力しながらこれまで

以上に地域連携アカデミアの活動の活発化を図って行くと共に、共同研究や受託研

究の件数や金額の増加につなげる努力をする。また、平成２７年度より継続的に実

施されている福井県内大学生等の地域人材育成支援補助事業に毎年応募しており、

今後も継続して産官学金連携活動をテコにした学生の研究開発意欲や県内企業への

就職意欲の向上へと結びつけていく。 

 

 

209



210 

表 平成３０年度事業一覧 

 

月 日 内    容 場   所 備    考 

6 
18 広報誌 JOINT 2018の発行     

22 地域連携アカデミア役員会の開催 福井高専 地域連携アカデミア 

7 4 地域連携アカデミア総会の開催 福井商工会議所 地域連携アカデミア 

8 

4 防災グッズ工作教室（夏）の開催 福井高専 共催（丹南ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ） 

20-22 全国高専フォーラムに出展 
名古屋大学 

(岐阜高専) 
共催 

9 

1 
第 24回マグネットコンテストの作品 

募集 
 主催 

15-17 越前ものづくりフェスタ 2018に出展 サンドーム福井 後援 

30 
第 13回越前市ロボットコンテストの

開催 
福井高専 

共催 

（福井県中学校技術・ 

家庭科研究会） 

10 

12 第 1回高専カフェの開催 福井高専 主催 

25-26 北陸技術交流テクノフェア 2018 に出

展 

福井県産業会館 協力 

26-28 さばえものづくり博覧会 2018に出展 鯖江市嚮陽会館 協力 

11 9 第 2回高専カフェの開催 福井高専 主催 

12 

5 ふくい知財フォーラムに出展 福井大学 共催 

9 防災グッズ工作教室（冬）の開催 福井高専 共催（丹南ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ） 

12 JOINTフォーラム 2018の開催 武生商工会館 主催 

14 第 3回高専カフェの開催 福井高専 主催 

1 11 第 4回高専カフェの開催 福井高専 主催 

2 13 
第 24回マグネットコンテスト表彰式

の開催 
福井高専 主催 
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○ 教育研究支援センター 

 

１．現状 

（１）基本方針 

    平成１６年４月に開設した教育研究支援センターは、技術職員の教育支援業務や

技術支援業務を組織的に、効率よく且つ円滑に行うことが使命である。今年度は、

専門分野の融合複合化の実質化と実効化を目的とする新教育カリキュラムに則り、

旧３班体制から生産と環境・基盤の２グループ体制に再編して２年目となることよ

り、昨年度の課題点を踏まえ、各グループ内の有機的連携と教育支援体制の強化を

図った。さらに、これまでと同様、技術職員の技術と技能向上、活動状況の情報発

信を図るとともに地域社会への貢献を趣旨として、「研修」、「学外貢献」、そして「広

報・総務」の３つのワーキンググループを置いて活動した。また、当センターの組

織目標として“十分な意思疎通と情報の共有化を図るとともに、報告・連絡・相談(報

連相)の体制の維持・強化”、“知識の蓄積と技術・技能の能力向上”、“技術職員相互

の連携の下での技術・技能の習得と伝承”と、“適切な安全教育に対する取組みの継

続的な実施”を掲げ、後述するようなセンターの活性化に向けた取組みを実施した。 

（２）活動状況 

① 教育支援 

      本科では化学実験、物理実験、工学基礎物理（実験）のほか専門５学科の専

門基礎、製図、実験、実習、演習、卒業研究などの支援業務に、また、専攻科

では環境システム工学実験や特別研究の支援業務にあたった。さらに放課後に

は、国家資格取得等を目指す学生に対して実務能力向上のための支援を行った。 

② 技術支援 

      専門学科より依頼のキャンパスウォーク（５月）、キャンパスツアー（８月）、

キャンパスリサーチ（１０月）や公開講座(２件、技術職員延べ３名)、出前授

業(９件、技術職員延べ１２名)などの支援業務を担った。さらに、福井県和紙

工業協同組合より委託の水質検査、学生の第二種電気工事士資格取得に向けて

の支援も行った。 

③ ワーキンググループ 

ア 研修ワーキンググループ 

   同ワーキンググループは、個々の技術職員の専門分野を基軸とし、幅広い

多様な支援を行うための技術と知識を得る機会の提供を目的に設けられてい

る。学外での研修としては、各法人や機関主催の例えば、東海・北陸地区国

立大学法人等技術職員合同研修、東日本地域技術職員研修を始めとする専門

分野ごとの、または専門分野を横断する技術教育に関する研修会や発表会に

述べ３２名が参加し、自己啓発と研鑽に励んだ。研修会や発表会で得られた
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貴重な技術情報等は昨年度から始めた２回(９月、３月)の出張・研修報告会

(主催：同ワーキンググループ)において紹介されるとともに、研修会等で配

付された詳細な資料等は報告書とともに当センターの共有スペースに保管さ

れ、情報の共有化を図った。また、昨年度開催された測定器具製造企業主催

の測定器具に関する講習会で得た知見や情報をもとに新規に作成したテキス

トを、本年度、機械工学科での授業において使用したところ、学生からは“非

常にわかりやすい”との評価を受けた。 

   平成３１年３月１５日には『平成３０年度 教育研究支援センター発表会

（会場：大会議室、聴講対象：全教職員）』を開催し、今年度の活動状況を学

内に紹介した。さらに、同年３月４～５日には第１０回高専技術教育研究発

表会in木更津(主催：木更津高専)に本校技術職員４名を派遣し、本校の取組

み事例を４件紹介するとともに、技術交流や情報交換を通して、高専技術職

員としての意識の高揚を図った。 

  さらに、技術職員の技術・技能の習得と伝承、さらに技術領域の拡大を図

るために、『できること研修』を今年度から設け、“簡単な加工のてほどき”

や“デジタルオシロスコープとＤＭＭを用いた測定”等の６テーマを実施し

た。同研修では、６人の技術職員が各自の裁量によりテーマを設定し、延べ

４７名の技術職員が研修に臨み、専門以外の分野における技術と技能情報を

体得する機会となった。次年度以降も同研修を開催し、各技術職員の専門的

知識や技術の裾野の拡大を図る予定である。 

イ 学外貢献ワーキンググループ 

   同ワーキングループは、学外に対して本校及び本センターの活動状況の情

報発信と教育資源の地域社会への還元を目的に設けられている。 

本センターが企画・運営する公開講座は、今年度も２回実施した。すなわ

ち、１回目は、７月２２日に『小学生夏休み科学教室』であり、“音ってなん

だろう？”と“フライイングチューブを飛ばそう”の２つのテーマを開講し

た。当日は、小学生８名とその保護者１０名が参加し、「理科やものづくりに

興味をもてた」、「説明がわかりやすい」との好意的な回答が多く寄せられ、

全員が「充分満足」又は「だいたい満足」と回答した。２回目は、１１月３

日に総合情報処理センター・第３演習室を会場に『親子で作るオリジナル写

真年賀状』を開催し、小学生４名とその保護者７名が参加した。この講座に

おいても全員が「面白い」、「とても面白い」、「充分満足」と回答した。この

ような公開講座は平成２３年度から毎年度継続して開催しており、これまで

の受講者数は延べ１９７名で、この内４名が本校に入学した。 

   また、上記の公開講座とは別に、国立青少年教育振興機構による“子ども

ゆめ基金”の採択を受け、１１月１８日に“キッチンから生まれるサイエン
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ス”を基礎科学実験室Ⅱにて開催し、小学生１１名、その保護者１２名が参
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採択された校長裁量経費によって構築したＷＢＧＴ自動測定システムを５月か

ら９月にわたって本格的に運用するとともに、技術職員が教育研究支援業務を

遂行する実験室や研究室のみならず学生課と施設係から依頼のあった教室と施

設で照度測定を６月と１１月の２回実施した。ＷＢＧＴの測定結果及びそれに

よる警戒情報は、当センターのホームページに自動的に掲載できるようにする

とともに、リアルタイムな結果を屋内外に表示するための電光掲示板の製作を

行った。さらに、校内照度マップとヒートマップを作成し、ＷＢＧＴとの相関

について検討し、議論を重ねた。さらに、今後の本校における安全衛生活動の

方向づけの明確化を目的に、先進的な取組みを行っている沼津・鈴鹿・明石の

各高専に技術職員を派遣し、各高専における安全衛生活動の視察と関係者との

意見交換を通して幾多の有用な情報を入手するとともに知見を深めた。 

      

２．点検・評価 

   当センターは平成２８年度までは、ものづくり分野に関する支援を行う第一技術班、

制御・情報分野に関する支援を行う第二技術班、そしてマテリアル・環境分野に関す

る第三技術班の３班体制で運営してきたが、専門分野の融合複合化を主眼とする新教

育カリキュラム(高度化プログラム)に対応するために、平成２９年度からは生産と環

境・基盤の２グループに再編し、現在に至っている。組織の再編に伴い、センター規

則についても一部改正し、高度化対応の教育支援体制の高機能化と技術職員間の円滑

な連携の強化を目指している。組織体制が再編されたことにより各専門分野以外の領

域をも意識することが求められ、従前とは異なる分野での教育支援を求められること

も少なくない。このため、定期的に開催している「教育研究支援センター連絡会」を

通して、支援業務に関する意見交換並びにセンター全体の情報の共有化を図るととも

に、組織再編は各技術職員の専門分野の裾野が拡大できる機会としての認識が徐々に

浸透しつつある。その証左の一つとしては、前述した研修ワーキンググループ主催の

『できること研修』への参加人数が挙げられる。同研修の実施は、支援体制の問題点

や改善点の洗い出しのみならず、次期中期計画の行動目標設定に際しての参考となる

ところが大であったと考える。 

   以上を含め前述した活動実績を根拠に、平成３０年度の達成度評価はＡと判断する。 

 

３．改善課題・方策 

技術職員間での情報共有と連携の下、高度化教育カリキュラムへの対応の高機能化

と技術・技能の伝承等を目的に、前述してきたような各種の取組みをセンターとして

実施した。特徴的な取組み事例については全国技術教育発表会等を通して公表した。

今後は、技術職員間での意思の疎通をさらに図ることにより、本センターならではの

特徴的な取組みの増加も期待され、組織的な活性化に加えて技術者教育の実質化・実
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効化に大きく寄与すると考えられ、関係者の協力の下、緊密且つ有機的な連携強化を

図りたい。 
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Ⅴ－４．委員会等に関する事項 

 

〇 教育システム推進委員会 

 

１．現状 

 （１）基本方針 

    教育システム推進委員会は、前身の教育システム評価委員会の任務を一部改正し

て２０１２年（平成２４年）４月に設置された委員会であり、福井工業高等専門学

校の教育システムを円滑に運用し、その充実を図ることを主たる業務としている。

具体的には、教育システムに関する次の３つの事項について連絡、調整及びフォロ

ーアップ等を行う。 

    ① 教育システムの実施に関すること。 

② 教育システムの点検、評価及び改善に関すること。 

③ その他、教育システムの推進に関すること。 

    実効ある業務を遂行するには部署横断型の体制を採るのが得策であり、２０１６

年（平成２８年）４月以降は１０の委員会、創造教育開発センター及び学生相談室

から選出された１２名の教員に委員長を加えた計１３名で教育システム推進委員会

を組織して、本校のＰＤＣＡサイクルの機能実態の調査や部署間で解決すべき案件

の抽出、処置の任にあたっている。 

 （２）活動状況 

    年度当初には、昨年度からの引継ぎ事項である「外部有識者会議における意見・

提言を踏まえた課題への対応」について、４つの課題を各々担当した部署を中心に

取り組み内容に齟齬や不足の点のないことを確認した。 

    続いて、当該委員会における活動の要とも言える「教育システム推進のためのＰ

ＤＣＡサイクルチェックシート」について、教育点検項目や Plan-Do-Check を担う

部署が実状に適っているかどうかを見直した。その結果、機関別認証評価やＪＡＢ

ＥＥ審査のエビデンスとして不可欠な資料と、ＰＤＣＡサイクルには直結しないも

ののエビデンスとしては有用な資料とを分けたチェックシートの作成にいたった。

ただし、混乱を回避するために“改訂したチェックシート”の運用は２０１９年度

（平成３１年度）以降とした。 

 

２．点検・評価 

   １．（２）に記述した活動実績に加えて、全１５の教育点検項目に関するアンケート

の集計データが教育システム推進委員会の共有フォルダに Upload されたことを勘案

して、２０１８年度（平成３０年度）における達成度評価はＡと判断する。 
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（平成３１年度）以降とした。 

 

２．点検・評価 

   １．（２）に記述した活動実績に加えて、全１５の教育点検項目に関するアンケート

の集計データが教育システム推進委員会の共有フォルダに Upload されたことを勘案

して、２０１８年度（平成３０年度）における達成度評価はＡと判断する。 
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３．改善課題・方策 

   「教育システム推進のためのＰＤＣＡサイクルチェックシート」の精査、見直しを経

て、実施に移したときの適用性、利便性や効率性の評価が次なる課題となろう。 
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◯ 情報セキュリティ推進委員会 

 

１．現状 

 情報セキュリティにおいて、図書館に平成２９年度末に新しく設置したプリンタが、

以前設置していたテレビ会議システム用のＩＰアドレスを利用していたため、学外か

ら参照可能となっていたことが確認された。この問題点を利用した学内システムへの

侵入や攻撃などを確認したが問題は見つからなかった。再発防止策として対外接続に

関連するＩＰアドレスの利用状況を確認すると共に、学内サーバ管理者に注意喚起を

行なった。 

 これに伴い、学内で運用されているサーバで管理が不十分と思われる機器について

は、管理が徹底されたサーバへの機能移管、ＯＳやソフトウェアの更新を徹底、校内

ネットワークからの切断などの措置を行なった。 

 

 情報セキュリティに伴う攻撃は日々変化していることから、高専機構では情報セキ

ュリティに関連する規約の見直しが行われ、これに伴い本校の情報セキュリティ管理

規程・情報セキュリティ推進規程・情報セキュリティ教職員規程の見直しを行なった。

これらの規定では、様々なセキュリティ対策実施手順の制定が示されており、学内の

現状を考慮しながら、これら対策実施手順の見直しも行なった。 

 特に最近では、Ｍｉｒａｉ に代表される ＩｏＴ 機器を狙った攻撃も増えているこ

とから、ＯＳ等の更新に加え、学内に設置されているＷｉＦｉ機器のファームウェア

更新を報告する手順を見直した。 

 

 学内におけるマルウェア対策として、平成２９年度に機構のマルウェア対策システ

ムへと移行し、トレンドマイクロ社・ウイルスバスターの利用を始めた。それからト

ラブルの検証が行われていたが、平成３０年度その検証を終え、移行を完了した。 

 

 セキュリティに関連する管理者・利用者への講習などとして、機構本部情報戦略推

進本部主催のＴＶ会議に参加し、セキュリティインシデントの情報共有を行なった。

さらに、平成３０年１２月から翌年２月にかけて機構主催の標的型攻撃メール訓練に

て、教職員の「すぐやる３か条」の意識徹底を図った。 

 また、情報処理推進機構の定める「情報処理安全確保支援士」(以下、「支援士」)の

資格を有する総合情報処理センタースタッフの講習会参加への支援を行った。 

 

２．点検・評価 

 機構主催の情報セキュリティ管理者向け講習などに積極的に参加し、全教職員に加

え、学生も含めた情報セキュリティについての意識向上を図っている。また、高専機
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構マルウェア対策システムへと移行を行った。 

 しかしながら、学内プリンタが学外から閲覧可能となっていた問題が発生し、再発

防止策を講じた。システムへの侵入などの重大な被害は無かったことから、達成度評

価はＢと判断する。 

 

３．改善課題・方策 

 学内システムが学外からアクセス可能となっていた問題もあったことから、利用者

への啓発に加え、今後も情報セキュリティの最新動向を把握し、システム管理者だけ

でなく学内全体でのセキュリティに関する情報共有を行う。 
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○ ＪＡＢＥＥ委員会 

 

１．現状 

今年度は、日本技術者教育認定機構（以下「ＪＡＢＥＥ」という。）の認定中間審査

を受審した。審査結果としては、平成３１年３月に認定「可」の通知があった。 

ＪＡＢＥＥ審査は、本校が実施している「環境生産システム工学」プログラムにお

いて、継続的な教育改善がなされているかの審査である。本校のプログラムでは、目

指す技術者像、学習・教育目標及びそれらの評価方法等が整備されおり、さらに社会

に優秀な人材を輩出していることは審査団からも良い評価を受けている。平成２７年

度の継続審査結果は、Ｃ及び「Ｃ」が６つ、Ｗが３つの項目に指摘事項があったが、

今回はいずれの指摘事項に対してもＡ及びＣの審査結果であった。 

 

２．点検・評価 

今回の中間審査時の主な指摘事項は、Ｗｅｂシラバスの記入に関すること、及び、

授業改善の仕組みの見えにくさ、であった。これらの指摘を受け、教育システム推進

委員会からＷｅｂシラバスに関しては創造教育開発センターに、授業改善の仕組みの

可視化については総務・企画運員会に改善を行うよう依頼され、それぞれの委員会で

検討を行った。 

中間審査の結果を受け、指摘事項についても改善策を実行していることから、達成

度評価はＡと判断する。 

 

３．改善課題・方策 

５学科２専攻で融合複合領域の１つのプログラムを実施していることに関しては、

専攻科の在り方に直結することから、ＪＡＢＥＥ受審のメリット・デメリットに関し

ての検討が継続的に必要である。 
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○ 遺伝子組換え実験安全委員会 

 

１．現状 

（１）平成３０年度遺伝子組換え実験の申請について、厳正かつ慎重なる審議の結果、下

記２件の実験実施を承認した（平成３０年５月）。 

番 実験の管理者 
第二種使用等の名称 

拡 散 防 止 

措置の区分 

実験実施 

期   間 号 所属・職 氏  名 

30-1 
物質工学科・

教授 
髙山勝己 

各種タンパクを表層発現した酵母を

用いるバイオセンサーの開発 
Ｐ1 レベル 

2018.5- 

2019.3 

30-2 
物質工学科・

講師 
松野敏英 

pUC19 プラスミドを用いた組換え大

腸菌 
Ｐ１レベル 

2018.5- 

2019.3 

 

（２）文部科学省研究振興局ライフサイエンス課生命倫理・安全対策室「病原性微生物等

の保管・管理の徹底及び保有状況等の調査（更新依頼）」の実施及びその調査報告書

を提出すると共に、本校の関係研究者に対して、改めて病原性微生物等の厳重かつ

適切な保管・管理のための指導を実施した（平成３０年７月）。 

（３）文部科学省研究振興局ライフサイエンス課生命倫理・安全対策室「ゲノム編集技術

の利用により得られた生物の取扱いについて」遺伝子組換え実験を行っている教員

を含め学内に周知した（平成３１年２月）。 

（４）文部科学省研究振興局ライフサイエンス課生命倫理・安全対策室「特定胚の取扱い

に関する指針」及び「ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律施行規則」

の全部改正について、遺伝子組換え実験を行っている教員を含め学内に周知した（平

成３１年３月）。 

 

２．点検・評価 

   「１.現状」において記載したとおり、今年度の実施・活動状況については例年同様

の実績と成果が見込まれ、達成度評価はＡと判断する。 

 

３．改善課題・方策 

   ライフサイエンスに関する生命倫理・安全対策、特に、遺伝子組換え実験等に関す

る安全対策について、本校においては、社会の動向や研究の進展を踏まえつつ、法令

や指針の適切かつ効率的な運用及びその遵守のための必要な体制を更に整備すると共

に、関係研究者への注意喚起を含めたなお一層の周知徹底を図る。 
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○ 知的財産教育委員会 

 

１．現状 

   知的財産教育委員会は、本校における知的財産の管理や活用、並びに学生に対する

知的財産教育に関する事項を扱っている。 

（１）講習会等の開催 

   知的財産に関する講習会等を専攻科と連携して開催した。 

長期のインターンシップに参加する専攻科１年生を対象として７月１８日に開催し

たもので、講師は川崎弁理士、題目は「インターンシップを前に企業活動における知

的財産の重要性について及び知的財産全般」である。 

（２）知的財産の資産化に関する情報収集と他機関との連携 

 知的財産を活用した新たな事業を創出する産学官金連携活動について、同活動を積

極的に行うためのヒントを得ることを目的とした、ふくい知財フォーラム（テーマ：

地域知財を通した知と技の融合・連携づくり）が１２月５日に福井大学で開催された。

物質工学科の松井准教授が、テクノセンターを中心とした知的財産の管理や活用に関

する紹介と、自身が持つ知的財産や研究シーズについてポスター発表を行って来場者

と意見交換を行い、今後の連携活動について議論した。 

（３）知的財産教育のカリキュラムへの導入 

「ものづくりコンテスト等を実施し、外部専門講師による評価を行う形態による知

財教育の全学展開」というテーマで知的財産教育を行った。すなわち、各学科の２～

４年で実施される創成系演習（ものづくり演習）において、学生の製作物を例にとっ

た知的財産への認識を高める講習会を弁理士や知的財産コーディネーターと協力して

実施した。対象となる授業は、知能機械演習（機械工学科４年）、電気回路Ⅱ（電気電

子工学科３年）、ソフトウエア工学（電子情報工学科４年）、物質工学実験Ⅲ（物質工

学科４年）、環境都市工学設計製図Ⅲ（環境都市工学科４年）などである。 

（４）特許権及び意匠権の審議 

   本校が関係する特許について、知的財産コーディネーターによるヒアリング等の協

力の下、知的財産教育委員会にて発明等届２件（特許１件、意匠１件）の審議を行っ

た。いずれも高専機構から「学校裁量」として通知されたが、特許に関しては本校判

断により外部資金での出願を、意匠に関しては創作者本人への権利の差し戻しを行っ

た。 

   また、実施許諾契約を締結している知的財産２件に関して、実施報告書等によりラ

イセンス使用の状況を確認した。 

 

２．点検・評価 

   これまでの５年間、学生や教職員の知的財産に対する意識付けを強化する取り組み

222



222 

○ 知的財産教育委員会 

 

１．現状 

   知的財産教育委員会は、本校における知的財産の管理や活用、並びに学生に対する

知的財産教育に関する事項を扱っている。 

（１）講習会等の開催 

   知的財産に関する講習会等を専攻科と連携して開催した。 

長期のインターンシップに参加する専攻科１年生を対象として７月１８日に開催し

たもので、講師は川崎弁理士、題目は「インターンシップを前に企業活動における知

的財産の重要性について及び知的財産全般」である。 

（２）知的財産の資産化に関する情報収集と他機関との連携 

 知的財産を活用した新たな事業を創出する産学官金連携活動について、同活動を積

極的に行うためのヒントを得ることを目的とした、ふくい知財フォーラム（テーマ：

地域知財を通した知と技の融合・連携づくり）が１２月５日に福井大学で開催された。

物質工学科の松井准教授が、テクノセンターを中心とした知的財産の管理や活用に関

する紹介と、自身が持つ知的財産や研究シーズについてポスター発表を行って来場者

と意見交換を行い、今後の連携活動について議論した。 

（３）知的財産教育のカリキュラムへの導入 

「ものづくりコンテスト等を実施し、外部専門講師による評価を行う形態による知

財教育の全学展開」というテーマで知的財産教育を行った。すなわち、各学科の２～

４年で実施される創成系演習（ものづくり演習）において、学生の製作物を例にとっ

た知的財産への認識を高める講習会を弁理士や知的財産コーディネーターと協力して

実施した。対象となる授業は、知能機械演習（機械工学科４年）、電気回路Ⅱ（電気電

子工学科３年）、ソフトウエア工学（電子情報工学科４年）、物質工学実験Ⅲ（物質工

学科４年）、環境都市工学設計製図Ⅲ（環境都市工学科４年）などである。 

（４）特許権及び意匠権の審議 

   本校が関係する特許について、知的財産コーディネーターによるヒアリング等の協

力の下、知的財産教育委員会にて発明等届２件（特許１件、意匠１件）の審議を行っ

た。いずれも高専機構から「学校裁量」として通知されたが、特許に関しては本校判
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２．点検・評価 

   これまでの５年間、学生や教職員の知的財産に対する意識付けを強化する取り組み
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を実施し、さらに任用した知的財産コーディネーターの全面的な協力の下で、関係す

る特許の活用について審議を行った。よって、本件の達成度はＡと判断する。 

 

３．改善課題・方策 

   知的財産は本校全体にとって文字どおり「極めて重要な財産」であり、その位置は
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ーディネーター及び産学連携コーディネーターと連携しながら、本校教職員による発

明届をさらに増加させるための支援体制の強化を行っていくと共に、学生への知的財

産への興味関心をさらに深化させるための教育活動に邁進していく。 
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○ ネットワーク委員会 

 

１．現状 

 福井高専では、平成１４年に整備された光ファイバによる校内基幹ネットワークに

加え、対外接続については、平成２４年度からＳＩＮＥＴ４接続１００Mbps、商用接

続１００Mbps、福井情報スーパーハイウェイ（ＦＩＳＨ）１００Ｍｂｐｓと３つのネ

ットワーク接続にて運用を行ってきた。この中で、平成２９年度に高専統一ネットワ

ークシステムの導入に合わせ、平成２８年度には対外接続回線を一つに集約、１Ｇｂ

ｐｓの専用線にてＳＩＮＥＴ５に接続する形態となった。 

 この接続回線の調達は、福井・石川・富山の北陸地区高専共同調達により実施され、

平成３１年４月に接続業者が変更となり契約が開始される。新回線でのサービス開始

と共に、接続機器であるルータを更新する。 

 

 学内サーバなどの基幹システムは、平成２４年に校内ＬＡＮシステム(以下、「旧基

幹システム」)へと移行し運用していたが、平成２９年８月に高専統一ネットワークシ

ステム(以下、「新統一基幹システム」)が導入され、ネットワーク環境の統一化、無線

ＬＡＮの標準化、情報システムの共通化・集約化が行われた。 

新統一基幹システムには、教職員以外のコンピュータが接続されることによる情報

漏えいを防ぐ観点から、ネットワーク認証された機器だけを接続させるシステム(ネッ

トワーク認証機能)も導入している。しかしながら、一部の機器でネットワーク認証機

能に問題があることから、検証を踏まえた段階的な導入が必要となり、平成３０年に

は電子情報工学科棟、電気電子工学科棟、環境都市工学科棟にて、ネットワーク認証

機能の導入を行なった。 

 

一方、新統一基幹システムは全国高専で同じシステム構成とするため、旧基幹シス

テムで稼働していた教職員用メール、ｓｐａｍ対策システム、教務システムなどを新

統一基幹システムへと移行することはできなかった。 

この対策として、安定した動作が期待できるクラウドシステムへの移行を行い、学

外向けＤＮＳについては Ａｚｕｒｅ ＤＮＳ に移行し、管理負荷軽減を図った。また、

旧基幹システムの保守契約を見直すと共に、２０２０年度の次期教育用システムの更

新まで延長稼働させる。これら旧基幹システムの機能は、２０２０年３月に更新が予

定されている次期教育用システムに内包する形での運用を目指す。 

 

２．点検・評価 

 高専機構の調達による新統一基幹システムへの移行を受け、システムに移行できな

いサーバ機能については、クラウドシステムへの移行や旧基幹システムの契約延長を
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２．点検・評価 

 高専機構の調達による新統一基幹システムへの移行を受け、システムに移行できな

いサーバ機能については、クラウドシステムへの移行や旧基幹システムの契約延長を
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行ない対処した。 

 契約延長を行なっている旧基幹システムと、新統一基幹システム双方とも大きなト

ラブルなく運用ができている。また、旧基幹システムの機能を２０２０年度更新予定

の次期教育用システムに移行する方向性も示せたことから、達成度評価はＡと判断す

る。 

 

３．改善課題・方策 

 新統一基幹システムにおけるネットワーク認証については、導入ができていない箇

所も残っていることから、今後継続して段階的に導入すると共に、安定・安全なネッ

トワーク環境の提供を行う。 
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○ 安全衛生委員会 

 

１．現状 

安全衛生委員会は、本校教職員の健全な就労環境と健康の維持を主目的とし、その

目的達成のため以下のことを行っている。 

（１）健全な就労環境維持: 

① 月１回の巡視を実施し、危険箇所や不衛生なところについて、規則に適した状態

を維持するように指導・助言・監督を行っている。また、指導後に改善状況の報告

義務を課して、安全衛生管理体制を強化している。 

② 就業上のリスク管理（安全教育やマニュアルの作成など）が適切に行われている

かのチェックを行っている。 

③ 心身にハンディキャップを持つ教職員に対して、産業医との連携の下で適切な作

業負荷を考慮しつつ就労環境の整備に努めている。 

④ 消防署から救急救命士を講師に招いて教職員を対象とした救命処置を学ぶための

「救命講習会」を開催した（学生を含めた本校全体としては、年２回の実施）。 

（２）健康維持･管理： 

① 法定の健康診断（定期･特定）を実施し、異常が認められた者には産業医との面談

等を含め適切な措置を講じるよう指導を行っている。 

② メンタルヘルスに関しては、カウンセラーによる相談（随時）や高専機構の相談

室の利用を勧め、必要があれば産業医のアドバイスも受けられるよう体制を整えて

いる。また、定期健康診断時に合わせて労働安全衛生法に基づくストレスチェック

を行い、過重なストレスが健康に悪影響を及ぼすことのないよう、産業医･カウンセ

ラーと連携を取りながら対処している。 

③ 健康増進に関しては、軽作業が多い就労環境であることを考慮して、エアロバイ

クやルームランナーなどを設置し、休憩時間等の散歩などを勧め、運動量を増やす

工夫を行っている。また、リスク管理の観点から、感染症対策に努めており、麻疹

やインフルエンザ等のワクチン接種における経費の全額又は一部を補助することで

接種率の向上を図っている。 

④ 平成２３年度より一般定期健康診断の有所見の改善取組計画を策定し、改善に向

けた取組を実施した結果、平成３０年度については、平成２３年度比で有所見率が

２０．９％改善した。（平成２９年度比較でほぼ同等） 

 

２．点検・評価 

 健全な就労環境の維持に関しては、適切に運営され、支障のない環境が維持されて

いるといえる。また、健康の維持管理においては、絶対評価が難しい側面はあるが、

サポート体制において十分な体制を整えていると考える。よって、達成度評価はＡと
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判断する。 

 

３．改善課題・方策 

 健全な就労環境の維持に関しては現行を継続し、評価疲れにならないよう工夫をし

ながら巡視点検やアンケートを行い、結果を適切にフィードバックして行くことに努

める。 

 また、健康維持・管理に関しては、個人意識の啓発を続け、重篤化する前に専門機

関に相談するように勧奨していく。 
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Ⅵ．総括 
 
前章で行った自己点検・評価を事項ごとに、自己点検・評価委員会として総括する。 

 
１．全学的に関する事項 

教務関係については、平成２８年度に、各ポリシ－の策定、原級留置率・退学率の

減少への試み、工学基礎コ－スの拡大（学科再選択制の導入）等を行った。また、本

校の教育理念に基づき、養成すべき人材像を規定し、それに沿う形で本科と専攻科の

カリキュラムが編成されている。継続的に教育の質の向上に努めるため、現在融合・

複合領域をベ－スにした問題解決型の演習を高学年に配置し、学修単位化を含め、社

会情勢の変化に呼応するカリキュラムの変更を始めた。さらに、Ｗｅｂシラバスの試

行、ラ－ニングコモンズの設置、モデルコアカリキュラムへの対応と検討が行われた。 
平成３０年度も、平成２８年度からの取り組みを継続してきている。今後もその状況

を毎年検討し、さらにより良い方向に改善したい。 
また、障害者支援（特別支援室による人的支援及び施設等のバリアフリ－化など）

やキャリア教育への取り組みも適切に行われている。 
入学者確保については、入試広報活動の内容を、アンケ－ト等の受験生の要望に合

わせて改善し、入試会場の精査、入試リ－フレットの作成、推薦基準の改正や、企画

推進室が実施している女子学生増加へのアプロ－チ（リケジョの勧め）などを継続的

に行っている。平成２８年度の入試より、マ－クシ－ト方式による入学試験が開始さ

れている。 
学生指導関係については、基本方針を５つ設定し、学生指導を行っている。その中

で、担任のスキルアップのための研修会に教員を派遣している。さらに、学生生活を

充実させるために、各学年で、状況に応じた講演会を開催している。各種コンテスト

も積極的に参加し、優秀な成績をおさめている。課外活動や学生会活動も活発に行わ

れている。また、クリ－ン大作戦などのボランティア活動も継続的に実施し、参加し

た学生の満足度も高く、学生支援及び学生の活動は効果的に行われている。健康管理

や感染症拡大防止対応等についても、毎年実施されている。さらに、学生相談室主催

で全学年に対してＱＵテストが行われ、学生の精神面の安定を見るための取り組みが

実施されている。 
学寮関係については、その運営が学寮関係教職員と、日々の寮監とが緊密に連携を

取りながら行われている。学習面では１、２年生の成績不振者に対して高学年学生に

よる学習指導を行っている。またメンタルな面では、本校のカウンセラ－によるメン

タルヘルス講習も実施されている。寮生で組織している寮生会も、寮生活の充実、寮

生間の交流と親睦の促進のため、積極的に活動している。さらに、外国人留学生との

交流も図られている。中学生やその保護者に対しては、オ－プンキャンパスなどの機
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会情勢の変化に呼応するカリキュラムの変更を始めた。さらに、Ｗｅｂシラバスの試

行、ラ－ニングコモンズの設置、モデルコアカリキュラムへの対応と検討が行われた。 
平成３０年度も、平成２８年度からの取り組みを継続してきている。今後もその状況

を毎年検討し、さらにより良い方向に改善したい。 
また、障害者支援（特別支援室による人的支援及び施設等のバリアフリ－化など）

やキャリア教育への取り組みも適切に行われている。 
入学者確保については、入試広報活動の内容を、アンケ－ト等の受験生の要望に合
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で、担任のスキルアップのための研修会に教員を派遣している。さらに、学生生活を

充実させるために、各学年で、状況に応じた講演会を開催している。各種コンテスト

も積極的に参加し、優秀な成績をおさめている。課外活動や学生会活動も活発に行わ

れている。また、クリ－ン大作戦などのボランティア活動も継続的に実施し、参加し

た学生の満足度も高く、学生支援及び学生の活動は効果的に行われている。健康管理

や感染症拡大防止対応等についても、毎年実施されている。さらに、学生相談室主催

で全学年に対してＱＵテストが行われ、学生の精神面の安定を見るための取り組みが

実施されている。 
学寮関係については、その運営が学寮関係教職員と、日々の寮監とが緊密に連携を

取りながら行われている。学習面では１、２年生の成績不振者に対して高学年学生に

よる学習指導を行っている。またメンタルな面では、本校のカウンセラ－によるメン

タルヘルス講習も実施されている。寮生で組織している寮生会も、寮生活の充実、寮

生間の交流と親睦の促進のため、積極的に活動している。さらに、外国人留学生との

交流も図られている。中学生やその保護者に対しては、オ－プンキャンパスなどの機
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会を通じて、施設等の公開を行っている。防災訓練、AED やエピペンも含めた救急救

命講習会も実施され、学寮の運営は適切に行われている。 
キャリア支援関係については、低学年から「生涯設計の意識を持ち、社会において

自立できる力の養成」を目標とした方針として活動している。伝統的キャリア教育に

加え、 
 １～３年生対象 

・本校教員、同窓会の支援による OB の先輩講座、地域企業の経営者による 
キャリアガイダンス及び職業研究セミナ－ 

・本科５年生と専攻科生による先輩フォ－ラム 
４年生、専攻科１年生対象 

・系統的な就職対策講座 
３年生、４年生、専攻科生対象 

・合同企業説明 
などを実施している。セミナ－等の時期、サポ－トシステムや組織の見直しも検討さ

れ、社会状況や就活時期の変化に応じたキャリア教育の実施が行われ、成果が得られ

ている。 
   研究活動関係については、「研究活動評価調査」において、Ａランクの教員が毎年８

割程度おり、活発な研究活動をしている。外部資金獲得に向けては、国立高専機構主

催の科研費取得のための講演会を実施するなどし、科研費の採択件数及び採択金額に

ついてここ数年改善傾向がみられる。また、校長裁量経費よりインセンティブな予算

として戦略的経費が配分され、新たな研究資金獲得のきっかけとなることを期待して

いる。 
   地域・社会貢献活動については、公開講座、出前授業、福井県大学連携リ－グ連携

企画講座及び福井県生涯学習大学開放講座などに講師派遣が行われた。また、文化事

業の一環として「福井高専クラシックコンサ－ト」に一般開放などの活動が行われて

いる。それぞれの講座やイベントにおいては、参加者の満足度は高く、教職員及び学

生と地域住民との交流が図られており、エンジニアリング・コミュニケ－ション能力

育成や地域・社会貢献が十分に果たされていると言える。 
   国際交流関係については、オ－ストラリア研修旅行（学生及び職員）、海外インタ－

ンシップ（専攻科生及び本科生）、国際シンポジウム、職員派遣事業（職員）、などに

積極的に参加し、活発な国際交流活動が行われている。さらに、名称を委員会より室

に改め、活動の見える化を図っている。 

   施設整備関係については、教育の高度化対応等を目的にした旧ボイラー室や合併教

室の改修が行われた。また学内環境アンケ－トの結果を受けた工事及びバリアフリ－

化等の工事等も、授業や研究等に配慮しながら毎年実施している。さらに平成３０年

度には上水道の老朽化に伴う再配管工事を行った。また、修学・就業上の照度等の安
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全対策・環境整備や教育研究の高度化対応等を目的にした改修及び将来施設整備計画

の立案も行っている。 
   管理運営関係については、全体的に効果的な活動を行っており、適正な業務が行わ

れていることが窺える。また、緊急連絡体制や広報活動に一部形骸化している部分が

見られるため、マニュアルの刷新等の見直しを図った。さらに、コンプライアンスの

徹底には不断の取り組みで対応するようにしている。 
   財務関係については、全般的に適正な業務が行われている。平成２４年度補正予算

が措置されたことに伴い、教育研究の基盤となる施設・設備等の充実が図られ、計画

どおりの成果を上げている。また、外部資金獲得や業務の効率化にあっては、一層の

取り組み・推進が行われている状況である。平成３０年度には校長のリーダーシップ

の下、申請されたすべての事業について校長のヒアリングを実施し、効果的な執行に

配慮した予算配分が行われた。また、「公的研究費等に関する不正使用に関する再発防

止策の徹底について」の実施を今後も引き継き徹底していくことが必要である。 
 
２．各学科・教室等に関する事項 

本科の専門学科では、基礎学力の向上と定着に加え、幅広い専門基礎能力の育成、

さらにはコミュニケーション能力やプレゼンテーション能力の養成により、実践的で

国際化・高度情報社会に対応できる技術者の養成を図っている。また、高専機構のモ

デルコアカリキュラムに対応した教育課程を構築すると共に、創造性を高め高度な技

術を活用した体験型教育を実践している。さらに、専門分野に関連した資格の取得や、

各種コンテストへの参加を奨励することで、学生の学習意欲を高めている。平成２８

年度新入生から開始された１年次への専門科目導入（専門基礎Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）及び年次

進行にて導入される３年次からの学際カリキュラム（環境・エネルギー群、情報・制

御群、材料科学群）の選択科目及び必修科目であるプロジェクト演習等について、各

学科で効果的な科目内容について検討している。一方、オープンキャンパス、公開講

座、出前授業、パンフレットの見直しなどを積極的に行い、ホームページ等を通じて

各学科・専攻科の魅力を発信して、入学志願者確保に向けて精力的に努力している。 
特色ある取り組みとして、機械工学科では、チームで１台の知能ロボットの車体及

び自作回路の設計製作や制御プログラムを開発する「知能機械演習」により機械・電

気電子・情報の融合複合教育を実施していると共に、自分達でスケッチして作成した

製作図を基に実際にバイスを製作する総合実習を導入するなど、実践的なものづくり

教育を行っている。また、３Ｄプリンタなどのデジタル造形機器を積極的に活用した

り、高学年の設計製図でＣＡＤ・ＣＡＥを導入するなど、デジタルマニュファクチャ

リング技術を取り入れた授業を展開している。また、電気電子工学科では、学生の創

成意欲を引き出すため様々な授業の工夫がなされており、例えばアイディアモータ

ー・発電機コンテストを行う「電気電子工学実験Ⅰ」や、グループによりライントレ
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全対策・環境整備や教育研究の高度化対応等を目的にした改修及び将来施設整備計画

の立案も行っている。 
   管理運営関係については、全体的に効果的な活動を行っており、適正な業務が行わ

れていることが窺える。また、緊急連絡体制や広報活動に一部形骸化している部分が

見られるため、マニュアルの刷新等の見直しを図った。さらに、コンプライアンスの

徹底には不断の取り組みで対応するようにしている。 
   財務関係については、全般的に適正な業務が行われている。平成２４年度補正予算

が措置されたことに伴い、教育研究の基盤となる施設・設備等の充実が図られ、計画

どおりの成果を上げている。また、外部資金獲得や業務の効率化にあっては、一層の

取り組み・推進が行われている状況である。平成３０年度には校長のリーダーシップ

の下、申請されたすべての事業について校長のヒアリングを実施し、効果的な執行に

配慮した予算配分が行われた。また、「公的研究費等に関する不正使用に関する再発防

止策の徹底について」の実施を今後も引き継き徹底していくことが必要である。 
 
２．各学科・教室等に関する事項 

本科の専門学科では、基礎学力の向上と定着に加え、幅広い専門基礎能力の育成、

さらにはコミュニケーション能力やプレゼンテーション能力の養成により、実践的で

国際化・高度情報社会に対応できる技術者の養成を図っている。また、高専機構のモ

デルコアカリキュラムに対応した教育課程を構築すると共に、創造性を高め高度な技

術を活用した体験型教育を実践している。さらに、専門分野に関連した資格の取得や、

各種コンテストへの参加を奨励することで、学生の学習意欲を高めている。平成２８

年度新入生から開始された１年次への専門科目導入（専門基礎Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）及び年次

進行にて導入される３年次からの学際カリキュラム（環境・エネルギー群、情報・制

御群、材料科学群）の選択科目及び必修科目であるプロジェクト演習等について、各

学科で効果的な科目内容について検討している。一方、オープンキャンパス、公開講

座、出前授業、パンフレットの見直しなどを積極的に行い、ホームページ等を通じて

各学科・専攻科の魅力を発信して、入学志願者確保に向けて精力的に努力している。 
特色ある取り組みとして、機械工学科では、チームで１台の知能ロボットの車体及

び自作回路の設計製作や制御プログラムを開発する「知能機械演習」により機械・電

気電子・情報の融合複合教育を実施していると共に、自分達でスケッチして作成した

製作図を基に実際にバイスを製作する総合実習を導入するなど、実践的なものづくり

教育を行っている。また、３Ｄプリンタなどのデジタル造形機器を積極的に活用した

り、高学年の設計製図でＣＡＤ・ＣＡＥを導入するなど、デジタルマニュファクチャ

リング技術を取り入れた授業を展開している。また、電気電子工学科では、学生の創

成意欲を引き出すため様々な授業の工夫がなされており、例えばアイディアモータ

ー・発電機コンテストを行う「電気電子工学実験Ⅰ」や、グループによりライントレ
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ースマシンの製作を行いコンテスト形式の競技会を行う「電子創造工学」により、創

意工夫の発展とプレゼンテーションを通した創造性を育む教育を実践している。また、

原発立地県にある高等教育機関の電気系学科として、継続的に放射線教育に取り組ん

でおり、原子力発電、半導体検出器、放射線測定、放射線応用などの講義を実施して

いる。一方、電子情報工学科では、ＡＩやＩｏＴの分野に繋がる科目の強化を図って

おり、情報通信ネットワーク系の授業を充実させている。ＰＢＬ型授業の「創造工学

演習」においては、様々なコンテストへの参加を目標に掲げ実践的なシステム開発を

実施すると共に、企業技術者の非常勤講師との協力で、起業を行う際の手法などの実

践的な指導を取り入れて成果をあげている。また、専門科目が増える３年生では、Ｂ

ＹＯＤとして適切な仕様のノートパソコンを所有させて授業で活用し、問題解決能力

の育成とアクティブラーニングを推進している。 
また、物質工学科では、材料工学・生物工学両面に通じた化学技術者の育成を目指

しており、コース制教育カリキュラムにおける学修単位や新設専門共通科目の導入に

ついて検討している。また、実験・実習系科目や卒業研究において、出前講座や各種

コンテスト・イベント等の実験実施計画・立案及びそのプロジェクト実践・参画につ

いて問題点の抽出とその解決策について討論することでユニークなＰＢＬ教育を実践

していると共に、多くの大学・企業との共同研究を通して卒業・特別研究の活性化を

図っている。環境都市工学科では、土木や環境の分野に建築系の専門科目を組み入れ、

さらに学則を一部改正することにより一級建築士試験の受験資格を得られる学科とな

っている。また、学科独自にフクイ建設技術フェアや施工現場の見学を通して、視野

の拡大と適正な進路選択意識の啓発に努めたり、全国高専デザコンへの出場や資格取

得を奨励するなど、エンジニアリングデザイン教育を実践している。 
一般科目教室では、入学時の受け入れから専門学科への移行がスムーズに行われる

ように、低学年教育における学習及び学校生活において学生が陥りやすい問題点を考

慮しながら、学生指導を行っている。具体的には、クラス担任、教科担当、クラブ活

動顧問など様々な立場から、教員研究室・セミナー室等を利用して、学習や学校生活

の支援及び相談を行っている。例えば、成績などを含めたクラス状況に関する「意見

交換会」を中間試験後や学年末試験後に実施したり、情報交換会｢スタッフミーティン

グ（仮称）｣を適宜開催し、学習到達度の低い学生の把握と教科指導の方向付けや、授

業への取組状況の把握と改善策に関する、より綿密な検討により学習意欲の低下・留

年・進路変更等の問題に対処している。また、物理・工学基礎物理、化学・生物、数

学科・応用数学科、保健体育科、国語科、社会科、英語科のそれぞれにおいて、様々

な特色ある教育・研究の取り組みが実施されている。例えば、ＴＡやＬＡを活用した

継続的な低学年向け補習、新入生対象一斉学力試験や夏季休業明け学力試験の実施と

そのフォロー、生物の授業におけるライフサイエンスのコアカリキュラム導入、数学

科におけるＳＴＡＣＫを活用したｅラーニング教材開発、社会科における「公共社会」
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「工学倫理」の新科目導入、工業英検やＴＯＥＩＣの校内一斉受験による学習動機付

け促進などの取り組みがあげられる。 
専攻科（生産システム工学専攻、環境システム工学専攻）では、得意とする専門分

野を持つことに加え、他の技術分野の知識と能力を積極的に吸収し、自然環境との調

和を図りながら持続可能な社会を有機的にデザインすることのできる知識と能力を身

に付けた、国際社会で活躍できる実践的技術者の育成を目標に教育を行っている。特

に、「創造デザイン演習」や「デザイン工学」では、自分で課題を設定し必ずしも正解

のない問題やトレードオフな問題に対して、実現可能な具体策を見つける能力、すな

わちエンジニアリングデザイン能力の向上を図っている。また、（独）大学改革支援・

学位授与機構による学士の申請に係る特例申請を行い、生産システム工学専攻（機械

工学、電気電子工学、情報工学）、環境システム工学専攻（応用化学、土木工学）とも

に認定を受け、修了生全員に学士が授与されている。福井大学、金沢大学、北陸先端

科学技術大学院大学といった近隣大学の研究機関と協定を締結し、大学院研究室訪問

などを通して研究意欲の向上を図っており、これらの大学院への進学者が増えている。

研究活動面では、北陸技術交流テクノフェアでの学外発表（全員）や国際会議発表（３

名）に加え、第３ブロック専攻科研究フォーラムには６名の学生が参加し、優秀ポス

ター賞を１名受賞している。さらに、海外インターンシップ及び技術英語研修などの

海外研修制度に積極的に参加するように促し、グローバルエンジニアの育成にも取り

組んでいる。新教育課程では、「海外インターンシップ」を選択必須科目として新設導

入すると共に、時代の流れに応じた「人間と社会」「量子エネルギー工学」「環境分析

化学」などの科目を導入している。 
各学科・教室・専攻科とも、現行カリキュラムをモデルコアカリキュラムに対応さ

せた上で、平成２８年度新入生から開始された１年次への専門科目導入及び３年次か

らの学際カリキュラム導入等により、相互に連携を行うことで、独創性に富みグロー

バルな課題へ対応し社会貢献できる人材の育成に、積極的に取り組む姿勢が見られる。 
 
３．センター等に関する事項 

学生相談室と保健室では、教員と看護士が非常勤の専門カウンセラーの協力を得て、

学生と教職員の保健衛生と精神面の相談業務を円滑に行っている。平成３０年度には

カウンセラーを１名から２名に増員し､また､来校日数を週３日から４日に増やして支

援環境を強化した。また、第２学生相談室を新たに設置し､障害や心的ストレスに起因

して主体的学習に問題のある学生を支援する場として活用している。さらに、学生対

象のハイパーＱＵテストを継続的に実施しており、その活用に関する講演会や勉強会

を開催して教員の学生指導の支援を行っている。一方、学生相談室関係者が学内外の

メンタルヘルス関連の研修会で習得した知識や技能を学内に効果的に還元する取り組

みが課題となっている。 
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   教育研究支援センターでは、日常の教育研究支援活動に加えて、自身の研修事業や
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一般向けの公開講座等、多面的な活動を行っている。平成３０年度は、新たな学際カ

リキュラムに対応するため、組織を３班体制から２グループ体制に再編して２年目と

なるため、従来からの３つのワーキンググループによる活動に加え、技術職員の技術・

技能の伝承や業務支援のための「できること研修」や「Ｔｅａｍｓ利用しよう会」等

のユニークな研修を行った。さらに、子どもゆめ基金助成金や校長裁量経費の競争的

資金の獲得でも成果も残した。定期的に開催している「教育研究支援センター連絡会」

を通して、組織再編は各技術職員の専門分野の裾野が拡大できる機会として徐々に浸

透している。 
 
４．委員会等に関する事項 
   教育システム推進委員会は、本校の教育システムのＰＤＣＡサイクルの実態調査や

部署間で解決すべき事項の抽出、処理をする委員会である。外部有識者会議における

提言・意見を踏まえた４つの課題に対して各担当部署での進捗状況を定期的に点検し

ている。教育システム推進のためのＰＤＣＡサイクルチェックシートに基づき、各種

委員会の実施状況を把握すると共に新たなチェックシートを作成して改善を図るなど

本校の教育システムの円滑な実施に寄与している。 
   情報セキュリティ推進委員会は、本校の情報セキュリティの維持向上を担う委員会

である。機構主催の情報セキュリティのセミナーに参加してセキュリティ管理者のス

キルアップを図ると共に、全教職員及び学生の情報セキュリティへの意識向上に熱心

に取り組んでいる。しかし、ＩＰアドレスの不適切な設定により学内プリンタが学外

から閲覧可能となる問題が発生したが、システムへの侵入などの重大な被害が生じな

いよう適切な再発防止策を講じている。 
   ＪＡＢＥＥ委員会では、前回の継続審査で指摘された９項目に対して、継続的な改

善を図ったことにより、今年度の認定中間審査を受審では、３月に認定「可」の結果

を得た。認定中間審査時には、Ｗｅｂシラバスの記入に関すること及び授業改善の仕

組みの不透明さの指摘を受けたので、直ちに担当部署に依頼して改善を図り、積極的

に教育改善に努めている。 
   遺伝子組換え実験安全委員会では、２件の実験申請について厳正かつ慎重なる審議

を経て実験実施の承認を与えると共に、文部科学省研究振興局ライフサイエンス課生

命倫理・安全対策室の通達内容を関係者に周知するなど、適切な役割を果たしている。 
知的財産教育委員会では、専攻科と連携して弁理士を講師として招聘し知的財産に

関する講演会の開催や、ふくい知財フォーラムに参加して他機関の情報収集や連携を

積極的に図っている。また「ものづくりコンテスト等を実施し、外部専門講師による

評価を行う形態による知財教育の全学展開」というテーマで実施するなど活発に知的

財産教育を全学的に行っている。さらに２件の発明等届について知的財産コーディネ

ータを交えて審議しているが、知的財産コーディネータの業務に数値目標（発明届数
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など）を設定して評価することにより、その効果の明確化を図るべきである。 
 ネットワーク委員会では、高専機構の調達による新統一基幹システムの移行を行う

一方、新システムに移行できないサーバ機能については、旧基幹システムの契約の見

直しを行って、両システムの円滑な運営に努めている。また、旧基幹システムの機能

を２０２０年度に更新予定の次期教育用システムに移行する方向性を示すなど、安

定・安全なネットワーク環境の提供を行い、教職員及び学生への利便性を図っている。 

 安全衛生委員会では、健全な就労環境維持のため、月１回の学内巡視、就業上のリ

スク管理のチェック、救命講習会を開催や産業医との連携を図って就労環境の整備に

努めている。また、健康の維持・管理のため法定の（定期・特定）健康診断を実施す

ると共に、カウンセラーや産業医の協力の下、本校教職員のメンタルヘルのサポート

体制の充実を図っている。 
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0
0

1
2
4
(
7
)

1
0
(
1
)

1
2
(
3
)

0
0

1
5
,
8
6
0

(
3
,
6
6
0
)

1
4
(
1
1
)

0
0

0
1
0
(
7
)

1
(
1
)

3
(
3
)

0
0

1
7
1
,
9
7
5

5
3
(
1
1
)

0
1

0
3
0
(
9
)

7
(
1
)

1
3
(
1
)

0
2

1
5
,
9
9
0

(
3
,
6
9
0
)

1
5
(
1
1
)

0
0

0
1
1
(
9
)

1
(
1
)

1
(
1
)

0
2

1
9
6
,
1
3
4

5
2
(
7
)

0
1

0
3
6
(
5
)

4
9

0
0

2
(
2
)

1
7
,
4
2
0

(
4
,
0
2
0
)

1
2
(
7
)

0
0

0
8
(
5
)

0
2

0
0

2
(
2
)

注
１

．
(
 
 
)
書

は
、

継
続

で
内

数
。

【
申

請
件

数
と

採
択

件
数

に
相

異
が

あ
る

の
は

、
研

究
者

の
転

入
・

転
出

に
よ

る
増

減
】

注
２

．
は

、
当

該
年

度
の

科
学

研
究

費
補

助
金

制
度

に
な

い
研

究
種

目

注
３

．
採

択
金

額
の

（
　

）
書

き
は

間
接

経
費

で
内

数
。

科
学

研
究

費
助

成
事

業
（

科
研

費
）

申
請

・
採

択
状

況
一

覧

　 基 盤 研 究 （ Ｂ ） 一 般 【 助 成 基 金 】

　 基 盤 研 究 （ Ｂ ） 海 外 学 術 調 査

　 基 盤 研 究 （ Ｃ ） 一 般 【 助 成 基 金 】

　 挑 戦 的 萌 芽 研 究 【 助 成 基 金 】

　 若 手 研 究 【 助 成 基 金 】

　 若 手 研 究 （ Ｂ ） 【 助 成 基 金 】

平
成

3
0
年

度

平
成

2
8
年

度

平
成

2
9
年

度

　 研 究 活 動 ス タ ー ト 支 援

平
成

2
7
年

度

　 若 手 研 究 （ Ａ ） 【 助 成 基 金 】

　 新 学 術 領 域 研 究 （ 研 究 領 域 提 案 型 ）

年
度
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直
接

経
費

間
接

経
費

機
械
工
学
科

教
授

加
藤

寛
敬

1
,
0
0
0

3
0
0
超

強
加

工
と

摩
擦

加
工

に
よ

る
バ

ル
ク
ナ

ノ
メ

タ
ル

高
機

能
表

層
と

そ
の

ト
ラ

イ
ボ

ロ
ジ

ー
特

性

機
械
工
学
科

准
教
授

亀
山

建
太

郎
4
0
0

1
2
0
農

業
ロ

ボ
ッ

ト
の

実
地

試
験

を
題

材
と
し

た
ロ

ボ
ッ

ト
利

活
用

・
開

発
人

材
育

成
手

法
の

研
究

機
械
工
学
科

講
師

金
田

直
人

1
,
4
0
0

4
2
0
高

品
質

加
工

糸
が

生
産

可
能

な
オ

ン
ラ
イ

ン
型

サ
ー

ジ
ン

グ
検

査
シ

ス
テ

ム
の

開
発

お
よ

び
検

証

電
気
電
子
工
学
科

准
教
授

松
浦

徹
2
,
4
0
0

7
2
0
電

荷
密

度
波

を
用

い
た

微
小

熱
機

関
の
構

築
と

確
率

的
熱

力
学

へ
の

応
用

一
般
科
目
教
室

教
授

中
谷

実
伸

6
0
0

1
8
0
工

学
機

器
を

用
い

た
「

見
せ

る
数

学
」

「
触

れ
る

数
学

」
の

た
め

の
教

材
作

成
と

そ
の

活
用

一
般
科
目
教
室

講
師

青
木

宏
樹

1
,
3
0
0

3
9
0
オ

ー
プ

ン
ス

キ
ル

系
競

技
選

手
の

敏
捷
性

を
評

価
す

る
新

規
テ

ス
ト

開
発

一
般
科
目
教
室

教
授

原
口

治
1
,
2
0
0

3
6
0
地

域
創

生
に

貢
献

す
る

高
専

グ
ロ

ー
バ
ル

エ
ン

ジ
ニ

ア
育

成
の

た
め

の
教

養
教

育
シ

ス
テ

ム
構

築

一
般
科
目
教
室

講
師

藤
田

卓
郎

1
,
1
0
0

3
3
0
工

業
高

等
専

門
学

校
の

一
般

科
目

教
育
に

お
け

る
ブ

レ
ン

ド
型

学
習

の
教

材
開

発
と

指
導

効
果

の
検

証

電
子
情
報
工
学
科

講
師

川
上

由
紀

2
,
3
0
0

6
9
0
火

山
噴

火
を

想
定

し
た

新
た

な
R
F
I
D
探
索

シ
ス

テ
ム

の
最

適
設

計
お

よ
び

評
価

一
般
科
目
教
室

講
師

手
嶋

泰
伸

5
0
0

1
5
0
日

本
に

お
け

る
国

有
財

産
管

理
制

度
の

歴
史

学
的

研
究

一
般
科
目
教
室

助
教

松
井

一
洋

5
0
0

1
5
0
理

数
教

育
の

視
点

を
取

り
入

れ
た

工
業
系

高
専

に
お

け
る

走
幅

跳
の

体
育

授
業

一
般
科
目
教
室

助
教

門
屋

飛
央

7
0
0

2
1
0
宇

久
町

方
言

の
包

括
的

記
述

に
よ

る
重

層
的

日
本

語
史

研
究

1
3
,
4
0
0

4
,
0
2
0

 

研
　

　
　

究
　

　
　

課
　

　
　

題

研
究
活
動
ス
タ
ー
ト
支
援

合
　

　
　

計
1
2
件

1
7
,
4
2
0

基
盤

研
究

（
Ｃ

）

若
手

研
究

平
成

３
０

年
度

科
学

研
究

費
助

成
事

業
（

科
研

費
）

採
択

内
訳

研
究

科
目

所
　
　
　
属

職
　
　
名

氏
　

　
名

申
請

額
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直
接

経
費

間
接

経
費

機
械
工
学
科

教
授

加
藤

寛
敬

1
,
0
0
0

3
0
0
超

強
加

工
と

摩
擦

加
工

に
よ

る
バ

ル
ク
ナ

ノ
メ

タ
ル

高
機

能
表

層
と

そ
の

ト
ラ

イ
ボ

ロ
ジ

ー
特

性

機
械
工
学
科

准
教
授

亀
山

建
太

郎
4
0
0

1
2
0
農

業
ロ

ボ
ッ

ト
の

実
地

試
験

を
題

材
と
し

た
ロ

ボ
ッ

ト
利

活
用

・
開

発
人

材
育

成
手

法
の

研
究

機
械
工
学
科

講
師

金
田

直
人

1
,
4
0
0

4
2
0
高

品
質

加
工

糸
が

生
産

可
能

な
オ

ン
ラ
イ

ン
型

サ
ー

ジ
ン

グ
検

査
シ

ス
テ

ム
の

開
発

お
よ

び
検

証

電
気
電
子
工
学
科

准
教
授

松
浦

徹
2
,
4
0
0

7
2
0
電

荷
密

度
波

を
用

い
た

微
小

熱
機

関
の
構

築
と

確
率

的
熱

力
学

へ
の

応
用

一
般
科
目
教
室

教
授

中
谷

実
伸

6
0
0

1
8
0
工

学
機

器
を

用
い

た
「

見
せ

る
数

学
」

「
触

れ
る

数
学

」
の

た
め

の
教

材
作

成
と

そ
の

活
用

一
般
科
目
教
室

講
師

青
木

宏
樹

1
,
3
0
0

3
9
0
オ

ー
プ

ン
ス

キ
ル

系
競

技
選

手
の

敏
捷
性

を
評

価
す

る
新

規
テ

ス
ト

開
発

一
般
科
目
教
室

教
授

原
口

治
1
,
2
0
0

3
6
0
地

域
創

生
に

貢
献

す
る

高
専

グ
ロ

ー
バ
ル

エ
ン

ジ
ニ

ア
育

成
の

た
め

の
教

養
教

育
シ

ス
テ

ム
構

築

一
般
科
目
教
室

講
師

藤
田

卓
郎

1
,
1
0
0

3
3
0
工

業
高

等
専

門
学

校
の

一
般

科
目

教
育
に

お
け

る
ブ

レ
ン

ド
型

学
習

の
教

材
開

発
と

指
導

効
果

の
検

証

電
子
情
報
工
学
科

講
師

川
上

由
紀

2
,
3
0
0

6
9
0
火

山
噴

火
を

想
定

し
た

新
た

な
R
F
I
D
探
索

シ
ス

テ
ム

の
最

適
設

計
お

よ
び

評
価

一
般
科
目
教
室

講
師

手
嶋

泰
伸

5
0
0

1
5
0
日

本
に

お
け

る
国

有
財

産
管

理
制

度
の

歴
史

学
的

研
究

一
般
科
目
教
室

助
教

松
井

一
洋

5
0
0

1
5
0
理

数
教

育
の

視
点

を
取

り
入

れ
た

工
業
系

高
専

に
お

け
る

走
幅

跳
の

体
育

授
業

一
般
科
目
教
室

助
教

門
屋

飛
央

7
0
0

2
1
0
宇

久
町

方
言

の
包

括
的

記
述

に
よ

る
重

層
的

日
本

語
史

研
究

1
3
,
4
0
0

4
,
0
2
0

 

研
　

　
　

究
　

　
　

課
　

　
　

題

研
究
活
動
ス
タ
ー
ト
支
援

合
　

　
　

計
1
2
件

1
7
,
4
2
0

基
盤

研
究

（
Ｃ

）

若
手

研
究

平
成

３
０

年
度

科
学

研
究

費
助

成
事

業
（

科
研

費
）

採
択

内
訳

研
究

科
目

所
　
　
　
属

職
　
　
名

氏
　

　
名

申
請

額

直
接

経
費

間
接

経
費

機
械
工
学
科

教
授

安
丸

尚
樹

7
0
0

2
1
0
フ

ェ
ム

ト
秒

レ
ー

ザ
ー

に
よ

る
ナ

ノ
構
造

付
与

高
機

能
低

温
表

面
改

質
合

金
の

創
製

機
械
工
学
科

教
授

加
藤

寛
敬

8
0
0

2
4
0
超

強
加

工
と

摩
擦

加
工

に
よ

る
バ

ル
ク

ナ
ノ

メ
タ

ル
高

機
能

表
層

と
そ

の
ト

ラ
イ

ボ
ロ

ジ
ー

特
性

機
械
工
学
科

准
教
授

亀
山

建
太

郎
1
,
4
0
0

4
2
0
農

業
ロ

ボ
ッ

ト
の

実
地

試
験

を
題

材
と
し

た
ロ

ボ
ッ

ト
利

活
用

・
開

発
人

材
育

成
手

法
の

研
究

電
気
電
子
工
学
科

教
授

佐
藤

匡
9
0
0

2
7
0
高

専
に

お
け

る
制

御
工

学
授

業
内

 
i
n
 
s
i
t
u
 
型

演
習

が
も

た
ら

す
意

識
変

化
に

つ
い

て

電
子
情
報
工
学
科

准
教
授

小
越

咲
子

5
0
0

1
5
0
発

達
障

害
児

者
の

日
々

の
生

活
・

睡
眠
リ

ズ
ム

を
サ

ポ
ー

ト
す

る
I
C
T
シ

ス
テ

ム
の

開
発

研
究

環
境
都
市
工
学
科

准
教
授

辻
野

和
彦

8
0
0

2
4
0
住

民
の

迅
速

な
避

難
行

動
に

資
す

る
土
砂

災
害

避
難

警
報

装
置

の
開

発

一
般
科
目
教
室

教
授

坪
川

武
弘

9
0
0

2
7
0
数

学
教

育
の

新
た

な
展

開
を

目
指

し
た

S
T
E
M
連

携
教

育
の

調
査

と
教

材
開

発
の

た
め

の
基

礎
研

究

一
般
科
目
教
室

教
授

中
谷

実
伸

6
0
0

1
8
0
工

学
機

器
を

用
い

た
「

見
せ

る
数

学
」
「

触
れ

る
数

学
」

の
た

め
の

教
材

作
成

と
そ

の
活

用

一
般
科
目
教
室

講
師

青
木

宏
樹

5
0
0

1
5
0
幼

児
が

楽
し

ん
で

行
え

る
ス

テ
ッ

プ
ア

ッ
プ

式
敏

捷
性

テ
ス

ト
の

作
成

一
般
科
目
教
室

教
授

原
口

治
1
,
0
0
0

3
0
0
地

域
創

生
に

貢
献

す
る

高
専

グ
ロ

ー
バ
ル

エ
ン

ジ
ニ

ア
育

成
の

た
め

の
教

養
教

育
シ

ス
テ

ム
構

築

一
般
科
目
教
室

講
師

藤
田

卓
郎

1
,
6
0
0

4
8
0
工

業
高

等
専

門
学

校
の

一
般

科
目

教
育
に

お
け

る
ブ

レ
ン

ド
型

学
習

の
教

材
開

発
と

指
導

効
果

の
検

証

挑
戦

的
萌

芽
研

究
電
子
情
報
工
学
科

助
教

川
上

由
紀

5
0
0

1
5
0
火

山
噴

火
を

想
定

し
た

新
た

な
R
F
I
D
探

索
シ

ス
テ

ム
の

開
発

お
よ

び
評

価
に

関
す

る
研

究

若
手

研
究

（
Ｂ

）
機
械
工
学
科

講
師

金
田

直
人

6
0
0

1
8
0
非

接
触

型
糸

形
態

検
査

シ
ス

テ
ム

を
用
い

た
マ

ル
チ

フ
ィ

ラ
メ

ン
ト

糸
の

品
質

管
理

一
般
科
目
教
室

助
教

松
井

一
洋

7
0
0

2
1
0
理

数
教

育
の

視
点

を
取

り
入

れ
た

工
業

系
高

専
に

お
け

る
走

幅
跳

の
体

育
授

業

一
般
科
目
教
室

助
教

門
屋

飛
央

8
0
0

2
4
0
宇

久
町

方
言

の
包

括
的

記
述

に
よ

る
重
層

的
日

本
語

史
研

究

1
2
,
3
0
0

3
,
6
9
0

 

基
盤

研
究

（
Ｃ

）

研
究
活
動
ス
タ
ー
ト
支
援

1
5
,
9
9
0

合
　

　
　

計

申
請

額
研

　
　

　
究

　
　

　
課

　
　

　
題

研
究

科
目

所
　
　
　
属

職
　
　
名

氏
　

　
名

平
成

２
９

年
度

科
学

研
究

費
助

成
事

業
（

科
研

費
）

採
択

内
訳

1
5
件
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直
接

経
費

間
接

経
費

機
械
工
学
科

教
授

安
丸

尚
樹

1
,
0
0
0

3
0
0
フ

ェ
ム

ト
秒

レ
ー

ザ
ー

に
よ

る
ナ

ノ
構
造

付
与

高
機

能
低

温
表

面
改

質
合

金
の

創
製

機
械
工
学
科

教
授

加
藤

寛
敬

1
,
9
0
0

5
7
0
超

強
加

工
と

摩
擦

加
工

に
よ

る
バ

ル
ク
ナ

ノ
メ

タ
ル

高
機

能
表

層
と

そ
の

ト
ラ

イ
ボ

ロ
ジ

ー
特

性

電
気
電
子
工
学
科

教
授

佐
藤

匡
1
,
1
0
0

3
3
0
高

専
に

お
け

る
制

御
工

学
授

業
内

 
i
n
 
s
i
t
u
 
型

演
習

が
も

た
ら

す
意

識
変

化
に

つ
い

て

電
子
情
報
工
学
科

准
教
授

小
越

咲
子

5
0
0

1
5
0
発

達
障

害
児

者
の

日
々

の
生

活
・

睡
眠
リ

ズ
ム

を
サ

ポ
ー

ト
す

る
I
C
T
シ

ス
テ

ム
の

開
発

研
究

環
境
都
市
工
学
科

教
授

吉
田

雅
穂

1
,
2
0
0

3
6
0
丸

太
に

特
殊

機
能

を
付

加
し

た
液

状
化
対

策
技

術
の

高
度

化
に

関
す

る
研

究

環
境
都
市
工
学
科

准
教
授

辻
野

和
彦

6
0
0

1
8
0
住

民
の

迅
速

な
避

難
行

動
に

資
す

る
土
砂

災
害

避
難

警
報

装
置

の
開

発

一
般
科
目
教
室

教
授

坪
川

武
弘

7
0
0

2
1
0
数

学
教

育
の

新
た

な
展

開
を

目
指

し
た

S
T
E
M
連

携
教

育
の

調
査

と
教

材
開

発
の

た
め

の
基

礎
研

究

一
般
科
目
教
室

教
授

中
谷

実
伸

6
0
0

1
8
0
工

学
機

器
を

用
い

た
「

見
せ

る
数

学
」
「

触
れ

る
数

学
」

の
た

め
の

教
材

作
成

と
そ

の
活

用

一
般
科
目
教
室

講
師

青
木

宏
樹

7
0
0

2
1
0
幼

児
が

楽
し

ん
で

行
え

る
ス

テ
ッ

プ
ア

ッ
プ

式
敏

捷
性

テ
ス

ト
の

作
成

一
般
科
目
教
室

教
授

原
口

治
1
,
2
0
0

3
6
0
地

域
創

生
に

貢
献

す
る

高
専

グ
ロ

ー
バ
ル

エ
ン

ジ
ニ

ア
育

成
の

た
め

の
教

養
教

育
シ

ス
テ

ム
構

築

挑
戦

的
萌

芽
研

究
電
子
情
報
工
学
科

助
教

川
上

由
紀

5
0
0

1
5
0
火

山
噴

火
を

想
定

し
た

新
た

な
R
F
I
D
探

索
シ

ス
テ

ム
の

開
発

お
よ

び
評

価
に

関
す

る
研

究

機
械
工
学
科

講
師

金
田

直
人

8
0
0

2
4
0
非

接
触

型
糸

形
態

検
査

シ
ス

テ
ム

を
用
い

た
マ

ル
チ

フ
ィ

ラ
メ

ン
ト

糸
の

品
質

管
理

一
般
科
目
教
室

助
教

手
嶋

泰
伸

7
0
0

2
1
0
近

代
日

本
政

治
史

に
お

け
る

平
沼

騏
一

郎

一
般
科
目
教
室

助
教

藤
田

卓
郎

7
0
0

2
1
0
工

業
高

等
専

門
学

校
に

お
け

る
タ

ス
ク
シ

ラ
バ

ス
の

開
発

と
指

導
効

果
の

検
証

1
2
,
2
0
0

3
,
6
6
0

所
　
　
　
属

職
　
　
名

研
　

　
　

究
　

　
　

課
　

　
　

題

基
盤

研
究

（
Ｃ

）

若
手

研
究

（
Ｂ

）

合
　

　
　

計
1
4
件

平
成

２
８

年
度

科
学

研
究

費
助

成
事

業
（

科
研

費
）

採
択

内
訳

研
究

科
目

氏
　

　
名

申
請

額

1
5
,
8
6
0

240



直
接

経
費

間
接

経
費

機
械
工
学
科

教
授

安
丸

尚
樹

1
,
0
0
0

3
0
0
フ

ェ
ム

ト
秒

レ
ー

ザ
ー

に
よ

る
ナ

ノ
構
造

付
与

高
機

能
低

温
表

面
改

質
合

金
の

創
製

機
械
工
学
科

教
授

加
藤

寛
敬

1
,
9
0
0

5
7
0
超

強
加

工
と

摩
擦

加
工

に
よ

る
バ

ル
ク
ナ

ノ
メ

タ
ル

高
機

能
表

層
と

そ
の

ト
ラ

イ
ボ

ロ
ジ

ー
特

性

電
気
電
子
工
学
科

教
授

佐
藤

匡
1
,
1
0
0

3
3
0
高

専
に

お
け

る
制

御
工

学
授

業
内

 
i
n
 
s
i
t
u
 
型

演
習

が
も

た
ら

す
意

識
変

化
に

つ
い

て

電
子
情
報
工
学
科

准
教
授

小
越

咲
子

5
0
0

1
5
0
発

達
障

害
児

者
の

日
々

の
生

活
・

睡
眠
リ

ズ
ム

を
サ

ポ
ー

ト
す

る
I
C
T
シ

ス
テ

ム
の

開
発

研
究

環
境
都
市
工
学
科

教
授

吉
田

雅
穂

1
,
2
0
0

3
6
0
丸

太
に

特
殊

機
能

を
付

加
し

た
液

状
化
対

策
技

術
の

高
度

化
に

関
す

る
研

究

環
境
都
市
工
学
科

准
教
授

辻
野

和
彦

6
0
0

1
8
0
住

民
の

迅
速

な
避

難
行

動
に

資
す

る
土
砂

災
害

避
難

警
報

装
置

の
開

発

一
般
科
目
教
室

教
授

坪
川

武
弘

7
0
0

2
1
0
数

学
教

育
の

新
た

な
展

開
を

目
指

し
た

S
T
E
M
連

携
教

育
の

調
査

と
教

材
開

発
の

た
め

の
基

礎
研

究

一
般
科
目
教
室

教
授

中
谷

実
伸

6
0
0

1
8
0
工

学
機

器
を

用
い

た
「

見
せ

る
数

学
」
「

触
れ

る
数

学
」

の
た

め
の

教
材

作
成

と
そ

の
活

用

一
般
科
目
教
室

講
師

青
木

宏
樹

7
0
0

2
1
0
幼

児
が

楽
し

ん
で

行
え

る
ス

テ
ッ

プ
ア

ッ
プ

式
敏

捷
性

テ
ス

ト
の

作
成

一
般
科
目
教
室

教
授

原
口

治
1
,
2
0
0

3
6
0
地

域
創

生
に

貢
献

す
る

高
専

グ
ロ

ー
バ
ル

エ
ン

ジ
ニ

ア
育

成
の

た
め

の
教

養
教

育
シ

ス
テ

ム
構

築

挑
戦

的
萌

芽
研

究
電
子
情
報
工
学
科

助
教

川
上

由
紀

5
0
0

1
5
0
火

山
噴

火
を

想
定

し
た

新
た

な
R
F
I
D
探

索
シ

ス
テ

ム
の

開
発

お
よ

び
評

価
に

関
す

る
研

究

機
械
工
学
科

講
師

金
田

直
人

8
0
0

2
4
0
非

接
触

型
糸

形
態

検
査

シ
ス

テ
ム

を
用
い

た
マ

ル
チ

フ
ィ

ラ
メ

ン
ト

糸
の

品
質

管
理

一
般
科
目
教
室

助
教

手
嶋

泰
伸

7
0
0

2
1
0
近

代
日

本
政

治
史

に
お

け
る

平
沼

騏
一

郎

一
般
科
目
教
室

助
教

藤
田

卓
郎

7
0
0

2
1
0
工

業
高

等
専

門
学

校
に

お
け

る
タ

ス
ク
シ

ラ
バ

ス
の

開
発

と
指

導
効

果
の

検
証

1
2
,
2
0
0

3
,
6
6
0

所
　
　
　
属

職
　
　
名

研
　

　
　

究
　

　
　

課
　

　
　

題

基
盤

研
究

（
Ｃ

）

若
手

研
究

（
Ｂ

）

合
　

　
　

計
1
4
件

平
成

２
８

年
度

科
学

研
究

費
助

成
事

業
（

科
研

費
）

採
択

内
訳

研
究

科
目

氏
　

　
名

申
請

額

1
5
,
8
6
0

直
接

経
費

間
接

経
費

機
械
工
学
科

教
授

安
丸

尚
樹

2
,
0
0
0

6
0
0
フ

ェ
ム

ト
秒

レ
ー

ザ
ー

に
よ

る
ナ

ノ
構
造

付
与

高
機

能
低

温
表

面
改

質
合

金
の

創
製

機
械
工
学
科

教
授

加
藤

寛
敬

9
0
0

2
7
0
超

強
加

工
に

よ
り

作
製

し
た

サ
ブ

ミ
ク

ロ
ン

微
細

結
晶

粒
材

料
の

摩
擦

摩
耗

特
性

の
解

明

電
気
電
子
工
学
科

教
授

佐
藤

匡
9
0
0

2
7
0
高

専
に

お
け

る
制

御
工

学
授

業
内

 
i
n
 
s
i
t
u
 
型

演
習

が
も

た
ら

す
意

識
変

化
に

つ
い

て

電
子
情
報
工
学
科

准
教
授

小
越

咲
子

2
,
4
0
0

7
2
0
発

達
障

害
児

者
の

日
々

の
生

活
・

睡
眠
リ

ズ
ム

を
サ

ポ
ー

ト
す

る
I
C
T
シ

ス
テ

ム
の

開
発

研
究

物
質
工
学
科

教
授

高
山

勝
己

6
0
0

1
8
0
有

機
リ

ン
加

水
分

解
酵

素
表

層
発

現
酵

母
を

用
い

る
高

感
度

有
機

リ
ン

セ
ン

サ
ー

の
構

築

環
境
都
市
工
学
科

教
授

吉
田

雅
穂

1
,
0
0
0

3
0
0
丸

太
に

特
殊

機
能

を
付

加
し

た
液

状
化
対

策
技

術
の

高
度

化
に

関
す

る
研

究

環
境
都
市
工
学
科

准
教
授

辻
野

和
彦

2
,
1
0
0

6
3
0
住

民
の

迅
速

な
避

難
行

動
に

資
す

る
土
砂

災
害

避
難

警
報

装
置

の
開

発

一
般
科
目
教
室

教
授

坪
川

武
弘

7
0
0

2
1
0
数

学
教

育
の

新
た

な
展

開
を

目
指

し
た

S
T
E
M
連

携
教

育
の

調
査

と
教

材
開

発
の

た
め

の
基

礎
研

究

一
般
科
目
教
室

講
師

青
木

宏
樹

2
,
4
0
0

7
2
0
幼

児
が

楽
し

ん
で

行
え

る
ス

テ
ッ

プ
ア
ッ

プ
式

敏
捷

性
テ

ス
ト

の
作

成

一
般
科
目
教
室

准
教
授

森
芳

周
4
0
0

1
2
0
死

亡
胎

児
の

処
分

の
あ

り
方

に
関

す
る
国

際
比

較
研

究

一
般
科
目
教
室

准
教
授

原
口

治
7
0
0

2
1
0
地

域
貢

献
と

国
際

性
育

成
を

重
視

し
た
高

専
専

攻
科

英
語

教
育

シ
ス

テ
ム

の
構

築
と

展
開

一
般
科
目
教
室

准
教
授

C
O
O
P
E
R
 
T
･
D

7
0
0

2
1
0
ジ

ェ
ス

チ
ャ

及
び

音
声

認
識

を
用

い
た
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

育
成

教
材

の
開

発
と

実
践

評
価

電
子
情
報
工
学
科

准
教
授

高
久

有
一

5
0
0

1
5
0
飛

行
ロ

ボ
ッ

ト
の

制
御

に
関

す
る

研
究
と

そ
の

情
報

工
学

教
育

や
公

開
講

座
へ

の
導

入

電
子
情
報
工
学
科

助
教

川
上

由
紀

6
0
0

1
8
0
火

山
噴

火
を

想
定

し
た

新
た

な
R
F
I
D
探

索
シ

ス
テ

ム
の

開
発

お
よ

び
評

価
に

関
す

る
研

究

環
境
都
市
工
学
科

教
授

阿
部

孝
弘

5
0
0

1
5
0
Ｒ

Ｃ
構

造
物

の
長

寿
命

化
に

資
す

る
Ｕ
Ａ

Ｖ
を

用
い

た
簡

易
診

断
法

の
構

築

機
械
工
学
科

講
師

金
田

直
人

1
,
6
0
0

4
8
0
非

接
触

型
糸

形
態

検
査

シ
ス

テ
ム

を
用
い

た
マ

ル
チ

フ
ィ

ラ
メ

ン
ト

糸
の

品
質

管
理

一
般
科
目
教
室

講
師

池
田

昌
弘

6
0
0

1
8
0
融

体
に

お
け

る
ガ

ラ
ス

化
及

び
結

晶
化

に
伴

う
輸

送
過

程
の

微
視

的
機

構

一
般
科
目
教
室

助
教

手
嶋

泰
伸

5
0
0

1
5
0
近

代
日

本
政

治
史

に
お

け
る

平
沼

騏
一
郎

一
般
科
目
教
室

助
教

藤
田

卓
郎

8
0
0

2
4
0
工

業
高

等
専

門
学

校
に

お
け

る
タ

ス
ク

シ
ラ

バ
ス

の
開

発
と

指
導

効
果

の
検

証

1
9
,
9
0
0

5
,
9
7
0

研
　

　
　

究
　

　
　

課
　

　
　

題

基
盤

研
究

（
Ｃ

）

挑
戦

的
萌

芽
研

究

申
請

額

合
　

　
　

計
2
5
,
8
7
0

職
　
　
名

氏
　

　
名

若
手

研
究

（
Ｂ

）

平
成

２
７

年
度

科
学

研
究

費
助

成
事

業
（

科
研

費
）

採
択

内
訳

1
9
件

研
究

科
目

所
　
　
　
属
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件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

共同研究
14

( 4)
5,648

14
( 4)

2,551
11
( 2)

2,263
16
( 3)

5,164

受託研究 0 0 0 0 1 440 1 965

寄附金 35 10,838 44 11,420 41 14,537 70 18,517

計 49 16,486 58 13,971 53 17,240 87 24,646

件数（平27～30） 金額（平27～30）

☆共同研究の件数欄（　）内の数字は、研究費を伴わない共同研究契約件数で、内数となって
います。

平成29年度

【単位：件、千円】

外部資金受入一覧

区　　分

平成30年度平成27年度 平成28年度

※平成31年3月31日現在

5,648 

2,551 2,263 
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研
　

　
究

　
　

題
　

　
目

申
　

請
　

企
　

業
研

究
担

当
教

員
研

究
期

間
受

入
金

額

超
強

加
工

に
よ

る
微

細
結

晶
粒

金
属

材
料

の
創

製
と

評
価

若
狭
湾
エ
ネ
ル
ギ
ー
研
究
セ
ン
タ
ー

機
械

工
学

科
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

西田建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

三機工業株式会社北陸支店 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

轟産業株式会社
環境都市工学科　山田幹雄教授

の教育研究奨励
300,000

環境都市工学科
山田幹雄教授

公益財団法人電気通信普及財団
電気電子工学科　堀川隼世助教

の教育研究奨励
1,260,000

電気電子工学科
堀川隼世助教

坂川建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社帝国コンサルタント 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

鯖江精機株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

丸一調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

ジビル調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

ミツカワ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社Ｍ・Ｔ技研 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ワカヤマ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ミルコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクシン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社高野組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社関組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社日本ピーエス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

丹南ケーブルテレビ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

大和建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

信越化学工業株式会社 武生工場 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 1,000,000 地域連携テクノセンター

轟産業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

吉岡幸株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社清水組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社辻広組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 200,000 地域連携テクノセンター

京福コンサルタント株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

前田工繊株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

武生特殊鋼材株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ワカサコンサル 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

レンゴー株式会社武生工場 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

小　　　　　計 ３０件 3,580,000

外部資金受入（寄附金内訳（平成30年度））
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

東工シャッター株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社日本エー・エム・シー 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

公益財団法人旭硝子財団 電気電子工学科　松浦徹准教授
の教育研究奨励 1,900,000
電気電子工学科　            松浦

徹准教授

ＴＭＴマシナリー株式会社 機械工学科　金田教員・芳賀教員の
の教育研究奨励 500,000
機械工学科

金田直人教員・芳賀正和教員

一般財団法人ヘイシンものづくり育
英会

福井工業高等専門学校キャンパスプロジェクトに
係る研究奨励

500,000 福井工業高等専門学校長

株式会社サンルックス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

環水工房有限会社 物質工学科高山教員の
の教育研究奨励 100,000
物質工学科

高山勝己教授

福井鐵工株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社フジクラ
電気電子工学科　山本幸男教授

の教育研究奨励
500,000

電気電子工学科
山本幸男教授

井上商事株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社見谷組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 60,000 地域連携テクノセンター

飛島建設株式会社
環境都市工学科　吉田雅穂教授

の教育研究奨励
400,000

環境都市工学科
吉田雅穂教授

株式会社エイチアンドエフ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

日光産業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

福井工業高等専門学校
教育後援会

福井工業高等専門学校の教育研究奨励 3,600,000 福井工業高等専門学校長

一般社団法人近畿建設協会
環境都市工学科　吉田雅穂教授

の教育研究奨励
1,000,000

環境都市工学科
吉田雅穂教授

株式会社jig.jp 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

福井工業高等専門学校
教育後援会

福井工業高等専門学校の教育研究奨励 3,670,000 福井工業高等専門学校長

日東電工株式会社豊橋事業所 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社マルツ電波 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社道端組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

公益財団法人大倉和親記念財団
一般科目教室　長谷川　智晴准教授

の教育研究奨励
1,000,000

一般科目教室
長谷川　智晴准教授

公益財団法人　NSKメカトロニクス技
術高度化財団

機械工学科　金田直人講師の
教育研究奨励

500,000
機械工学科

金田直人講師

武生府中ロータリークラブ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社田中地質コンサルタント 環境都市工学科　辻野教員の教育研究奨励 100,000
環境都市工学科
辻野和彦教員

株式会社デルタコンサルタン
ト

環境都市工学科　吉田雅穂教授
の教育研究奨励

300,000
環境都市工学科
吉田雅穂教授

合　　　　　計 ５６件 18,370,000

【修学支援事業基金】

寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

福井工業高等専門学校教職員
(14件）

修学支援事業 147,000 －

合　　　　　計 １４件 147,000

外部資金受入（寄附金内訳（平成30年度））
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

轟産業株式会社
環境都市工学科　山田幹雄教授

の教育研究奨励
300,000

環境都市工学科
山田幹雄教授

小泉貞之
物質工学科　後反克典教員

の教育研究奨励
300,000

物質工学科
後反克典教員

京福コンサルタント株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

ジビル調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社Ｍ・Ｔ技研 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

東工シャッター株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

丹南ケーブルテレビ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

大和建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

信越化学工業株式会社 武生工場 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 1,000,000 地域連携テクノセンター

株式会社ミルコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクシン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

福井めがね工業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

坂川建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

北伸電機株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社関組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

丸一調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社帝国コンサルタント 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社エイチアンドエフ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

吉岡幸株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社清水組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社サンルックス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

前田工繊株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

轟産業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社日本ピーエス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

武生特殊鋼材株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ワカサコンサル 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社チェンジビジョン
電子情報工学科　小松貴大教員

の教育研究奨励
300,000

電子情報工学科
小松貴大教員

株式会社日本エー・エム・シー 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社見谷組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

小　　　　　計 ３０件

外部資金受入（寄附金内訳（平成29年度））

外部資金受入（寄附金内訳（平成29年度））
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

株式会社デンソー 第７回小水力発電アイディアコンテストのため 487,000
機械工学科藤田教授，電気電子
工学科山本教授，環境都市工学

科田安准教授

ＴＭＴマシナリー株式会社
機械工学科　金田教員・芳賀教員の

の教育研究奨励
500,000

機械工学科
金田直人・芳賀正和

福井工業高等専門学校
教育後援会

福井工業高等専門学校の教育研究奨励 2,000,000 福井工業高等専門学校長

飛島建設株式会社
環境都市工学科　吉田雅穂教授

の教育研究奨励
400,000

環境都市工学科
吉田雅穂教授

株式会社ワカヤマ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社高野組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

鯖江精機株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

一般社団法人日本建築設計学会 野々村善民教授の教育研究奨励 120,000
環境都市工学科
野々村善民教授

福井工業高等専門学校
教育後援会

福井工業高等専門学校の教育研究奨励 5,770,000 福井工業高等専門学校長

株式会社デルタコンサルタント
環境都市工学科　吉田雅穂教授

の教育研究奨励
300,000

環境都市工学科
吉田雅穂教授

公益財団法人電気通信普及財団
電子情報工学科　川上由紀講師

の教育研究奨励
2,000,000

電子情報工学科
川上由紀講師

合　　　　　計 ４１件 14,537,000

寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

轟産業株式会社
環境都市工学科　山田幹雄教授

の教育研究奨励
300,000

環境都市工学科
山田幹雄教授

小泉貞之
物質工学科　後反克典教員

の教育研究奨励
300,000

物質工学科
後反克典教員

京福コンサルタント株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

ジビル調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社Ｍ・Ｔ技研 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

東工シャッター株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

丹南ケーブルテレビ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

大和建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

信越化学工業株式会社 武生工場 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 1,000,000 地域連携テクノセンター

株式会社ミルコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクシン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

福井めがね工業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

坂川建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

北伸電機株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社関組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

丸一調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社帝国コンサルタント 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社エイチアンドエフ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

吉岡幸株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社清水組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社サンルックス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

前田工繊株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

轟産業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社日本ピーエス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

武生特殊鋼材株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ワカサコンサル 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社チェンジビジョン
電子情報工学科　小松貴大教員

の教育研究奨励
300,000

電子情報工学科
小松貴大教員

株式会社日本エー・エム・シー 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社見谷組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

小　　　　　計 ３０件

外部資金受入（寄附金内訳（平成29年度））

外部資金受入（寄附金内訳（平成29年度））
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

轟産業株式会社
環境都市工学科　山田幹雄教授

の教育研究奨励
300,000

環境都市工学科
山田幹雄教授

前田工繊株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

小泉貞之
物質工学科　後反克典助教

の教育研究奨励
300,000

物質工学科
後反克典助教

共立産業株式会社
電気電子工学科　山本幸男教授

の教育研究奨励
500,000

電気電子工学科
山本幸男教授

北神電機株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

東工シャッター株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

丸一調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

信越化学工業株式会社 武生工場 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 1,000,000 地域連携テクノセンター

大和建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクシン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

丹南ケーブルテレビ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社Ｍ・Ｔ技研 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

ジビル調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

轟産業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

坂川建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

揚原織物工業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社帝国コンサルタント 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社清水組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

吉岡幸株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

東工シャッター株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

サカイオーベックス株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社関組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社サンルックス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ワカサコンサル 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社エイチアンドエフ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

福井工業高等専門学校
教育後援会

福井工業高等専門学校の教育研究奨励 2,000,000 福井工業高等専門学校長

株式会社ホクコン 福井工業高等専門学校の教育研究奨励 100,000
電気電子工学科

佐藤匡教授(米田知晃教授他）

株式会社ホクコン 福井工業高等専門学校の教育研究奨励 100,000
物質工学科

高山勝己教授

株式会社ナチュラルスタイル 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

小　　　　　計 ３０件

外部資金受入（寄附金内訳（平成28年度））
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

株式会社日本ピーエス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

吉村　忠与志
物質工学科　佐々和洋教員

の教育研究奨励
300,000

物質工学科
佐々和洋教員

株式会社デンソー 第6回小水力発電アイデアコンテスト 960,000

機械工学科藤田教授，電気電子
工学科山本教授，電気電子工学
科松浦助教，環境都市工学科田

安准教授

株式会社日本エー・エム・シー 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社丸屋建設 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

共立産業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

有限会社トップテクノ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

福井工業高等専門学校
教育後援会

福井工業高等専門学校の教育研究奨励 500,000 福井工業高等専門学校長

鯖江精機株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ミルコン 福井工業高等専門学校の教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

福井工業高等専門学校
教育後援会

福井工業高等専門学校の教育研究奨励 3,400,000 福井工業高等専門学校長

ＥＳ株式会社 地域連携テクノセンターの教育・研究推進 20,000 地域連携テクノセンター

ＴＭＴマシナリー株式会社
機械工学科　金田教員・芳賀教員の

の教育研究奨励
500,000

機械工学科
金田直人・芳賀正和

株式会社デルタコンサルタント
環境都市工学科　吉田雅穂教授

の教育研究奨励
300,000

環境都市工学科
吉田雅穂教授

合　　　　　計 ４４件 11,420,000

外部資金受入（寄附金内訳（平成28年度））
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

轟産業株式会社
環境都市工学科　山田幹雄教授

の教育研究奨励
300,000

環境都市工学科
山田幹雄教授

株式会社ホクシン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

東工シャッター株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

北伸電機株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

轟産業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社アタゴ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

信越化学工業株式会社武生工場 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 1,000,000 地域連携テクノセンター

株式会社帝国コンサルタント 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

ジビル調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

共立産業株式会社
電気電子工学科　山本幸男教授

の教育研究奨励
500,000

電気電子工学科
山本幸男教授

丸一調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

大和建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

武生特殊鋼材株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

坂川建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

吉岡幸株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社ワカサコンサル 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社M・T技研 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

ＴＭＴマシナリー株式会社
機械工学科　金田直人講師

の教育研究奨励
500,000

機械工学科
金田直人講師

福井工業高等専門学校
教育後援会

福井工業高等専門学校の教育研究奨励 2,000,000 福井工業高等専門学校長

丹南ケーブルテレビ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社デンソー 第５回小水力発電アイデアコンテストのため 613,000
機械工学科藤田教授、電気電子工学科丸山准教授、、環境

都市工学科吉田教授、環境都市工学科田安准教授、
教育研究支援センター（藤田(祐)、吉田(敏)）

ナカヤ化学産業株式会社 図書・雑誌の購入 200,000 福井工業高等専門学校長

おおい町 福井工業高等専門学校の教育研究奨励 15,000 電気電子工学科教員

轟産業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 60,000 地域連携テクノセンター

株式会社酒井建設 環境都市工学科の教育研究奨励 100,000 環境都市工学科教員

福井工業高等専門学校
教育後援会

福井工業高等専門学校の教育研究奨励 500,000 福井工業高等専門学校長

株式会社清水組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

福井工業高等専門学校
教育後援会

福井工業高等専門学校の教育研究奨励 3,000,000 福井工業高等専門学校長

福井工業高等専門学校
川本昂

電気電子工学科川本教員の教育研究奨励 50,000
電気電子工学科

川本昂

小　　　　　計 ３０件

外部資金受入（寄附金内訳（平成27年度））
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

株式会社日本ピーエス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

飛島建設株式会社 環境都市工学科吉田教員の教育研究奨励 500,000
環境都市工学科
吉田雅穂教授

福井工業高等専門学校
教育後援会

福井工業高等専門学校の教育研究奨励 800,000 福井工業高等専門学校長

株式会社サンルックス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

大日コンサルタント株式会社 環境都市工学科辻野教員の教育研究奨励 200,000
環境都市工学科
辻野和彦准教授

合　　　　　計 ３５件 10,838,000

外部資金受入（寄附金内訳（平成27年度））
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（件）

年　度 出前授業 公開講座 合    計

平成27年度 24 22 46

平成28年度 26 23 49

平成29年度 22 20 42

平成30年度 16 21 37

合  計 88 86 174

出前授業・公開講座実施一覧
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実
施

日
出

前
授

業
先

概
　

　
　

　
要

担
当

教
職

員
対

象
者

（
参

加
者

数
）

6
月

2
日

金
津

東
小

学
校

（
あ

わ
ら

市
）

親
子

で
お

も
ち

ゃ
づ

く
り

村
中

貴
幸

、
千

徳
英

介
小

学
1
・

3
年

生
4
0
名

、
保

護
者

4
0
名

（
計

8
0
名

）

6
月

1
7
日

酒
生

小
学

校
（

福
井

市
）

親
子

で
お

も
ち

ゃ
づ

く
り

体
験

田
中

嘉
津

彦
、

芳
賀

正
和

、
藤

田
祐

介
小

学
2
年

生
3
2
名

、
保

護
者

3
2
名

（
計

6
4
名

）

7
月

2
8
日

武
生

第
二

中
学

校
（

越
前

市
）

第
9
回

越
前

市
ロ

ボ
ッ

ト
製

作
教

室
亀

山
建

太
郎

小
中

学
生

6
6
名

、
保

護
者

2
1
名

（
計

8
7
名

）

1
1
月

1
0
日

勝
山

市
教

育
会

館
（

勝
山

市
）

親
子

で
お

も
ち

ゃ
づ

く
り

体
験

田
中

嘉
津

彦
、

芳
賀

正
和

、
藤

田
祐

介
年

中
～

小
学

5
年

生
2
4
名

、
保

護
者

1
6
名

（
計

4
0
名

）

1
1
月

1
7
日

大
虫

小
学

校
（

越
前

市
）

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
か

ら
学

ぶ
サ

イ
エ

ン
ス

田
中

嘉
津

彦
、

芳
賀

正
和

、
金

田
直

人
、

藤
田

祐
介

、
山

田
健

太
郎

小
学

5
年

生
6
1
名

、
保

護
者

6
1
名

（
計

1
2
2
名

）

6
月

3
0
日

吉
野

小
学

校
（

永
平

寺
町

）
電

気
の

力
で

パ
ン

を
作

ろ
う

米
田

知
晃

、
大

久
保

茂
、

佐
藤

匡
、

久
保

杏
奈

小
学

校
4
年

生
1
4
名

、
保

護
者

1
5
名

、
そ

の
他

1
名

（
計

3
0

名
）

1
2
月

1
5
日

豊
公

民
館

（
鯖

江
市

）
電

気
の

力
で

パ
ン

を
作

ろ
う

米
田

知
晃

、
松

浦
徹

、
堀

川
隼

世
、

北
野

公
崇

小
学

生
1
5
名

、
保

護
者

1
5
名

（
計

3
0
名

）

1
月

2
6
日

鯖
江

青
年

の
家

（
鯖

江
市

）
親

子
で

簡
単

電
子

工
作

米
田

知
晃

、
山

本
幸

男
、

秋
山

肇
、

丸
山

晃
生

、
中

村
孝

史
小

学
4
年

生
～

中
学

生
1
1
名

、
保

護
者

1
1
名

（
計

2
2
名

）

8
月

2
5
日

武
生

第
二

中
学

校
（

越
前

市
）

第
9
回

越
前

市
ロ

ボ
ッ

ト
製

作
教

室
亀

山
建

太
郎

、
西

仁
司

小
中

学
生

3
2
名

、
保

護
者

6
名

（
計

3
8
名

）

7
月

8
日

富
田

小
学

校
（

大
野

市
）

ス
ラ

イ
ム

時
計

作
製

津
田

良
弘

、
松

井
栄

樹
、

坂
元

知
里

、
片

岡
裕

一
、

舟
洞

久
人

、
廣

部
ま

ど
か

小
学

3
年

生
1
6
名

、
保

護
者

1
6
名

、
そ

の
他

1
名

（
計

3
3
名

）

7
月

2
2
日

春
江

東
小

学
校

（
坂

井
市

）
ス

ラ
イ

ム
時

計
を

つ
く

ろ
う

上
島

晃
智

、
佐

々
和

洋
、

川
村

敏
之

、
松

野
敏

英
、

後
反

克
典

、
西

野
純

一
小

学
6
年

生
4
1
名

、
保

護
者

4
3
名

（
計

8
4
名

）

8
月

4
日

中
央

公
民

館
（

あ
わ

ら
市

）
超

低
温

の
世

界
上

島
晃

智
、

西
野

純
一

、
片

岡
裕

一
、

舟
洞

久
人

小
学

生
2
6
名

、
保

護
者

2
6
名

（
計

5
2
名

）

1
1
月

1
0
日

河
和

田
小

学
校

（
鯖

江
市

）
ス

ラ
イ

ム
時

計
を

つ
く

ろ
う

後
反

克
典

、
松

野
敏

英
、

西
野

純
一

、
舟

洞
久

人
、

片
岡

裕
一

小
学

校
1
～

6
年

生
1
8
名

、
保

護
者

3
名

（
計

2
1
名

）

2
月

2
日

中
藤

島
公

民
館

（
福

井
市

）
ス

ラ
イ

ム
時

計
を

つ
く

ろ
う

後
反

克
典

、
川

村
敏

之
、

西
野

純
一

小
学

1
～

3
年

生
生

1
9
名

、
保

護
者

7
名

（
計

2
6
名

）

出
前

授
業

実
施

内
訳

（
平

成
3
0
年

度
）

　
　

■
　

機
　

械
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

電
　

気
　

電
　

子
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

電
　

子
　

情
　

報
　

工
　

学
　

科

　
　

■
　

物
　

質
　

工
　

学
　

科
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実
施

日
出

前
授

業
先

概
　

　
　

　
要

担
当

教
職

員
対

象
者

（
参

加
者

数
）

6
月

9
日

明
新

公
民

館
（

福
井

市
）

親
子

防
災

学
習

辻
子

裕
二

小
学

生
6
名

、
保

護
者

6
名

（
計

1
2
名

）

6
月

1
7
日

嚮
陽

会
館

（
鯖

江
市

）
火

っ
て

な
ん

で
つ

く
ん

だ
ろ

う
？

白
﨑

恭
子

、
舟

洞
久

人
、

清
水

幹
郎

、
片

岡
裕

一
小

学
生

2
2
名

、
保

護
者

1
8
名

（
計

4
0
名

）

　
　

■
　

教
　

育
　

研
　

究
　

支
　

援
　

セ
　

ン
　

タ
　

ー
　

計
　

　
　

1
6
　

　
　

件

　
　

■
　

環
　

境
　

都
　

市
　

工
　

学
　

科
　

出
前

授
業

実
施

内
訳

（
平

成
3
0
年

度
）
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実
施

日
出

前
授

業
先

概
　

　
　

　
要

担
当

教
職

員
対

象
者

（
参

加
者

数
）

6
月

1
7
日

大
虫

小
学

校
（

越
前

市
）

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
か

ら
学

ぶ
サ

イ
エ

ン
ス

田
中

嘉
津

彦
、

芳
賀

正
和

、
金

田
直

人
、

藤
田

祐
介

小
学

校
5
年

生
5
1
名

、
保

護
者

6
7
名

（
計

1
1
8
名

）

8
月

1
0
日

し
ら

や
ま

学
童

ク
ラ

ブ
（

越
前

市
）

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
か

ら
学

ぶ
サ

イ
エ

ン
ス

田
中

嘉
津

彦
、

村
中

貴
幸

小
学

生
1
～

5
年

生
2
0
名

8
月

1
9
日

あ
わ

ら
市

中
央

公
民

館
（

あ
わ

ら
市

）
親

子
で

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
と

空
気

砲
体

験
安

丸
尚

樹
、

五
味

伸
之

あ
わ

ら
市

内
の

小
学

生
と

そ
の

保
護

者
4
3
名

1
1
月

1
2
日

春
江

東
小

学
校

（
坂

井
市

）
親

子
で

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
と

空
気

砲
体

験
安

丸
尚

樹
、

千
徳

英
介

、
五

味
伸

之
小

学
校

3
～

4
年

生
3
8
名

、
保

護
者

3
8
名

（
計

7
6
名

）

6
月

1
0
日

吉
野

小
学

校
（

吉
田

郡
永

平
寺

町
）

電
気

の
力

で
パ

ン
を

作
ろ

う
西

城
理

志
、

大
久

保
茂

、
佐

藤
匡

、
北

野
公

崇
、

久
保

杏
奈

小
学

校
5
年

生
1
1
名

、
保

護
者

1
9
名

（
計

3
0
名

）

9
月

1
7
日

美
浜

町
エ

ネ
ル

ギ
ー

環
境

教
育

体
験

館
「

き
い

ぱ
す

」
（

美
浜

町
）

組
み

立
て

ブ
ロ

ッ
ク

を
用

い
た

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
入

門
山

本
幸

男
、

中
村

孝
史

小
学

生
1
4
名

、
保

護
者

8
名

（
計

2
2
名

）

1
1
月

2
6
日

鯖
江

青
年

の
家

（
鯖

江
市

）
親

子
で

簡
単

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
講

座
米

田
知

晃
、

松
浦

徹
、

堀
川

隼
世

、
中

村
孝

史
小

学
2
～

6
年

生
1
9
名

と
そ

の
保

護
者

1
7
名

（
計

3
6
名

）

2
月

1
2
日

美
浜

町
エ

ネ
ル

ギ
ー

環
境

教
育

体
験

館
「

き
い

ぱ
す

」
（

美
浜

町
）

親
子

ロ
ボ

ッ
ト

教
室

山
本

幸
男

小
学

生
２

０
名

お
よ

び
そ

の
保

護
者

1
6
名

（
計

3
6
名

）

2
月

2
5
日

美
浜

町
エ

ネ
ル

ギ
ー

環
境

教
育

体
験

館
「

き
い

ぱ
す

」
（

美
浜

町
）

親
子

ロ
ボ

ッ
ト

教
室

山
本

幸
男

、
中

村
孝

史
小

学
生

3
5
名

お
よ

び
そ

の
保

護
者

2
8
名

（
計

6
3
名

）

5
月

1
4
日

福
井

県
児

童
科

学
館

（
坂

井
市

）
L
E
G
O
ロ

ボ
ッ

ト
で

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
斉

藤
徹

、
小

松
貴

大
福

井
県

児
童

科
学

館
の

来
場

者
1
5
名

6
月

2
0
日

武
生

第
5
中

学
校

（
越

前
市

）
※

遠
隔

授
業

情
報

に
関

す
る

技
術

-
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
よ

る
計

測
制

御
-

西
仁

司
中

学
生

1
4
名

、
大

人
5
名

（
計

1
9
名

）

7
月

5
日

武
生

第
二

中
学

校
（

越
前

市
）

※
遠

隔
授

業
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
を

使
っ

た
計

測
・

制
御

西
仁

司
中

学
生

2
6
名

、
教

員
1
名

（
計

2
7
名

）

7
月

2
9
日

越
前

市
技

術
・

家
庭

科
研

究
会

（
越

前
市

）
第

8
回

越
前

市
中

学
生

ロ
ボ

ッ
ト

製
作

教
室

西
仁

司
、

亀
山

建
太

郎
越

前
市

内
の

小
中

学
生

8
7
名

、
大

人
2
2
名

（
計

1
0
9
名

）

6
月

1
0
日

平
章

小
学

校
（

坂
井

市
）

ス
ラ

イ
ム

時
計

を
つ

く
ろ

う
後

反
克

典
、

津
田

良
弘

、
川

村
敏

之
、

片
岡

裕
一

、
舟

洞
久

人
小

学
校

2
年

生
4
8
名

、
保

護
者

4
8
名

（
計

9
6
名

）

7
月

2
8
日

神
明

公
民

館
（

鯖
江

市
）

ス
ラ

イ
ム

時
計

を
つ

く
ろ

う
津

田
良

弘
、

片
岡

裕
一

、
舟

洞
久

人
神

明
小

学
校

・
鳥

羽
小

学
校

の
小

学
生

1
3
名

、
保

護
者

1
2
名

（
計

2
5
名

）

1
1
月

1
1
日

勝
山

市
教

育
会

館
（

勝
山

市
）

極
低

温
の

世
界

後
反

克
典

、
川

村
敏

之
、

松
野

敏
英

、
片

岡
裕

一
、

廣
部

ま
ど

か
小

学
生

1
7
名

、
保

護
者

1
5
名

（
計

3
2
名

）

出
前

授
業

実
施

内
訳

（
平

成
2
9
年

度
）

　
　

■
　

機
　

械
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

電
　

気
　

電
　

子
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

電
　

子
　

情
　

報
　

工
　

学
　

科

　
　

■
　

物
　

質
　

工
　

学
　

科
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実
施

日
出

前
授

業
先

概
　

　
　

　
要

担
当

教
職

員
対

象
者

（
参

加
者

数
）

7
月

2
6
日

福
井

県
民

ホ
ー

ル
（

A
O
S
S
A
6
階

）
養

護
教

諭
の

危
機

管
理

（
災

害
時

の
シ

ュ
ミ

レ
ー

シ
ョ

ン
）

辻
子

裕
二

福
井

県
内

の
養

護
教

諭
6
5
名

7
月

2
7
日

南
条

地
区

公
民

館
（

南
越

前
町

）
学

校
保

健
会

夏
季

研
修

会
辻

子
裕

二
南

条
地

区
教

職
員

4
9
名

8
月

7
日

宝
永

小
学

校
（

福
井

市
）

H
U
G
研

修
（

災
害

時
避

難
所

想
定

）
辻

子
裕

二
教

職
員

2
2
名

8
月

1
8
日

敦
賀

北
公

民
館

（
敦

賀
市

）
幼

稚
園

に
お

け
る

防
災

に
つ

い
て

辻
子

裕
二

幼
稚

園
教

諭
2
2
名

1
0
月

3
0
日

武
生

西
小

学
校

（
越

前
市

）
学

校
が

避
難

所
と

な
っ

た
場

合
の

対
応

辻
子

裕
二

武
生

西
小

学
校

・
西

幼
稚

園
の

教
職

員
3
0
名

3
月

3
日

福
井

県
市

町
村

職
員

共
済

組
合

芦
原

保
養

所
「

超
路

」
（

あ
わ

ら
市

）
「

あ
わ

ら
ふ

く
し

塾
」

克
災

の
た

め
の

老
若

男
女

そ
れ

ぞ
れ

の
役

割
辻

子
裕

二
一

般
市

民
、

民
生

委
員

、
複

視
推

進
員

、
各

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

等
、

5
0
名

出
前

授
業

実
施

内
訳

（
平

成
2
9
年

度
）

　
　

■
　

環
　

境
　

都
　

市
　

工
　

学
　

科
　

計
　

　
　

2
2
　

　
　

件
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実
施

日
出

前
授

業
先

概
　

　
　

　
要

担
当

教
職

員
対

象
者

（
参

加
者

数
）

1
0
月

2
日

越
前

市
い

ま
だ

て
芸

術
館

福
井

高
専

科
学

実
験

斉
藤

　
徹

、
小

松
　

貴
大

、
西

野
　

純
一

、
後

反
　

克
典

、
片

岡
　

裕
一

、
阿

部
　

孝
弘

、
樋

口
　

直
也

、
長

谷
川

　
智

晴
、

挽
野

　
真

一
他

　
補

助
学

生
3
2
名

幼
稚

園
児

・
小

中
学

生
と

保
護

者
　

1
3
0
名

6
月

1
8
日

明
新

公
民

館
（

福
井

市
）

親
子

で
お

も
ち

ゃ
づ

く
り

体
験

安
丸

　
尚

樹
、

千
徳

　
英

介
幼

稚
園

児
2
名

、
小

学
生

1
3
名

、
保

護
者

9
名

（
2
4
名

）

6
月

1
9
日

酒
生

小
学

校
（

福
井

市
）

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
か

ら
学

ぶ
サ

イ
エ

ン
ス

田
中

 
嘉

津
彦

、
村

中
　

貴
幸

小
学

2
年

生
3
0
名

、
保

護
者

3
0
名

（
6
0
名

）

1
0
月

1
5
日

王
子

保
小

学
校

（
越

前
市

）
親

子
で

お
も

ち
ゃ

作
り

体
験

安
丸

尚
樹

、
五

味
伸

之
小

学
生

と
そ

の
保

護
者

（
5
5
名

）

1
1
月

1
2
日

大
虫

小
学

校
（

越
前

市
）

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
か

ら
学

ぶ
サ

イ
エ

ン
ス

田
中

　
嘉

津
彦

、
芳

賀
　

正
和

、
金

田
　

直
人

、
藤

田
祐

介
小

学
5
年

生
5
8
名

、
保

護
者

5
7
名

（
1
1
5
名

）

8
月

1
2
日

鶉
公

民
館

（
福

井
市

）
電

気
の

力
で

パ
ン

を
作

ろ
う

米
田

　
知

晃
、

西
城

　
理

志
、

堀
川

　
隼

世
、

松
浦

晃
祐

、
北

野
　

公
崇

、
久

保
　

杏
奈

小
学

3
～

6
年

生
1
5
名

1
1
月

1
9
日

鯖
江

青
年

の
家

（
鯖

江
市

）
親

子
で

簡
単

電
子

工
作

米
田

　
知

晃
、

佐
藤

　
匡

、
丸

山
　

晃
生

、
中

村
　

孝
史

小
学

4
年

生
～

中
学

生
1
5
名

と
保

護
者

（
2
8
名

）

1
月

2
1
日

上
細

江
町

農
事

集
会

場
（

福
井

市
）

電
気

の
力

で
パ

ン
を

作
ろ

う
米

田
　

知
晃

、
西

城
　

理
志

、
中

村
　

孝
史

、
久

保
杏

奈
小

学
生

2
2
名

、
保

護
者

1
8
名

(
4
0
名

)

7
月

3
1
日

武
生

第
二

中
学

校
（

越
前

市
）

第
7
回

越
前

市
ロ

ボ
ッ

ト
製

作
教

室
西

 
仁

司
、

亀
山

　
建

太
郎

越
前

市
内

の
小

中
学

生
9
0
名

、
先

生
5
名

8
月

2
1
日

武
生

第
二

中
学

校
（

越
前

市
）

第
7
回

越
前

市
ロ

ボ
ッ

ト
製

作
教

室
西

 
仁

司
、

亀
山

　
建

太
郎

越
前

市
内

の
中

学
生

4
5
名

1
0
月

1
8
日

万
葉

中
学

校
（

越
前

市
）

※
福

井
高

専
か

ら
の

遠
隔

授
業

制
御

と
フ

ロ
ー

チ
ャ

ー
ト

西
 
仁

司
中

学
生

2
3
名

、
教

員
5
名

（
2
8
名

）

5
月

2
1
日

一
乗

公
民

館
（

福
井

市
）

超
低

温
の

科
学

津
田

　
良

弘
、

加
藤

　
敏

、
西

野
　

純
一

、
片

岡
　

裕
一

、
舟

洞
　

久
人

幼
稚

園
児

3
名

、
小

学
生

1
7
名

、
大

人
5
名

（
2
5
名

）

6
月

2
5
日

和
田

小
学

校
（

福
井

市
）

超
低

温
の

科
学

津
田

　
良

弘
、

小
泉

　
貞

之
、

西
野

　
純

一
、

後
反

克
典

、
坂

元
　

知
里

、
上

島
　

晃
智

、
舟

洞
　

久
人

、
廣

部
　

ま
ど

か
小

学
2
年

生
6
0
名

、
保

護
者

6
0
名

（
1
2
0
名

）

7
月

2
9
日

越
前

市
中

央
図

書
館

ス
ラ

イ
ム

時
計

を
作

ろ
う

佐
々

　
和

洋
、

上
島

　
晃

智
、

坂
元

　
知

里
、

片
岡

裕
一

、
廣

部
　

ま
ど

か
幼

稚
園

～
高

校
生

4
3
名

、
保

護
者

2
0
名

（
6
3
名

）

出
前

授
業

実
施

内
訳

（
平

成
2
8
年

度
）

　
　

■
　

全
　

体

　
　

■
　

機
　

械
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

電
　

子
　

情
　

報
　

工
　

学
　

科

　
　

■
　

物
　

質
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

電
　

気
　

電
　

子
　

工
　

学
　

科
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実
施

日
出

前
授

業
先

概
　

　
　

　
要

担
当

教
職

員
対

象
者

（
参

加
者

数
）

8
月

2
0
日

中
央

公
民

館
（

あ
わ

ら
市

）
ス

ラ
イ

ム
時

計
を

作
ろ

う
津

田
　

良
弘

、
上

島
　

晃
智

、
松

井
　

栄
樹

、
佐

々
和

洋
小

学
生

2
8
名

、
保

護
者

2
0
名

（
4
8
名

）

9
月

3
日

清
水

中
学

校
（

福
井

市
）

分
子

模
型

で
匂

い
化

合
物

を
つ

く
ろ

う
松

井
　

栄
樹

中
学

生
3
2
名

9
月

2
2
日

有
終

西
小

学
校

（
大

野
市

）
超

低
温

の
科

学
加

藤
　

敏
、

髙
山

　
勝

己
、

片
岡

　
裕

一
、

廣
部

　
ま

ど
か

小
学

4
年

生
4
0
名

と
保

護
者

3
0
名

（
7
0
名

）

1
0
月

2
9
日

清
明

小
学

校
（

福
井

市
）

8
/
3
1
F
A
X
有

　
9
/
1
佐

々
先

生
メ

ー
ル

済
ス

ラ
イ

ム
時

計
を

作
ろ

う
津

田
　

良
弘

、
上

嶋
　

晃
智

、
西

野
　

純
一

、
坂

元
知

里
、

佐
々

　
和

洋
小

学
6
年

生
9
0
名

と
保

護
者

9
0
名

（
1
8
0
名

）

1
1
月

6
日

春
江

東
小

学
校

（
坂

井
市

）
超

低
温

の
科

学
津

田
　

良
弘

、
加

藤
　

敏
、

川
村

　
敏

之
、

後
反

　
克

典
、

佐
々

　
和

洋
、

片
岡

　
裕

一
小

学
3
・

4
年

生
6
8
名

、
保

護
者

約
7
0
名

（
約

1
4
0
名

）

7
月

2
9
日

越
前

市
文

化
セ

ン
タ

ー
（

越
前

市
）

学
校

が
避

難
所

に
な

っ
た

ら
辻

子
　

裕
二

越
前

市
内

小
中

学
校

の
校

長
、

養
護

教
諭

、
保

健
主

事
（

4
4

名
）

1
0
月

2
9
日

東
十

郷
小

学
校

（
坂

井
市

）
防

災
学

習
辻

子
　

裕
二

小
学

2
年

生
6
1
名

、
保

護
者

6
1
名

（
1
2
2
名

）

1
1
月

3
日

片
上

公
民

館
（

鯖
江

市
）

キ
ッ

ズ
サ

イ
エ

ン
ス

　
パ

ス
タ

タ
ワ

ー
を

作
っ

て
み

よ
う

阿
部

　
孝

弘
、

小
木

曽
　

晴
信

小
学

生
1
6
名

、
大

人
5
名

3
月

1
1
日

ガ
ー

ル
ス

カ
ウ

ト
福

井
地

区
連

絡
協

議
会

災
害

に
つ

い
て

辻
子

　
裕

二
ガ

ー
ル

ス
カ

ウ
ト

（
小

1
～

小
6
）

6
1
名

、
大

人
1
9
名

（
約

8
0

名
）

5
月

2
9
日

宝
永

公
民

館
（

福
井

市
）

福
井

の
地

震
－

活
断

層
と

被
害

－
岡

本
　

拓
夫

6
0
代

～
8
0
代

男
女

（
3
9
名

程
度

）

7
月

5
日

殿
下

幼
小

中
学

校
（

福
井

市
）

防
災

訓
練

の
ア

ド
ヴ

ァ
イ

ス
と

「
越

前
海

岸
の

活
断

層
」

岡
本

　
拓

夫
幼

稚
園

～
小

学
4
年

生
1
3
名

、
先

生
4
名

（
1
7
名

）

8
月

2
1
日

豊
小

学
校

（
鯖

江
市

）
防

災
訓

練
・

体
験

岡
本

　
拓

夫
豊

地
区

住
民

　
3
5
0
名

　
　

■
　

一
般

科
目

教
室

（
自

然
科

学
系

）

計
　

　
　

２
６

　
　

　
件

出
前

授
業

実
施

内
訳

（
平

成
2
8
年

度
）

　
　

■
　

環
　

境
　

都
　

市
　

工
　

学
　

科
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実
施

日
出

前
授

業
先

概
　

　
　

　
要

担
当

教
職

員
対

象
者

（
参

加
者

数
）

9
月

2
7
日

越
前

市
い

ま
だ

て
芸

術
館

福
井

高
専

科
学

実
験

田
中

嘉
津

彦
、

上
島

晃
智

、
安

丸
尚

樹
、

五
味

伸
之

、
後

反
克

典
、

佐
々

和
洋

、
片

岡
裕

一
、

辻
子

裕
二

、
江

本
晃

美
、

樋
口

直
也

、
池

田
昌

弘
他

　
補

助
学

生
2
7
名

幼
稚

園
児

・
小

中
学

生
と

保
護

者
　

3
5
0
名

7
月

1
8
日

鯖
江

市
健

康
福

祉
セ

ン
タ

ー
　

ア
イ

ア
イ

鯖
江

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
か

ら
学

ぶ
サ

イ
エ

ン
ス

田
中

嘉
津

彦
 
 
他

　
補

助
学

生
1
名

福
井

特
別

支
援

学
校

児
童

と
中

央
中

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

　
1
4
名

1
0
月

1
7
日

王
子

保
小

学
校

（
越

前
市

）
親

子
で

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
体

験
安

丸
尚

樹
、

千
徳

英
介

　
他

　
補

助
学

生
5
名

小
学

生
と

保
護

者
　

4
7
名

1
0
月

2
4
日

萩
野

小
学

校
（

丹
生

郡
越

前
町

）
親

子
で

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
と

お
も

し
ろ

科
学

実
験

安
丸

尚
樹

、
千

徳
英

介
、

五
味

伸
之

他
　

補
助

学
生

7
名

小
学

生
と

保
護

者
　

1
0
5
名

1
1
月

7
日

大
虫

小
学

校
（

越
前

市
）

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
か

ら
学

ぶ
サ

イ
エ

ン
ス

田
中

嘉
津

彦
、

芳
賀

正
和

、
金

田
直

人
、

藤
田

祐
介

他
　

補
助

学
生

1
0
名

小
学

5
年

生
と

保
護

者
　

1
1
2
名

1
1
月

1
4
日

鯖
江

東
小

学
校

（
鯖

江
市

）
お

も
ち

ゃ
づ

く
り

か
ら

学
ぶ

サ
イ

エ
ン

ス
田

中
嘉

津
彦

、
村

中
貴

幸
、

金
田

直
人

、
藤

田
祐

介
他

　
補

助
学

生
7
名

小
学

6
年

生
と

保
護

者
　

9
0
名

3
月

6
日

木
田

公
民

館
（

福
井

市
花

堂
東

子
ど

も
会

）
お

も
ち

ゃ
づ

く
り

か
ら

学
ぶ

サ
イ

エ
ン

ス
田

中
嘉

津
彦

、
村

中
貴

幸
、

千
徳

英
介

、
藤

田
祐

介
他

　
補

助
学

生
9
名

幼
稚

園
年

長
組

と
小

学
生

と
保

護
者

　
8
5
名

6
月

2
6
日

王
子

保
公

民
館

（
越

前
市

）
電

気
の

力
で

パ
ン

を
作

ろ
う

米
田

知
晃

、
大

久
保

茂
、

丸
山

晃
生

、
河

原
林

友
美

、
西

城
理

志
、

堀
川

隼
世

小
学

校
1
～

3
年

生
と

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

　
5
0
名

8
月

2
3
日

お
お

い
町

総
合

町
民

セ
ン

タ
ー

（
大

飯
郡

）
ソ

ー
ラ

ー
カ

ー
を

作
っ

て
み

よ
う

！
山

本
幸

男
、

中
村

孝
史

　
他

　
補

助
学

生
4
名

小
学

生
と

保
護

者
　

1
1
名

1
2
月

1
9
日

豊
公

民
館

（
鯖

江
市

）
光

と
色

の
フ

ァ
ン

タ
ジ

ー
＆

ホ
バ

ー
ク

ラ
フ

ト
試

乗
川

本
昂

　
他

　
補

助
学

生
1
名

小
学

生
と

保
護

者
　

6
0
名

7
月

2
6
日

武
生

第
二

中
学

校
（

越
前

市
）

第
6
回

越
前

市
中

学
生

ロ
ボ

ッ
ト

製
作

教
室

西
仁

司
、

亀
山

建
太

郎
越

前
市

内
中

学
生

と
教

員
　

7
7
名

8
月

2
3
日

武
生

第
二

中
学

校
（

越
前

市
）

第
6
回

越
前

市
中

学
生

ロ
ボ

ッ
ト

製
作

教
室

西
仁

司
、

亀
山

建
太

郎
越

前
市

の
中

学
生

と
教

員
　

5
5
名

6
月

2
1
日

豊
小

学
校

（
福

井
市

）
ス

ラ
イ

ム
時

計
を

つ
く

ろ
う

津
田

良
弘

、
西

野
純

一
、

平
井

惠
子

、
片

岡
裕

一
、

野
村

栄
市

小
学

4
年

生
と

保
護

者
　

6
5
名

　
　

■
　

物
　

質
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

電
　

気
　

電
　

子
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

電
　

子
　

情
　

報
　

工
　

学
　

科

出
前

授
業

実
施

内
訳

（
平

成
2
7
年

度
）

　
　

■
　

全
　

体

　
　

■
　

機
　

械
　

工
　

学
　

科
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実
施

日
出

前
授

業
先

概
　

　
　

　
要

担
当

教
職

員
対

象
者

（
参

加
者

数
）

7
月

4
日

東
十

郷
小

学
校

（
坂

井
市

）
ス

ラ
イ

ム
時

計
を

つ
く

ろ
う

津
田

良
弘

、
加

藤
敏

、
佐

々
和

洋
、

平
井

惠
子

、
片

岡
裕

一
、

野
村

栄
市

、
舟

洞
久

人
小

学
5
年

生
と

保
護

者
　

1
0
6
名

9
月

4
日

清
水

中
学

校
（

福
井

市
）

分
子

模
型

で
匂

い
化

合
物

を
つ

く
ろ

う
松

井
栄

樹
　

他
　

補
助

学
生

2
名

中
学

生
　

3
2
名

9
月

6
日

武
生

西
小

学
校

（
越

前
市

）
超

低
温

の
世

界
・

ス
ラ

イ
ム

時
計

を
つ

く
ろ

う
津

田
良

弘
、

佐
々

和
洋

、
平

井
恵

子
、

片
岡

裕
一

、
野

村
栄

市
、

廣
部

ま
ど

か
小

学
4
年

生
と

保
護

者
　

8
6
名

1
0
月

1
7
日

豊
小

学
校

（
鯖

江
市

）
超

低
温

の
世

界
上

島
晃

智
、

松
井

栄
樹

、
佐

々
和

洋
、

片
岡

裕
一

小
学

生
と

保
護

者
　

1
6
0
名

1
1
月

1
日

福
井

市
少

年
自

然
の

家
（

ガ
ー

ル
ス

カ
ウ

ト
福

井
地

区
連

絡
協

議
会

）
今

日
か

ら
私

も
理

系
女

子
！

ス
ラ

イ
ム

時
計

を
つ

く
ろ

う
津

田
良

弘
、

西
野

純
一

、
後

反
克

典
、

平
井

惠
子

、
野

村
栄

市
小

学
生

と
保

護
者

と
ガ

ー
ル

ス
カ

ウ
ト

リ
ー

ダ
　

8
2
名

1
1
月

2
1
日

鶉
公

民
館

、
た

け
の

こ
児

童
館

（
福

井
市

）
ス

ラ
イ

ム
時

計
を

つ
く

ろ
う

加
藤

敏
、

西
野

純
一

、
平

井
惠

子
、

片
岡

裕
一

、
野

村
栄

市
幼

稚
園

・
小

学
生

と
保

護
者

　
2
4
名

7
月

5
日

石
田

上
公

民
館

（
鯖

江
市

）
パ

ス
タ

タ
ワ

ー
を

つ
く

ろ
う

阿
部

孝
弘

、
辻

子
裕

二
小

学
生

と
保

護
者

　
8
0
名

7
月

8
日

殿
下

幼
小

中
学

校
（

福
井

市
）

地
震

、
火

事
に

つ
い

て
の

幼
児

、
小

学
校

低
学

年
向

け
の

お
話

辻
子

裕
二

幼
稚

園
児

・
小

学
1
～

4
年

生
と

教
員

　
1
6
名

7
月

1
0
日

春
江

小
学

校
（

坂
井

市
）

防
災

学
習

い
ろ

い
ろ

辻
子

裕
二

小
学

5
年

生
と

教
員

　
9
0
名

9
月

3
0
日

美
山

啓
明

小
学

校
（

福
井

市
）

学
校

防
災

マ
ニ

ュ
ア

ル
指

導
辻

子
裕

二
小

学
3
～

6
年

生
と

教
員

　
2
9
名

8
月

2
2
日

お
お

い
町

総
合

町
民

セ
ン

タ
ー

（
大

飯
郡

）
バ

ナ
ナ

か
ら

Ｄ
Ｎ

Ａ
を

取
り

出
そ

う
！

山
田

幹
雄

、
片

岡
裕

一
、

清
水

幹
郎

、
舟

洞
久

人
、

中
村

孝
史

小
中

学
生

と
保

護
者

　
1
1
名

出
前

授
業

実
施

内
訳

（
平

成
2
7
年

度
）

　
　

■
　

物
　

質
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

環
　

境
　

都
　

市
　

工
　

学
　

科

　
　

■
　

教
 
育

 
研

 
究

 
支

 
援

 
セ

 
ン

 
タ

 
ー

計
　

　
　

２
４

　
　

　
件
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実
　
　
施
　
　
日

講
　

　
　

　
座

　
　

　
　

名
受

講
対

象
者

／
募

集
定

員
受

講
者

数
（

名
）

6
/
2
3
(
土

)
，

6
/
3
0
(
土

)
ガ

ス
吸

収
の

基
礎

高
校

生
以

上
/
1
0
名

1

7
/
2
2
(
日

)
小

学
生

夏
休

み
親

子
科

学
教

室
小

学
3
～

6
年

生
(
保

護
者

要
同

伴
)
/
1
6
名

8

7
/
2
8
(
土

)
手

作
り

ス
ピ

ー
カ

ー
で

音
楽

を
聞

い
て

み
よ

う
　

～
電

磁
力

の
応

用
～

中
学

生
/
8
名

7

7
/
2
8
(
土

)
オ

リ
ジ

ナ
ル

栞
を

つ
く

ろ
う

2
0
1
8

中
学

生
/
1
0
名

3

8
/
6
(
月

)
中

学
生

の
た

め
の

作
文

講
座

中
学

3
年

生
/
1
5
名

1
3

8
/
7
(
火

)
放

射
線

検
出

器
を

作
っ

て
み

よ
う

　
～

放
射

線
を

正
し

く
怖

が
る

た
め

に
～

中
学

生
～

一
般

/
8
名

6

8
/
7
(
火

)
,
8
/
8
(
水

)
中

学
生

の
た

め
の

社
会

講
座

―
高

専
の

入
試

問
題

で
学

ぼ
う

―
中

学
3
年

生
/
3
0
名

1
4

8
/
1
1
(
土

)
不

思
議

な
タ

イ
ル

張
り

小
学

4
年

生
～

中
学

生
/
1
5
名

8

8
/
1
1
(
土

)
作

っ
て

飛
ば

そ
う

紙
コ

プ
タ

ー
小

学
生

～
中

学
生

(
小

学
校

低
学

年
は

保
護

者
要

同
伴

)
/
2
0

名
7

9
/
1
(
土

)
3
D
プ

リ
ン

タ
で

簡
単

楽
々

も
の

づ
く

り
一

般
/
1
0
名

0

9
/
1
(
土

)
I
c
h
i
g
o
J
a
m
で

ゲ
ー

ム
機

を
つ

く
る

！
？

～
中

学
生

の
た

め
の

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
講

座
～

中
学

生
/
各

回
2
0
名

7

9
/
9
(
日

)
認

知
科

学
を

学
ん

で
子

育
て

に
活

か
そ

う
。

ペ
ア

レ
ン

ト
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
講

座
子

育
て

中
の

保
護

者
/
1
0
名

0

9
/
1
2
(
水

)
U
A
V
（

ド
ロ

ー
ン

）
を

用
い

た
三

次
元

地
形

モ
デ

ル
作

製
講

座
福

井
県

内
の

建
設

技
術

者
/
6
名

8

9
/
2
2
(
土

)
中

学
生

の
た

め
の

英
語

講
座

―
「

高
専

の
入

試
問

題
」

攻
略

法
と

「
洋

画
・

洋
楽

」
を

用
い

た

英
語
楽

習
法

―
中

学
2
・

3
年

生
/
2
0
名

2
3

9
/
2
3
(
日

)
,
9
/
3
0
(
日

)
,
1
0
/
2
8
(
日

)
英

検
３

級
合

格
を

め
ざ

し
て

―
受

験
対

策
講

座
―

中
学

生
～

一
般

/
2
0
名

1
3

1
0
/
2
0
(
土

)
ス

ポ
ー

ツ
カ

イ
ト

(
凧

)
づ

く
り

と
飛

行
演

技
小

学
生

～
中

学
生

(
小

学
校

3
年

生
以

下
は

保
護

者
要

同
伴

)
/
1
5
名

8

1
0
/
2
0
(
土

)
中

学
生

の
た

め
の

数
学

講
座

－
高

専
の

入
試

問
題

で
学

ぼ
う

－
中

学
3
年

生
/
2
0
名

2
9

1
1
/
3
(
土

)
親

子
で

作
る

オ
リ

ジ
ナ

ル
写

真
年

賀
状

小
学

3
年

生
～

中
学

生
(
小

学
生

は
保

護
者

要
同

伴
)
/
1
0
名

4

1
1
/
4
(
日

)
野

球
選

手
に

必
要

な
体

力
測

定
小

学
3
～

6
年

生
/
3
0
名

4

1
1
/
1
7
(
土

)
,
1
8
(
日

)
中

学
生

の
た

め
の

理
科

講
座

2
0
1
8
―

高
専

の
入

試
問

題
で

学
ぼ

う
―

中
学

3
年

生
/
3
0
名

2
8

1
2
/
1
5
(
土

)
,
1
6
(
日

)
英

文
法

基
礎

講
座

中
学

3
年

生
/
2
0
名

2
1

合
　

　
　

計
2
1
件

※
受

講
者

が
0
の

講
座

は
開

講
し

て
い

な
い

。
ま

た
「

英
検

３
級

合
格

を
め

ざ
し

て
―

受
験

対
策

講
座

―
」

の
9
/
3
0
（

日
）

は
台

風
の

影
響

で
中

止
。

公
開

講
座

実
施

内
訳

（
平

成
3
0
年

度
）
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実
　
　
施
　
　
日

講
　

　
　

　
座

　
　

　
　

名
受

講
対

象
者

／
募

集
定

員
受

講
者

数
（

名
）

6
/
2
4
(
土

)
，

7
/
1
(
土

)
蒸

留
の

基
礎

高
校

生
以

上
/
1
0
名

1

7
/
2
2
(
土

)
オ

リ
ジ

ナ
ル

栞
を

つ
く

ろ
う

2
0
1
7

中
学

生
/
1
0
名

9

7
/
2
3
(
日

)
小

学
生

夏
休

み
親

子
科

学
教

室
小

学
3
～

6
年

生
(
保

護
者

要
同

伴
)
/
1
6
名

1
6

8
/
5
(
土

)
作

っ
て

飛
ば

そ
う

紙
コ

プ
タ

小
学

生
，

中
学

生
（

小
学

校
低

学
年

は
保

護
者

要
同

伴
）

/
2
0
名

1
8

8
/
7
(
月

)
,
 
8
/
8
(
火

)
中

学
生

の
た

め
の

社
会

講
座

—
高

専
の

入
試

問
題

で
学

ぼ
う

－
中

学
3
年

生
/
3
0
名

1
6

8
/
9
（

水
）

多
面

体
を

作
ろ

う
小

学
4
～

6
年

生
，

中
学

生
/
1
0
名

6

8
/
9
(
水

)
中

学
生

の
た

め
の

作
文

講
座

中
学

3
年

生
/
1
5
名

8

8
/
1
9
(
土

)
ふ

し
ぎ

な
で

ん
き

～
電

気
実

験
の

自
由

研
究

中
学

生
/
1
0
名

6

9
/
6
（

水
）

Ｕ
Ａ

Ｖ
（

ド
ロ

ー
ン

）
を

用
い

た
三

次
元

地
形

モ
デ

ル
作

製
講

座
福

井
県

内
の

建
設

技
術

者
/
6
名

7

9
/
9
(
土

)
3
D
プ

リ
ン

タ
で

簡
単

も
の

づ
く

り
一

般
/
1
0
名

2

9
/
2
3
(
土

)
認

知
科

学
を

学
ん

で
子

育
て

に
活

か
そ

う
。

ペ
ア

レ
ン

ト
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
講

座
子

育
て

中
の

保
護

者
/
1
0
名

6

9
/
2
3
(
土

)
中

学
生

の
た

め
の

英
語

学
習

方
法

講
座

－
「

高
専

入
試

問
題

（
英

語
）

」
攻

略
法

と
「

洋
画

・
洋

楽
」

を
用

い
た

英
語

楽
習

法
の

２
本

立
て

－
中

学
生

/
2
0
名

2
2

9
/
2
4
(
日

)
,
1
0
/
1
(
日

)
,
1
0
/
2
9
(
日

)
英

検
３

級
合

格
を

め
ざ

し
て

－
受

験
対

策
講

座
－

中
学

生
以

上
/
2
0
名

1
6

9
/
3
0
(
土

)
,
1
0
/
1
(
日

)
レ

ー
ザ

ー
カ

ッ
タ

ー
を

用
い

た
ア

ク
リ

ル
時

計
の

デ
ザ

イ
ン

作
成

と
製

作
小

学
生

～
一

般
（

小
学

生
は

保
護

者
要

同
伴

）
/
4
名

4

1
0
/
1
(
日

)
放

射
線

検
出

器
を

作
っ

て
み

よ
う

　
～

放
射

線
を

正
し

く
怖

が
る

た
め

に
～

中
学

生
，

高
校

生
，

一
般

（
大

学
生

含
む

）
/
8
名

2

1
0
/
2
1
（

土
）

中
学

生
の

た
め

の
数

学
講

座
－

高
専

の
入

試
問

題
で

学
ぼ

う
－

中
学

3
年

生
/
2
0
名

2
2

1
0
/
2
8
(
土

)
親

子
で

作
る

オ
リ

ジ
ナ

ル
写

真
年

賀
状

小
学

3
～

6
年

生
，

中
学

生
(
保

護
者

要
同

伴
)
/
1
5
名

7

1
1
/
1
8
(
土

)
,
2
5
(
土

)
か

ら
だ

を
動

か
し

た
く

な
る

講
座

～
デ

ー
タ

か
ら

導
く

運
動

プ
ロ

グ
ラ

ム
・

運
動

科
学

に
基

づ
く

エ
ク

サ
サ

イ
ズ

体
験

～
成

人
男

女
/
5
名

4

1
1
/
2
5
(
土

)
,
2
6
（

日
）

中
学

生
の

た
め

の
理

科
講

座
2
0
1
7
－

高
専

の
入

試
問

題
で

学
ぼ

う
－

中
学

3
年

生
/
3
0
名

2
8

1
2
/
1
6
(
土

)
,
1
7
(
日

)
英

文
法

基
礎

講
座

中
学

3
年

生
/
2
0
名

2
1

合
　

　
　

計
2
0
件

公
開

講
座

実
施

内
訳

（
平

成
2
9
年

度
）
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実
　
　
施
　
　
日

講
　

　
　

　
座

　
　

　
　

名
受

講
対

象
者

／
募

集
定

員
受

講
者

数
（

名
）

6
月

2
5
日

，
7
月

2
日

蒸
留

の
基

礎
高

校
生

以
上

/
1
0
名

1

7
月

2
3
日

オ
リ

ジ
ナ

ル
栞

を
つ

く
ろ

う
2
0
1
6

中
学

生
/
1
0
名

8

7
月

3
1
日

小
中

学
生

夏
休

み
科

学
教

室
（

小
学

生
コ

ー
ス

）
小

学
3
～

6
年

生
(
保

護
者

要
同

伴
)
/
1
5
名

1
4

7
月

3
1
日

小
中

学
生

夏
休

み
科

学
教

室
（

中
学

生
コ

ー
ス

）
中

学
生

/
8
名

8

8
月

7
日

作
っ

て
飛

ば
そ

う
紙

コ
プ

タ
小

学
生

，
中

学
生

（
小

学
校

低
学

年
は

保
護

者
要

同
伴

）
/
2
0
名

2
2

8
月

7
日

簡
単

！
マ

イ
コ

ン
で

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
中

学
生

/
8
名

8

8
月

7
日

多
面

体
を

作
ろ

う
小

学
4
～

6
年

生
，

中
学

生
/
1
0
名

8

8
月

7
日

，
8
日

中
学

生
の

た
め

の
社

会
講

座
—
高

専
の

入
試

問
題

で
学

ぼ
う

－
中

学
3
年

生
/
3
0
名

2
4

8
月

1
1
日

中
学

生
の

た
め

の
作

文
講

座
中

学
3
年

生
/
1
5
名

1
3

8
月

2
0
日

ふ
し

ぎ
な

で
ん

き
～

電
気

実
験

の
自

由
研

究
中

学
生

/
1
0
名

8

8
月

2
0
日

，
2
1
日

レ
ー

ザ
ー

カ
ッ

タ
ー

を
用

い
た

ア
ク

リ
ル

時
計

の
デ

ザ
イ

ン
作

成
と

製
作

小
学

生
～

一
般

（
小

学
生

は
保

護
者

要
同

伴
）

/
6
名

6

8
月

2
7
日

，
2
8
日

カ
ワ

イ
イ

、
カ

ッ
コ

イ
イ

、
Ｗ

ｅ
ｂ

ア
プ

リ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
作

っ
て

み
よ

う
！

～
Ｗ

ｅ
ｂ

ブ
ラ

ウ
ザ

、
ス

マ
ー

ト
フ

ォ
ン

で
動

く
ゲ

ー
ム

開
発

～
小

学
4
～

6
年

生
，

中
学

生
/
1
2
名

1
8

8
月

2
7
日

，
9
月

3
日

，
1
0
日

か
ら

だ
を

動
か

し
た

く
な

る
講

座
～

デ
ー

タ
か

ら
プ

ロ
グ

ラ
ム

作
成

・
運

動
科

学
に

基
づ

く
エ

ク
サ

サ
イ

ズ
体

験
～

成
人

男
女

/
5
名

1

9
月

1
0
日

，
1
7
日

金
属

材
料

入
門

と
Ｓ

Ｅ
Ｍ

体
験

実
習

一
般

，
企

業
技

術
者

/
1
0
名

0

9
月

1
4
日

Ｕ
Ａ

Ｖ
（

ド
ロ

ー
ン

）
を

用
い

た
三

次
元

地
形

モ
デ

ル
作

製
講

座
福

井
県

内
の

建
設

技
術

者
/
6
名

5

9
月

1
7
日

中
学

生
の

た
め

の
英

語
講

座
－

「
高

専
入

試
問

題
」

攻
略

法
と

「
洋

画
・

洋
楽

」
を

用
い

た
英

語
楽

習
法

の
２

本
立

て
－

中
学

3
年

生
/
2
0
名

1
6

9
月

2
4
日

，
2
5
日

英
検

準
２

級
合

格
を

め
ざ

し
て

中
学

生
以

上
(
英

検
３

級
取

得
者

が
望

ま
し

い
)
/
2
0
名

1
0

9
月

2
5
日

，
1
0
月

2
日

，
1
0
月

3
0
日

英
検

３
級

合
格

を
め

ざ
し

て
－

受
験

対
策

講
座

－
中

学
生

以
上

/
2
0
名

5

1
0
月

1
5
日

中
学

生
の

た
め

の
数

学
講

座
－

高
専

の
入

試
問

題
で

学
ぼ

う
－

中
学

3
年

生
/
2
0
名

3
8

1
1
月

6
日

親
子

で
作

る
オ

リ
ジ

ナ
ル

写
真

年
賀

状
小

学
4
～

6
年

生
，

中
学

生
(
保

護
者

要
同

伴
)
/
1
5
名

3

1
1
月

2
0
日

放
射

線
検

出
器

を
作

っ
て

み
よ

う
社

会
人

・
一

般
/
1
0
名

4

1
1
月

2
6
日

，
2
7
日

中
学

生
の

た
め

の
理

科
講

座
－

高
専

の
入

試
問

題
で

学
ぼ

う
－

中
学

3
年

生
/
3
0
名

3
1

1
2
月

1
7
日

，
1
8
日

英
文

法
基

礎
講

座
中

学
3
年

生
/
2
0
名

2
2

合
　

　
　

計
２

３
件

公
開

講
座

実
施

内
訳

（
平

成
2
8
年

度
）
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実
　
　
施
　
　
日

講
　

　
　

　
座

　
　

　
　

名
受

講
対

象
者

／
募

集
定

員
受

講
者

数
（

名
/
組

）

7
月

2
5
日

小
さ

な
大

工
さ

ん
講

座
「

デ
ザ

イ
ナ

ー
に

な
ろ

う
！

」
小

学
5
～

6
年

生
，

中
学

生
／

1
2
名

1
2

7
月

2
6
日

小
中

学
生

夏
休

み
科

学
教

室
（

小
学

生
コ

ー
ス

）
小

学
3
～

6
年

生
(
保

護
者

要
同

伴
)
／

1
5
組

1
5

7
月

2
6
日

小
中

学
生

夏
休

み
科

学
教

室
（

中
学

生
コ

ー
ス

）
中

学
生

／
8
名

8

8
月

1
日

中
学

生
の

た
め

の
作

文
講

座
中

学
3
年

生
／

1
5
名

5

8
月

1
日

，
2
日

中
学

生
の

た
め

の
社

会
科

学
習

方
法

講
座

—
高

専
の

入
試

問
題

で
学

ぼ
う

－
中

学
3
年

生
／

3
0
名

1
5

8
月

1
日

化
学

実
験

室
（

中
学

生
編

）
－

磁
石

の
磁

力
線

観
察

キ
ッ

ト
（

3
種

類
）

と
オ

リ
ジ

ナ
ル

栞
を

作
ろ

う
！

中
学

生
／

1
0
名

9

8
月

2
日

化
学

実
験

室
（

小
学

生
編

）
－

光
っ

た
り

動
い

た
り

す
る

「
ス

ラ
イ

ム
」

や
、

カ
ラ

フ
ル

な
「

人
工

い
く

ら
」

・
「

ス
ラ

イ
ム

時
計

」
を

作
り

ま
し

ょ
う

小
学

生
(
保

護
者

要
同

伴
)
／

1
8
組

1
8

8
月

9
日

多
面

体
を

作
ろ

う
小

学
4
～

6
年

生
，

中
学

生
／

1
0
名

9

8
月

9
日

作
っ

て
飛

ば
そ

う
紙

コ
プ

タ
小

学
生

，
中

学
生

／
2
0
名

2
4

8
月

9
日

洋
画

と
洋

楽
で

楽
し

く
英

語
を

学
ぼ

う
中

学
生

以
上

／
2
0
名

4

8
月

1
0
日

簡
単

！
マ

イ
コ

ン
で

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
小

学
5
～

6
年

生
，

中
学

生
／

8
名

8

8
月

2
2
日

電
子

顕
微

鏡
で

ミ
ク

ロ
な

世
界

を
見

て
み

よ
う

中
学

生
／

1
0
名

9

8
月

2
2
日

ふ
し

ぎ
な

で
ん

き
～

電
気

実
験

の
自

由
研

究
中

学
生

／
1
0
名

1
0

8
月

2
2
日

，
2
3
日

P
r
o
c
e
s
s
i
n
g
で

A
n
d
r
o
i
d
ア

プ
リ

開
発

小
学

4
～

6
年

生
，

中
学

生
／

1
2
名

1
2

9
月

5
日

，
1
2
日

イ
ン

ド
ア

模
型

飛
行

機
の

製
作

と
飛

行
練

習
一

般
／

3
名

(
3
組

)
3

9
月

2
6
日

，
2
7
日

英
検

準
２

級
合

格
を

め
ざ

し
て

中
学

生
以

上
(
英

検
3
級

取
得

者
が

望
ま

し
い

)
／

2
0
名

6

9
月

2
7
日

メ
カ

ト
ロ

ニ
ク

ス
基

礎
講

座
　

～
ラ

イ
ン

ト
レ

ー
ス

マ
シ

ン
を

作
ろ

う
～

中
学

3
年

生
／

8
名

7

9
月

2
7
日

，
1
0
月

4
日

，
1
1
月

1
日

英
検

３
級

合
格

を
め

ざ
し

て
―

受
験

対
策

講
座

―
中

学
生

以
上

／
2
0
名

1
8

1
0
月

1
7
日

中
学

生
の

た
め

の
数

学
講

座
－

高
専

の
入

試
問

題
で

学
ぼ

う
－

中
学

3
年

生
／

2
0
名

3
8

1
1
月

1
日

親
子

で
作

る
オ

リ
ジ

ナ
ル

写
真

年
賀

状
小

学
生

，
中

学
生

(
保

護
者

要
同

伴
)
／

1
5
組

1
1

1
1
月

2
8
日

，
2
9
日

中
学

生
の

た
め

の
理

科
講

座
2
0
1
5
－

高
専

の
入

試
問

題
で

学
ぼ

う
中

学
3
年

生
／

3
0
名

2
7

1
2
月

1
9
日

，
2
0
日

英
文

法
基

礎
講

座
中

学
3
年

生
／

2
0
名

1
9

合
　

　
　

計
２

２
件

公
開

講
座

実
施

内
訳

（
平

成
2
7
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平成３０年度「公開授業週間およびFD レポート」のまとめ 

創造教育開発センター 

１ 公開授業の目的と公開授業週間 

目的：授業参観時間の拡大を図り、他の教員の授業方法等を参考とする機会を増やすことで、各教

員の授業改善の参考とする。 
前期：平成３０年 ６月２０日（水） ～  ６月２６日（火） 
後期：平成３０年１２月１３日（木） ～ １２月１９日（水） 

２ 参観教員数 
表１ 平成３０年度前期公開授業週間参観状況 

学科等名 現員数 参観者数 レポート提出数 

機械工学科 １０ ６ ６ 

電気電子工学科 １０ ５ ６ 

電子情報工学科 ９(１) ９ ９ 

物質工学科 １２ ８ ９ 

環境都市工学科 １０ ７ ７ 

一般科目教室（自然科学系） １３ ８ ８ 

一般科目教室（人文社会科学系） １１(１) ８(１) ９ 

計 ７５(２) ５１(１) ５４ 

            参観率（％）               52/76 ６８．４  

表２ 平成３０年度後期公開授業週間参観状況 

学科等名 現員数 参観者数 レポート提出数 

機械工学科 １０ ４ ４ 

電気電子工学科 １０ ４ ４ 
電子情報工学科 ９(１) ８ ８ 

物質工学科 １２ ６ ６ 

環境都市工学科 １０ ７ ７ 

一般科目教室（自然科学系） １３ １１ １１ 

一般科目教室（人文社会科学系） １１(１) ８(１) １０ 

計 ７５(２) ４８(１) ５０ 

参観者率（％）                49/76 ６４．５  

現員数及び参観者数欄の（ ）は短時間勤務教員数を指し、外数とした。また、参観者率は 
参観した短時間勤務教員を現員数に加えた数を分母とした。 
○ 公開授業週間の参観者率の推移は、平成23年度54%、平成24年度 75%、平成25年度 73%、

平成 26 年度 66%、平成 27 年度は 72%であった。平成 28 年度は前後期通して、１回以上参観し

た参観者率について 70%を上回り、平成 29 年度は前期・後期共に 70%を上回った。平成 30 年

度は前後期通して、１回以上参観した参観者率について70%を上回ったため（76名中57名参観）、

来年度は「教務に関する申し合わせ事項集」第 31 の「公開授業」を見合わせる。 
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３ 参観したクラス 
表３ どの学科・教室の公開授業に参加したか？（前期） 

  

参観した授業（学科・教室・専攻科） 
 

合計 

機械 
電気 

電子 

電子 

情報 
物質 

環境 

都市 
自然 人文 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 ５ １       ６ 

電気電子 ２ ３    １   ６ 

電子情報   ９      ９ 

物質    ９     ９ 

環境都市   １  ６    ７ 

自然  １    ４ ３  ８ 

人文      ４ ５  ９ 

合計 ７ ５ １０ ９ ６ ９ ８  ５４ 

○ 電気電子工学科、一般科目教室を除いて、所属する学科、教室の授業を参観する傾向が 
強い。 

 
表４ どの学科・教室の公開授業に参加したか？（後期） 

  

参観した授業（学科・教室・専攻科） 
 

合計 

機械 
電気 

電子 

電子 

情報 
物質 

環境 

都市 
自然 人文 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 ２ 1      １ ４ 

電気電子 １ ２    １   ４ 

電子情報 １  ５   １  １ ８ 

物質    ６     ６ 

環境都市     ５  １ １ ７ 

自然   １   ８ ２  １１ 

人文      ２ ８  １０ 

合計 ４ ３  ６ ６ ５ １２ １１ ３ ５０ 

○ 所属する学科、教室の授業を参観する傾向が強い。 
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表５ どの学年の公開授業に参加したか？（前期） 

  

参観した学年 

合計 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 １ １ ３  １  ６ 

電気電子 １  ３ １ １  ６ 

電子情報  ２ ４ １ ２  ９ 

物質 １ ４ １ ３   ９ 

環境都市  １ ２ １ ３  ７ 

自然 １ ４ ２ １   ８ 

人文 ３ ２ １  ３  ９ 

合計 ７ １４ １６ ７ １０  ５４ 

○ 参観した学年について、件数の多い順に 3 年生 16 件、2 年生 14 件、5 年生 10 件となった。 
 専攻科の授業を参観した教員はいなかったが、5 年生までは、万遍なく各学年の授業を参観して 
いる。 

表６ どの学年の公開授業に参加したか？（後期） 

  

参観した学年 

合計 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械   ２ １  １ ４ 

電気電子  １ １ １ １  ４ 

電子情報 １ １ １ ３ １ １ ８ 

物質  １ ２ ２ １  ６ 

環境都市 １  １ ３ １ １ ７ 

自然 １ ３ ５ ２   １１ 

人文 ５ ２ ２  １  １０ 

合計 ８ ８ １４ １２ ５ ３ ５０ 

○ 件数の多い順に 3 年生 14 件、4 年生 12 件となったが、専攻科を含め、万遍なく各学年の 
授業を参観している。 
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平成２９年度「公開授業週間およびFD レポート」のまとめ 

創造教育開発センター 

１ 公開授業の目的と公開授業週間 

目的：授業参観時間の拡大を図り、他の教員の授業方法等を参考とする機会を増やすことで、各教

員の授業改善の参考とする。 
前期：平成２９年 ６月２３日（金） ～  ６月２９日（木） 
後期：平成２９年１２月１１日（月） ～ １２月１５日（金） 

２ 参観教員数 
表１ 平成２９年度前期公開授業週間参観状況 

学科等名 現員数 参観者数 レポート提出数 

機械工学科 １０ ９ ９ 

電気電子工学科 １０ ８ ９ 

電子情報工学科 １０ ７ ７ 

物質工学科 １２(２) １０ １０ 

環境都市工学科 １０ ７ ９ 

一般科目教室（自然科学系） １４ ８ １０ 

一般科目教室（人文社会科学系） ９(１) ５ ６ 

計 ７５(３) ５４ ６０ 

 参観率（％） ７０．１  

表２ 平成２９年度後期公開授業週間参観状況 

学科等名 現員数 参観者数 レポート提出数 

機械工学科 １０ ８ ８ 

電気電子工学科 １０ ６ ６ 
電子情報工学科 １０ ９ ９ 

物質工学科 １２(２) ９ １０ 

環境都市工学科 １０ ４ ４ 

一般科目教室（自然科学系） １４ １０ １０ 

一般科目教室（人文社会科学系） １０(１) ９ １１ 

計 ７６(３) ５５ ５８ 

参観者率（％） ７０．５  

現員数欄の（ ）は短時間勤務教員数を指し、外数とした。 
○ 公開授業週間の参観者率の推移は、平成23年度54%、平成24年度 75%、平成25年度 73%、

平成26年度66%、平成-27年度の参観者率年平均は72%であった。平成28年度は前後期通して、

１回以上参観した参観者率について到達目標値の 70%となった。平成 29 年度は前期・後期共に

70%を上回ったため、来年度は「教務に関する申し合わせ事項集」第 31 の「公開授業」を見合

わせる。 
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３ 参観したクラス 
表３ どの学科・教室の公開授業に参加したか？（前期） 

  

参観した授業（学科・教室・専攻科） 
 

合計 

機械 
電気 

電子 

電子 

情報 
物質 

環境 

都市 
自然 人文 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 ５     ３  １ ９ 

電気電子  ８    １   ９ 

電子情報 １  ５    １  ７ 

物質    １０     １０ 

環境都市     ７  ２  ９ 

自然  １ １   ８   １０ 

人文 ２     １ ３  ６ 

合計 ８ ９ ６ １０ ７ １３ ６ １ ６０ 

○ 一般科目教室を除いて、所属する学科の授業を参観する傾向が強い。 
 

表４ どの学科・教室の公開授業に参加したか？（後期） 

  

参観した授業（学科・教室・専攻科） 
 

合計 

機械 
電気 

電子 

電子 

情報 
物質 

環境 

都市 
自然 人文 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 ５     １ １ １ ８ 

電気電子  ６       ６ 

電子情報   ８    １  ９ 

物質    １０     １０ 

環境都市     ３ １   ４ 

自然 １ １    ６ ２  １０ 

人文    １  １ ９  １１ 

合計 ６ ７ ８ １１ ３ ９ １３ １ ５８ 

○ 所属する学科の授業を参観する傾向が強い。 
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表５ どの学年の公開授業に参加したか？（前期） 

  

参観した学年 

合計 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械  ２ ４ ２  １ ９ 

電気電子  ２ ２ ５   ９ 

電子情報 ２  ２ ２ １  ７ 

物質  ２ １ ５ ２  １０ 

環境都市 １ １ ２ ３ ２  ９ 

自然 ４ ２ ３  １  １０ 

人文 ２ １  ２ １  ６ 

合計 ９ １０ １４ １９ ７ １ ６０ 

○ 参観した学年について、件数の多い順に 4 年生 19 件、3 年生 14 件、2 年生 10 件となった。 
  4 年生が突出して多い。 
 

表６ どの学年の公開授業に参加したか？（後期） 

  

参観した学年 

合計 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械  ５ １ １  １ ８ 

電気電子 １ １ ４    ６ 

電子情報 ２  ３ ４   ９ 

物質 ３ ２ ３ １ １  １０ 

環境都市 １  １ ２   ４ 

自然 ５ ３ １  １  １０ 

人文 ３  ３ ２ ３  １１ 

合計 １５ １１ １６ １０ ５ １ ５８ 

○ 件数の多い順に 3 年生 16 件、1 年生 15 件、2 年生 11 件となった。 
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平成２８年度「公開授業週間およびFD レポート」のまとめ 
創造教育開発センター 

１ 公開授業の目的と公開授業週間 

目的：授業参観時間の拡大を図り、他の教員の授業方法等を参考とする機会を増やすことで、各教

員の授業改善の参考とする。 
前期：平成２８年 ６月２２日（水） ～  ６月２８日（火） 
後期：平成２８年１２月１２日（月） ～ １２月１６日（金） 

２ 参観教員数 
表１ 平成２８年度前期公開授業週間参観状況 

学科等名 現員数 参観者数 レポート提出数 

機械工学科 １０ ７ ７ 

電気電子工学科 １０ ７ ７ 

電子情報工学科 １０ ８ ８ 

物質工学科 １１(２) ６（２） ８ 

環境都市工学科 ９ ６ ７ 

一般科目教室（自然科学系） １４ ８ ８ 

一般科目教室（人文社会科学系） １１ ８ ９ 

計 ７５(２) ５０（２） ５４ 

 参観率（％） ６７．５  

表２ 平成２８年度後期公開授業週間参観状況 

学科等名 現員数 参観者数 レポート提出数 

機械工学科 １０ ７ ７ 

電気電子工学科 １０    ８      ９ 
電子情報工学科 １０ ８ ８ 

物質工学科 １１(２) ８（１） ９ 

環境都市工学科 ９ ６ ６ 

一般科目教室（自然科学系） １４ ８ １０ 

一般科目教室（人文社会科学系） １１ ８ ９ 

計 ７５(２) ５３（１） ５８ 

参観者率（％） ７０．１  

現員数欄の（ ）は短時間勤務教員数を指し、外数とした。 
○ 公開授業週間の参観者率の推移は、平成 23 年度 54%、平成 24 年度 75%、平成 25 年度 73%、

平成 26 年度 66%、平成-27 年度の参観者率年平均は 72%であった。平成 28 年度は前後期通して、１

回以上参観した参観者率について到達目標値の 70%を上回ったため、来年度は「教務に関する申し合

わせ事項集」第 31 の「公開授業」を見合わせる。
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３ 参観したクラス 
表３ どの学科・教室の公開授業に参加したか？（前期） 

  

参観した授業（学科・教室） 
本科 

１年 
専攻科 

合計 

機械 
電気 

電子 

電子 

情報 
物質 

環境 

都市 
自然 人文 

専門

基礎 

共通 

科目 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 4     1  2  7 

電気電子 1 3      3  7 

電子情報 1  7       8 

物質    7    1  8 

環境都市     5 1  1  ７ 

自然      6 2   8 

人文      1 8   9 

合計 6 3 7 7 5 9 10 7  54 

○ 電気電子工学科を除いて、所属する学科の授業を参観する傾向が強い。 
 

表４ どの学科・教室の公開授業に参加したか？（後期） 

  

参観した授業（学科・教室） 
本科 

１年 
専攻科 

合計 

機械 
電気 

電子 

電子 

情報 
物質 

環境 

都市 
自然 人文 

専門

基礎 

共通 

科目 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 3 2      2  7 

電気電子  6   1   2  9 

電子情報   7   1    8 

物質    3  1  5  9 

環境都市     4 2    6 

自然  2 2   5 1   10 

人文 1     1 4 1 2 9 

合計 4 10 9 3 5 10 5 10 2 58 

○ 所属する学科の授業を参観する傾向が強いが、物質工学科は専門基礎の参観者が多かった。 
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表５ どの学年の公開授業に参加したか？（前期） 

  

参観した学年 

合計 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 3   1 3  7 

電気電子 3  2  2  7 

電子情報  1 3 1 3  8 

物質 1 3 2 2   8 

環境都市 1  3 2 1  7 

自然 2 2  4   8 

人文 2 3 3  1  9 

合計 12 9 13 10 10  54 

○ 参観した学年について、件数の多い順に 3 年 13 件、1 年 12 件となったが、どの学年も 
大きな差異なく万遍に参観されていた。 

表６ どの学年の公開授業に参加したか？（後期） 

  

参観した学年 

合計 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 2  1 3 1  7 

電気電子 2 1 2 3 1  9 

電子情報  2 3 3   8 

物質 5  3  1  9 

環境都市   2 2 2  6 

自然 2 4 2 2   10 

人文 2 2 2  1 2 9 

合計 13 9 15 13 6 2 58 

○ 参観した学年について、件数の多い順に 3 年生 15 件、1･4 年生 13 件、2 年生 9 件となった。 
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実施教員 授業科目 実施日 立 会 教 員

西城　理志 生産システム工学実験Ⅰ 平成27年6月23日 米田　知晃

前田　安信 国語表現 平成27年6月23日 山本　裕之

相場　大佑 基礎解析A 平成27年6月24日 藤田　卓郎

青山　義弘 計算機構成論Ⅰ 平成27年6月24日 高久　有一

市嶋　聡之 政治経済 平成27年6月24日 朝倉　相一

香月　壮亮 建築環境Ⅰ 平成27年6月24日 小松　貴大

川村　敏之 遺伝子工学 平成27年6月24日 高山　勝己

小松　貴大 電子回路Ⅱ 平成27年6月24日 青山　義弘

小松　貴大 電子回路Ⅱ 平成27年6月24日 香月　壮亮

高久　有一 電気磁気学Ⅱ 平成27年6月24日 斉藤　徹

高久　有一 電気磁気学Ⅱ 平成27年6月24日 小松　貴大

松尾　光恭 ＣＡＤ／ＣＡＥ 平成27年6月24日 金田　直人

吉田　雅穂 構造力学Ⅱ 平成27年6月24日 田安　正茂

井之上　和代 解析Ⅱ 平成27年6月25日 山田　哲也

加藤　清考 工学基礎物理Ⅱ 平成27年6月25日 加藤　寛敬

亀山　建太郎 Ｃ言語応用 平成27年6月25日 村田　知也

後反　克典 卒業研究 平成27年6月25日 松井　栄樹

後反　克典 化学工学Ⅰ 平成27年6月25日 佐々　和洋

西城　理志 電気数学 平成27年6月25日 東　章弘

西城　理志 電気数学 平成27年6月25日 大久保　茂

西城　理志 電気数学 平成27年6月25日 河原林　友美

辻野　和彦 構造力学Ⅰ 平成27年6月25日 吉田　雅穂

平井　惠子 プログラミング基礎Ⅰ 平成27年6月25日 森　芳周

平井　惠子 コンピューター科学入門 平成27年6月25日 村田　知也

森　芳周 倫理社会 平成27年6月25日 長水　壽寛

森　芳周 倫理社会 平成27年6月25日 廣重　準四郎

森　芳周 倫理社会 平成27年6月25日 手嶋　泰伸

江本　晃美 建築計画Ⅰ 平成27年6月26日 清水　隆之

金田　直人 機械設計法 平成27年6月26日 千徳　英介

高久　有一 ディジタル信号処理 平成27年6月26日 下條　雅史

辻野　和彦 環境都市工学設計製図Ⅳ 平成27年6月26日 辻子　裕二

手嶋　泰伸 歴史 平成27年6月26日 森　貞

長水　壽寛 線形代数 平成27年6月26日 藤田　克志

平井　惠子 コンピュータ科学入門 平成27年6月26日 芳賀　正和

平成２７年度公開授業実施一覧

278



実施教員 授業科目 実施日 立 会 教 員

平井　惠子 コンピューター科学入門 平成27年6月26日 小越　咲子

藤田　卓郎 英語Ⅰ 平成27年6月26日 相場　大佑

山田　哲也 解析Ⅲ 平成27年6月26日 池田　昌弘

吉田　雅穂 構造力学Ⅲ 平成27年6月26日 樋口　直也

江本　晃美 建築計画Ⅱ 平成27年6月27日 清水　隆之

香月　壮亮 建築環境Ⅱ 平成27年6月27日 清水　隆之

青山　義弘 計算機アーキテクチャ 平成27年6月29日 西　仁司

ｳｨﾙｷ･ｳｨﾘｱﾑ･ｴﾄﾞｳｫｰﾄﾞ コミュニケーション 平成27年6月29日 原口　治

後反　克典 物質工学実験Ⅰ 平成27年6月29日 津田　良弘

近藤　基和 数理統計学 平成27年6月29日 柳原　祐治

近藤　基和 数理統計学 平成27年6月29日 井之上　和代

武井　幸久 計画数理学 平成27年6月29日 江本　晃美

田安　正茂 水理学Ⅰ 平成27年6月29日 辻野　和彦

西野純一、佐々和洋、野村栄市 物質工学実験Ⅲ 平成27年6月29日 平井　惠子

藤田　卓郎 英語Ⅱ 平成27年6月29日 吉田　三郎

堀川　隼世 電気回路演習 平成27年6月29日 荒川　正和

蘆田　昇 オペレーションシステム 平成27年6月30日 小越　咲子

河原林　友美 電気電子工学実験Ⅳ 平成27年6月30日 丸山　晃生

河原林　友美 電子回路Ⅰ 平成27年6月30日 堀川　隼世

河原林　友美 電気回路Ⅰ 平成27年6月30日 川本　昂

ｸｰﾊﾟｰﾄｯﾄﾞ･ﾄﾞｩｴｲﾝ 英語Ⅴ 平成27年6月30日 河原林　友美

後反　克典 物質工学実験Ⅰ 平成27年6月30日 加藤　敏

五味　伸之 機械計算力学 平成27年6月30日 安丸　尚樹

斉藤　徹 プログラミング応用 平成27年6月30日 村田　知也

長水　壽寛 線形代数 平成27年6月30日 加藤　清考

松井　栄樹 有機反応化学 平成27年6月30日 後反　克典

村田　知也 プログラミング基礎 平成27年6月30日 亀山　建太郎

村田　知也 プログラミング基礎 平成27年6月30日 小越　咲子

村中　貴幸 材料力学Ⅱ 平成27年6月30日 山本　幸男

森　貞 英語 平成27年6月30日 伊勢　光

清水　隆之 建設法規 平成27年7月2日 江本　晃美

前田　安信 国語 平成27年7月2日 伊勢　光

中村　吉秀 国語 平成27年7月3日 川村　敏之

香月　壮亮 建築環境Ⅱ 平成27年7月10日 江本　晃美
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実施教員 授業科目 実施日 立 会 教 員

ｳｨﾙｷ･ｳｨﾘｱﾑ･ｴﾄﾞｳｫｰﾄﾞ 技術者英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ演習 平成27年12月7日 原口　治

川上　由紀 コンピュータ科学入門 平成27年12月11日 平井　惠子

相場　大佑 解析Ⅰ 平成27年12月14日 柳原　祐治

川村　敏之 物質工学実験Ⅱ 平成27年12月14日 津田　良弘

千徳　英介 機械工作実習Ⅱ 平成27年12月14日 金田　直人

長水　壽寛 解析Ⅰ 平成27年12月14日 廣重　準四郎

野村　保之 計算機シミュレーション 平成27年12月14日 高久　有一

平井　惠子 コンピューター科学入門 平成27年12月14日 相場　大佑

藤田　卓郎 英語Ⅱ 平成27年12月14日 吉田　三郎

堀川　隼世 電気電子工学実験Ⅲ 平成27年12月14日 中谷　実伸

堀川　隼世 電気電子工学実験Ⅲ 平成27年12月14日 丸山　晃生

丸山　晃生 電気電子工学実験Ⅲ 平成27年12月14日 堀川　隼世

池田　昌弘 物理 平成27年12月15日 山田　哲也

小越咲子・村田知也・清水幹郎 情報基礎演習 平成27年12月15日 下條　雅史

川村敏之・高山勝己・上島晃智 物質工学実験Ⅱ 平成27年12月15日 松井　栄樹

後反　克典 分析化学 平成27年12月15日 小泉　貞之

斉藤　徹 プログラミング応用 平成27年12月15日 小越　咲子

斉藤　徹 プログラミング応用 平成27年12月16日 村田　知也

下條　雅史 信号解析基礎 平成27年12月15日 小松　貴大

長水　壽寛 解析Ⅰ 平成27年12月15日 青山　義弘

平井　惠子 コンピューター化学入門 平成27年12月15日 宮本　友紀

村田　知也 情報基礎演習 平成27年12月15日 斉藤　徹

阿部　孝弘 コンクリート構造学Ⅰ 平成27年12月16日 辻野　和彦

河原林　友美 電気回路Ⅰ 平成27年12月16日 荒川　正和

清島　絵利子 国語 平成27年12月16日 手嶋　泰伸

清島　絵利子 国語 平成27年12月16日 森　貞

後反　克典 化学 平成27年12月16日 森　芳周

千徳　英介 ものづくり科学 平成27年12月16日 相場　大佑

千徳　英介 ものづくり科学 平成27年12月16日 芳賀　正和

田安　正茂 環境都市工学実験実習Ⅰ 平成27年12月16日 辻子　裕二

辻野　和彦 測量学 平成27年12月16日 田安　正茂

辻野　和彦 測量学 平成27年12月16日 樋口　直也

吉村　忠与志 品質管理 平成27年12月16日 佐々　和洋

長水　壽寛 解析Ⅲ 平成27年12月16日 阿部　孝弘

荒川　正和 生産システム工学実習Ⅱ 平成27年12月17日 河原林　友美
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実施教員 授業科目 実施日 立 会 教 員

伊勢　光 国語 平成27年12月17日 清島　絵利子

小越　咲子 コンピュータ科学入門 平成27年12月17日 川上　由紀

千徳　英介 ものづくり科学 平成27年12月17日 村中　貴幸

長水　壽寛 基礎解析Ｂ 平成27年12月17日 井之上　和代

平井　惠子 コンピューター科学入門 平成27年12月17日 小越　咲子

堀川　隼世 電気電子工学演習Ⅰ 平成27年12月17日 川本　昂

安野　敏勝 生物 平成27年12月17日 朝倉　相一

山田　哲也 解析Ⅰ 平成27年12月17日 池田　昌弘

吉田　三郎 英語Ⅰ 平成27年12月17日 藤田　卓郎

加藤　寛敬 機械工作実習Ⅰ 平成27年12月18日 千徳　英介

川上　由紀 コンピューター科学入門 平成27年12月18日 小越　咲子

川上　由紀 コンピューター科学入門 平成27年12月19日 平井　惠子

川村　敏之 生物化学Ⅰ 平成27年12月18日 高山　勝己

川村　敏之 生化学Ⅰ 平成27年12月18日 後反　克典

川村　敏之 生化学Ⅰ 平成27年12月18日 西野　純一

小寺　光雄 英語Ⅳ 平成27年12月18日 加藤　寛敬

高久　有一 情報ネットワーク 平成27年12月18日 西　仁司

松井　栄樹 有機化学Ⅰ 平成27年12月18日 東　章弘

米田　知晃 電子創造工学 平成27年12月18日 山本　幸男

米田知晃・西城理志・堀川隼世 電子創造工学 平成27年12月18日 大久保　茂

米田知晃・西城理志・堀川隼世 電子創造工学 平成27年12月18日 丸山　晃生

吉村　忠与志 地球環境 平成27年12月21日 川村　敏之
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■海外先進教育実践支援プログラム

年度 氏名 学科等 渡航期間 渡航先国名 研究題目

常光　幸美 物質工学科
 Ｈ１７.３．３０

～
Ｈ１８．３．２９

連合王国
めっきプロセスによる金属ナ
ノ構造材料創製

吉田　雅穂 環境都市工学科
 Ｈ１７.３．２５

～
Ｈ１８．３．２４

アメリカ合衆国
安全なものづくりのための力
学教育法の構築

■国際研究集会派遣研究員

年度 氏名 学科等 渡航期間 渡航先国名 研究集会名

平成
１７
年度

吉村　忠與志 物質工学科
 Ｈ１７.１２．１５

～
Ｈ１７．１２．２０

アメリカ合衆国 2005環太平洋国際化学会議　

■独立行政法人国立高等専門学校機構内地研究員

年度 氏名 学科等 渡航期間 派遣先大学名 研究題目

岡田　将人 機械工学科
 Ｈ１８.５．１

～
Ｈ１９．２．２８

金沢大学大学院
ＣＢＮ（立方晶窒化ホウ素）
工具を用いたハードミリング
に関する研究

田安　正茂 環境都市工学科
 Ｈ１８.５．１

～
Ｈ１９．２．２８

長岡技術科学大学
大学院

人工構造物に作用する流体力
の数値計算法の開発およびそ
の現地検証

平成
２２
年度

金田　直人 機械工学科
Ｈ２２．５．１

～
Ｈ２３．２．２８

金沢大学大学院
合繊仮燃加工における撚トル
ク発生のメカニズムに関する
研究

■独立行政法人国立高等専門学校機構在外研究員

年度 氏名 学科等 渡航期間 渡航先大学名 取組名称

平成
１９
年度

丸山　晃生 電気電子工学科
 Ｈ２０．３．３０

～
Ｈ２１．３．１

オーストラリア国立大
学（ＡＮＵ）

非古典論理に対する自動推論
システムの構築とその高専教
育への展開

平成
２５
年度

河原林　友美 電気電子工学科
Ｈ２５.４.１０

～
Ｈ２６.４.９

コブレンツ（ドイツ）
コブレンツ・ランダウ
大学

意図推定可能な他者モデル構
築とロボット開発の高専教育
への展開

■独立行政法人国際協力機構教師海外研修

年度 氏名 学科等 渡航期間 研修先国名 研修コース名

山本　幸男 電気電子工学科
 Ｈ２４．８．１９

～
Ｈ２４．８．２６

フィリピン共和国
（マニラ、イロイロ）

技術系グローバル人材育成
コース

江本　晃美 環境都市工学科
 Ｈ２４．８．１９

～
Ｈ２４．８．２６

フィリピン共和国
（マニラ、イロイロ）

技術系グローバル人材育成
コース

西　仁司 電子情報工学科
 Ｈ２５．８．２５

～
Ｈ２５．８．３１

ベトナム
技術系グローバル人材育成
コース

川上　由紀 電子情報工学科
 Ｈ２５．８．２５

～
Ｈ２５．８．３１

ベトナム
技術系グローバル人材育成
コース

平成
２６
年度

原口　治 一般科目教室
 Ｈ２６．８．３１

～
Ｈ２６．９．６

フィリピン
技術系グローバル人材育成
コース

西城　理志 電気電子工学科
 Ｈ２７．８．１

～
Ｈ２７．８．８

インドネシア
技術系グローバル人材育成
コース

内藤　岳史 教育研究支援センター
 Ｈ２７．８．１

～
Ｈ２７．８．８

インドネシア
技術系グローバル人材育成
コース

平成
２８
年度

佐々　和洋 物質工学科
 Ｈ２８．７．３１

～
Ｈ２８．８．６

フィリピン
技術系グローバル人材育成
コース

平成
２９
年度

千徳　英介 機械工学科
 Ｈ２９．７．２５

～
Ｈ２９．８．４

フィジー
一般コース（平成29年度より
技術系グローバル人材育成
コースはなくなる）

平成
１６
年度

平成
１８
年度

平成
２４
年度

教員の派遣等一覧  ―　平成16年度以降　―

平成
２５
年度

平成
２７
年度
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■教員グローバル人材育成力強化プログラム

年度 氏名 学科等 渡航期間 渡航先国名 取組名称

平成
２８
年度

江本　晃美 環境都市工学科 1年間
アメリカ合衆国
マレイシア

国立大学改革強化推進補助事
業による国立高等専門学校教
員グローバル人材育成力強化
プログラム

■海外研修（私費）

年度 氏名 学科等 渡航期間 渡航先大学名 研修目的

平成
２６
年度

河原林　友美 電気電子工学科
Ｈ２６.４.１４

～
Ｈ２７.２.２８

コブレンツ（ドイツ）
コブレンツ・ランダウ
大学

ロボットの行動予測モデルの
開発，ベンチャー支援体制の
調査，ヨガチェアの開発等

平成
２８
年度

吉田　三郎 一般科目教室
Ｈ２８.６.２８

～
Ｈ２８.８.１２

ニューヨーク州立大学
クイーンズ校ELI

英語を非母国語とする者への
英語教育（教授法）の調査
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